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第１編 総則 

第１条（私法の一般法） 

 この法律は，民事の法律関係に関する一般的な原則を規定するものである。財産関係及び家族関係について特別

法に別の定めがない限り，この法律の規定が適用される。 

 

 

第２条（基本理念） 

 この法律は，憲法が定める個人の尊厳，男女の平等及び財産権の保障の理念を具体化するものである。 

 

 

第３条（私的自治の原則） 

 この法律は，個人の自由な意思を尊重し，法人を含む私人間の平等対等な法律関係を規定する。公法人も取引関

係においては私人とみなす。 

 

 

第４条（権利濫用の禁止） 

 権利といえども濫用は許されない。権利が本来予定された保護範囲を超えて濫用された場合には，その権利行使

の効力は認められない。 

 

 

第５条（信義誠実の原則） 

 権利の行使及び義務の履行は，信義に従い誠実に行わなければならない。 

 

 

第２編 人 

第１章 自然人 

第１節 権利能力 

第６条（権利能力平等の原則） 

 すべての自然人は権利・義務の主体となりうる資格を有する。 

 

 

第７条（外国人の権利取得の制限） 

 外国人は，法律・条約に別段の定めがある場合には，一定の権利を取得または保持することができない。 

 

 

第８条（権利能力の始期・終期） 

 自然人は出生により権利能力を得，死亡により権利能力を失う。 

 

 

第９条（胎児） 

（１）不法行為時に懐胎されていた子は，後に出生した場合には，胎児の間に発生した不法行為による損害につき賠

償を請求することができる。 

（２）相続開始の時に懐胎されていた子は，後に出生した場合には，相続をすることができる。 

（３）遺言者の死亡の時に懐胎されていた子は，後に出生した場合には，遺言の効果を受けることができる。 

 

 

第２節 人格権 

第１０条（人格権の意義） 

 人格権とは，生命・身体・健康・自由・氏名・名誉・プライバシ－その他の人格的利益を内容とする権利をいう。 
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第１１条（差し止め請求権） 

 人格権を違法に侵害されるおそれがあるとき，またはすでに生じた侵害が違法に継続し若しくは繰り返されるおそ

れがあるときは，人格権を有する者は，その侵害の差し止めを請求することができる。 

 

 

第１２条（侵害行為の結果の除去請求権） 

 人格権を違法に侵害された者は，侵害行為の結果が残存するために侵害状態が継続しているときは，それが可能

であるかぎりにおいて，その侵害行為の結果の除去を請求することができる。 

 

 

第１３条（損害賠償請求権） 

 第１１条（差し止め請求権）および第１２条（侵害行為の結果の除去請求権）の規定は，人格的利益を侵害された者

が，不法行為の規定に基づき損害賠償を請求することを妨げない。 

 

 

第３節 意思能力 

第１４条（意思能力の欠如） 

 当事者が自己の行為の法的な結果を認識し判断することのできない状態でした行為は取り消すことができる。 

 

 

第１５条（行為の定義） 

 本第１章第３節（意思能力），第４節（行為能力）及び第６節（不在者の財産管理および失踪宣告）の規定において

行為とは，契約及び単独行為をいう。 

 

 

第４節 行為能力 

第１６条（制限能力者の意義） 

 制限能力者とは，未成年者，一般被後見人，被保佐人をいう。 

 

 

第１款 未成年者 

第１７条（未成年者の意義） 

 未成年者とは満１８年未満の者をいう。 

 

 

第１８条（行為の取消権） 

 未成年者が親権者または未成年後見人の同意を得ずにした行為は取り消すことができる。ただし，単に権利を得，

義務を免れる行為や日常生活上の行為はこのかぎりでない。 

 

 

第１９条（親権者又は未成年後見人が処分を許した財産の処分） 

 未成年者は，親権者又は未成年後見人が目的を定めて処分を許した財産をその目的の範囲内で処分することが

できる。また，親権者又は未成年後見人が目的を定めないで処分を許した財産を処分することもできる。 

 

 

第２０条（営業を許された未成年者） 

（１）親権者又は未成年後見人により一種または数種の営業を許された未成年者は，その営業に関しては成年者と

同一の行為能力を有する。 

（２）第１項の場合において，未成年者がその営業を行うことができないことが判明したときは，親権者又は未成年後

見人は，その営業の許可を取り消し，または制限することができる。 
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第２１条（親権解放の要件） 

（１）１６歳に達した未成年者が独立自活している場合，裁判所は未成年者の申し立てにより，それがその未成年者

の利益に適うと判断するときは，親権からの解放を宣告することができる。この場合，裁判所は親権者に意見を聞か

なければならない。 

（２）婚姻した未成年者は，裁判所の宣告なしに，親権から解放される。 

（３）第２項の場合においては，当事者が後に離婚しても，親権解放の効果は消滅しない。 

 

 

第２２条（親権解放の効果） 

 親権から解放された未成年者は，成年に達したものとみなす。 

 

 

第２３条（未成年者の労働契約） 

（１）親権者または未成年後見人は，第１０５３条（財産管理と代理）または第１０８０条（財産管理と代理）の規定にか

かわらず，未成年者に代わって労働契約を締結することができない。 

（２）第１項に反する契約は，未成年者本人に対して効力を生じない。ただし，未成年者本人がこれを追認した場合は，

このかぎりでない。 

（３）親権者もしくは未成年後見人または行政官庁は，労働契約が未成年者にとって不利であると認める場合におい

ては，将来に向かってこれを解除することができる。 

 

 

第２款 一般被後見人 

第２４条（一般後見開始の宣告） 

（１）精神上の障害により自己の行為の法的な結果を認識し判断する能力を欠く常況にある者については，裁判所は，

本人，配偶者，四親等内の親族，未成年後見人，未成年後見監督人，保佐人，保佐監督人，本人の住所地の属する

コミュ－ン若しくはサンカットの長，または検察官の申立てにより一般後見開始の宣告をすることができる。ただし，申

立てがあった時に本人が１５歳未満のときは，このかぎりでない。 

（２）第１項の宣告をする場合において，本人が被保佐人であるときは，裁判所はその本人に関する保佐開始の宣告

を取り消さなければならない。 

 

 

第２５条（一般被後見人の意義と一般後見人の選任） 

 一般後見開始の宣告を受けた者を一般被後見人といい一般後見人の下に置かれる。 

 

 

第２６条（行為の取消権） 

 一般被後見人の行為は取り消すことができる。ただし，日常生活上の行為はこの限りでない。 

 

 

第２７条（一般後見開始の宣告の取消） 

 第２４条（一般後見開始の宣告）に定めた原因が止んだときは，裁判所は，本人，配偶者，四親等内の親族，後見

人，後見監督人，本人の住所地の属するコミュ－ン若しくはサンカットの長，または検察官の申立てにより一般後見

開始の宣告を取り消さなければならない。 

 

 

第３款 被保佐人 

第２８条（保佐開始の宣告） 

（１）精神上の障害により自己の行為の法的な結果を認識し判断する能力が著しく不十分な者については，裁判所は，

本人，配偶者，四親等内の親族，後見人，後見監督人，本人の住所地の属するコミュ－ン若しくはサンカットの長，ま

たは検察官の申立てにより保佐開始の宣告をすることができる。 

（２）第１項の宣告をする場合において，本人が一般被後見人であるときは，裁判所はその本人に関する一般後見開

始の宣告を取り消さなければならない。 
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第２９条（被保佐人の意義と保佐人の選任） 

 保佐開始の宣告を受けた者を被保佐人といい保佐人の下に置かれる。 

 

 

第３０条（行為の取消権） 

 被保佐人が保佐人の同意を得ないでした以下の行為は取り消すことができる。ただし，日常生活上の行為は，この

かぎりでない。 

 １ 元本を受領しまたはこれを利用すること 

 ２ 借財または保証をすること 

 ３ 不動産その他の重要な財産に関する権利の得喪を目的とする行為をすること 

 ４ 訴訟行為をすること 

 ５ 贈与をし，または和解もしくは仲裁契約を結ぶこと 

 ６ 相続の承認若しくは放棄または遺産の分割をすること 

 ７ 贈与若しくは遺贈を拒絶しまたは負担付の贈与若しくは遺贈を受諾すること 

 ８ 新築，改築，増築または大修繕をすること 

 ９ 土地につき３年，建物につき２年，動産につき６ヶ月を超える期間の賃貸借契約を結ぶこと 

 １０ 裁判所が，第２８条（保佐開始の宣告）に掲げた者または保佐人もしくは保佐監督人の申立てにより，保佐人

の同意を要する旨を特に宣告した行為 

 

 

第３１条（保佐開始の宣告の取消） 

 第２８条（保佐開始の宣告）に定めた原因が止んだときは，裁判所は，本人，配偶者，四親等内の親族，未成年後

見人，未成年後見監督人，保佐人，保佐監督人，本人の住所地の属するコミュ－ン若しくはサンカットの長，または

検察官の申立てにより保佐開始の宣告を取り消さなければならない。 

 

 

第４款 制限能力者の相手方の保護 

第３２条（催告権） 

（１）制限能力者の相手方はその制限能力者が能力者となった後一箇月以上の期間内にその取り消し得る行為を追

認するか否かを確答せよと催告することができる。もし，能力者となったその制限能力者がその期間内に確答を発し

ないときは，その行為を追認したものとみなす。 

（２）制限能力者がまだ能力者になっていないときにその親権者，後見人または保佐人にその権限内の行為につき第

１項の催告をしたが，その期間内に確答を発しなかったときも，同様とする。 

（３）被保佐人に対しては第１項の期間内に保佐人の追認を得るべき旨を催告することができる。その期間内に追認

を得た旨の通知を発しなかったときは，その行為を取消したものとみなす。 

 

 

第３３条（制限能力者の詐術） 

 制限能力者が能力者であると信じさせるため詐術を用いたときは，その行為を取消すことができない。 

 

 

第５節 住所 

第３４条（住所の意義） 

 各人の生活の本拠をもって住所とする。 

 

 

第３５条（居所） 

 生活の本拠不明の場合は，居所をもって住所とみなす。 

 

 

第３６条（カンボディアに住所を有しない場合） 

 カンボディアに住所を有しない者は，カンボディア人であると外国人であるとを問わず，カンボディアにおける居所を

もってその住所とみなす。ただし，準拠法を住所地法とする場合はこのかぎりでない。 
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第６節 不在者の財産管理および失踪宣告 

第１款 不在者の財産管理 

第３７条（裁判所による財産管理人の選任） 

 従来の住所または居所を去って容易に帰来する見込みのない者が，その財産の管理人を置かなかったときは，裁

判所は利害関係人，本人の住所地の属するコミュ－ン若しくはサンカットの長，または検察官の申立てにより，財産

管理人の選任その他その財産の管理につき必要な処分を命ずることができる。本人の不在中管理人の権限が消滅

したときも同様とする。 

 

 

第３８条（財産管理命令の取消） 

 第３７条（裁判所による財産管理人の選任）の場合において，不在者本人が後日に至り管理人を置いたときは，裁

判所は管理人，利害関係人，本人の住所地の属するコミュ－ン若しくはサンカットの長，または検察官の申立てによ

りその命令を取消すことができる。 

 

 

第３９条（管理人の改任） 

 不在者が管理人を置いた場合において，不在者の生死不明のときは，裁判所は利害関係人，本人の住所地の属

するコミュ－ン若しくはサンカットの長，または検察官の申立てにより管理人を改任することができる。 

 

 

第４０条（財産管理人の権限等） 

（１）選任された管理人は第３６６条（代理権の範囲）第２項の定める行為を行う権限を有する。これ以外の行為を必

要とするときは，裁判所の許可を得て行うことができる。 

（２）不在者の生死不明の場合において，その管理人が不在者の定めていた権限を越える行為を必要とするときも，

裁判所の許可を得て行うことができる。 

（３）裁判所は，管理人と不在者との関係その他の事情により管理人に報酬を与えることを相当と認めるときは，不在

者の財産の中から，相当額の報酬を管理人に与えることができる。 

 

 

第２款 失踪宣告 

第４１条（失踪宣告の要件） 

（１）不在者の生死が５年間不明のときは，裁判所は配偶者，推定相続人，受遺者，保険金受取人，親権者，後見人，

父母その他失踪宣告がされることにつき法律上重要な利害関係を有する者の申立てにより，失踪の宣告をすること

ができる。 

（２）戦地に臨んだ者，沈没した船舶中に在った者，その他死亡の原因となりうる危難に遭遇した者の生死が，戦争の

止んだ後，船舶の沈没した後，またはその他の危難の去った後，１年間不明のときも，第１項と同様とする。 

 

 

第４２条（公示催告） 

 失踪を宣告するには，公示催告の手続きを経なければならない。 

 

 

第４３条（失踪宣告の効果） 

 第４１条（失踪宣告の要件）第１項の規定により失踪宣告がされたときは同規定の期間満了時から，同条第２項の

規定により失踪宣告がされたときは危難の去った時から，失踪者は，従来の住所または居所を中心とする，これらの

時点までの法律関係につき，死亡したものとみなして扱われる。 

 

 

第４４条（失踪者帰還時の処理） 

（１）失踪者の生存することまたは第４３条（失踪宣告の効果）第１項所定の時と異なる時に死亡したことの証明がある

ときは，裁判所は本人または利害関係人の申立てにより失踪の宣告を取消さなければならない。 

（２）失踪宣告の効果により失踪者から直接財産を得た者はその取消により権利を失う。ただし，失踪宣告が事実に

反していることを財産取得当時知らなかった取得者は，現に利益を受ける限度でのみその財産を返還する義務を負

う。 
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（３）失踪の宣告後その取消前に失踪宣告を信頼して行った行為は，失踪宣告の取消によりその効力を左右されな

い。 

（４）失踪宣告を受けた者の配偶者が再婚した後に，その失踪宣告が取消された場合には，前婚は，再婚の成立によ

り解消する。 

 

 

第７節 同時死亡の推定 

第４５条（同時死亡の推定） 

 死亡した数人中その一人が他の者の死亡後なお生存したことが明らかでないときは，これらの者は同時に死亡した

ものと推定する。 

 

 

第２章 法人 

第１節 総則 

第１款 定義，種類および設立の原則 

第４６条（法人の定義，種類および設立の原則） 

（１）この法律において，社員を構成員とする団体に独立した権利義務の主体としての地位が与えられたものを社団

法人といい，拠出財産に独立した権利義務の主体としての地位が与えられたものを財団法人という。 

（２）この法律において，営利を目的としない法人を非営利法人といい，営利を目的とする法人を営利法人という。な

お，非営利法人の内，とくに公益を目的とするものを公益法人という。 

（３）この法律において，社員がその拠出した財産の限度で法人の債務について責任を負う社団法人を有限責任社

団法人といい，社員がその一般財産をもって法人の債務について責任を負う社団法人を無限責任社団法人という。 

（４）法人は，他の社団法人の無限責任を負う社員となることはできない。 

（５）非営利法人は，この法律またはその他の法令によって設立することができる。 

（６）営利法人は，別に定める法律に従って設立することができる。 

 

 

第２款 非営利法人の名称 

第４７条（非営利法人の名称） 

（１）社団法人または財団法人でないものが，その名称において，社団法人または財団法人という語を使用すること

はできない。 

（２）有限責任社団法人は，その名称の中に，有限責任社団法人であることを，また，無限責任社団法人は，無限責

任社団法人であることを示す表示をしなければならない。 

 

 

第４８条（外国法人） 

（１）この法律において，外国の法律に準拠して設立された法人を外国法人という。 

（２）外国法人は，国，国の行政区画および商事会社を除くほか，法人として認められない。ただし，カンボディアの法

律または条約によって許されたものは，法人として認められる。 

（３）第２項で法人として認められた外国法人は，同種のカンボディアの法律に準拠して設立された法人と同様の私法

上の権利を有する。ただし，外国人が享有できない権利または法律もしくは条約によって特別の規定のある場合は，

その限りではない。 

 

 

第３款 設立登記 

第４９条（法人の設立登記および成立時期） 

 法人は，その主たる事務所の所在地において登記をすることによって成立する。 
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第５０条（登記事項） 

（１）法人の登記においては，以下の各号に定める事項を登記しなければならない。 

 １ 目的 

 ２ 名称 

 ３ 主たる事務所および従たる事務所 

 ４ 定款に解散事由を定めた場合は，その事由 

 ５ 理事および監事の氏名または名称および住所。ただし，無限責任社団法人にあっては，社員の氏名および住所 

 ６ 理事であって法人を代表しない者がいるときには，法人を代表すべき理事の氏名 

 ７ 数人の理事が共同して法人を代表すべきことを定めた場合には，その定め 

（２）第１項に掲げた事項の中で変更が生じた場合には，主たる事務所の所在地においては２週間，その他の事務所

の所在地においては３週間内に，その登記をしなければならない。登記を行わない間は，変更を第三者に対抗するこ

とができない。 

（３）理事，監事，清算人もしくは社員であって登記された者の職務の執行を停止しもしくはこれを代行する者を選任す

る仮処分またはその仮処分の変更もしくは取り消しがあったときは，主たる事務所およびその他の事務所の所在地

において，その登記をしなければならない。この場合においては，第２項第２文を準用する。 

 

 

第４款 法人の住所 

第５１条（法人の住所） 

 法人の住所は，その主たる事務所の所在地にある。 

 

 

第５２条（事務所移転の登記） 

（１）法人が主たる事務所を移転したときは，２週間以内に，旧所在地においては移転の登記をし，新所在地において

は第５０条（登記事項）に定めた事項を登記しなければならない。その他の事務所を移転したときは，旧所在地におい

ては３週間以内に移転の登記をし，新所在地においては４週間以内に第５０条（登記事項）に定めた事項を登記しな

ければならない。 

（２）第１項にかかわらず，同じ登記所の管轄区域内で事務所を移転した場合には，その移転のみの登記をすればよ

い。 

 

 

第５３条（新設事務所の登記） 

（１）法人が新たに事務所を設置した場合には，当該事務所の所在地において，２週間以内に，第５０条（登記事項）

に定める事項を登記しなければならない。 

（２）第１項の場合，主たる事務所およびその他の事務所の所在地においては，新たに事務所を設置してから３週間

以内に，新たな事務所を設けたことを登記しなければならない。 

 

 

第５款 外国法人の登記 

第５４条（外国法人の登記） 

（１）外国法人がカンボディア国内に事務所を置く場合には，第５０条（登記事項），第５２条（事務所移転の登記）およ

び第５３条（新設事務所の登記）の規定が適用される。 

（２）外国法人が初めてカンボディア国内に事務所を置く場合には，その事務所の所在地で登記をするまでは，他人

はその法人格を否定することができる。 

 

 

第６款 法人の管理・運営 

第５５条（財産目録および社員名簿） 

（１）法人は，設立の時および事業年度初めの３ヶ月内に，財産目録を作り，常にこれを事務所に備え置かなければ

ならない。 

（２）社団法人は，社員名簿を作成し，事務所に備え置き，および，社員の変更がある場合にはその度にそれを訂正

しなければならない。 
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第５６条（理事の定数ならびにその選任・解任および任務） 

（１）法人は，法人の業務を執行する機関として，理事を置かなければならない。ただし，無限責任社団法人にあって

は理事を置かない。 

（２）理事は，単数でも複数でもよい。ただし，財団法人にあっては，３名以上の理事を置かなければならない。 

（３）理事が複数ある場合には，定款において別段の定めがない限り，法人の事務はその過半数をもって決定する。 

（４）理事は，定款または社員総会によって選任される。 

（５）理事は，社団法人においては社員総会の議決により解任することができる。 

 

 

第５７条（理事の義務） 

（１）理事は，法令および定款の趣旨を遵守し，法人の事務を忠実に処理する義務を負う。 

（２）第１項の他，理事と法人との関係は委任に関する規定に従う。 

 

 

第５８条（理事の代表権） 

（１）理事は，法人を代表する。ただし，定款の趣旨に違反することはできない。 

（２）複数の理事がある場合には，それぞれが代表権を有する。ただし，定款によって別段の定めをすることができ

る。 

（３）社団法人にあっては，理事は，社員総会の決議に従わなければならない。 

 

 

第５９条（代表権の制限） 

 理事その他法人の代表者の代表権に加えられた制限は，善意の第三者に対抗できない。 

 

 

第６０条（仮理事） 

 理事が欠けた場合において，法人の事務に遅滞が生じて損害が生じるおそれがあるときには，裁判所は，利害関

係人または検察官の申立によって，仮理事を選任することができる。 

 

 

第６１条（特別代理人） 

 法人の利益と理事の利益とが相反する事項については，理事は代表権を有しない。これによって法人を代表する

者が欠ける場合には，第６０条（仮理事）に定めるのと同様の手続で，特別代理人を選任しなければならない。 

 

 

第６２条（監事） 

（１）法人は，１人または複数の監事を置かなければならない。ただし，無限責任社団法人にあっては，監事を置かな

いことができる。 

（２）監事は，定款の定めるところにより，または社員総会もしくは理事会の決議によって選任する。 

（３）理事または法人の被用者は監事となることができない。 

（４）監査法人は，監事となることができる。 

 

 

第６３条（監事の職務等） 

（１）監事は，法人の業務を監査する。 

（２）監事は，理事および法人の被用者に対して事業の遂行の状況について報告を求め，または，法人の業務および

財産の状況について調査することができる。 

（３）監事は，理事が社員総会または理事会に提出しようとする議案および書類を調査しなければならない。この場合

において，法令もしくは定款に違反し，または，著しく不当な事項があると認めるときは，社員総会または理事会にお

いて報告しなければならない。 

（４）監事は，社員総会または理事会において，監事の選任もしくは解任または監事の報酬について意見を述べるこ

とができる。 

（５）監事は，理事が法人の目的の範囲外の行為その他法令もしくは定款に違反する行為をし，または，そのおそれ

があると認めるときは，社員総会または理事会において，その旨を報告しなければならない。この場合，当該報告を

するために必要があるときは，社員総会または理事会を招集することができる。また，財団法人の監事は，前記報告

を監督官庁に対して遅くとも理事会に対するのと同時に行わなければならない。 

（６）社員は，理事が第５項に定める行為をし，または，そのおそれがある場合において，当該行為によって法人に著
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しい損害が生じるおそれがあるときは，当該理事に対して，当該行為を止めるよう請求することができる。 

（７）法人が理事に対して，または，理事が法人に対して訴えを提起する場合には，当該訴えに関しては，監事が法人

を代表する。 

 

 

第７款 解散および清算 

第６４条（解散事由） 

（１）法人は，以下の事由によって解散する。 

 １ 定款によって定めた解散事由の発生 

 ２ 法人の目的である事業の終了又はその不能 

 ３ 破産 

 ４ 解散を命じる判決 

（２）社団法人は，第１項に定める事由の他，以下の事由によって解散する。 

 １ 有限責任社団法人における社員総会の決議または無限責任社団法人における総社員の同意 

 ２ 社員が一人となったとき 

（３）第２項１号の有限責任社団法人における解散決議は，総社員の過半数の賛成かつ総社員の議決権の４分の３

以上の賛成がなければならない。 

 

 

第６５条（解散を求める訴え） 

（１）有限責任社団法人においては，総社員の１０分の１以上の議決権を有する社員は，無限責任社団法人において

は，各社員は，そして，財団法人においては理事または監督官庁は，法人の解散を求める訴えを提起することができ

る。 

（２）第１項の場合において，裁判所は，次の各号に掲げる事情があり，かつ，やむを得ない事由があるときに限り，

法人の解散を命じることができる。 

 １ 当該法人がその事業の遂行において著しく困難な状況にいたり，当該法人に回復することができない損害が生

じ，または，生じるおそれがあるとき。 

 ２ 当該法人に属する財産の管理または処分が著しく失当で，当該法人の存立を危うくするとき。 

（３）第１項および第２項の規定に関わらず，裁判所は，以下の各号に定める事由が認められる場合において，公益

を維持するため法人の存立を許すことができないと判断するときは，司法大臣または社員，債権者その他利害関係

人の申立により，法人の解散を命じることができる。 

 １ 法人の設立が不法の目的をもってなされたとき 

 ２ 法人が正当な理由なく，その成立後１年以内に開業をせず，または，１年以上事業を休止したとき 

 ３ 法人の業務を執行する者が司法大臣から書面による警告を受けたにもかかわらず，法令もしくは定款に定める

法人の権限を逸脱しもしくは濫用する行為または刑罰法令に違反する行為を継続または反覆したとき 

（４）第３項の申立がなされた場合においては，裁判所は，解散の命令前であっても，司法大臣もしくは社員，債権者

その他の利害関係人の申立により，または，職権をもって，管理人の選任その他法人財産の保全に必要な処分をな

すことができる。 

 

 

第６６条（清算すべき場合および清算法人） 

法人が解散した場合には，第６４条（解散事由）第１項第３号の場合を除き，第７款（解散および清算）の規定に従って

清算をしなければならない。この場合，当該法人は，清算の目的の範囲内において，清算が結了するまで，存続する

ものとみなす。 

 

 

第６７条（残余財産の帰属） 

（１）債務を完済した解散後の法人に残存する財産の帰属は，定款の定めるところによる。 

（２）社団法人において，第１項の規定により残余財産の帰属が定まらないときには，その帰属は，有限責任社団法

人においては社員総会の決議，そして，無限責任社団法人においては総社員の同意による。 

（３）第１項および第２項の規定により帰属が決まらない残余財産は国庫に帰属する。 

 

 

第６８条（清算人の就任） 

（１）法人が，第６４条（解散事由）第１項第１号および第２号，ならびに，同条第２項第１号に定める事由によって解散

した場合，次に掲げる者がその順序に従って清算人となる。 
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 １ 定款に定める者。 

 ２ 有限責任社団法人においては社員総会において，無限責任社団法人においては社員の過半数の意見によって

選任された者。 

 ３ 有限責任社団法人および財団法人においては理事，無限責任社団法人においては社員。 

（２）第１項に規定する場合において，同項の規定において清算人となる者がいないときは，裁判所は，利害関係人

の申立に基づいて清算人を選任する。 

（３）法人が，第６４条（解散事由）第１項第４号および第２項第２号に定める事由によって解散した場合，裁判所は，

利害関係人または司法大臣の申立によって，または，職権をもって，清算人を選任する。 

 

 

第６９条（清算人の解任） 

（１）裁判所は，重要な事由があるときは，利害関係人の申立により，清算人を解任することができる。 

（２）社団法人の清算人は，裁判所によって選任されたものを除いて，有限責任社団法人においては社員総会の決議

によって，無限責任社団法人においては総社員の過半数の意見によって解任することができる。 

 

 

第７０条（清算人及び解散の登記） 

 清算人は，第６４条（解散事由）第１項第３号に定める事由による解散の場合を除き，解散後主たる事務所の所在

地においては２週間内，その他の事務所の所在地においては３週間内に，その氏名，住所および解散の原因，年月

日の登記をしなければならない。 

 

 

第７１条（清算人の職務・権限） 

（１）清算人は，次の各号に定める職務を行う。 

 １ 法人の現務の結了。 

 ２ 法人の債権の取り立ておよび法人の債務の弁済。 

 ３ 法人の残余財産の引き渡し。 

（２）清算人が数人あるときは，法人の業務は，その過半数の意見により決定したところに従う。 

（３）清算人には，第５８条（理事の代表権）を準用する。ただし，裁判所が複数の清算人を選任するときは，それらの

中のいずれかを代表または共同代表として選任することができる。 

 

 

第７２条（法人財産調査報告義務） 

（１）清算人は，就任後遅滞なく，法人財産の現況を調査し，財産目録および貸借対照表を作成し，裁判所に提出しな

ければならない。 

（２）有限責任社団法人においては，第１項の書類は，裁判所に提出する前に社員総会の承認を得なければならな

い。 

（３）無限責任社団法人においては，第１項の書類は，裁判所に提出する前に全社員の承認を得なければならない。 

（４）財団法人においては，第１項の書類は，裁判所に提出する前に監督官庁の承認を得なければならない。 

 

 

第７３条（債権者への公告） 

（１）清算人は，就任の日より２ヶ月以内に少なくとも３回，債権者に対して，２ヶ月間以上の一定の期間内にその債権

を申し出るべき旨を司法省公報に公告しなければならない。 

（２）第１項の公告には，債権者が期間内に申し出をしない場合には，清算より除斥されるべきことを付記しなければ

ならない。 

（３）清算人は，自らが知っている債権者に対しては各別にその申し出を催告しなければならない。 

（４）清算人は，自らが知っている債権者を清算より除斥することはできない。 

 

 

第７４条（債権申し出期間内の弁済） 

（１）清算人は，第７３条（債権者への公告）の届け出期間内においては，債権者に弁済してはならない。ただし，これ

によって，法人は履行遅滞の責任を負わない。 

（２）清算人は，第１項の規定にかかわらず，裁判所の許可を得て，少額の債権および担保のある債権その他弁済し

ても他の債権者を害するおそれのない債権を弁済することができる。 
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第７５条（除斥された債権者に対する弁済） 

 清算から除斥された債権者は，いまだ分配されていない残余財産に対してのみその弁済を請求することができる。 

 

 

第７６条（債権の弁済） 

（１）法人は，弁済期の到来していない債務であっても弁済することができる。 

（２）条件付き債権，存続期間の不確定な債権その他価額の不確定な債権については，法人は裁判所の選任した評

価人の評価に従って弁済しなければならない。 

 

 

第７７条（残余財産の処分） 

 清算人は，法人の債務を弁済した後でなければ，第６７条（残余財産の帰属）に従った法人財産の処分をすること

はできない。ただし，争いのある債務については，清算人はその弁済に必要と認められる財産を留保して，残余の財

産を処分することができる。 

 

 

第７８条（清算中の破産） 

（１）清算中に，法人の財産がその債務を完済するには不足していることが明らかになったときには，清算人は直ちに

破産宣告の請求をして，その旨を司法省公報に公告しなければならない。 

（２）清算人は，その事務を破産管財人に引き渡したときは，その任務を終了したものとする。 

（３）本条の場合において，すでに債権者に支払いまたは帰属権利者に引き渡したものがあるときは，破産管財人は，

それを取り戻すことができる。 

 

 

第７９条（清算の終了） 

（１）清算事務が終了したときは，清算人は遅滞なく決算報告書を作成しなければならない。 

（２）有限責任社団法人においては，清算人は，第１項の決算報告書を社員総会に遅滞なく提出し，その承認を得な

ければならない。 

（３）無限責任社団法人においては，清算人は，第１項の決算報告書を各社員に遅滞なく提出し，その承認を得なけ

ればならない。ただし，清算人に不正ある場合を除いて，各社員が決算報告書の提出を受けてから１月以内に異議

を述べないときは，それを承認したものとみなす。 

（４）財団法人においては，清算人は，第１項の決算報告書を監督官庁に遅滞なく提出し，その承認を得なければなら

ない。 

（５）裁判所の選任による清算人は，第１項の決算報告書を裁判所に遅滞なく提出しなければならない。 

 

 

第８０条（清算結了の登記） 

 第７９条（清算の終了）に定める手続きが完了したときは，清算人は，主たる事務所の所在地においては２週間以内

に，その他の事務所の所在地においては３週間以内に清算結了の登記をしなければならない。 

 

 

第８１条（書類の保存） 

 法人の帳簿ならびにその事業および清算に関する重要書類は，主たる事務所の所在地において清算結了の登記

をした後，１０年間保存しなければならない。その保存者は，清算人その他の利害関係人の申立により，裁判所が選

任する。 

 

 

第２節 社団法人 

第１款 有限責任社団法人 

第８２条（設立および定款） 

（１）有限責任社団法人を設立するためには，社員になろうとする者が共同して定款を作成し，各自これに署名しなけ

ればならない。 

（２）第１項の定款には，つぎの各号に定める事項が記載されなければならない。 

 １ 目的 

 ２ 名称 
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 ３ 主たる事務所の所在地 

 ４ 法人として確保すべき基本財産の総額および資産に関する規定。なお，金銭以外の財産の拠出がある場合に

は，拠出者の氏名または名称，当該財産およびその価格も，また，設立後に譲り受けることを約した財産がある場合

には，その価格および譲渡人の氏名もしくは名称，または，法人の負担すべき設立費用の額も記載されるべき事項と

なる。 

 ５ 事業年度 

 ６ 理事および監事その他役員に関する事項 

 ７ 社員の資格の得喪に関する規定 

 ８ 会計に関する事項 

 ９ 解散に関する事項 

 １０ 定款の変更に関する事項 

 １１ 公告の方法 

（３）定款は，公証人の認証を受けなければその効力を有しない。 

（４）定款は，主たる事務所および従たる事務所に備え置かなければならない。 

 

 

第８３条（基本財産の最低額） 

 有限責任法人は，２０００万リエル以上の基本財産を保有しなければならない。 

 

 

第８４条（理事および監事の選任） 

（１）設立中の有限責任社団法人が定款において理事または監事を定めなかったときは，法人の設立前に，社員総

会において理事または監事を選任しなければならない。 

（２）第１項の社員総会は，各社員が招集することができる。 

 

 

第８５条（基本財産等の調査） 

（１）理事は，基本財産の充実を図るため，基本財産拠出者を募集し，その者に拠出額を割り当て，その拠出を求め

なければならない。 

（２）理事は，定款に第８２条（設立および定款）第２項第４号第２文の記載がある場合には，遅滞なく，当該記載され

た事項を調査するため，検査者の選任を裁判所に請求しなければならない。 

（３）第２項の検査者は，調査の結果を裁判所に報告しなければならない。 

（４）裁判所は，調査の結果から，定款の記載が不当であると認めた場合には，その変更を決定しなければならない。

この場合，当該決定を，社員，理事および金銭以外の財産の拠出に関する事項に変更ある場合の金銭以外の財産

の拠出者に通知しなければならない。 

（５）第４項の通知を受けた金銭以外の財産の拠出者は，当該決定の確定後１週間以内に，金銭以外の財産の出資

行為を取り消すことができる。この場合，設立中の有限責任社団法人は定款を変更して設立手続きを続行することが

できる。 

 

 

第８６条（設立手続きの調査） 

（１）理事および監事は，基本財産の総額について拠出者が確定したかどうか，現物拠出財産の給付が完了したかど

うかを調査しなければならない。 

（２）第１項の調査の結果，法令，定款に違反し，または，不当な事項があると認められる場合には，理事または監事

は，社員に報告しなければならない。 

 

 

第８７条（登記事項および登記期間） 

（１）有限責任社団法人は，第５０条（登記事項）の他，以下の各号に定める事項を登記しなければならない。 

 １ 基本財産の総額 

 ２ 基本財産の拠出者の権利に関する規定 

 ３ 基本財産の返還の手続き 

 ４ 公告の方法 

（２）有限責任社団法人の設立登記は，第８５条（基本財産等の調査）および第８６条（設立手続きの調査）の手続き

が終了した日より２週間以内に主たる事務所の所在地において行わなければならない。 

（３）従たる事務所の所在地においては，第２項の登記をした日より２週間以内に登記しなければならない。 
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第８８条（基本財産の拠出に関する担保責任） 

（１）有限責任社団法人の成立時に，基本財産の総額のうち拠出者が確定していない部分があるときは，当該法人の

成立当時の理事および社員は，共同して，当該部分についての拠出者になったものとみなす。当該法人の成立後に

基本財産の拠出者の基本財産拠出行為が取り消されたときも，同様とする。 

（２）有限責任社団法人の成立時に，基本財産の払い込みまたは現物拠出財産の給付がなされていないものがある

ときは，当該法人の成立当時の理事および社員は，連帯して，当該払い込みがなされていない額または当該給付が

なされていない現物拠出財産の価額を弁済する責任を負う。 

（３）有限責任法人の成立時に，第８２条（設立および定款）第２項第４号第２文に定める財産の価格が定款に記載さ

れた価格に著しく不足するときは，当該法人の成立時の理事および社員は，当該法人に対して，連帯して，当該不足

額を弁済する責任がある。ただし，第８５条（基本財産等の調査）により検査者の検査を経ている場合には，現物拠

出者または当該財産の譲渡人でないかぎり，当該責任を免れる。 

 

 

第８９条（社員の権利義務） 

（１）社員は，法人の経費を支払う義務を負う。 

（２）社員は，社員総会において議決権を行使することができる。ただし，社員と法人との関係について議決する場合

には，当該社員は議決権を行使することができない。 

（３）社員の議決権は１個とする。ただし，定款において拠出額を斟酌して別段の定めをすることができる。 

（４）社員総会に出席しない社員は，書面をもって表決をし，または代理人によって表決する。ただし，定款に別段の

定めがある場合には，それに従う。 

 

 

第９０条（社員資格の喪失） 

（１）社員は，いつでも退社することができる。ただし，定款において，退社しようとする時より一定の期間前までに法

人に対して退社の予告をすることが求められている場合は，やむをえない事情がある場合を除き，退社をしようとす

る社員はその予告をしなければならない。 

（２）第１項但し書きの予告期間は，１年を超えることはできない。 

（３）第１項の場合のほか，社員は次の事由によって社員の資格を喪失する。 

 １ 定款に定めた事由の発生。 

 ２ 総社員の同意。 

 ３ 死亡または解散 

 ４ 除名 

 

 

第９１条（除名） 

（１）社員の除名は，正当な事由があるときに限り，社員総会の決議によってすることができる。この場合において，法

人は，当該社員総会の日から１週間前までに当該社員に対してその旨を通知し，かつ，社員総会において弁明の機

会を与えなければならない。 

（２）第１項の決議をするには，総社員の半数以上であって，総社員の議決権の４分の３以上の議決権を有する者の

賛成が得られなければならない。 

（３）除名は，除名した社員にその旨を通知しなければ，その効力を生じない。 

 

 

第９２条（定時総会） 

理事は，少なくとも毎年１回，社員の定時の総会を開かなければならない。 

 

 

第９３条（臨時総会） 

（１）理事は，必要があると認める場合は，いつでも臨時の社員総会を招集することができる。 

（２）総社員の議決権の１０分の１以上を有する社員が会議の目的事項を示して総会の開催を請求した場合には，理

事は，臨時総会を招集しなければならない。ただし，その定数について定款で別の定めがある場合には，それに従

う。 

（３）第２項の請求がなされたにもかかわらず，理事が総会を遅滞なく招集することを怠る場合には，当該請求をした

社員は，裁判所の許可を得て，総会を招集することができる。 
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第９４条（総会の招集） 

（１）社員総会を招集するには，当該社員総会の日から１週間前までに各社員に対してその通知を発しなければなら

ない。ただし，定款によってこの期間を短縮することができる。 

（２）社員総会は，総社員の同意がある場合には，招集の手続きを経ないで開くことができる。 

 

 

第９５条（総会の権限） 

（１）社員総会は，この法律または定款で定める事項に限り，決議を行うことができる。 

（２）理事および監事は社員総会において社員が求めた事項について説明をしなければならない。ただし，その事項

が会議の目的である事項に関係しないとき，説明をすることによって社員共同の利益を著しく害するとき，説明をする

について調査を必要とするときその他正当な事由があるときは説明をしなくともよい。 

（３）第２項の場合，社員が会議の日より相当の期間前に書面によって社員総会において説明すべき事項を通知した

ときは，理事および監事は調査を要することを理由として説明を拒むことはできない。 

 

 

第９６条（総会の決議事項） 

 社員総会においては，第９４条（総会の招集）によってあらかじめ通知をした事項についてのみ決議をすることがで

きる。ただし，定款に別段の定めがある場合は，この限りではない。 

 

 

第９７条（定款の変更） 

（１）有限責任社団法人の定款は，総社員の議決権の４分の３以上の賛成がある場合に限って，変更することができ

る。ただし，定款において，別段の定めがある場合には，それに従う。 

（２）定款の変更は，公証人の認証を受けなければその効力を生じない。 

 

 

第９８条（計算書類の作成および承認） 

（１）理事は，毎事業年度，次の各号に定める書類およびこれらの書類の記載を補足する重要な事実を記載した付属

明細書を作成しなければならない。 

 １ 貸借対照表 

 ２ 損益計算書 

 ３ 事業報告書 

 ４ 剰余金の処分または損失の処理に関する議案 

（２）理事は，第１項各号に掲げる書類を定時の社員総会に提出し，同項３号に掲げる書類についてはその内容を報

告し，同項１号，２号および４号に掲げる書類についてはその承認を得なければならない。 

 

 

第９９条（計算書類の監査） 

（１）理事は，第９８条（計算書類の作成および承認）第１項の各号に掲げる書類について監事の監査を受けなければ

ならない。 

（２）第１項の監査は，定時の社員総会前に行われなければならない。 

（３）理事は，監事の監査開始の５週間前には第９８条（計算書類の作成および承認）第１項各号の定める書類を，３

週間前には付属明細書を，監事に提出しなければならない。 

（４）監事は，付属明細書を除く第３項の書類を受領した日から４週間以内に監査報告書を理事に提出しなければな

らない。 

 

 

第１００条（計算書類等の公示） 

（１）有限責任社団法人は，監査報告書が理事に提出された時から，第９８条（計算書類の作成および承認）第１項各

号に掲げる書類および監査報告書を主たる事務所においては５年間，従たる事務所においてはその写しを３年間備

え置かなければならない。 

（２）社員および法人の債権者は，当該法人の営業時間内において，当該法人に対して，第１項に定める書類の閲覧

または謄本もしくは抄本の交付を請求することができる。ただし，謄本または抄本を請求する場合には，当該法人が

定めた費用を支払わなければならない。 
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第２款 無限責任社団法人 

第１０１条（設立および定款） 

（１）無限責任社団法人を設立するには，社員となろうとする者が，共同して定款を作成し，各自これに署名しなけれ

ばならない。 

（２）第１項の定款には，以下の各号の事項が記載されなければならない。 

 １ 目的 

 ２ 名称 

 ３ 社員の氏名および住所 

 ４ 主たる事務所および従たる事務所の所在地 

（３）定款は，公証人の認証を得なければ効力を生じない。 

（４）定款は，主たる事務所および従たる事務所に備え置かなければならない。 

 

 

第１０２条（登記事項および登記期間） 

（１）無限責任社団法人は，第５０条（登記事項）の他，以下の各号に定める事項を主たる事務所の所在地において

登記しなければならない。 

 １ 法人を代表しない社員がいる場合においては，法人を代表する社員の氏名 

 ２ 数人の社員が法人を代表する定めがある場合には，その定め 

（２）従たる事務所の所在地においては，第１項の登記の日より２週間以内に，第１項の各号に定める事項を登記しな

ければならない。 

 

 

第１０３条（社員の責任等） 

（１）無限責任社団法人の財産をもってその債務を完済できないときは，社員は連帯してその弁済の責めを負う。 

（２）無限責任社団法人の財産に対する強制執行がその効を奏しなかったときも，第１項と同様とする。 

（３）第１項および第２項の規定は，社員が，無限責任社団法人に資力があり，かつ，強制執行が容易であることを証

明した場合には適用されない。 

（４）社員は無限責任社団法人に属する抗弁をもってその法人の債権者に対抗することができる。 

（５）無限責任社団法人がその債権者に対して相殺権，取消権または解除権を有する場合においては，社員はその

債権者に対して債務の履行を拒むことができる。 

（６）無限責任社団法人が成立した後に加入した社員は，その加入前に発生したその法人の債務についても責任を

負う。 

（７）退社をした社員は，その法人の主たる事務所の所在地において退社の登記をする以前に生じたその法人の債

務について責任を負う。 

（８）第７項の責任は，第７項の登記がなされた後２年内に請求または請求の予告をしない法人の債権者に対しては

登記後２年を経過したとき消滅する。 

（９）社員は，定款の定めるところに従い，法人の経費を負担しなければならない。 

 

 

第１０４条（社員資格の喪失） 

（１）社員は，定款の定めがある場合を除き，いつでも退社することができる。 

（２）第１項の規定にかかわらず，やむを得ない事由があるときは，社員はいつでも退社できる。 

（３）第１項および第２項の場合の他，社員は以下に掲げる事由によって社員資格を喪失する。 

 １ 定款に定めた事由の発生 

 ２ 総社員の同意 

 ３ 除名 

 ４ 死亡 

 ５ 破産 

 ６ 一般後見開始の宣告を受けたこと 

 

 

第１０５条（除名） 

 社員の除名は，正当な事由があるときに限り，他の社員の一致によってすることができる。ただし，除名した社員に

その旨を通知しなければ，その効力を生じない。 
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第１０６条（業務の執行） 

（１）社員は，無限責任社団法人の業務を執行する。 

（２）無限責任社団法人の業務は，定款に別段の定めがない限り，社員の過半数の意見により決定したところに従う。 

（３）定款によって無限責任社団法人の業務を行うべき社員を定めた場合においては，当該社員が当該無限責任社

団法人の業務を執行する。 

（４）第３項の社員が複数あるときは，定款に別段の定めのある場合を除いて，無限責任社団法人の業務は当該社

員の過半数の意見により決定したところに従う。 

（５）第２項および第４項の規定にかかわらず，無限責任社団法人の常務は，各社員が行うことができる。なお，第３

項に規定する場合には，同項に規定する社員に限ってその常務を行うことができる。ただし，その終了前に他の社員

が異議を述べたときは，この限りではない。 

 

 

第１０７条（法人の代表） 

（１）社員は無限責任社団法人を代表する。ただし，第１０６条（業務の執行）第３項に規定する場合においては，同項

に規定する社員のみが無限責任社団法人を代表する。 

（２）第１項の規定により，無限責任社団法人を代表する社員が数人あるときは，当該社員は各自当該無限責任社団

法人を代表する。ただし，定款または総社員の同意によって，当該社員の中から特に当該無限責任社団法人を代表

すべき者を定めることができる。 

（３）無限責任法人を代表する社員は，理事に関する規定に従う。 

 

 

第１０８条（報告および調査） 

（１）社員は，他の社員に対して事業の遂行の状況について報告を求め，または無限責任社団法人の業務および財

産の状況を調査することができる。ただし，第１０６条（業務の執行）第３項に規定する場合においては，同項に規定

する社員に対してのみその報告を求めることができる。 

（２）社員は，他の社員が法人の目的の範囲外の行為その他法令もしくは定款に違反する行為をし，または，そのお

それがある場合において，当該行為によって法人に著しい損害が生じるおそれがあるときは，当該社員に対して当該

行為を止めるよう請求することができる。 

（３）監事が置かれている場合には，第１項および第２項に定める事項は，監事によって行われる。 

 

 

第１０９条（定款の変更） 

（１）定款の変更には，総社員の同意がなければならない。 

（２）第１項の規定にかかわらず，定款において，総社員のうちの一定割合以上の者の同意によって定款を変更する

ことができると定める場合においては，それに従う。 

（３）変更された定款は，公証人の認証を得なければ効力を生じない。 

 

 

第３節 財団法人 

第１１０条（設立および定款） 

（１）財団法人は，公益を目的とする限りにおいて，定款を作成し，監督官庁の許可を得ることによって設立することが

できる。 

（２）第１項の定款には，つぎの各号に掲げられる事項が記載されなければならない。 

 １ 目的 

 ２ 名称 

 ３ 主たる事務所の所在地 

 ４ 基本財産の総額および資産に関する規定。なお，金銭以外の財産の拠出がある場合には，当該財産およびそ

の価格が，設立後に譲り受けることを約した財産がある場合には，その価格および譲渡人の氏名もしくは名称，また

は，法人の負担すべき設立費用の額が記載されなければならない。 

 ５ 事業年度 

 ６ 理事および監事その他役員に関する事項 

 ７ 会計に関する事項 

 ８  解散に関する事項 

 ９ 定款の変更に関する事項 

 １０ 公告の方法 

（３）定款は，公証人の認証を受けなければその効力を有しない。 
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（４）定款は，主たる事務所および従たる事務所に備え置かなければならない。 

 

 

第１１１条（基本財産の最低額） 

 財団法人は，２億リエル以上の基本財産を保有しなければならない。 

 

 

第１１２条（定款の補完） 

 財団法人の設立者が，その名称，事務所または理事の任免の方法を定めないで死亡した場合，裁判所は利害関

係人または検察官の申立によってそれらを定めることができる。 

 

 

第１１３条（贈与および遺贈の規定の準用） 

（１）生前の処分によって財団法人設立のための財産の拠出がなされる場合には，第５編第３章（贈与）の規定を準用

する。 

（２）遺言によって財団法人設立のための財産の拠出がなされる場合には，第８編第３章第６節（遺贈）の規定を準用

する。 

 

 

第１１４条（拠出財産の帰属時期） 

（１）生前の処分行為によって財団法人設立のための財産の拠出がなされた場合，拠出された財産は，第４９条（法

人の設立登記および成立時期）に定める登記がなされた時から法人の財産となる。 

（２）遺言によって財団法人設立のための財産の拠出がなされた場合，拠出された財産は遺言が効果を生じた時から

法人の財産となったものとみなす。 

 

 

第１１５条（登記事項および登記期間） 

（１）財団法人は，第５０条（登記事項）の他，以下の各号に定める事項を登記しなければならない。 

 １ 基本財産の総額 

 ２ 公告の方法 

 ３ 監督官庁の許可が得られた日 

（２）財団法人の設立の登記は監督官庁の許可が得られた日より２週間以内に主たる事務所の所在地において行わ

なければならない。 

（３）従たる事務所の所在地においては，第２項の登記の日より２週間以内に登記しなければならない。 

 

 

第１１６条（計算書類等の作成および承認） 

（１）理事は，毎事業年度，次の各号に定める書類およびこれらの書類の記載を補足する重要な事実を記載した付属

明細書を作成しなければならない。 

 １ 貸借対照表 

 ２ 損益計算書 

 ３ 事業報告書 

 ４ 剰余金の処分または損失の処理に関する議案 

（２）理事は，第１項各号に掲げる書類を監督官庁に提出し，その承認を得なければならない。 

 

 

第１１７条（計算書類等の監査） 

（１）理事は，第１１６条（計算書類等の作成および承認）第１項の各号に掲げる書類について監事の監査を受けなけ

ればならない。 

（２）第１項の監査は，当該書類の監督官庁への提出前に受けなければならない。 

（３）理事は，監事の監査開始の５週間前には第１１６条（計算書類等の作成および承認）第１項各号の定める書類を，

３週間前には付属明細書を，監事に提出しなければならない。 

（４）監事は，付属明細書を除く第３項の書類を受領した日から４週間以内に監査報告書を理事に提出しなければな

らない。 
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第１１８条（計算書類等の公示） 

（１）財団法人は，監査報告書が理事に提出された時から，第１１６条（計算書類等の作成および承認）第１項各号に

掲げる書類および監査報告書を主たる事務所においては５年間，従たる事務所においてはその写しを３年間備え置

かなければならない。 

（２）財団法人の債権者は，当該法人の営業時間内において，当該法人に対して，第１項に定める書類の閲覧または

謄本もしくは抄本の交付を請求することができる。ただし，謄本または抄本を請求する場合には，当該法人が定めた

費用を支払わなければならない。 

 

 

第３編 物権 

第１章 総則 

第１節 物 

第１１９条（物の定義） 

 この法律では，物とは，気体，液体及び固体である有体物をいう。 

 

 

第１２０条（動産と不動産） 

（１）物は，動産と不動産に分かれる。 

（２）不動産とは，土地及び建物，工作物，農作物，樹木など土地に固定されて移動できない物をいう。 

（３）動産とは，不動産以外の物をいう。 

（４）支配可能な無体財産については，特別法に規定のない限り，動産に関する規定を準用する。 

 

 

第１２１条（物の構成部分） 

 物の構成部分が，物を破壊することなしに，又は性質を変じることなしに分離できないときは，これを独立の権利の

対象とすることができない。 

 

 

第１２２条（土地の構成部分：原則） 

 土地に定着し，又は一体となった物，特に土地上に建築され移動できない建物，工作物，あるいは，土地に播種さ

れた種子，植栽された農作物，生育する樹木は，土地から分離されない限り，土地の構成部分であり，別段の定めの

ない限り，これを独立の権利の対象とすることができない。 

 

 

第１２３条（土地の構成部分：例外） 

 他人の土地に対する権利の行使として，権利者が土地上に建築した建物，その他の工作物，及び生育させた樹

木・植物等は，土地の構成部分とはならない。一時的な目的で土地に付着させた物も同様である。 

 

 

第１２４条（他人の土地に対する権利の行使に基づき建築した建物等） 

第１２３条（土地の構成部分：例外）において，権利者が土地上に建築した建物，その他の工作物，及び生育させた樹

木・植物等は，他人の土地に対する権利の構成部分とみなす。 

 

 

第１２５条（建物の構成部分） 

 建物を組成する材料，及び建具，家具，看板，装飾品などが，建物を破壊することなしに，又は性質を変じることな

しにこれを分離できないときは，建物の構成部分であり，これを独立の権利の対象とすることができない。 

 

 

第１２６条（主物と従物） 

（１）主物の構成部分ではなく，継続的に主物の経済的目的に供するために主物の所有者が主物に付属させた物を

従物という。 

（２）主物に関する権利の設定及び移転は，特約のない限り，従物に及ぶ。 
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第１２７条（元物と果実の定義） 

（１）物から生じる収益を果実という。果実の生じる物を元物という。 

（２）物の通常の使用方法にしたがって取得する産出物を天然果実という。 

（３）物の使用の対価として受け取る賃料などの金銭，その他の物を法定果実という。 

 

 

第１２８条（果実の取得権） 

（１）天然果実は，元物から分離する時にこれを取得する権利を有する者の所有に帰する。 

（２）法定果実は，これを取得する権利の存続期間にしたがい日割により取得できる。 

 

 

第１２９条（果実返還義務者の費用償還請求権） 

 果実を返還する義務を負う者は，果実の取得に要する通常の費用の償還を請求することができる。ただし，返還す

る果実の価格を超えることはできない。 

 

 

第２節 物権 

第１３０条（物権の定義） 

 物権とは，物を直接に支配する権利であり，その権利を全ての人に対して主張できるものをいう。 

 

 

第１３１条（物権法定主義） 

 物権は，この法律，特別法により認められた種類及び内容に限り設定することができる。慣習法上認められた物権

は，この法律及び特別法と抵触しない限り，本法のもとでも効力を有する。 

 

 

第１３２条（物権の種類） 

 この法律が定める物権は，下記に掲げるものである。 

 １ 所有権 

 ２ 占有権 

 ３ 用益物権 

   イ 永借権 

   ロ 用益権 

   ハ 使用権・居住権 

   ニ 地役権 

 ４ 担保物権 

   イ 留置権 

   ロ 先取特権 

   ハ 質権 

   ニ 抵当権 

   ホ 譲渡担保権 

 

 

第３節 物権変動の原則 

第１３３条（合意による物権変動） 

 物権の設定，移転及び変更は，当事者間の合意にしたがって効力を生じる。 

 

 

第１３４条（物権変動の対抗要件） 

（１）不動産に関する物権の設定，移転及び変更は，占有権，留置権，使用権，居住権の場合を除き，登記に関する

法令の規定に従い登記をしなければ第三者に対抗することができない。 

（２）動産に関する物権の譲渡は，その動産の占有の移転がなければ第三者に対抗することができない。 
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第１３５条（合意による不動産所有権の移転における効力要件） 

 第１３３条（合意による物権変動）及び第１３４条（物権変動の対抗要件）の規定にかかわらず，不動産に関する合

意による所有権の移転は，登記に関する法令の規定に従い登記をしなければ効力を生じない。 

 

 

第１３６条（混同） 

（１）同一の物について所有権と他の物権が同一人に帰したときは，その物権は消滅する。但し，その物又はその物

権が第三者の権利の目的であるときは，この限りではない。 

（２）所有権以外の物権及びこれを目的とする他の権利が同一人に帰したときは，その権利は消滅する。この場合に

おいては，第１項但書の規定を準用する。 

（３）第１項及び第２項の規定は，占有権には適用しない。 

 

 

第１３７条（登記の推定力） 

（１）不動産登記簿に権利を登記したときは，その権利は登記された者に属するものと推定する。 

（２）不動産登記簿から登記された権利が抹消されたときは，その権利は消滅したものと推定する。 

 

 

第２章 所有権 

第１節 所有権の内容と限界 

第１３８条（所有権の定義） 

 所有権とは，法令の制限内で，所有者が自由に所有物の使用，収益及び処分をすることができる権利をいう。 

 

 

第１３９条（土地の所有権の限界） 

（１）土地の所有権は，法令の制限内で，かつ，所有者にとって利益のある範囲内で，その土地の上下に及ぶ。 

（２）土地の所有者は，専ら他人を妨害し，生活妨害を与える目的で土地を使用することはできない。 

 

 

第１４０条（生活妨害行為の差止） 

（１）土地の所有者は，他の土地より生じるガス，蒸気，臭気，煙，煤，熱，音響，振動等による生活妨害がその土地

の通常の使用の範囲内であり，他の法令により禁止されていない場合には，自己の土地に影響を与える行為の中止

を求めることはできない。 

（２）第１項の場合において，現に著しい被害を受けている土地の所有者は，生活妨害を与える者に対して相当の補

償を請求することができる。土地の所有者が不法行為に基づき損害賠償請求をすることは妨げられない。 

 

 

第１４１条（地中の文化財・鉱物の発掘） 

（１）土地の所有者は，地中より発見されたいかなる種類の彫像，レリ－フ，遺物，その他の文化財に対しても所有権

を主張できない。それらは国有財産であり，発見した土地所有者は，文化芸術省に引き渡す義務を負う。 

（２）土地の所有者は，別の法律に定められた地中にある鉱物についても所有権を主張できない。それらは国有財産

であり，別に定める法律により国が採掘する権利を認めた者がその鉱物を採掘し，取得する権利を有する。 

 

 

第１４２条（越境竹木の切除権） 

 土地の所有者は，隣地から竹木の枝が延びて境界を越えたとき，または，隣地から竹木の根が延びて境界を越え

たときは，その果実を収取し，また，それを切除することができる。 

 

 

第２節 土地に関する相隣関係 

第１４３条（隣地使用権） 

 土地の所有者は，境界又はその近くで塀あるいは建物を建設し，又はこれを修繕するために必要な範囲で隣地の

使用を請求することができる。これにより隣人が損害を被ったときは，償金を支払わねばならない。 
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第１４４条（袋地通行権） 

（１）他人の土地に囲まれて公道へ通じない土地，及び公道への接続が不十分なため農業上又は産業上の利用が著

しく阻害されている土地を袋地という。 

（２）袋地の所有者は，かかる通行による損害に応じた償金の支払と引換えに，隣地の通行を要求する権利を有す

る。 

（３）通行権は，原則的に袋地から公道に至るまで最短となる方向または経路に設けられなければならない。第１文の

規定にかかわらず，通行権は，負担する土地の所有者にとって最小限の侵害をもたらす場所に設けられなければな

らない。 

（４）袋地の発生が，売買，交換，遺産分割又は他の契約による土地分割を原因とする場合には，通行権は，分割後

に残った土地に対して要求できるにとどまる。この場合には，袋地の所有者は，償金を支払う必要はない。しかしなが

ら，かかる状況において十分な通行が確保されない場合には，第２項及び第３項の規定を適用する。 

 

 

第１４５条（自然水の承水義務） 

（１）低地の所有者は，高地から自然に流れる水を忍容する義務を負う。低地の所有者は，堤防，堰，障害物，又は

かかる流水を妨げるあらゆる種類の工作物を設けてはならない。高地の所有者は低地の所有者の負担を増大させ

る一切の行為をしてはならない。 

（２）当事者に責任のない不可抗力の事変により低地で水流が阻害されたときは，高地の所有者は自費で水流を通

す工事をすることができる。 

 

 

第１４６条（雨水等の利用権） 

 高地の所有者は，第１４５条（自然水の承水義務）第１項第３文の定めのもとに，土地に生じた泉水ならびに地上に

降った雨水を利用し，排水する権利を有する。 

 

 

第１４７条（流水の保全義務） 

 流水に接して位置する土地の所有者は，農業用の必要のために，水を隣地に向けて流下させる義務を負い，隣地

の所有者は，さらに離れた土地に配慮して同様の義務に服する。 

 

 

第１４８条（灌漑のための水路開設権） 

 土地の灌漑のために使用権を有する水を通水させようと望む土地の所有者は，水路の通過地の所有者に与える損

害に対して償金を支払って，自己所有地と水源との間の土地を通して水路を設置し，維持することができる。 

 

 

第１４９条（灌漑用水の排水権） 

 土地の所有者は，低地の所有者に償金を支払って，自己の土地を灌漑した水を低地を通して排水することができ

る。 

 

 

第１５０条（水没地所有者の排水権） 

 全部又は一部が水没した土地の所有者は，衛生に関する法令の規定を遵守する限りで，自己の所有地から有害な

水を排水することができる。 

 

 

第１５１条（堰等の設置権と利用権） 

（１）自己の土地を灌漑するために河川の水を使用することを望む河岸の土地所有者は，対岸の所有者に償金を支

払って，水を引くために必要な施設を対岸の土地上に設置することができる。 

（２）自己の所有地に施設の設置を受忍した土地の所有者は，設置および維持に要する費用の半分を負担することを

条件として，施設を設置した者に対して堰の共同使用を要求できる。この場合には，施設の設置者は第１項の償金の

支払義務はなく，支払った償金の返還を請求することができる。 
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第１５２条（生活妨害行為） 

 穿掘，ボ－リング，掘削を行なうことにより，又は危険な物，他人の迷惑となる物，不衛生な物を保管することにより

隣地に生活妨害を与える可能性のある行為を自らの土地上で実施しようとする所有者は，厳守されるべき距離，又

は実施されるべき行為を定める特別の規定に従わねばならない。 

 

 

第１５３条（窓及びバルコニ－等の目隠し設置義務） 

 隣地の境界線から２メ－トル未満の距離において，他人の宅地を観望する窓，バルコニ－あるいはそれに類する施

設を設置する者は，目隠しをつけねばならない。 

 

 

第１５４条（境界線付近の樹木） 

 土地の所有者は，隣地の境界線の２メートル以内に，高さが２メ－トルを超える木，灌木，低木を所有してはならな

い。これに違反した場合，隣地所有者の請求により，移植する義務を負う。 

 

 

第３節 所有権に基づく物権的請求権 

第１５５条（所有権に基づく物権的返還請求権） 

 所有者は，占有者に対して，物の返還を請求することができる。但し，占有者が所有者に対して占有を法律上正当

なものとする根拠を有するときは，この限りでない。 

 

 

第１５６条（占有者と果実） 

（１）善意の占有者は占有物より生じる果実を取得することができる。 

（２）善意の占有者が占有を法律上正当なものとする根拠に関する訴えに敗訴したときは，その訴えの提起の時より

悪意の占有者とみなす。 

（３）占有者が所有者に物を返還する場合には，果実が発生した時に悪意の占有者は，取得した果実を返還し，過失

より毀損又は取得を怠った果実の価格を賠償する義務を負う。 

 

 

第１５７条（占有物の滅失・毀損に対する責任） 

 占有者が占有物の毀損，滅失，その他返還できないことにつき過失がある場合には，占有物の滅失，毀損，その他

返還できない事由の発生時に悪意の占有者は全損害を賠償する義務を負い，善意の占有者は現に利益を受ける限

度で損害を賠償する義務を負う。但し，所有の意思のない占有者は，善意の場合であっても，全損害を賠償する義務

を負う。 

 

 

第１５８条（占有者の費用償還請求権） 

（１）占有者が所有者に物を返還する場合には，物の管理，保存のために支出した必要費の償還を所有者に請求す

ることができる。占有者が果実を取得した場合には，通常の必要費は占有者が負担しなければならない。 

（２）占有者が占有する物の改良のための費用，その他の有益費を支出したときは，価格の増加が現存する限りにお

いて，所有者の選択により占有者が支出した費用又は増価額を所有者は償還しなければならない。但し，悪意の占

有者に対しては，裁判所は，所有者に対して償還のために相当の期間を付与することができる。 

（３）占有者が土地を所有者に返還する場合には，所有者は，善意の占有者の建築した建物，植栽し未だ収穫してい

ない作物，伐採していない樹木に関し占有者が支出した費用又は現存する増価額を償還しなければならない。第１

項及び第２項の規定にかかわらず，悪意の占有者に対しては，所有者は，占有者が建築した建物，植栽し未だ収穫

していない作物，伐採していない樹木を撤去させるか，自己の所有とするかの選択権を有する。土地所有者が撤去

を選択した場合には，占有者は無償で建物，作物，樹木を撤去しなければならない。所有者が建物，作物，樹木を自

己の所有とすることを選択した場合には，土地の付加価値を斟酌せず，取得する物の価格を含め，占有者の支出し

た費用又は増価額を償還しなければならない。この場合，裁判所は，所有者に対して償還のために相当の期間を付

与することができる。 

 

 

第１５９条（所有権に基づく物権的妨害排除請求権・妨害予防請求権） 

（１）所有権の行使が妨害された場合には，所有者は，妨害者に対して，妨害の排除を請求することができる。 

（２）所有権の行使が妨害される恐れが現実にある場合には，所有者は，妨害する可能性がある者に対して，妨害の
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予防を請求することができる。 

 

第４節 所有権の取得 

第１款 不動産所有権の取得 

第１６０条（不動産所有権の取得） 

 不動産の所有権は，契約，相続，本第４節（所有権の取得）に定めるものの外，この法律及びその他の法律の規定

により取得することができる。 

 

 

第１６１条（無主の不動産） 

 無主の不動産は国家の所有に帰する。 

 

 

第１６２条（不動産所有権の取得時効） 

（１）２０年間所有の意思をもって平穏かつ公然に不動産を占有した者は，その不動産の所有権を取得する。 

（２）１０年間所有の意思をもって平穏かつ公然に不動産を占有した者が，その占有の始めに善意かつ無過失のとき

は，その不動産の所有権を取得する。 

（３）第１項および第２項は，その種類を問わずすべての国有不動産に適用しない。 

 

 

第１６３条（取得時効の遡及効） 

 第１６２条（不動産所有権の取得時効）に定める所有権取得の効力は，その起算日に遡って生じる。起算日以降に

生じた果実は，時効により所有権を取得する者に帰属する。 

 

 

第１６４条（取得時効の援用） 

（１）裁判所は，当事者が取得時効を援用するのでなければ，取得時効によって裁判することができない。 

（２）取得時効は，時効により所有権を取得する者，時効により所有権を取得する者から永借権，用益権，使用権およ

び居住権，地役権，賃借権，抵当権，質権の設定を受けた者その他取得時効を援用するにつき法律上正当の利益

を有する者のみが援用することができる。 

（３）時効により所有権を取得する者が取得時効を援用したときは，第三者もその取得時効の利益を受ける。時効に

より所有権を取得する者以外の援用権者が取得時効を援用したときは，その援用の効果は，取得時効を援用した者

と本来の所有者との間においてのみ生じる。 

 

 

第１６５条（取得時効の利益の放棄） 

 取得時効の利益をあらかじめ放棄することはできない。すでに完成した取得時効の利益は放棄することができる。 

 

 

第１６６条（取得時効の利益の放棄の効果が及ぶ者の範囲） 

 取得時効の利益の放棄は本来の所有者と放棄をした援用権者の間においてのみ効力を有する。 

 

 

第１６７条（取得時効の中断事由） 

 取得時効は次に掲げる事由によって中断する。 

１ 所有の意思のある占有の喪失 

２ 裁判上の請求，又はこれに準ずる権利行使 

３ 執行行為又は保全処分行為 

４ 承認 

 

 

第１６８条（取得時効の中断の効果が及ぶ者の範囲） 

 時効により所有権を取得する者に対して取得時効の中断が生ずれば，他の者もその中断の効果を否認することは

できない。時効により所有権を取得する者以外の援用権者に対して取得時効の中断が生じたときは，その中断の効

果は本来の所有者とその援用権者の間においてのみ生ずる。 
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第１６９条（所有の意思をもってする占有の喪失） 

 所有の意思のある占有をする者が自己の意思によらず占有を喪失し，かつ１年内に又はこの期間内に提起した訴

えにより占有を回復したときは，取得時効は中断しなかったものとみなす。 

 

 

第１７０条（裁判上の請求） 

 裁判上の請求は，訴えの却下又は取下げの場合には，取得時効の中断の効力を生じさせない。 

 

 

第１７１条（執行処分又は保全処分の取消し） 

 権利者の申立てにより又は法律上の要件の欠如により執行処分又は保全処分が取り消されたときは，執行行為又

は保全処分行為による取得時効の中断は生じなかったのとみなす。 

 

 

第１７２条（中断後の取得時効の進行） 

（１）中断した取得時効はその中断の事由が終了した時から新たに起算を開始する。 

（２）裁判上の請求によって中断した取得時効は裁判の確定した時から新たに起算を開始する。 

 

 

第１７３条（請求による完成停止） 

（１）取得時効の期間満了前６ヶ月内において本来の所有者が請求したときは，請求の時から６ヶ月内は，請求の相

手方に対して取得時効は完成しない。ただし，本来の所有者が再び請求をしても，再度の請求によっては，取得時効

の完成を遅らせることはできない。 

（２）訴えの却下又は取下げにより裁判上の請求が中断の効力を生じさせなかった場合においても，訴状が相手方に

送達された時点から訴えの却下又は取下げに至るまでは継続して請求していたものとみなす。この場合，訴えの却

下又は取下げの後６ヶ月内は，この相手方に対して取得時効は完成しない。 

（３）本来の所有者が訴訟において被告としてその権利を主張したときには，その時点から訴訟係属中は継続して請

求していたものとみなす。この場合，その訴訟の判決確定後６ヶ月内は，原告に対して取得時効は完成しない。 

 

 

第１７４条（未成年者又は一般被後見人に対する取得時効の完成停止） 

 取得時効の期間満了前６ヶ月内において本来の所有者である未成年者又は一般被後見人に法定代理人がいない

ときは，その者が能力者となり又は法定代理人が就職した時から６ヶ月内は，この者に対して取得時効は完成しな

い。 

 

 

第１７５条（未成年者又は一般被後見人と法定代理人との間の取得時効の完成停止） 

 未成年者又は一般被後見人の所有する不動産に対して法定代理人が取得時効により所有権を取得する場合には，

その者が能力者となり又は後任の法定代理人が就職した時より６ヶ月間は取得時効は完成しない。 

 

 

第１７６条（夫婦間の取得時効の完成停止） 

 夫婦の一方が所有する不動産に対して他方が取得時効により所有権を取得する場合には，婚姻解消の時より６ヶ

月間は取得時効は完成しない。 

 

 

第１７７条（天災事変による取得時効の完成停止） 

 取得時効の期間満了前６ヶ月内において本来の所有者が天災その他の不可抗力により取得時効を中断すること

ができないときは，その不可抗力の止んだ時より６ヶ月間は取得時効は完成しない。 

 

 

第１７８条（不動産に関する権利の取得時効） 

（１）永借権，用益権，使用権および居住権，地役権，賃借権，質権などの不動産に関する権利を自己のためにする

意思をもって平穏かつ公然に行使する者は，第１６２条（不動産所有権の取得時効）の区別に従い２０年又は１０年の

後にその権利を取得する。但し，地役権は，第３００条（地役権の時効取得）の要件をも満たした場合に，取得時効に
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より取得できる。 

（２）第１項の権利の取得時効については，第１６３条（取得時効の遡及効）より第１７７条（天災事変による取得時効

の完成停止）までの規定を準用する。 

（３）第１項は，その種類を問わずすべての国有不動産に適用しない。 

 

 

第１７９条（堆積地の所有権） 

 河川の沿岸地に漸次かつ自然に生じた堆積地は，船または筏で航行可能な河川か否かを問わず，堆積地の生じ

た沿岸地の所有者に帰属する。船または筏で航行可能な河川においては，沿岸地所有者は，法令に即して曳舟道を

維持しなければならない。 

 

 

第１８０条（堆積地の所有権） 

 流水が漸次かつ自然に一方の河岸から他人の所有する対岸に堆積土を運んだことにより形成された土地の増大

についても，増大した河岸に接する土地所有者が堆積地の利益を享受する。対岸の河岸の所有者は失われた土地

の復旧を請求することができない。 

 

 

第１８１条（流下された土地の返還請求権） 

 船または筏で航行可能であるか否かを問わず，河川が急激な水力により沿岸地の明白に認められる著しい部分を

割除して下流又は対岸に移着させたときは，割除部分の所有者は，その土地の部分の返還を請求することができる。

所有者は，土地の返還請求権を１年内に行使しなければならない。但し，割除部分の付合する土地の所有者が未だ

その土地を占有していないときは，この限りではない。 

 

 

第１８２条（島嶼・堆積地の所有権） 

 船または筏で航行可能な河川の中に生じた島嶼及び堆積地は国家の所有に属する。 

 

 

第１８３条（島嶼・堆積地の所有権） 

 船や筏で航行不能な河川中に生じた島嶼及び堆積地は，島嶼の生じた側の沿岸地の所有者に帰属する。島嶼が

一方にのみ偏っていない場合には，河川の中心線を基準として両岸の沿岸地の所有者に帰属する。 

 

 

第１８４条（島嶼の所有権） 

 河川が分流を生じ沿岸地所有者の土地を切り離し島嶼を形成したときは，島嶼が船や筏で航行可能な河川の中に

生じたときといえども，沿岸地所有者はその土地の所有権を失うことはない。 

 

 

第１８５条（河川の水路変更による旧河床の所有権） 

 船または筏で航行可能な河川が旧河床を捨てて新たな水路を作ったときは，沿岸地の所有者は，旧河床の所有権

を取得し，河川の中心線まで各人の所有権の範囲とする。沿岸地所有者は，評価人の確定した価格を支払わなけれ

ばならない。旧河床の価格は州・市当局や利害関係人の申請に基づいて，その土地の管轄裁判所が任命した評価

人が確定する。但し，沿岸地所有者が旧河床の所有権を取得する意思を表示しない場合は，州・市当局の手により

旧河床を公売に付する。沿岸地所有者が支払った金額又は旧河床を売却して得た金額は，水流により浸食された土

地の価格に応じて，新たな水路により失われた土地の所有者に分配する。 

 

 

第１８６条（動産と不動産の付合） 

 動産が不動産と付合して不動産の構成部分となったときは，法律の規定又は特別の合意がない限り，不動産所有

権はその動産に及ぶ。この場合，動産に関する権利を失った者は，不動産所有者に対して，不当利得に関する規定

に従い，償金を請求することができる。原状回復を請求することはできない。 
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第２款 動産所有権の取得 

第１８７条（動産所有権の取得） 

 動産の所有権は，契約，相続，その他本第４節（所有権の取得）の定めるものの外，この法律及びその他の法律の

規定により取得することができる。 

 

 

第１８８条（無主動産の所有権） 

 無主の動産は最初に所有の意思を持って占有した者の所有に帰する。但し，野生動物の保護に関する法令に特別

の定めがある場合は，この限りでない。 

 

 

第１８９条（逃走した動物等の所有権） 

 家畜以外の動物や家禽以外の鳥で他人が飼養するものを善意で占有した者は，その逃走の時から１カ月以内に飼

養者から返還請求を受けない限り，その動物や鳥の所有権を取得する。 

 

 

第１９０条（湖沼に生息する魚の所有権） 

 私人の所有する湖沼に生息する魚は，その所有者の所有に属する。 

 

 

第１９１条（遺失物の所有権） 

（１）他人の遺失した物を拾得した者は，所有者が明らかな場合にはその者に返却し，所有者が明らかでない場合に

は，拾得後７日以内に警察署長にその物を差し出さねばならない。 

（２）警察署長は，拾得物を保管するとともに公告をし，６カ月以内に所有者が判明しない場合には，拾得者がその物

の所有権を取得する。但し，拾得後７日以内に警察署長に物を差し出さなかった場合には，拾得者は所有権を取得

できず，国家の所有に帰す。拾得者が所有権を取得後２カ月以内に警察署長から物件を引き取らない場合も，同様

である。 

（３）警察署長は，拾得物が保管に耐えない物である場合には，それを売却し，売却金を保管することができる。売却

金の処理は，拾得物の処理と同様である。 

（４）拾得物が所有者に返還される場合には，所有者は，拾得者に対して，その物の価格の５％から２０％の報奨金を

支払わねばならない。拾得者が報奨金の支払請求を所有者が返還を受けた時から１カ月以内にしない場合には，拾

得者は報奨金請求権を失う。 

 

 

第１９２条（埋蔵物の所有権） 

 埋蔵物については，第１４１条（地中の文化財・鉱物の発掘）に定める場合を除き，第１９１条（遺失物の所有権）の

規定を準用する。但し，所有者の判明しない埋蔵物が他人の所有物の中で発見された場合には，発見者とその物の

所有者が埋蔵物の所有権の各２分の１を取得する。 

 

 

第１９３条（動産所有権の善意取得） 

 有効な所有権譲渡契約により善意かつ無過失で動産の占有の移転を受けた者は，譲渡人がその動産の所有権を

有していない場合でも，その動産の所有権を取得する。但し，譲渡人が直接占有を継続しているときは，この限りでな

い。 

 

 

第１９４条（盗品，遺失物の譲渡） 

（１）第１９３条（動産所有権の善意取得）の場合であって，譲渡された物が盗品又は遺失物であるときは，被害者又

は遺失主は盗難又は遺失の時から２年間譲受人に対してその物の返還を請求することができる。 

（２）譲受人が盗品又は遺失物を競売，公の市場，又は同種の物を販売する商人から善意で買い受けたときは，被害

者又は遺失主は占有者が支払った代価を弁償しなければその物の返還を請求することができない。 

 

 

第１９５条（動産の取得時効） 

（１）１０年間所有の意思をもって平穏かつ公然に動産を占有した者は，その動産の所有権を取得する。 

（２）５年間所有の意思をもって平穏かつ公然に動産を占有した者が，その占有の始めに善意かつ無過失のときは，
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その動産の所有権を取得する。 

 

 

第１９６条（動産に関する権利およびその他の財産権の取得時効） 

質権，賃借権などの動産に関する権利およびその他の財産権を自己のためにする意思をもって平穏かつ公然に行

使する者は，第１９５条（動産の取得時効）の区別に従い１０年又は５年後にその権利を取得する。 

 

 

第１９７条（不動産の取得時効に関する規定の準用） 

第１９５条（動産の取得時効）および第１９６条（動産に関する権利およびその他の財産権の取得時効）については，

第１６３条（取得時効の遡及効）より第１７７条（天災事変による取得時効の完成停止）までの規定を準用する。 

 

第１９８条（動産の付合，混和，融合） 

（１）数個の動産が互いに付合により壊さねば分離できなくなったときは，その合成物の所有権は，主たる動産の所有

者に属する。分離のために過分の費用を要する場合も同様である。 

（２）付合した動産について主従の区別がないときは，各動産の所有者が付合した当時における価格の割合に応じて

合成物の所有権を共有する。 

（３）数個の動産が互いに混和又は融合して分離できなくなった場合については，第１項及び第２項の規定を準用す

る。 

 

 

第１９９条（動産の加工） 

（１）他人の材料を加工又は改造して新たな動産を作成した者は，加工物の所有権を取得する。但し，加工又は改造

による増価額が材料の価格より著しく少ないときは，加工物の所有権は材料の所有者に属する。 

（２）加工者が材料の一部を提供したときは，その価格に加工又は改造による増価額を加えたものが他人の材料の

価格を超えるときに限り，加工者が加工物の所有権を取得する。 

 

 

第２００条（動産の添付の効果） 

（１）付合，混和，融合，加工により物の所有権が消滅した場合には，その物の上に存在していた権利も消滅する。 

（２）合成物，混和物，融合物，加工物の所有者となった者が有していた物の上に存在していた他人の権利は，新た

に取得した物の上に存続する。この場合，共有者となったときは，その持分の上に存続する。 

 

 

第２０１条（添付と償金請求権） 

 動産の付合，混和，融合，加工において，権利を失った者は，権利を取得して利益を得た者に対して，不当利得に

関する規定に従い，償金を請求することができる。原状回復を請求することはできない。 

 

 

第５節 共有 

第２０２条（共有の定義） 

 一つの物全体のうえに数人の者が量的に決定された持分に応じて所有権を持っている状態を共有という。 

 

 

第２０３条（共有持分の平等） 

 各共有者の持分は等しいものと推定される。 

 

 

第２０４条（共有持分の処分） 

 各共有者は，自己の持分を譲渡し，または担保に提供することができる。共有者の債権者は共有者の持分を差し

押さえることができる。 

 

 

第２０５条（共有物の使用） 

 共有者は，共有物の全部に付いて，その持分に応じて使用することができる。 
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第２０６条（共有物の保存） 

 各共有者は，共有物の保存行為を単独ですることができる。 

 

 

第２０７条（共有物の利用の変更） 

 各共有者は，他の共有者の同意がなければ，共有物を処分し，又は共有物に重大な変更を加えることができない。 

 

 

第２０８条（共有物の管理） 

 共有物の管理に関する事項は，第２０６条（共有物の保存）及び第２０７条（共有物の利用の変更）の場合を除き，

各共有者の持分の価格に従い，その過半数を以って決定する。 

 

 

第２０９条（共有物の負担） 

（１）各共有者は，其持分に応じて管理の費用を払い，租税等の負担を負う。 

（２）共有者が自己の負担部分を超えて保存，管理あるいは負担のための金銭を支払った場合には，他の共有者に

対して，それぞれの持分に応じて超過して支払った金銭の償還を請求することができる。 

（３）第２項の費用償還請求権は，他の共有者の共有持分を承継した者に対しても行うことができる。 

 

 

第２１０条（持分権の放棄等） 

 共有者の一人がその持分を放棄したとき，又は，相続人がなく死亡したときは，その持分は他の共有者に帰属す

る。 

 

 

第２１１条（共有物の分割請求権） 

（１）各共有者は，何時でも共有物の分割を請求することができる。但し，５年を超えない期間分割を禁止する契約を

締結することができる。 

（２）第１項の契約は更新することができるが，更新により成立する契約の期間は５年を超えることができない。 

 

 

第２１２条（共有物の分割方法） 

 分割について共有者の協議が調わない場合には，共有者は，裁判所に訴えて分割を求めることができる。その場

合，裁判所は，現物を以て分割をすることを命じ，あるいは現物の分割により著しく価値を損じるおそれがある場合，

及び相当の理由がある場合には，強制売却して代金を持分に応じて分配することを命じ，又は一部の者に共有持分

を移転させるとともに償金の支払を命じることができる。 

 

 

第２１３条（共有に関する債権） 

（１）共有者の一人が他の共有者に対して共有物に関する保存，管理，負担などによる債権を有するときは，分割に

際して，債務者に帰すべき共有物の部分を以て弁済させることができる。 

（２）債権者は，第１項の弁済を受けるために債務者に帰すべき共有物の部分を売却する必要があるときは，裁判所

に対してその売却を請求することができる。 

 

 

第２１４条（準共有） 

 共有に関する規定は数人が所有権以外の財産権を有する場合に準用する。但し，法令に特別の定めがあるときは，

この限りでない。 

 

 

第６節 互有 

第２１５条（互有の定義） 

 互いに接する土地を所有する者が各自の土地および土地上の建物を区分する障壁，堀・土手・垣等の囲障を不可

分的に共同して所有することを互有という。 
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第２１６条（障壁の互有） 

 互いに接する高さの相違する建物を隔てる障壁は，低い棟に至る部分，庭を隔てて接する土地の障壁は，そのす

べてが互有に属するものと推定する。 

 

 

第２１７条（互有の障壁の修理・改築） 

 互有する障壁の修理および改築については，これを互有する者が各人の権利に応じて責任を負う。互有者の一人

は，互有権を放棄することにより，互有する障壁の修理・改築の費用を免れることができる。但し，互有障壁が建物の

一部であるときは，この限りでない。 

 

 

第２１８条（互有の障壁の利用） 

 各互有者は，障壁を利用して工作物を設けるために，障壁の厚さの半分の深さに至るまで梁又は桁を押し込むこと

ができる。 

 

 

第２１９条（互有の障壁に対する工作） 

（１）互有者は，他の互有者の同意なしに，互有障壁に穴を明け，又は障壁に損傷を与えるような工作物を作り付ける

ことができない。 

（２）第１項の場合において，他の互有者が正当な理由なく同意を拒絶する場合には，互有者は裁判所に対して同意

に代わる判決を求めることができる。 

（３）第２項の場合，裁判所は，相当な担保と引換えに同意に代わる判決を与えることができる。 

 

 

第２２０条（非互有障壁の互有化） 

 障壁に接する土地の所有者は，障壁の所有者に対して，互有となる障壁の価格の半額と障壁の設置された部分の

土地の価格の半額を提供することにより，障壁を互有とすることができる。 

 

 

第２２１条（互有障壁の嵩上げ） 

 互有者は，互有に属する障壁の高さを増すことができる。但し，嵩上げの費用および互有に属する高さを超える部

分の保存のための修理費用は，高さを増した互有者の負担に属する。 

 

 

第２２２条（互有障壁の改築等） 

（１）互有に属する障壁が高さを増す負担に耐えない場合には，嵩上げを望む者は，自費を以て全部を改築すること

ができる。但し，厚さを増す場合には，増加する厚さの部分は自己の側で負担しなければならない。 

（２）嵩上げに協力しなかった隣人は，費用の半分と厚さが増加した場合にはこれに要した土地の価格の半分を支払

うことにより高さを増した部分の互有権を取得する。 

 

 

第２２３条（囲障の互有） 

 不動産を隔てる囲障はすべて，各不動産の所有者の互有に属するものと推定する。 

 

 

第２２４条（囲障の保存費用） 

（１）障壁以外の互有に属する囲障は，囲障を互有する者の共同の費用で保存しなければならない。 

（２）囲障を互有する者は，自らの互有権を放棄して，費用の負担を免れることができる。 

（３）水が流れる堀を互有する者は，第２項の規定により，互有権を放棄することができない。 

 

 

第２２５条（互有でない囲障） 

 障壁以外の互有に属さぬ囲障に接する不動産の所有者は，その囲障の所有者に対して，囲障を互有するように求

めることはできない。 
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第２２６条（互有の垣等） 

（１）垣を互有する者は，その所有権の限度まで垣を取り壊すことができる。但し所有権の限界に障壁を設置する義

務を負う。 

（２）囲障のみの用に供する互有に属する堀および土手についても同様である。 

 

 

第３章 占有権 

第１節 総則 

第２２７条（占有の定義） 

（１）占有とは，物を所持することをいう。 

（２）所持とは，直接的であるか，間接的であるかを問わず，物を事実上支配している状態をいう。 

 

 

第２２８条（直接占有と間接占有） 

（１）占有は，他人を通じて間接的に行うことができる。 

（２）第１項の場合において，直接に所持する者を直接占有者とい，その他人を通じて間接的に所持する者を間接占

有者という。 

 

 

第２２９条（占有の移転） 

（１）占有は，占有物の引渡によって，移転する。このような形での占有の移転を，現実の引渡しという。 

（２）占有は，現実の引渡しをすることなしに，当事者間の合意のみによって移転することができる。この場合，占有の

譲受人は譲渡人を通じての間接的な占有を取得する。このような形での占有の移転を占有改定という。 

（３）占有を譲受ける者が占有物を現に直接に所持するときは，占有は当事者間の合意のみによって移転することが

できる。これによって，占有の譲渡人は，占有物の所持者を通じて有していた間接的な占有を失う。このような形での

占有の移転を簡易の引渡という。 

（４）他人を通じて間接的に占有する者は，第三者との合意及び直接占有する者に対してその旨を通知することによ

って，第三者に占有を移転することができる。このような形での占有の移転を指図による占有移転という。 

 

 

第２３０条（占有の消滅） 

 占有は占有者が占有物の所持を失ったときに消滅する。ただし，占有者が占有を奪われた場合において，１年以内

に，占有物の返還を受け，または占有物返還請求訴訟を提起したときは消滅しない。 

 

 

第２３１条（間接占有者の占有の消滅） 

（１）間接占有者の占有は次の場合に消滅する。 

  １ 直接占有者が間接占有者のために占有する権限および占有すべき義務が消滅したとき 

  ２ 直接占有者が間接占有者の占有を否認していると認めるべき状態となったとき 

  ３ 直接占有者が占有物の所持を失ったとき 

（２）第１項第３号に定める場合のうち占有者が占有を奪われた場合において，直接占有者または間接占有者が１年

以内に，占有物の返還を受け，または占有物返還請求訴訟を提起したときは占有は消滅しない。 

 

 

第２３２条（所有の意思のある占有とない占有） 

（１）占有には占有者に所有の意思のある占有と，所有の意思のない占有がある。所有の意思のある占有か否かは，

その占有の取得原因の客観的性質によって定まる。 

（２）占有取得の客観的性質上，占有者に所有の意思のない占有である場合に，占有者が自己に占有をさせた者に

対して，所有の意思あることを表示し，または新たな占有取得原因によって所有の意思をもって占有を始める場合を

除いて，所有の意思のない占有が所有の意思のある占有に変わることはない。 

 

 

第２３３条（瑕疵ある占有） 

（１）占有する権利を有していないことを知っている場合の占有を悪意の占有といい，知らない場合の占有を善意の占

有という。知らないことに過失がある場合を過失ある占有という。 
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（２）平穏な占有とは，暴力を用いない占有をいう。ただし，当初平穏に占有を開始した者が，第三者による不正な侵

害に対して暴力を用いて防衛した場合は，なお平穏な占有である。 

（３）公然たる占有とは，当該占有物に対して権利を有する者が知り，または見ることができるように，隠蔽することなく

占有することをいう。 

（４）悪意の占有，善意ではあるが過失ある占有，平穏でない占有，公然でない占有を瑕疵ある占有という。 

 

 

第２３４条（推定） 

（１）占有者は，所有の意思をもって占有するものと推定される。 

（２）占有者は，善意，平穏かつ公然に占有するものと推定される。 

（３）占有者が，ある時点と，それ以降の別の時点において占有した証拠があるときは，その期間継続して占有したも

のと推定される。 

（４）占有者は，占有物を占有する権利を適法に有するものと推定される。 

 

 

第２３５条（占有の承継） 

（１）占有を承継した者は，自己の占有のみを主張することもできるし，また，自己の占有と前占有者の占有を合わせ

て主張することもできる。 

（２）前占有者の占有を合わせて主張する場合には，前占有者の占有の瑕疵も承継する。その結果，前占有者の占

有が瑕疵ある占有である場合は，自己の占有が瑕疵のない占有であっても，両者をあわせて瑕疵ある占有となる。 

 

 

第２節 占有保護請求権 

第２３６条（占有保護請求権） 

直接占有と間接占有とを問わず，占有者は，第２３７条（占有物返還請求権）ないし第２４１条（本権との関係）の定め

るところに従って，奪われた物の返還または占有に対する妨害の排除もしくは予防を請求することができる。 

 

 

第２３７条（占有物返還請求権） 

（１）占有者がその占有を奪われたときは，その物の返還を請求することができる。 

（２）占有物返還請求は，占有の侵奪者からその物を譲り受けた者，質権の設定を受けた者その他の特定承継人に

対しては行うことができない。ただし，その承継人が侵奪の事実を知っていた場合，または知ることができた場合は，

その者に対して占有物返還請求を行うことができる。 

（３）占有物返還請求訴訟は，侵奪を受けた時から１年以内に提起しなければならない。 

 

 

第２３８条（占有妨害排除請求権） 

（１）占有者が占有を妨害されたときは，その妨害の排除を請求することができる。 

（２）占有妨害排除請求訴訟は，妨害の存する間またはその停止後１年以内に提起しなければならない。ただし，工

事により占有物に損害が生じた場合には，工事着手の時より１年を経過したとき，またはその工事が完成したときは，

提起することはできない。 

 

 

第２３９条（損害賠償） 

（１）第２３７条（占有物返還請求権）及び第２３８条（占有妨害排除請求権）の規定は，不法行為に基づく損害賠償の

請求を妨げない。 

（２）占有の侵奪によって生じた損害の賠償を求める訴訟は，侵奪を受けた時から１年以内に提起しなければならな

い。 

（３）占有の妨害によって生じた損害の賠償を求める訴訟は，妨害の存する間またはその停止後１年以内に提起しな

ければならない。ただし，工事により占有物に損害が生じた場合には，工事着手の時より１年を経過したとき，または

その工事が完成したときは，提起することはできない。 

 

 

第２４０条（占有妨害予防請求権） 

（１）占有者は，その占有を妨害されるおそれがあるときは，その妨害の予防を請求することができる。ただし，裁判所

は，相手方に対して，妨害の予防に代えて，相当の保証を立てさせることができる。 
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（２）占有妨害予防請求訴訟は，妨害の危険の存在する間，提起することができる。ただし，工事により占有物に損害

が生じるおそれがある場合には，工事着手の時より１年を経過したとき，またはその工事が完成したときは，提起す

ることができない。 

 

 

第２４１条（本権との関係） 

（１）所有権，永借権，用益権，質権，賃借権等，物の所持を法律上正当づける権利を本権という。 

（２）占有保護請求権の行使に対して，相手方は，本権に基づく抗弁を主張することは許されない。 

（３）占有に基づく訴訟と本権に基づく訴訟は，互いに妨げない。占有に基づく訴訟の提起に対して，相手方は，本権

に基づく反訴を提起することができる。 

（４）占有に基づく訴訟は，本権に関する理由に基づいて裁判してはならない。 

 

 

第３節 不動産についての特別の占有者の保護 

第２４２条（占有証明書を有する不動産占有者の保護） 

（１）占有証明書の発行を受けているが，地籍図および登記簿が整備されていないために，未だ所有権の完全な取得

のために必要な登記のなされていない不動産を引き続き使用収益する者は，物権的請求権の行使については，所

有者とみなす。 

（２）第１項の占有者が，第三者をして当該不動産を使用収益させている場合においても，当該占有者は，物権的請

求権の行使については，所有者とみなす。 

（３）第１項の占有者から占有証明書の譲渡とともに占有を譲り受けた者も，物権的請求権の行使については，所有

者とみなす。 

 

 

第２４３条（土地法施行前からの不動産占有者の保護） 

（１）土地法の施行前５年間以上にわたり，適法に私的に占有可能な不動産を平穏かつ異議なく占有していたにもか

かわらず，土地法に基づくその登録を懈怠していた者は，第三者からの占有侵害に対して，占有保護請求権を行使

することができる。 

（２）土地法の施行前から不動産を占有している者であり，かつ所有権取得に必要な期間占有を延長する許可を当局

から得た者は，第三者からの占有侵害に対して，占有保護請求権を行使することができる。 

（３）第１項および第２項における占有保護請求権の行使においては，第２３７条（占有物返還請求権）ないし第２４０

条（占有妨害予防請求権）に定める１年の期間は，３年に読み替える。 

 

 

第４章 永借権 

第２４４条（永借権の定義） 

 永借権とは，期間１５年以上の不動産の長期賃借権をいう。 

 

 

第２４５条（永借権の成立） 

（１）永借権は，書面で設定しなければ，その効力を生じない。 

（２）書面によらない永借権は，期間の定めのない賃貸借とみなされ，第６１５条（期間の定めのない賃貸借について

の解約の申入れ）の規定にしたがって，いつでも当事者の一方から終了させることができる。 

 

 

第２４６条（永借権の対抗要件） 

（１）永借人は，登記をしなければ，第三者に対して永借権を対抗できない。 

（２）登記した永借権は，永借権の目的たる不動産の所有権が譲渡された場合でも，所有権の譲受人に対して対抗す

ることができる。 

（３）登記のなされていない永借権には，１５年の期間に満つるまで，第５９８条（不動産賃借権の対抗要件）の規定を

適用する。 

 

 

第２４７条（永借権の存続期間） 

（１）永借権の存続期間は５０年を超えることができない。５０年を超える期間をもって永借権を設定したときは，これを
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５０年に短縮する。 

（２）永借権は更新することができる。ただし，その期間は，更新の時から５０年を超えることができない。 

 

 

第２４８条（賃料） 

（１）永借人は，永貸人に対して，定められた時期に賃料を支払う義務を負う。 

（２）賃料の支払時期について定めがないときは，永借人は毎年末に賃料を支払わなければならない。ただし，収穫

季節のあるものについては，その季節後遅滞なく支払わなければならない。 

 

 

第２４９条（賃料の増減額請求権） 

 永貸借の当事者の双方は，諸般の事情により，賃料が相当でなくなった場合には，相当な賃料額への増額または

減額を裁判所に求めることができる。 

 

 

第２５０条（永貸人の解除権） 

 永借人が定められた賃料を３年間支払わないときは，永貸人は永貸借を解除することができる。 

 

 

第２５１条（永借人の解除権） 

 永借人は，予見不可能な事情または不可抗力によって３年間不動産からまったく収益を挙げられなかった場合，ま

たは不動産の一部の毀損のために将来の収益が賃料の年額を超える見込みがなくなった場合は，永貸借を解除す

ることができる。 

 

 

第２５２条（永借権の譲渡等） 

（１）永借権は，有償もしくは無償で譲渡し，またはその他の処分をすることができる。 

（２）永借人は，永借物を転貸することができる。 

（３）永借権は，相続することができる。 

 

 

第２５３条（永借人の物権的請求権） 

 永借人は，永借権の侵害に対して，所有者が有するのと同様の，返還請求権，妨害排除請求権，および妨害予防

請求権を行使することができる。 

 

 

第２５４条（永貸借の終了） 

（１）永貸借の終了にあたって，永貸人は，永借人が不動産を破壊し，またはその性質を根本的に変更していない限

り，永借人に対して原状回復を請求できない。 

（２）永借権の終了にあたって，永貸人は，永借人に補償することなしに，永借人が不動産に対して行った改良，設置

した工作物等の所有権を取得する。 

（３）第１項または第２項と異なる特約をすることができる。ただし，そのような特約は登記しなければ第三者に対抗で

きない。 

 

 

第２５５条（賃貸借の規定の準用） 

 永借権に関して，本第４章（永借権）に定めのないことがらについては，賃貸借の規定を準用する。 

 

 

第５章 用益権 

第２５６条（用益権の定義） 

（１）用益権とは，用益権者の生存期間を最長期間として，他人の不動産を使用および収益することができる権利をい

う。 

（２）用益権者は用益権の対象となる不動産を用途にしたがって使用し，かつ当該不動産から生じる天然果実および

法定果実を収受する権利を有する。 
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第２５７条（約定用益権と法定用益権） 

（１）用益権は，当事者の合意によって設定され，または法律の規定によって生じる。 

（２）法律の規定による用益権についても，法律に別段の規定がない限り，本第５章（用益権）の規定が適用される。 

（３）法律の規定による用益権は，法律に別段の規定がない限り，合意による用益権に優先する。 

 

 

第２５８条（用益権の成立） 

（１）用益権は，書面により，または書面によることなしに設定することができる。 

（２）所有者は，書面によらない用益権の消滅をいつでも申し入れることができる。消滅申入れに用益権の消滅時期

が示されていない場合および消滅申入れ時から示されている消滅時期までの期間が次の期間を下まわる場合は，

用益権は，消滅の申入れがなされた時から次の期間を経過することによって消滅する。 

  １ 建物については３か月 

  ２ 土地については１年 

（３）収穫季節のある土地の用益権については，その季節の後次の耕作に着手する前に消滅の申入れをしなければ

ならない。 

 

 

第２５９条（用益権の対抗要件） 

（１）用益権者は，登記をしなければ，第三者に対して用益権を対抗できない。 

（２）登記した用益権は，用益権の目的たる不動産の所有権が譲渡された場合でも，不動産譲受人に対して対抗する

ことができる。 

 

 

第２６０条（用益権の存続期間） 

（１）用益権は一定の期間を定めて，または一定の事情の発生まで存続するものとすることができる。 

（２）用益権の存続期間を定めていない場合は，用益権者が死亡するまで存続するものとみなされる。 

 

 

第２６１条（天然果実の収取権） 

（１）用益権の設定時点で土地上に存在した天然果実は用益権者に帰属する。 

（２）用益権の消滅時点で土地上に存在した天然果実は土地所有者に帰属する。 

（３）第１項または第２項の場合において，天然果実の栽培に要した労役その他についての不当利得の関係は生じな

い。 

（４）第１項の定めにもかかわらず，用益権の対象となる土地に対抗力のある賃借権が存在する場合には，その賃借

人の天然果実を収取する権利に影響を及ぼさない。 

（５）第２項の定めにもかかわらず，用益権者からの土地の賃借人は，用益権の消滅前まで栽培していた天然果実を

収取する権利を有する。 

 

 

第２６２条（法定果実の収取権） 

 法定果実は，用益権の存続期間の割合で用益権者に帰属する。 

 

 

第２６３条（用益権の譲渡等） 

 用益権者は，用益権を有償もしくは無償で譲渡し，またはその他の処分をすることができる。 

 

 

第２６４条（用益不動産の賃貸借） 

（１）用益権者は，用益権の目的たる不動産を，３年を超えない期間を定めて賃貸に供することができる。 

（２）第１項の賃貸借の期間は更新することができる。ただし，その期間は３年を超えることはできない。 

（３）用益権が消滅したときは，用益権の目的たる不動産の賃貸借契約は不動産の所有者に対抗できない。 

 

 

第２６５条（用益権者の物権的請求権） 

 用益権者は，用益権の侵害に対して，所有者が有するのと同様の，返還請求権，妨害排除請求権，および妨害予

防請求権を行使することができる。 
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第２６６条（用益権者の通知義務） 

（１）用益権の目的たる不動産について権利を主張する第三者がいるときは，用益権者は遅滞なくその旨を所有者に

通知しなければならない。ただし，所有者が既にこのことを知っているときは，この限りでない。 

（２）用益権者が通知を怠ったことにより，所有者に生じた損害について，用益権者は賠償する義務を負う。 

 

 

第２６７条（用益権の消滅請求） 

（１）用益権者が用益権の目的たる不動産に重大な損害を加え，または適切に保存をしないなど，用益権の本旨に反

した行為をしたときは，所有者は，用益権の消滅を裁判所に求めることができる。 

（２）第１項の消滅請求は，用益権者に対する不法行為に基づく損害賠償の請求を妨げない。 

 

 

第２６８条（用益権者の死亡または期間の満了による用益権の消滅） 

 用益権は，当初の用益権者の死亡または設定契約に定めた期間の満了によって消滅する。 

 

 

第２６９条（用益権の消滅の効果） 

（１）用益権が消滅したときは，不動産所有者は，用益権者が不動産を破壊し，またはその性質を根本的に変更して

いない限り，用益権者に対して原状回復を請求できない。 

（２）用益権が消滅したときは，不動産所有者は，用益権者またはその相続人に補償することなしに，用益権者が不

動産に対して行った改良，設置した工作物等の所有権を取得する。 

（３）第１項又は第２項と異なる特約をすることができる。ただし，そのような特約は登記しなければ第三者に対抗でき

ない。 

 

 

第２７０条（用益権の目的たる建物の滅失） 

（１）土地上の建物のみが用益権の目的である場合において，建物が滅失したときは，土地に用益権を行使すること

はできない。 

（２）土地と土地上の建物がともに用益権の目的である場合において，建物のみが滅失したときは，土地の用益権は

存続する。 

 

第２７１条（費用負担） 

（１）用益権の目的たる不動産の保守修繕費用は用益権者が負担し，大修繕の費用は，所有者が負担する。ただし，

用益権者が保守修繕行為をしないことにより大修繕が必要となったときは，その費用は用益権者が負担する。 

（２）本条において，大修繕とは，主要な障壁，梁柱，基礎の変更及び屋根の張り替えをいい，保守修繕とは，その他

のすべての修繕をいう。 

（３）用益権の目的となる不動産が不可抗力によって毀損され，または破壊された場合には，所有者も用益権者もい

ずれもその毀損または破壊について再築その他の責任を負わない。 

 

 

第２７２条（租税公課および保険料の負担） 

 用益権者は，用益期間中の不動産に関する租税公課及び用益権の設定前に所有者が契約した用益不動産に関

する保険の保険料を負担する義務を負う。 

 

 

第２７３条（永借権の規定の準用） 

 用益権者が定期的に対価を支払う義務を負う場合には，第２４８条（賃料）及び第２４９条（賃料の増減額請求権）の

規定を準用する。 

 

 

第６章 使用権および居住権 

第２７４条（使用権および居住権の定義） 

（１）使用権とは，使用権者およびその家族の需要の限度で，不動産の果実を収受する権利をいう。 

（２）居住権とは，居住権者およびその家族の居住に必要な範囲で，建物の一部を占有する権利をいう。 
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第２７５条（約定使用権および居住権と法定使用権および居住権） 

（１）使用権および居住権は，当事者の合意によって設定され，または法律の規定によって生じる。 

（２）法律の規定による使用権および居住権についても，法律に別段の規定がない限り，本第６章（使用権および居住

権）の規定が適用される。 

（３）法律の規定による使用権および居住権は，法律に別段の規定がない限り，合意による使用権および居住権に優

先する。 

 

 

第２７６条（使用権および居住権の成立） 

（１）使用権および居住権は，書面により，または書面によることなしに設定することができる。 

（２）所有者は，書面によらない使用権および居住権の消滅をいつでも申し入れることができる。消滅申入れに使用権

または居住権の消滅時期が示されていない場合および消滅申入れ時から示されている消滅時期までの期間が３か

月を下まわる場合は，使用権および居住権は，消滅の申入れがなされた時から３か月を経過することによって消滅す

る。 

 

 

第２７７条（使用権および居住権の対抗要件） 

（１）使用権者および居住権者は，現実に使用または居住していなければ，第三者に対してその権利を対抗できな

い。 

（２）使用権および居住権は，その権利の目的たる不動産の所有権が譲渡された場合でも，現実に使用し，または居

住しているときは，その譲受人に対して対抗することができる。 

 

 

第２７８条（使用権および居住権の存続期間） 

（１）使用権および居住権は，一定の期間を定めて，または一定の事情の発生まで存続するものとすることができる。 

（２）使用権または居住権の存続期間を定めていない場合は，使用権者または居住権者が死亡するまで存続するも

のとみなされる。 

 

 

第２７９条（家族の増加） 

 使用権および居住権は，設定後に，婚姻や出産によりその家族が増加した場合でも，存続する。 

 

 

第２８０条（使用権および居住権の譲渡等） 

（１）使用権者および居住権者は，その権利を譲渡し，またはその他の処分をすることはできない。 

（２）使用権者および居住権者は，その権利の目的たる不動産を賃貸に供することはできない。 

 

 

第２８１条（使用権者および居住権者の物権的請求権） 

 使用権者または居住権者は，使用権または居住権の侵害に対して，所有者が有するのと同様の，返還請求権，妨

害排除請求権，及び妨害予防請求権を行使することができる。 

 

 

第２８２条（使用権および居住権の消滅請求） 

（１）使用権者または居住権者が，その権利の目的たる不動産に重大な損害を加え，または適切に保存をしないなど，

使用権または居住権の本旨に反した行為をしたときは，所有者は，使用権または居住権の消滅を裁判所に求めるこ

とができる。 

（２）第１項の消滅請求は，使用権者または居住権者に対する不法行為に基づく損害賠償の請求を妨げない。 

 

 

第２８３条（使用権者もしくは居住権者の死亡または設定契約の定めにしたがった使用権および居住権の消滅） 

 使用権および居住権は，使用権者もしくは居住権者の死亡により，または契約に定めた期間の満了もしくは契約に

定められた条件に従って消滅する。 
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第２８４条（費用負担） 

（１）使用権者および居住権者が土地の全部の果実を収受し，または建物の全体を占有する場合には，修繕及び維

持費，租税公課，保険料について，用益権者と同様に，負担する義務を負う。 

（２）使用権者および居住権者が，果実の一部のみを収受し，または建物の一部のみを占有する場合は，その割合に

応じて第１項の費用を負担する義務を負う。 

 

 

第７章 地役権 

第１節 総則 

第２８５条（地役権の定義） 

（１）地役権とは，設定契約において定められた目的に従って，他人の土地を自己の土地の便益のために供する権利

である。ただし，公の秩序に反する内容の地役権は設定することができない。 

（２）便益に供される他人の土地を「承役地」と呼び，便益を増す自己の土地を「要役地」と呼ぶ。 

（３）土地の永借人または用益権者も，その土地を要役地とした地役権を設定することができる。 

 

 

第２８６条（地役権の成立） 

（１）地役権は，書面により，または書面によることなしに設定することができる。 

（２）承役地の所有者は，書面によらない地役権の消滅をいつでも申し入れることができる。消滅申入れに地役権の

消滅時期が示されていない場合および消滅申入れ時から示されている消滅時期までの期間が１か月を下まわる場

合は，地役権は，消滅の申入れがなされた時から１か月を経過することによって消滅する。 

 

 

第２８７条（地役権の対抗要件） 

（１）地役権は，登記をしなければ，第三者に対して対抗できない。 

（２）登記をした地役権は，承役地の譲受人に対しても対抗することができる。 

 

 

第２８８条（地役権を享受できる者の範囲） 

 要役地の所有者のほかに，地役権の設定された要役地の賃借人，永借人，用益権者，使用権・居住権者もまた地

役権を享受できる。ただし，設定契約に別段の定めがある場合は，この限りでない。 

 

 

第２８９条（地役権の付従性） 

（１）地役権は，要役地の所有権が譲渡されればともに譲渡される。ただし，設定契約に別段の定めがある場合は，こ

の限りでない。 

（２）地役権は，要役地の所有権から分離して譲渡し，または他の権利の目的とすることができない。 

 

 

第２９０条（承役地所有者の義務） 

（１）承役地の所有者は，地役権の行使を妨げ，または，その効用を減じる行為をすることができない。 

（２）承役地の所有者は，地役権者の同意なしに，当初合意された承役地に替えて，別の土地を承役地とすることは

できない。ただし，地役権設定後の事情の変更により，当初の承役地を引き続き承役地としておくことが，承役地の所

有者に著しい不利益を生じる場合には，承役地の所有者は要役地にとって同程度に有益な別の土地を承役地として

提供することができる。地役権者がこれに同意しないときは，裁判所に変更の同意に代る判決を求めることができ

る。 

 

 

第２９１条（地役権者の義務） 

（１）地役権者は，設定契約において定められた限度を超えて，承役地を利用することはできない。なお，泉について

設定された引水地役権は，その泉を取り囲む土地を通行する権利も当然に含む。 

（２）地役権者は，承役地の状態に重大な悪影響を及ぼしうる変更を承役地に対しても，また要役地に対しても行うこ

とはできない。 

（３）地役権者が第１項第１文及び第２項の規定に違反したときは，承役地の所有者は，地役権の消滅を裁判所に求

めることができる。 
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（４）第３項の消滅請求は，用益権者に対する不法行為に基づく損害賠償の請求を妨げない。 

（５）地役権について対価の定めがある場合において，地役権者が定められた対価を支払わないときは，承役地の所

有者は，地役権の消滅を裁判所に求めることができる。 

 

 

第２９２条（地役権者の工作物設置権） 

（１）地役権者は，承役地上に，地役権の行使に必要な工作物を設置することができる。地役権の消滅に際して，地

役権者は，この工作物を収去し，承役地を原状に復する義務を負う。 

（２）承役地の所有者は，地役権の行使を妨げない範囲において，地役権の行使のために承役地上に設けられた工

作物を使用することができる。 

（３）第２項の場合において，承役地の所有者は，利益を受ける割合に応じて工作物の設置および保存のための費用

を分担しなければならない。 

 

 

第２９３条（工作物の費用負担） 

（１）地役権の行使のために必要な工作物の設置と保存の費用は，別段の定めがない限り，要役地の所有者が負担

する。 

（２）工作物の設置または保存の費用を承役地の所有者が負担する旨の特約がある場合において，その特約が登記

されているときは，承役地の所有権を譲り受けた者もその義務を承継する。 

 

 

第２９４条（地役権者の物権的請求権） 

 地役権者は，地役権の侵害に対して，所有者が有するのと同様の，返還請求権，妨害排除請求権，および妨害予

防請求権を行使することができる。 

 

 

第２９５条（地役権者への承役地所有権の委棄） 

（１）承役地の所有者が第２９３条（工作物の費用負担）の費用を負担すべき特約がある場合において，承役地の所

有者は，いつでも，地役権に必要な土地の部分の所有権を地役権者に委棄してその義務を免れることができる。 

（２）委棄とは，承役地の所有者の一方的な意思によって承役地の所有権を放棄し，その所有権を地役権者に帰属さ

せることをいう。 

 

 

第２９６条（地役権の期間の定め） 

（１）地役権の設定契約に期間の定めのあるときは，地役権はその期間の満了によって消滅する。 

（２）地役権の設定契約に期間の定めがないときは，承役地所有者は，裁判所に地役権の消滅を求めることができる。

裁判所は，地役権設定の経緯，過去の存続期間，対価の有無等一切の事情を考慮して，消滅請求を認めるべきか

否かを判断する。 

 

 

第２９７条（要役地の滅失による地役権の消滅） 

 地役権は，要役地が完全に滅失した場合には，消滅する。 

 

 

第２９８条（共有者による地役権の消滅） 

（１）要役地の共有者の１人は，その持分について，地役権を消滅させることができない。 

（２）承役地の共有者の１人は，その持分について，地役権を消滅させることができない。 

 

 

第２９９条（土地の分割または一部譲渡と地役権） 

（１）要役地が分割され，またはその一部が譲渡された場合においては，地役権はその各部のために存続する。ただ

し，地役権がその性質上，要役地の一部のみに関するときは，他の部分のためには存続しない。 

（２）承役地が分割され，またはその一部が譲渡された場合においては，地役権はその各部の上に存続する。ただし，

地役権がその性質上，承役地の一部のみに関するときは，他の部分の上には存続しない。 
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第２節 地役権と時効 

第３００条（地役権の時効取得） 

（１）地役権は，継続かつ表現のものに限り，取得時効により取得することができる。 

（２）継続の地役権とは，地役が，人の行為を必要とすることなしに，場所の位置のみによって実現し，間断なく要役地

に便を与え，承役地に負担を及ぼす状態の地役権をいう。 

（３）表現の地役権とは，地役が外見上の工作または形跡によって露見して実現する状態の地役権をいう。 

 

 

第３０１条（要役地の共有者の一人による地役権の時効取得） 

（１）要役地の共有者の１人が地役権を時効取得したときは，他の共有者も地役権を取得したことになる。 

（２）共有者に対する取得時効の中断は，地役権を行使する各共有者に対して行わなければ，その効力を生じない。 

（３）地役権を行使する共有者が数人ある場合において，そのうちの１人に対して時効停止の原因があっても，時効は

なお各共有者のために進行する。 

 

 

第３０２条（地役権の消滅時効の起算点） 

 第５００条（債権又は所有権以外の財産権の消滅時効）に規定する消滅時効の期間は，不継続の地役権について

は，最後の行使の時から起算し，継続の地役権についてはその行使を妨げるべき事実が発生した時から起算する。 

 

 

第３０３条（要役地共有の場合の地役権の消滅時効の中断または停止） 

 要役地が数人の共有に属する場合において，そのうちの１人のために，時効の中断または停止があったときは，そ

の中断または停止は，他の共有者のためにもその効力を生じる。 

 

 

第３０４条（地役権の一部の時効消滅）」 

 地役権者がその権利の一部を行使しないときは，その行使しない部分のみが，消滅時効によって消滅する。 

 

 

第３０５条（承役地の占有者の時効取得と地役権の運命） 

（１）承役地の占有者が取得時効に必要な条件を備えた占有をしたときは，地役権はこれによって消滅する。 

（２）取得時効に必要な占有の期間内に地役権者がその権利を行使したときは，承役地の占有者は，地役権の負担

のある土地として時効取得する。 

 

 

第８章 国，仏教寺院，少数民族その他の共同体の所有権その他の物権 

第３０６条（国，仏教寺院，少数民族のその他の共同体の所有権その他の物権） 

 国，仏教寺院，少数民族その他の共同体の所有権その他の物権については，特別法または慣習に別段の定めが

ある場合を除いて，民法の規定を適用する。 

 

 

第９章 土地のコンセッションによって設定された権利 

第３０７条（コンセッションによって設定された権利） 

 コンセッションによって設定された土地の権利は，特別法に別段の定めがある場合を除き，コンセッションの条件の

範囲内において，民法上の永借権の規定を準用する。 
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第４編 債務 

第１章 総則 

第１節 債務の発生原因および諸概念の定義 

第３０８条（債務の定義） 

（１）債務とは，ある者に，特定人に対する一定の義務を負わせることにより，両者を結びつける法的な関係である。 

（２）義務を負う者を債務者といい，その義務によって利益を受ける者を債権者という。 

（３）債権者は，債務者の義務に対応した権利を有する。 

 

 

第３０９条（債務の発生原因） 

（１）債務は，契約，単独行為，事務管理，不当利得，不法行為および法律の規定によって生じる。 

（２）契約および単独行為によって生じる債務は，当事者の意思を原因とする債務である。 

（３）事務管理，不当利得，不法行為および法律の規定による債務は，法定債務である。法定債務については，第３

章（契約の履行）から第７章（債務の消滅）までの規定を準用する。 

 

 

第３１０条（意思表示の定義） 

（１）意思表示とは，法的効果を発生させることを意図する当事者の意思の表示である。 

（２）意思表示は，その通知が相手方に到達したときに効力を生ずる。 

 

 

第３１１条（契約の定義） 

 契約とは，債務の発生，変更，消滅を目的とする複数の当事者の意思の合致である。 

 

 

第３１２条（単独行為の定義） 

（１）単独行為とは，一方的に財産処分の意思を表明することにより，または契約もしくは法律の規定によって与えら

れた権利を行使することによって，債務を発生，変更または消滅させる行為である。 

（２）単独行為については，第２章第２節（意思表示の瑕疵および契約の有効性）及び第４節（代理）の規定を準用す

る。 

 

 

第２節 債務の種類および態様 

第３１３条（債務の種類） 

 債務は，物または金銭の所有権もしくは占有権を移転することを目的とすることのほか，ある行為をすることまたは

しないことを目的とすることができる。 

 

 

第３１４条（特定物引渡債務） 

 特定物の引渡を目的とする債務では，債務者は目的物の引渡までは善良な管理者としてその目的物を保存する義

務を負う。 

 

 

第３１５条（種類債務） 

（１）債務の目的物が種類によって指定された場合にあって，給付すべき目的物に数種の品質のものがあるときは，

債務者は当事者の定めた品質の目的物を給付する義務を負う。当事者が品質を定のない場合には，債務者は中等

の品質のものを給付する義務を負う。 

（２）種類債務にあっては，債務者が給付すべき目的物を具体的に確定し，かつ，その確定した物を給付するために

必要な行為を完了したときは，債務者はその後はその物のみを給付する義務を負う。 

 

 

第３１６条（金銭債務） 

（１）債務の目的が金銭である場合には，債務者はその選択に従い，各種の通貨をもって弁済をすることができる。た
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だし，債権者および債務者は，特種の通貨をもって弁済することを取り決めることができる。 

（２）債務の目的とした特種の通貨が弁済期において，強制通用力を失った場合には，債務者は他の通貨をもって弁

済することができる。 

（３）第１項及び第２項の規定は，外国の通貨の給付をもって債務の目的とした場合にも準用する。 

 

 

第３１７条（外国通貨金銭債務） 

（１）外国の通貨で債務の額を定めたときは，債務者は，履行地の，かつ，履行期における為替相場によってカンボデ

ィアの通貨で弁済することができる。ただし，債権者および債務者の間でこれと異なる特約があるときはそれによる。 

（２）履行を遅滞した債務者がカンボジア通貨で弁済する場合には，債権者は，履行期または現実に支払いをなす時

のいずれかの為替相場によって換算することを債務者に求めることができる。ただし，債権者および債務者間にこれ

と異なる特約があるときはそれによる。 

 

 

第３１８条（法定利率） 

 利息が発生すべき債務にあっては，別段の取り決めがない場合には，その利率は年５％とする。 

 

 

第３１９条（重利） 

 利息が１年分以上延滞した場合に，債権者が利息の支払いを催告しても債務者が支払わないときは，債権者はこ

れを元本に組み入れることができる。 

 

 

第３２０条（選択債務） 

 債務の目的が数個の給付の中から選択によって定まるときは，その選択権は債務者に属する。但し，契約の当事

者は別段の定めにより，選択権を債権者または第三者に与えることができる。 

 

 

第３２１条（選択権の行使） 

（１）選択権の行使は，相手方に対する通知によって行う。債務者に選択権があるときは，債務者が選択した目的物

を給付することで選択権の行使があったものとみなす。第三者が選択権を有する場合には，選択権は，債務者およ

び債権者に通知することによって行使される。 

（２）選択は，債務の発生の時に遡ってその効力を生じる。 

 

 

第３２２条（選択権の移転） 

（１）債務が弁済期にある場合において，選択権を有する債務者または債権者が相手方から相当な期間を定めた催

告を受けたにもかかわらず，その期間内に選択をしなかったときは，選択権は相手方に移転する。 

（２）第三者に選択権がある場合において，第三者が債務者または債権者から相当な期間を定めた催告を受けたに

もかかわらず，その期間内に選択をしなかったときは，選択権は債務者に移転する。 

 

 

第３２３条（不能による選択債務の特定） 

（１）選択債務の目的となる数個の給付のうち，当事者の過失によることなく契約成立の当初から不能または後から

不能となったものがあるときは，債務は残存するものを目的とする。この場合においては，第３２１条（選択権の行使）

第２項の規定を準用する。 

（２）給付が不能となったことについて，選択権を有する当事者に過失があったときは，選択権は相手方に移転する。 

（３）給付が不能となったことについて，選択権を有しない債務者に過失があるときは，選択権者は不能となった給付

を選択し，債務者に損害賠償を請求することができる。 

（４）給付が不能となったことについて，選択権を有しない債権者に過失があるときは，選択権を有する債務者は，不

能となった給付を選択して債務を免れることができる。 

 

 

第３２４条（多数当事者の債権債務） 

（１）ある債務について数人の債権者がある場合において，別段の意思表示がないときは，各債権者は，それぞれ等

しい割合で権利を有する。 

（２）債務の履行がその性質上又は当事者の意思表示によって不可分である場合において，数人の債権者があると
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きは，各債権者は，すべての債権者のために履行を請求することができ，また，債務者は，すべての債権者のために

各債権者に対して履行をすることができる。 

（３）第２項の債務については，不可分債権者の一人の行為又は一人について生じた事由は，他の不可分債権者に

対してその効力を生じない。債務者が，不可分債権者一人との間で更改し，又は免除を受けた場合において，他の

不可分債権者の請求に基づき債務の全部又は一部の履行をしたときは，その一人の不可分債権者に対し，同人が

その権利を失わなければ分与される利益の償還を請求することができる。 

（４）連帯債務その他複数の債務者がある場合については，第９２１条（連帯債務の意義）から第９３７条（不可分債務

および不真正連帯債務ならびに分割債務）までの規定に従う。 

 

 

第３節 条件・期限・期間 

第１款 条件 

第３２５条（条件の意味） 

（１）契約の当事者は，その効力の発生または消滅に関して条件を付けることができる。単独行為においては，相手

方を不当に害さない場合においてのみ条件を付けることができる。 

（２）条件とは，その発生が不確実な将来の事実である。 

（３）契約または単独行為から生じる債務または権利に停止条件を付けた場合には，条件が充たされた時から，その

債務または権利の効力が発生する。契約または単独行為から発生する債務または権利に解除条件を付けた場合に

は，条件が充たされた時から，その債務または権利の効力が消滅する。 

 

 

第３２６条（条件付き権利の処分） 

 条件のついている権利は，相続，処分または担保の対象となる。また，条件のついている債務は，相続その他の規

定に従い，承継される。 

 

 

第３２７条（条件付き権利の侵害） 

（１）条件のついている債務の各当事者は，条件が成就したかどうかが未定の場合に，その条件が充たされることに

よって発生する相手方の利益を害することができない。 

（２）第三者が第１項の利益を害した場合に，その行為が不法行為となるときは，第三者は損害賠償の責任を負う。 

 

 

第３２８条（条件成就の擬制） 

 条件が充たされることで不利益を受ける当事者が故意にその条件の成就を妨げたときは，相手方はその条件が成

就したものとみなすことができる。 

 

 

第２款 期限 

第３２９条（期限の意味） 

（１）契約の効力に関して始期がついているときは，その期限が到来するまで契約の効力は生じない。契約の履行に

関して始期がついているときは，債権者はその期限が到来するまで債務の履行を請求することができない。 

（２）契約の効力に関して終期がついているときには，その契約の効力は期限の到来したときに消滅する。 

（３）単独行為については，相手方を不当に害しない場合に限り，第１項の意味における始期または第２項の意味に

おける終期をつけることができる。 

 

 

第３３０条（期限の利益） 

（１）期限は債務者の利益のために定めたものと推定する。 

（２）期限の利益は，相手方を不当に害さない限り，これを放棄することができる。ただし，これによって相手方に損害

を与えた場合には，その損害を賠償しなければならない。 

 

 

第３３１条（期限の利益の喪失） 

 債務者は，次の場合に期限の利益を失う。 

 42



閣僚評議会提出：2003/07/09 

公布：2007/12/08 

 １ 債務者が破産の宣告を受けたとき 

 ２ 債務者が担保を毀損したとき 

 ３ 債務者が担保を提供する義務を負う場合に，これを提供しないとき 

 ４ 当事者が合意した事由が発生したとき 

 

 

第３款 期間 

第３３２条（期間の定め方） 

 期間は，時・分・秒，日，週，月または年をもって定めることができる。 

 

 

第３３３条（時・分・秒による期間の計算方法） 

 時・分・秒によって期間を定めた場合には，始まりの瞬間から終わりの瞬間までを計算する。 

 

 

第３３４条（日・週・月・年による期間の計算方法） 

（１）日，週，月または年によって期間を定めたときは，期間の初日は計算に入れない。ただし，その期間が午前零時

から始まるときは別である。 

（２）第１項の場合には，期間の末日の終了によって期間が満了する。 

（３）期間の末日が，祭日または日曜日その他法令で定める休日に当たるときは，その後に到来する最初の営業日

の終了によって期間が満了する。 

 

 

第３３５条（太陽暦による期間計算） 

（１）週，月または年によって期間を計算する場合には，暦に従って計算する。 

（２）週，月または年の始まりから期間を計算しない場合には，その期間は，最後の週，月または年において，起算日

に応当する日の前日で満了する。ただし，月または年によって期間を計算する場合に，最後の月または年に応当日

がないときは，その月の末日が満了点となる。 

 

 

第２章 意思表示および契約 

第１節 契約の成立 

第３３６条（申込と承諾による契約成立） 

（１）契約は，申込と承諾の合致によって，その効力を生じる。 

（２）第１項の規定にかかわらず，当事者の一方が不動産の所有権を譲渡し，又はこれを取得する義務を負う契約は，

公正証書を作成した場合にのみその効力を有する。 

 

 

第３３７条（申込および承諾の定義） 

（１）申込とは，それに対して相手方の承諾があった場合に，法的に拘束される意図のもとになされる契約締結の申し

出である。 

（２）申込は，相手方に到達した時に効力を生じる。ただし，申込を撤回する旨の通知が相手方に，申込みと同時には

またはそれ以前に到達したときは，申込は効力を生じない。 

（３）承諾とは，申込を受けた者が，その申込に同意する意思の表明である。 

（４）承諾は，申込者に到達した時に効力を生じる。ただし，承諾を撤回する旨の通知が申込者に，承諾の通知と同時

にまたはそれ以前に到達したときは，承諾は効力を生じない。 

 

 

第３３８条（承諾期間がある申込およびその撤回） 

（１）申込は承諾の期間を定めてすることができる。承諾期間は，申込者がほかの時期を設定したことが明らかでない

ときは，申込が発信された日から進行する。 

（２）承諾の期間を定めた申込は，これを撤回することができない。 

（３）申込者が第１項の期間内に承諾の通知を受けなかった場合には，申込は承諾期間の経過によって当然にその

効力を失う。承諾期間内であっても，相手方の拒絶の通知が申込者に到達した場合には，申込みは効力を失う。 
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第３３９条（承諾期間のない申込およびその撤回） 

（１）承諾の期間を定めないでなされた申込は，即時に応対できる状況のもとでなされた対話者間においては，申込を

受けた者が直ちに承諾しないときは，その効力を失う。 

（２）非対話者間において承諾期間の定めのない申込みは，相当な期間は，申込者においてこれを撤回することがで

きない。 

（３）申込の撤回は，その通知が相手方の承諾の通知が発信される前に，相手方に到達したときに限り，その効力を

生じる。 

 

 

第３４０条（契約成立時点・承諾の到達主義） 

 契約は，承諾の通知が申込者に到達した時に成立する。 

 

 

第３４１条（承諾の延着） 

（１）承諾期間の定めがある申込みに対する承諾の通知が承諾期間の経過後に到達した場合にあって，通常の場合

にはその期間内に到達する時期に発送したことを知ることができたときは，申込者は，遅滞なく延着の通知を承諾者

にしなければならない。申込者がこの延着の通知を怠った場合には，延着した承諾は，有効である。 

（２）申込者は，承諾期間を過ぎてから申込者に到達した承諾は，新たな申込とみなすことができる。 

 

 

第３４２条（変更を加えた承諾） 

（１）承諾者が申込に条件を付け，その他申込を実質的に変更する承諾は，有効な承諾とならないが，その承諾は新

たな申込として効力を有する。契約は，当初の申込者がこれに対して承諾したときに成立する。 

（２）承諾に付けられた条件または変更が申込を実質的に変更するものではないときは，申込者が直ちに異議を述べ

ない限り，承諾として有効である。これによって成立した契約の内容は，承諾を受け取った申込者が直ちに異議を述

べない限り，承諾の内容に従う。 

 

 

第３４３条（承諾とみなされる行為による契約の成立） 

 申込者の意思により，または取引上の慣習により，承諾の通知を必要としない場合には，承諾と認められる行為が

あった時に契約は成立する。 

 

 

第３４４条（不特定者に対する申込の撤回） 

 広告その他の方法による不特定者に対する申込は，その申込と同一の方法によってのみ撤回することができる。 

 

 

第２節 意思表示の瑕疵および契約の有効性 

第３４５条（瑕疵ある意思表示） 

 以下に定める場合には，意思表示をした者は，本第２節（意思表示の瑕疵および契約の有効性）および第３節（無

効および取消）の規定により，その意思表示の瑕疵を理由として，契約を取り消すことができる。 

 １ 意思表示が錯誤によってなされた場合 

 ２ 意思表示が相手方の詐欺，強迫，または不実表示によってなされた場合 

 ３ 意思表示が相手方の過剰利得目的で，状況に乗じる行為によってなされた場合 

 

 

第３４６条（錯誤） 

（１）契約の重要な部分について当事者に錯誤があった場合に，相手方がこのことについて知ることができたときは，

錯誤者はその意思表示の瑕疵を理由に契約を取り消すことができる。 

（２）契約の一方当事者が重要であると考えていた契約の事項または契約を締結する上で重要と考えていた事項に

ついて錯誤があった場合に，相手方がその事項の重要性および表意者が錯誤に陥っていたことを知ることができた

ときは，錯誤者はその意思表示の瑕疵を理由に契約を取り消すことができる。 

（３）契約の両当事者が契約の重要な部分ないし重要と考えていた部分または契約を締結する上で重要と考えていた

事項について共に錯誤に陥っていた場合には，相手方が錯誤について認識可能性を有しなかったときであっても，錯
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誤者はその意思表示の瑕疵を理由に契約を取り消すことができる。 

（４）錯誤による契約の取消は，相手方のほか，第三者に対しても主張することができる。但し，第三者が錯誤につい

て善意無過失であったときは，第三者に対して取消を主張することができない。 

 

 

第３４７条（詐欺） 

（１）相手方の詐欺によって意思表示をした者は，その意思表示の瑕疵を理由に契約を取り消すことができる。 

（２）意思表示が第三者の詐欺に基づいてなされた場合は，意思表示の相手方が詐欺を知りまたは知ることができた

ときに限り，表意者はその意思表示の瑕疵を理由に契約を取り消すことができる。 

（３）詐欺による契約の取消は，相手方のほか，第三者に対しても主張することができる。但し，第三者が詐欺につい

て善意無過失であったときは，第三者に対して契約の取消を主張できない。 

 

 

第３４８条（不実の情報） 

（１）契約に際して相手方が提示した事実が真実に反していた場合に，これを真実と信じて意思表示をした当事者は，

その事実が真実に反していることを知っていたならば意思表示しなかったであろうときは，意思表示の瑕疵を理由に

契約を取り消すことができる。 

（２）第１項は，不実の表示をした者に過失がある場合に，意思表示をした相手方が損害賠償の請求をすることを妨

げない。 

（３）不実の表示による契約の取消は，相手方のほか，第三者に対しても主張することができる。但し，第三者が不実

の表示について善意無過失であったときは，第三者に対して契約の取消を主張できない。 

 

 

第３４９条（状況の濫用） 

（１）契約の一方当事者が契約の締結に際し，その経済的または社会的に優位な地位を利用し，その他相手方の抵

抗しがたい状況を不当に利用したときは，相手方はその意思表示の瑕疵を理由に契約を取り消すことができる。 

（２）第１項による契約の取消は，状況の濫用について善意無過失の第三者に対しては主張することができない。 

 

 

第３５０条（強迫） 

 相手方または第三者の強迫により意思表示をした者は，その意思表示の瑕疵を理由に契約を取り消すことができ

る。 

 

 

第３５１条（過剰利得行為） 

 契約の一方当事者が相手方の窮迫・無知・未経験に乗じて契約を締結し，これによって過大な利益を得た場合には，

相手方はその意思表示の瑕疵を理由に契約を取り消すことができる。 

 

 

第３５２条（心裡留保） 

 契約は，真意でないことを自分で知りながらした意思表示によって締結されたときは，その効力を妨げられない。た

だし，相手方がその意思表示が真意でないことを知っていた場合には，表意者は契約の履行を拒むことができる。 

 

 

第３５３条（虚偽表示） 

（１）相手方と通じてした虚偽の意思表示に基づく契約は，無効である。 

（２）第１項の契約の無効は，虚偽表示に基づく契約を前提にして利害関係を有するにいたった第三者に対しては，主

張することができない。但し，第三者が虚偽表示について悪意または重大な過失によって知らなかったときは，この

限りでない。 

 

 

第３５４条（契約内容の違法または公序良俗違反） 

（１）契約の当事者が瑕疵のない意思表示をした場合であっても，次の場合には契約は無効となる。 

  １ 契約の内容が強行法規に反する場合 

  ２ 契約の内容が公序良俗に反する場合 

（２）契約の内容の一部が強行法規または公序良俗に反する場合に，それ以外の部分を維持しても当事者の合理的

な期待を害することがないときは，強行法規または公序良俗に反する部分のみが無効となる。 

 45



閣僚評議会提出：2003/07/09 

公布：2007/12/08 

 

 

第３５５条（原始的不能） 

（１）契約の内容が契約締結時において実現することが不可能である場合においても，そのことを理由としては契約は

無効とならない。但し，錯誤の要件がみたされる場合に，契約の当事者が錯誤を理由としてその契約を取り消すこと

を妨げない。 

（２）契約の内容の実現が当初から不可能であったことについて知ることができた当事者は，契約の締結により相手

方に損害を与えた場合には，その損害につき，相手方に対して債務不履行の第３９８条（損害賠償責任の要件）以下

の規定に基づき，損害賠償の責任を負う。 

 

 

第３節 無効および取消 

第３５６条（行為の定義） 

 本第３節（無効および取消）において行為とは，契約または単独行為をいう。 

 

 

第３５７条（無効の意義） 

 行為の内容が強行法規または公序良俗に違反するときは，何人であってもその無効を主張することができる。行為

が本法または他の法律で要求されている方式に違反しているために無効である場合には，何人であってもその無効

を主張することができる。 

 

 

第３５８条（取り消すことのできる行為） 

（１）取り消すことのできる行為は，取消権者がこれを取り消すまでは有効である。 

（２）取り消すことのできる行為を取消権者が取り消した場合には，その行為は初めから無効であったものとみなす。 

（３）取り消すことのできる行為を取消権者が追認した場合には，その行為は確定的に有効となる。 

 

 

第３５９条（取消権者） 

（１）取り消すことのできる行為は，第３４６条（錯誤）から第３５１条（過剰利得行為）に規定する意思表示の瑕疵を理

由とする取消にあっては，瑕疵ある意思表示をした者またはその法定代理人がこれを取り消すことができる。瑕疵あ

る意思表示をした者の相続人またはその契約上の地位を承継した者も取消権を行使することができる。 

（２）意思能力の欠如または未成年その他行為能力の制限を理由とする取消にあっては，本人，その法定代理人ま

たは保佐人がこれを取り消すことができる。本人の相続人または包括受遺者も取消権を行使することができる。 

 

 

第３６０条（取消または追認の方法） 

 取り消すことのできる行為の相手方が確定している場合には，取消または追認は相手方に対する通知によってしな

ければならない。取消または追認の効力は，その通知が相手方に到達した時に生じる。 

 

 

第３６１条（追認権者・追認の要件） 

（１）取り消すことができる行為の追認は，取消権を有する者がすることができる。但し，瑕疵ある意思表示を理由に

行為を取り消す場合にあっては，取消権者が取消の原因を知った時から後に，制限能力者の行為については取消

の原因となった状況がなくなった後に，追認をすることができる。 

（２）制限能力者の法定代理人または保佐人が追認する場合には，第１項但書を適用しない。 

 

 

第３６２条（法定の追認） 

 第３６１条（追認権者・追認の要件）の規定により追認をすることができる時から後に，取り消すことのできる行為に

ついて，次の事実があった場合には，追認があったものとみなす。 

  １ 取り消すことができる行為によって発生した債務の全部もしくは一部の履行またはその債務のための担保の

供与 

  ２ 取り消すことができる行為によって取得した権利の行使または相手方に対する履行の請求 

  ３ 取り消すことができる行為によって取得した権利の全部もしくは一部の譲渡またはその他の処分 

但し，上記の行為をするに際して，追認をしない旨の留保をした場合には，この限りでない。 
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第３６３条（取消権の消滅時効） 

（１）取消権および取消によって生じる不当利得返還請求権は，追認をすることができる時から３年間これを行使しな

いときは消滅する。この期間については時効の中断に関する規定を適用しない。 

（２）第１項の規定にもかかわらず，行為の時から１０年を経過した時は，これによって取消権は消滅する。 

（３）同一の行為について，複数の者に取消権がある場合には，それぞれの取消権について第１項および第２項を適

用する。 

 

 

第４節 代理 

第３６４条（代理の定義） 

 代理とは，代理人がその権限の範囲内において，本人のためにすることを示して相手方と契約をした場合に，その

契約の効果が直接本人に帰属する関係を言う。 

 

 

第３６５条（代理権の発生） 

 代理権は，本人と代理人との契約または法律の規定によって生じる。 

 

 

第３６６条（代理権の範囲） 

（１）代理権の範囲は，代理人に代理権を授与する契約によって定められる。法律の規定によって代理権が生じる場

合には，代理権の範囲もその法律によって定められる。 

（２）代理権の範囲について何らの指定がない場合には，代理人は保存行為および改良行為についての権限を有す

る。ただし，代理の目的となっている物または権利の性質を変更する改良行為はこの限りでない。 

 

 

第３６７条（代理権の制限） 

（１）代理権の範囲に属する場合であっても，代理人と本人の利益が相反する行為については，代理人は，その権限

を有しない。但し，本人の承諾がある場合には，この限りではない。 

（２）代理人と本人との間の取引については，本人と代理人の利益が相反するものと推定する。 

（３）第１項および第２項は，代理人が本人と第三者の双方を代理する場合において，本人と第三者の利益が相反す

る場合にも準用する。 

 

 

第３６８条（代理権の消滅事由） 

（１）契約によって本人から与えられた代理権は，次の事由によって消滅する。 

  １ 本人の死亡，破産，解散 

  ２ 代理人の死亡，破産，行為能力の制限 

  ３ 委任，雇用その他代理権を授与する法律関係の終了 

（２）法定代理は，法律の定める原因によって消滅する。 

 

 

第３６９条（無権代理） 

（１）代理権を持たない者が他人の代理人として行った行為は，本人に対して効力を生じない。但し，本人がこれを追

認した場合には，この限りでない。 

（２）無権代理行為の相手方は，無権代理人に対して行為の効果が帰属することを主張することができない。ただし，

第３７１条（無権代理人の責任）の規定に基づき，相手方が無権代理人の責任を追及することを妨げない。 

 

 

第３７０条（無権代理行為の追認および相手方の取消権） 

（１）追認は，相手方に対してしなければ，相手方に対してその効力を主張することができない。 

（２）追認によって無権代理行為は，その行為の時に遡って有効となる。但し，無権代理行為の行われた時から追認

までの間に生じた第三者の権利を害することができない。 

（３）無権代理行為の相手方は，本人に対して相当の期間を定めて，その期間内に無権代理行為を追認するか否か

を確答すべきことを催告することができる。本人がこの期間内に確答をしなかったときは，追認を拒絶したものとみな
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す。 

（４）相手方は，本人の追認がなされるまでは，代理権を有しない者がした契約を取り消すことができる。相手方によ

る取消があった後は，本人は無権代理行為を追認することができない。 

 

 

第３７１条（無権代理人の責任） 

 他人の代理人として契約をした者が，代理権を証明することも，本人の追認を得ることもできなかったときは，相手

方の選択に従い，履行または損害賠償の責任を負う。但し，相手方が代理権の不存在について知っていた場合には，

無権代理人はその責任を免れる。無権代理行為をしたことについて過失がない無権代理人は，相手方が代理権の

不存在を過失によって知らなかった場合にも本条の責任を免れる。 

 

 

第３７２条（表見代理） 

（１）代理人が代理権の範囲を超えて契約をした場合に，相手方が代理人に当該契約について代理権があったものと

信じ，かつ，信じたことについて過失がなかったときは，本人は相手方に対して契約の履行の責任を負う 

（２）代理権が消滅した後，相手方が代理人と称する者と契約をしたときは，本人は相手方に対して契約の履行の責

任を負う。但し，相手方が代理権の消滅について知り，または過失によって知らなかった場合は，この限りでない。 

（３）代理権を与えなかったにもかかわらず，本人が他人に代理権を与えたかのような表示をした場合，または，代理

権があるかのような表示を他人に許容した場合には，本人は相手方に対して，契約の履行の責任を負う。但し，相手

方が代理権の不存在を知り，または過失によって知らなかった場合は，この限りでない。 

 

 

第３７３条（非顕名の代理行為） 

（１）代理人が本人のためにする意思を有しているにもかかわらず本人のためにすることを示さないで取引をした場合

には，相手方は，代理人との契約が成立したことを主張することができる。ただし，代理人が本人のためにすることを

相手方が契約締結の当時知っていたときは，本人に対してのみ契約の成立を主張できる。 

（２）本人のためにすることを示さなかった代理人との契約締結後，相手方が本人の存在を知るにいたった場合には，

相手方は，本人との契約を主張することができる。 

 

 

第３７４条（代理行為の瑕疵） 

（１）錯誤，詐欺，強迫またはある事情を知っていること若しくは知らないことについて過失があるために表意者の締

結する契約の効力が影響を受ける場合には，これらの事実の有無は代理人について判断する。 

（２）第１項の適用において，本人が特定の契約をなすことを代理人に託した場合には，本人が知っている事情につい

ては，本人は代理人の不知を主張することができない。また，過失によって知らなかった事情についても同様である。 

 

 

第３７５条（代理人の能力） 

 本人は，行為能力が制限されている者に対しても代理権を与えることができる。この場合において，本人は，制限

能力者である代理人が相手方と締結した契約を，代理人の制限能力を理由に取り消すことができない。 

 

 

第３７６条（復代理） 

 本人との契約によって代理人となった者は，復代理人を選任することができない。ただし，本人の承諾を得たとき，

または已むことを得ない事情があるときは，この限りでない。 

 

 

第３７７条（復代理人選任の場合の代理人の責任） 

（１）代理人が第３７６条（復代理）ただし書きの場合において復代理人を選任したときは，代理人はその選任および監

督について，本人に対して責任を負う。 

（２）代理人が本人の指名に従って復代理人を選任した場合は，その不適任または不誠実を知りながら本人に通知

せず，または，解任をしなかったときでなければ，代理人は復代理人の行為について責任を負わない。 

（３）代理人が第３７６条（復代理）ただし書きの規定によらないで復代理人を選任したときは，復代理人の行為は本人

に対して効力を及ぼさない。但し，復代理人に権限がないことを知らなかった相手方は，そのことに過失がない場合

は，代理人に対して履行または損害賠償の責任を主張することができる。 
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第３７８条（復代理人の地位） 

（１）復代理人がその権限内で本人のためにすることを示して行った行為は，本人を拘束する。 

（２）復代理人は，本人に対して代理人と同一の権利を有し，義務を負う。 

（３）復代理人と本人との関係については，復代理人を代理人とみなして本第４節（代理）の規定を準用する。 

 

 

第５節 第三者のためにする契約 

第３７９条（定義） 

（１）契約の当事者は，その契約から発生する権利を第三者に帰属させることができる。この場合において，第三者に

対して給付をなすべき者を諾約者といい，諾約者の相手方を要約者という。また，給付を受けるべき第三者を受益者

という。 

（２）受益者は諾約者に対して直接給付を請求することができる。 

 

 

第３８０条（受益者） 

 受益者は，それを確定する基準が明確であれば，約束の時に存在することを要しない。但し，諾約者が給付すべき

時に受益者が存在しない場合には，第三者のためにする給付の約束は効力を失い，諾約者は，要約者に履行する

ことで責任を免れる。 

 

 

第３８１条（受益の意思表示） 

（１）受益者が諾約者または要約者に対して受益の意思を表示しない間は，要約者は，諾約者および受益者に通知

することにより，いつでも受益者に権利を与える旨の約束を撤回することができる。 

（２）受益者が受益の意思を表示した場合には，以後，契約の当事者は受益者の権利を変更または消滅させることが

できない。 

 

 

第３８２条（諾約者の抗弁） 

 諾約者は，その契約に起因する抗弁を，受益者に対して主張することができる。 

 

 

第３８３条（契約の無効・取消・解除） 

（１）要約者と諾約者の間の契約に無効または取消原因がある場合には，各当事者は，第三者に権利を与える旨の

特約の存在にもかかわらず，第２章第３節（無効および取消）の無効および取消に関する規定に従って，契約の無効

または取消を主張することができる。 

（２）諾約者は，要約者の契約違反を理由とする契約の解除をすることができる。諾約者の契約違反が解除の原因を

なす場合には，要約者は，受益の意思を表示した受益者がいるときは，その承諾を得て契約を解除することができ

る。 

 

 

第３章 契約の履行 

第３８４条（債務者の債務の履行義務） 

（１）債務者は，契約の趣旨および信義誠実の原則に従って，その債務を履行しなければならない。 

（２）第１項の基準に基づいてなされた履行は弁済として債務を消滅させる。 

 

 

第３８５条（債務の履行請求権） 

（１）債権者は債務者に対して裁判外または裁判で債務の履行を請求することができる。 

（２）第１項の規定にかかわらず，契約当事者間で裁判上の履行を請求しない旨の合意がある場合には，債権者は

裁判上の履行を請求することはできない。 

（３）第２項に該当するために裁判上の履行請求権が制限される場合であっても，債務者が任意に履行したときは，

債権者はその給付を弁済として受領し，保持することができる。 
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第３８６条（同時履行の抗弁） 

双務契約の各当事者は，相手方が債務の履行を提供するまでは，自己の債務の履行を拒むことができる。但し，相

手方の債務の履行期がまだ到来していない場合はこの限りでない。 

 

 

第３８７条（不安の抗弁） 

 双務契約において先履行義務を負う当事者は，相手方が債務の趣旨に従った履行をしないおそれが顕著である場

合には，自己の履行を拒むことができる。但し，相手方が担保の提供，その他不安を解消するための措置を講じた場

合はこの限りでない。 

 

 

第３８８条（弁済に関する規定の適用） 

 契約の履行については，本第３章（契約の履行）の規定のほか第７章第１節（弁済）の弁済に関する規定を適用す

る。 

 

 

第４章 契約違反に対する救済 

第１節 債務不履行に関する一般規定 

第３８９条（債務不履行の定義および態様） 

 債務不履行とは，債務者が契約から生じる義務を履行しなかった場合を言う。その態様には，次のものがある。 

  １ 履行の遅延により履行期に履行ができなかった場合 

  ２ 履行することが不可能である場合 

  ３ 債務の趣旨に従って完全な履行をしなかった場合 

  ４ その他債務の趣旨に従った履行がなかった場合 

 

 

第３９０条（債務不履行に対する救済手段） 

 債務者の債務不履行があった場合には，債権者は本第４章第２節（契約違反に対する救済）から第４節（契約の解

除）までの規定に従い，履行の強制，損害賠償，または契約の解除を求めることができる。 

 

 

第３９１条（履行遅滞） 

 債務者は次の時点において履行をしなかった場合に履行遅滞となる。 

  １ 債務の履行について確定期限があるときは，その期限の到来した時。 

  ２ 債務の履行について不確定の期限があるときは，債務者が期限の到来したことを知った時。 

  ３ 債務の履行について期限を定めなかったときは，債務者が履行の請求を受けた時。 

 

 

第３９２条（履行不能） 

（１）債務を履行することが物理的に不可能なときは，債務の履行は不能となる。不可能には，社会的または経済的

に見て債務の履行が不可能と評価される場合を含む。 

（２）履行期前において，履行期に債務を履行することが不可能であることに確定した場合には，その時に債務の履

行は不能となる。 

 

 

第３９３条（不完全履行） 

不完全な履行とは，債務の履行がなされたがその給付が完全ではなかった場合，一部の履行しかなされなかった場

合，その他債務の趣旨に従った完全な履行がなかった場合をいう。 

 

 

第３９４条（その他の債務不履行） 

 第３９１条（履行遅滞）から第３９３条（不完全履行）までの前３条のほか，契約から生じるその他の義務の違反があ

った場合にも，債務不履行となる。 

 

 

 50



閣僚評議会提出：2003/07/09 

公布：2007/12/08 

第３９５条（複数の救済手段） 

 債権者に複数の救済手段が認められる場合には，債権者は，相互に矛盾しない範囲で一つまたは複数の救済手

段を選択することができる。 

 

 

第２節 履行の強制 

第３９６条（裁判所による履行の強制命令） 

 債権者は，債務者が債務を任意に履行をしないときは，債務の性質が強制履行を許さない場合を除き，強制履行

を求めることができる。強制履行の手続きは民事訴訟法の定めるところによる。 

 

 

第３９７条（履行請求と他の手段との関係） 

 債権者は，債務者が債務を履行しない場合に，履行請求に代え，または履行請求とともにこれと矛盾しない限度で

損害賠償を請求することができる。 

 

 

第３節 損害賠償 

第３９８条（損害賠償責任の要件） 

（１）債務者に債務不履行があった場合には，債権者はこれによって生じた損害の賠償を請求することができる。但し，

債務者が債務の不履行について自己に過失がないことを証明した場合には，損害賠償の責任を免れる。 

（２）債務者が債務の履行のために他人を補助者として用いた場合には，補助者の選任または監督について債務者

の過失がなかったこと，および，補助者自身にも過失がなかったことを証明しなければ，損害賠償の責任を免れな

い。 

 

 

第３９９条（金銭債務についての特則） 

（１）金銭の支払を目的とする債務にあっては，債務者は支払の遅延が不可抗力によることを証明しても，遅延利息

の支払を免れない。遅延利息は，法定利率によって計算する。約定利率が法定利率を越える場合には，約定利率に

よって計算する。 

（２）遅延利息を超える損害については，債務者が債務不履行について過失がないことを証明すれば，その賠償責任

を免れる。 

 

 

第４００条（損害概念） 

（１）債権者は，損害賠償として，その契約によってもたらされるはずであった履行利益の賠償を請求できるほか，履

行利益の賠償と重ならない範囲で，不履行によって無駄となった出費，不履行によって増加した支出もしくは負担を，

請求することができる。 

（２）裁判所は，債権者の請求に基づき，精神的な損害についても賠償を命じることができる。精神的な損害について

の賠償額は，裁判所が諸般の事情を斟酌して定める。 

 

 

第４０１条（損害賠償の範囲） 

 債務者は，次の損害を賠償しなければならない。 

  １ 債務不履行によって債権者に通常生じる損害。 

  ２ 特別な事情によって債権者に生じた損害については，契約の両当事者が契約締結時にその損害の発生を予

見することができたとき。ただし，契約締結時において，契約当事者がこれを勘案していなかった場合には，この限り

でない。 

  ３ 債務不履行が害意または著しく不誠実な行為によって行われた場合には，裁判所は，債権者の請求に基づき，

第１号及び第２号の規定にもかかわらず，または，債務者が債務不履行を構成する行為によって取得した利益を損

害賠償として支払うことを命じることができる。 

 

 

第４０２条（損害軽減事由） 

（１）債権者の過失が債務不履行または損害の発生に寄与した場合には，裁判所は，その寄与の程度に応じて，債

務者の損害賠償額を減額することができる。 
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（２）債権者が損害を軽減することを怠ったことにより損害が拡大した場合には，裁判所は，債権者が軽減することの

できた損害額に応じて，債務者の損害賠償額を減額することができる。 

 

 

第４０３条（賠償額の予定など） 

（１）債権者および債務者は，予め損害賠償の要件および額について特約を定めることができる。 

（２）債務者の故意または重過失による債務不履行責任を予め免除する特約は効力を有しない。 

（３）損害賠償の額について当事者が特約をした場合には，裁判所は，その額を増減することができない。ただし，当

事者の予定した額が，第４０１条（損害賠償の範囲）によって定まる額と比較して著しく過大または過少である場合に

は，裁判所は予定された賠償額の増減をすることができる。 

（４）賠償額の予定は，履行または解除の請求を妨げるものではない。当事者が遅延損害を予定して合意した賠償額

は，債権者が契約を解除して目的物に代わる損害賠償を請求する場合には，当事者を拘束しない。 

（５）違約金は賠償額の予定と推定する。 

 

 

第４０４条（金銭賠償の原則） 

  債務者は債務不履行による損害賠償については，金銭によって賠償する。但し，当事者が特約で異なる定めをし

た場合には，この限りではない。 

 

 

第４０５条（賠償者の代位） 

 債権者が損害賠償として，その債権の内容となっている物または権利の価格の賠償を受けたときは，債務者はそ

の物または権利について，当然に債権者が有していた地位に代わる。 

 

 

第４０６条（損害賠償請求権の消滅時効） 

 債務不履行に基づく損害賠償請求権の消滅時効期間は，損害発生の時から５年とする。 

 

 

第４節 契約の解除 

第４０７条（債務不履行を原因とする解除） 

 双務契約における当事者の一方は，相手方が重大な契約違反をした場合には，契約を即時に解除することができ

る。 

 

 

第４０８条（重大な契約違反） 

（１）重大な契約違反とは，一方の当事者の契約違反のために相手方が契約の目的を達成することができなくなる場

合をいう。次の場合には重大な契約違反があったものとみなす。 

 １ 期日に履行しなかった一方の当事者に対して，相手方が相当な期間を定めて催告したにもかかわらず，催告期

間内にその債務が履行されなかったとき 

 ２ 契約で定められた履行期までに履行しないと契約をした目的を全く達成することができない場合に，当事者がそ

の履行期に債務を履行しなかったとき 

 ３ 当事者がその中心的な給付義務を履行することが不可能であるとき 

 ４ 契約違反の程度が著しく，そのために当事者間の信頼関係が破壊され，将来の債務の履行が期待できないとき 

（２）契約違反をした当事者は，その債務の不履行について過失がなかったことを理由に，第１項に基づく契約の解除

を阻止することはできない。 

 

 

第４０９条（解除権の行使方法） 

（１）解除権を有する一方の当事者は，相手方に対する解除の意思の表示によって契約を解除をすることができる。

解除意思の表示は裁判外ですることができる。 

（２）解除意思の表示は撤回することができない。 

（３）解除意思の表示に停止条件を付けることができる。 
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第４１０条（契約当事者が多数人の場合の解除） 

（１）当事者の一方が数人ある場合には，契約の解除は，全員から相手方に，または，相手方から全員に対してしな

ければならない。 

（２）第１項の場合において，解除権が当事者の１人について消滅したときは，他の者についても消滅する。 

 

 

第４１１条（解除の効果） 

（１）契約の解除は，損害賠償義務をのぞき，両当事者を契約上の義務から解放する。 

（２）契約上の給付の一部または全部を受領している当事者は，解除によって相手方に対してその給付を返還し，相

手方を原状に復させる義務を負う。契約の両当事者が互いに原状回復義務を負う場合には，それらの義務は同時に

履行されなければならない。 

（３）解除によって金銭を返還する義務を負う契約当事者は，その金銭を受領した日からの利息を付けて返還しなけ

ればならない。受領した物またはその他の給付を解除によって相手方に返還する義務を負う当事者は，その物また

は給付から得た利益も返還しなければならない。 

（４）解除によって第三者の正当な利益を害することはできない。 

 

 

第４１２条（目的物滅失の場合の解除権） 

（１）解除権を有する者が故意に契約の目的物を滅失，毀損しもしくはこれを返還することができなくなったとき，また

は，加工もしくは改造によってこれを他の種類の物に変じたときは，解除権は消滅する。 

（２）目的物を返還できない者が解除権を行使したときは，代金額を限度として目的物の価額を金銭で返還することを

要する。 

（３）目的物の毀損または返還不能について相手方に過失または原因がある場合は，解除権者は第２項の金銭によ

る価額返還義務を負わない。 

 

 

第４１３条（消滅時効） 

 債務不履行を理由とする解除権および解除による原状回復請求権の消滅時効期間は，債務不履行の時から５年と

する。 

 

 

第４１４条（約定解除権および合意解除） 

（１）契約当事者は，その契約で一方または双方に解除権を与えることができる。約定解除権の行使方法，効果につ

いては，別段の合意がない限り，法定解除に関する第４０９条（解除権の行使方法）から第４１２条（目的物滅失の場

合の解除権）の規定を準用する。 

（２）契約に解除権についての定めがなくとも，契約当事者は合意で契約を解消することができる。ただし，第三者の

利益を害することができない。 

 

 

第５章 危険負担 

第４１５条（履行不能による債務消滅） 

 債務の履行が不能となり，かつ，そのことについて債務者に過失がない場合には，その債務は消滅し，債権者はそ

の給付を請求することができない。 

 

 

第４１６条（特定物の所有権移転契約における危険負担） 

（１）特定物の所有権を移転することを内容とする双務契約において，その目的物が当事者双方の過失なくして滅失

または毀損した場合には，その危険は債務者が負担し，債務者は債権者に対して反対給付を請求することができな

い。 

（２）目的物の滅失または毀損による危険は，契約に別段の定めにない限り，次のいずれかの時点から債権者に移

転する。 

  １ 債権者に対する目的物の引渡，登記の移転その他目的物に対する実質的支配が債権者に移転したと考えら

れる時 

  ２ 債務者による正当な履行の提供があった時 

  ３ 債権者が正当な理由なく債務者の履行の受領を拒んだ時 
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第４１７条（その他の権利についての危険負担） 

 所有権以外の物権または債権その他の権利の設定または移転についても，第４１６条（特定物の所有権移転契約

における危険負担）の規定を準用する。 

 

 

第４１８条（目的物が不特定物の場合） 

（１）不特定物の所有権を移転することを内容とする双務契約において，給付すべき物が特定していない場合は，そ

の債務者は，履行のために準備した物が自己の過失なしに滅失したときであっても，その債務は消滅せず，なお履

行義務を負う。 

（２）給付すべき目的物が特定した後は，第４１６条（特定物の所有権移転契約における危険負担）の規定を準用す

る。 

 

 

第４１９条（停止条件付き契約の場合） 

 停止条件付きの双務契約においては，条件成就前において目的物が債務者の責めによらないで滅失または毀損

したときは，債務者が危険を負担する。条件成就の時より後は，第４１６条（特定物の所有権移転契約における危険

負担）を準用する。 

 

 

第４２０条（作為・不作為を内容とする双務契約における危険負担） 

 一方当事者の作為・不作為を内容とする双務契約において，当事者双方の過失なくしてその債務を履行することが

不能となった場合には，その債務は消滅する。但し，債務者は反対給付を請求することができない。 

 

 

第４２１条（債権者の過失による履行不能） 

 債務者の過失なしにその履行が不能となった場合において，その履行不能が債権者の過失に基づくときは，債務

者は反対給付を失わない。ただし，債務者が自己の債務を免れたことによって利益を得たときは，これを債権者に引

き渡さなければならない。 

 

 

第６章 第三者に対する債権の効力 

第１節 債権者による代位 

第４２２条（債権者代位権） 

（１）債権者は，自己の債権の保全に必要なときは，債務者の有する権利を債務者に代わって行使することができる。

但し，債務者の一身に専属する権利，その行使が債務者の自由な判断に委ねられている権利，差押が禁止されてい

る権利については，この限りではない。 

（２）債権者は，自己の債権の満足を受けるのに必要なときは，当該債権と密接な関連がある債務者の権利を代位行

使することができる。 

 

 

第４２３条（代位権行使の要件） 

（１）債権者が第４２２条（債権者代位権）の権利を行使するためには，債務者自身が権利の行使をしていないことを

要する。 

（２）債権者は，自己の債権の期限期が到来していない間は，裁判所の許可を得なければ，債務者の権利を代位行

使することができない。但し，保存行為については，この限りではない。 

 

 

第４２４条（第三債務者の抗弁） 

 債権者代位権の行使を受ける第三債務者は，自己の債権者に対して有する抗弁をもって，代位債権者に対抗する

ことができる。 

 

 

第４２５条（代位債権者と債務者の関係） 

 債務者は，債権者が債務者に代位して，債務者の権利を行使したことを債務者に通知した場合には，重ねて第三
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債務者に対して権利を行使することができない。但し，第三債務者からの弁済を受領することを妨げない。 

 

 

第４２６条（債権者代位権の効果） 

（１）債権者が債務者の権利を代位により行使した場合は，その効果は直接債務者に及ぶ。 

（２）代位権を行使する債権者は，債務者が第三債務者からの給付を受領することができない場合には，第三債務者

に対して，直接自己に給付すべきことを請求することができる。 

 

 

第４２７条（代位権行使の効果と他の債権者） 

 債権者代位権の行使によって代位債権者が第三債務者から受領した給付は，債務者に引き渡すまで，総債権者

のために保管する義務を負う。但し，第４２２条（債権者代位権）第２項の場合は，この限りではない。 

 

 

第２節 詐害行為取消権 

第４２８条（詐害行為取消の要件） 

（１）債権者は，債務者がその債権を害することを知ってなした行為を取り消し，債務者の行為によって利益を受けた

者から給付の受領物またはその価額の返還を裁判所に求めることができる。 

（２）第１項の取消は，債務者の行為によって利益を受けた者またはこの者からの転得者が，債務者の行為または転

得の当時，債権者を害すべき事実を知らなかったときは，認められない。但し，債権者は，無償の受益者または転得

者に対しては，これらの者が債権者を害すべき事情を知らなかったときでも，取消を主張することができる。 

（３）第１項及び第２項の規定は，財産権を目的としない行為については適用しない。 

 

 

第４２９条（被保全権利） 

 第４２８条（詐害行為取消の要件）の規定は，金銭債権以外の債権を有する債権者についても適用する。但し，その

取消の判決に係る口頭弁論終結時では，金銭債権に転化していることを要する。 

 

 

第４３０条（詐害行為取消の方法） 

 取消権を行使した債権者は，受益者または転得者からの原状回復のために他に適切な方法がない場合には，受

益者または転得者に対して，取得物を供託すべきことを請求することができる。 

 

 

第４３１条（詐害行為取消権の効果） 

 第４２８条（詐害行為取消の要件）の規定によってなされた取消は，総債権者の利益のためにその効力を生じる。 

 

 

第４３２条（詐害行為取消権の行使期間） 

（１）第４２８条（詐害行為取消の要件）の取消権は，債権者が取消の原因を知った時から（１年間）行使しないことによ

って消滅する。行為の時から（３年）を経過したときもまた同じ。 

（２）第１項に規定する取消権の時効には，時効中断に関する規定を適用しない。 

 

 

第７章 債務の消滅 

第４３３条（債務の消滅原因） 

 債務は，次の事由によって消滅する。 

  １ 本第７章第１節（弁済）から第５節（混同）に規定する弁済，相殺，免除，更改，混同。 

  ２ 第５章（危険負担）に規定する債務者の責めに帰すことのできない履行の不能。 

  ３ 第１章第３節（条件・期限・期間）に規定する解除条件の成就または第４章第４節（契約の解除）に規定する契

約の解除。 

  ４ 第８章（消滅時効）に規定する消滅時効の完成。 

  ５ 第２章第３節（無効および取消）に従う取消権の行使。 
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第１節 弁済 

第１款 弁済についての一般原則 

第４３４条（弁済者） 

（１）弁済は，債務者のほか第三者もすることができる。 

（２）第三者による弁済では債務の目的を達成することができない場合には，債権者が承諾しない限り，第三者が弁

済することはできない。 

（３）債権者および債務者は合意により，第三者による弁済を認めないものとすることができる。 

 

 

第４３５条（弁済者の処分権能） 

（１）弁済の目的物について所有権または処分の能力を有しない者による弁済は，有効な弁済とならない。 

（２）弁済者が弁済の目的物について所有権を有していなかった場合には，更に有効な弁済をしない限り，その物を

取り戻すことができない。但し，その物について所有権を有するものは，弁済受領者から自己の所有物を取り戻すこ

とができる。 

（３）弁済者に弁済の目的物についての処分の能力がなかった場合には，弁済者は弁済行為を取り消すことができる。

この場合の弁済の目的物の返還については，第２項を準用する。 

 

 

第４３６条（債権者の善意の消費・譲渡・善意取得） 

（１）第４３５条（弁済者の処分権能）第２項又は第３項の場合において，弁済の目的物が動産であった場合には，債

権者が善意で弁済受領物を消費し，または譲渡したときは，弁済は有効とみなされ，弁済者は弁済の目的物の返還

を請求することができない。 

（２）第１項の場合において，弁済の目的物について所有権を有する者は，弁済受領者が第１９３条（動産所有権の善

意取得）の規定によってその所有権を取得しない限り，目的物についての賠償を弁済受領者に請求することができる。

但し，弁済の目的物の所有者に賠償した債権者は，その価額の弁償を債務者に請求することができる。 

 

 

第４３７条（弁済受領権限） 

（１）弁済は，債権者その他弁済受領権限を有する者にしなければ効力を有しない。 

（２）債務者が弁済受領権限を有しない者に弁済した場合には，その債権者からの請求により再度弁済をしなければ

ならない。但し，弁済者は，弁済を受領した無権限者から弁済物の返還を請求することができる。 

 

 

第４３８条（差押えによる弁済受領権限の制限） 

（１）債権者は，その債権が裁判所の差押決定によって差押えられた場合には，その債務者からの弁済を受領する権

限を有せず，また，債務者は，その債権者に弁済することができない。 

（２）弁済を禁止された債務者が自己の債権者に弁済した場合には，第４３７条（弁済受領権限）第２項を準用する。 

 

 

第４３９条（債権者の準占有者にした弁済） 

（１）真実の債権者ではないが債権者らしい外観を有する者にした弁済は，弁済者が弁済の相手方が真実の債権者

であると信じた場合には，そのように信じたことについて重大な過失がない限り，有効な弁済として扱われる。 

（２）第１項の場合において，真実の債権者は債務者に再度の弁済を請求することはできない。但し，真実の債権者

は，債務者から弁済を受領した者に対して，弁済物の引渡を請求することができる。 

 

 

第４４０条（弁済の方法） 

 債務者は，債務の趣旨および信義誠実の原則に従って，弁済しなければならない。 

 

 

第４４１条（一部弁済） 

 債権者は，債務の一部の弁済を受領する義務を有しない。但し，一部弁済であることを知りながら債権者がこれを

受領した場合には，その範囲で有効な弁済となる。 
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第４４２条（代物弁済） 

（１）債務者が債権者の承諾を得て，本来負担していた給付に代えて他の給付をしたときは，その給付は弁済と同一

の効力を有する。 

（２）債権者および債務者は，本来の給付に代えて他の給付をすることを合意することができる。この場合において債

務者は，債権者に選択権が与えられている場合を除き，本来の給付または代物の給付のいずれかを選択して弁済

することができる。 

 

 

第４４３条（弁済の時期・期限前弁済） 

（１）債務者は，第３９１条（履行遅滞）各号に規定する履行期において弁済しなければならない。 

（２）債務者は，第３３０条（期限の利益）第２項の規定に従って，期限前に債務を弁済することができる。 

 

 

第４４４条（弁済の時間） 

 債務者は，慣習および信義誠実の原則に照らし，通常の営業時間中に弁済しなければならない。 

 

 

第４４５条（弁済の場所） 

 弁済をなすべき場所について，別段の合意がないときは，特定物の引渡は債権発生の当時その物の存在していた

場所においてすることを要する。その他の債務にあっては，債権者の現在の住所で弁済をしなければならない。 

 

 

第４４６条（弁済の費用） 

 弁済の費用について別段の合意がないときは，その費用は債務者がこれを負担する。但し，債権者が住所の移転

その他の行為によって弁済の費用が増加したときは，その増加額は債権者が負担する。 

 

 

第４４７条（受取証書の交付） 

 弁済者は弁済受領者に対して受取証書の交付を請求することができる。 

 

 

第４４８条（債権証書の返還） 

 債権の証書がある場合に，弁済者が債務の全部を弁済したときは，その証書の返還を請求することができる。 

 

 

第２款 弁済充当 

第４４９条（指定による充当） 

（１）債務者が同一の債権者に対して同種の目的を有する数個の債務を負担する場合において，弁済として提供した

給付が総債務を消滅させるに足りないときは，弁済者は給付の時に，その弁済を充当すべき債務を指定することが

できる。 

（２）弁済者が第１項の指定をしなかったときは，弁済受領者はその受領の時において，その弁済の充当をすることが

できる。但し，弁済者がその充当に対して直ちに異議を述べたときは法定充当による。 

（３）第１項及び第２項の場合において，弁済の充当は相手方に対する通知によってこれを行う。 

 

 

第４５０条（法定充当） 

 弁済者および弁済受領者のいずれも弁済の充当をしなかった場合には，次の規定に従ってその弁済を充当する。 

 １ 総債務中に弁済期が到来したものとまだ弁済期が到来していなものがあるときは，弁済期が到来した債務を先

にする。 

 ２ 全ての債務が弁済期にあるとき，あるいは全ての債務が弁済期にないときには，債務者にとって弁済の利益が

大きいものを先にする。 

 ３ 債務者にとって弁済の利益が等しいときは，弁済期が先に到来したものまたは先に到来するものを先にする。 

 ４ 債務者にとって弁済の利益が同じで，かつ，弁済期が同じ複数の債務の間では，各債務の額に応じて弁済を充

当する。 
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第４５１条（充当の順序：費用・利息・元本） 

 債務者が一個または数個の債務について，元本の外利息および費用を払う義務がある場合において，弁済者がそ

の債務の全部を消滅させるに十分でない給付をしたときは，費用，利息および元本の順に充当しなければならない。

但し，債権者と債務者の間で異なる契約がある場合にはそれに従う。 

 

 

第４５２条（債権者が複数の場合の弁済充当） 

 第４４９条（指定による充当），第４５０条（法定充当）および第４５１条（充当の順序：費用・利息・元本）の規定は，債

務者が異なる複数の債権者に対する債務を負担している場合において，弁済がどの債務に当てられるべきかが明確

でない場合について準用する。 

 

 

第３款 弁済の提供・供託 

第４５３条（弁済の提供の意味および基本的効果） 

（１）弁済の提供とは，債務者が弁済のために必要な給付の準備を完了し，債権者に受領を求めることを言う。 

（２）債務者が弁済の提供をしたにもかかわらず，債権者が弁済の受領のために必要な行為をしない場合には，債務

者は債務不履行の責任を負わない。 

（３）利息を払うべき金銭債務の債務者が弁済を提供したにもかかわらず，債権者がこれを受領しない場合には，債

務者は以後利息を支払うことを要しない。 

 

 

第４５４条（弁済提供の方法） 

 弁済の提供は，債務の趣旨に従って，給付を現実に提供することでしなければならない。ただし，債権者が予め弁

済の提供の受領を拒んでいる場合，または債務者の債務の履行について債権者の行為が必要な場合には，弁済の

準備をしたことを債権者に通知して受領を催告をすれば足りる。 

 

 

第４５５条（提供の効果） 

 弁済の提供に対して債権者がこれを受領しなかった場合には，第４５３条（弁済の提供の意味および基本的効果）

に規定された効果のほか次の効果が発生する。 

 １ 双務契約において債務者が危険を負担している場合には，その危険は債権者に移転する。 

 ２ 双務契約においては，債権者が有していた同時履行の抗弁権が失われる。 

 ３ 債務者は，供託により債務を免れることができる。 

 

 

第４５６条（受領遅滞） 

（１）債権者が予め受領を拒絶し，または弁済の提供があったにもかかわらず，弁済を受領しなかったことについて，

債権者に過失があるときは，債務者は，これによって被った損害の賠償を債権者に請求することができる。 

（２）債権者が弁済の提供を受領しないことが債権者の重大な義務違反となる場合には，債務者は契約を解除するこ

とができる。 

 

 

第４５７条（供託） 

（１）債務者は，次のいずれかの場合に，債務の目的物を供託所に供託してその債務を免れることができる。 

 １ 弁済者が弁済を提供したにもかかわらず，債権者が弁済の受領を拒みもしくは受領することができないとき 

 ２ 債務者の過失なくして誰が債権者であるかを知ることができないとき 

（２）債権者が供託を受諾せず，または供託を有効と宣告する判決が確定しない間は弁済者は供託物を取り戻すこと

ができる。この場合においては供託をしなかったものとみなす。但し，供託によって質権または抵当権が消滅した場

合には，この限りでない。 

（３）供託に関する詳細は，供託法の定めるところによる。 

 

 

第４５８条（自助売却権） 

 弁済の目的物が供託に適しない場合またはその物について滅失もしくは毀損のおそれがあるときは，弁済者は裁

判所の許可を得て，これを競売し，その代金を供託することができる，その物の保管について過分の費用がかかる場

合も同様である。 
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第４款 弁済による代位 

第４５９条（弁済による代位） 

（１）弁済その他自己の出捐によって免責を得て，債務者に対して求償権を取得した者は，債権者の有していた債権

その他一切の権利について，債権者に代位することができる。 

（２）第１項の場合，第５０３条（指名債権譲渡の対抗要件）の規定を準用する。 

（３）第９１３条（求償要件）および第９３３条（求償の要件としての通知）に定める通知は，第２項の定める通知に代え

ることができる。ただし，第２項が準用する規定において確定日付のある証書が求められる場合には，本項に定める

通知も確定日付のある証書によってなされなければならない。 
 

 

第４６０条（代位の範囲・代位者相互の関係） 

（１）第４５９条（弁済による代位）の規定によって債権者に代位した者は，自己の権利に基づいて求償できる範囲内

において，債権の効力および担保としてその債権者が有していた一切の権利を行使することができる。ただし，債権

者の有する契約上の地位に伴う権利は除く。 

（２）代位する者は，以下の各号の規定に従うことを要する。 

  １ 保証人または物上保証人は，予め債務者の財産を対象とする先取特権，不動産質または抵当権の登記にそ

の代位を付記しなければ，その先取特権，不動産質権または抵当権の目的不動産の第三取得者に対して債権者に

代位しない。 

  ２ 債務者から担保目的物を得た第三取得者は保証人に対して債権者に代位しない。 

  ３ 債務者から担保目的物を得た第三取得者の一人は，各目的物の価格に応じて，債務者から担保目的物を得

た他の第三取得者に対して債権者に代位する。 

  ４ 第３号の規定は，第７６６条（物上保証人および第三取得者の定義）の規定する物上保証人相互について準用

する。 

  ５ 保証人と物上保証人との間においては，その頭数に応じて，債権者に代位する。ただし，物上保証人が複数い

る場合には，保証人の負担部分を除き，その残額について，各担保目的物の価格に応じて債権者に代位する。 

 

 

第４６１条（一部代位） 

（１）債権の一部について代位弁済がなされた場合には，代位者は，弁済した価額に応じて債権者とともにその権利

を行う。ただし，代位者がその権利を行使するにあたっては，債権者の承諾を必要とし，また，債権者の求めがあれ

ば，債権の残額の限度で，当該権利または順位を債権者に無償で譲渡しなければならない。 

（２）第１項の場合において，債務不履行を理由とする契約の解除は，債権者のみが行うことができる。ただし，代位者

に対してはその者が弁済した価額およびその利息を償還しなければならない。 
 

 

第４６２条（代位弁済と債権証書・担保物） 

（１）代位弁済によって全部の弁済を受けた債権者は，債権に関する証書および占有をしている担保物を代位者に交

付しなければならない。 

（２）債権の一部について代位弁済がなされた場合においては，債権者は，その債権証書に代位を付記するとともに，

占有している担保物の保存を監督させなければならない。 
 

 

第４６３条（代位者のための担保保存義務） 

 第４５９条（弁済による代位）の規定によって代位をすることができる者がいる場合において，債権者が故意または

過失によってその担保を喪失または減少したときは，代位をすることができる者はその喪失または減少によって償還

を受けることができなくなった限度において，その責任を免れ，または損害賠償を請求することができる。 
 

 

第２節 相殺 

第４６４条（法定相殺および相殺契約の要件） 

（１）二人が互いに同種の目的の債務を有する場合に，双方の債務が弁済期にあるときは，一方の当事者は，相殺

の意思表示によって，対当額で債務を消滅させることができる。 

（２）当事者は，同種の目的を有しない債務であっても相互に消滅させる相殺契約を締結することができる。だだし，
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第三者の権利を害することができない。 

 

 

第４６５条（相殺の方法） 

（１）相殺は，当事者の一方から他方に対する相殺の意思表示によって行う。 

（２）相殺の意思表示には，停止条件を付けることができるが，解除条件または期限を付けることができない。 

 

 

第４６６条（相殺の効果の発生時期） 

 相殺の要件を満たす場合において，相殺の意思表示がなされたときは，相殺による債務消滅の効果は，債務が互

いに相殺をするに適した状態になった当初に遡って，生じる。 

 

 

第４６７条（相殺の制限） 

（１）債務の一方または双方がその性質上相殺を許さないものであるときは，相殺をすることができない。 

（２）当事者が相殺をしない旨の特約をした場合には，各債務者は相殺をすることができない。但し，相殺の禁止の特

約を善意の第三者に対して主張することはできない。 

 

 

第４６８条（抗弁権の付着した債権による相殺） 

（１）相殺の意思表示をする当事者の有する債権に相手方の抗弁権が付いている場合には，相殺をすることができな

い。 

（２）時効または権利行使の期間を過ぎた債権が，これらの期間満了以前において他方の債権と相殺に適した状態

にあったときは，その債権者は相殺をすることができる。 

 

 

第４６９条（不法行為から生じた相手方の債権との相殺） 

 相手方に対して不法行為によって生じた債務を負う債務者は，相殺によってこの債務の消滅を主張することができ

ない。 

 

 

第４７０条（差押禁止債権） 

 債権が差押禁止債権である場合には，その債務者は相殺によってこの債権の消滅を主張することができない。 

 

 

第４７１条（差押えられた債権） 

（１）債権が第三者によって差押えられた場合には，その債務者は，その差押前に取得した相手方に対する債権でそ

の弁済期が到来したときに相殺することができる。ただし，相殺を主張する債務者が相手方に対して有する債権の弁

済期が相手方の債権の弁済期よりも後に到来する場合は，この限りでない。 

（２）当事者が相殺の対象となる両債権の弁済期の先後にかかわらず相殺できる旨の特約をした場合には，第１項但

書は適用しない。 

 

 

第４７２条（相殺充当） 

 一方または双方が相殺に適する複数の債務を有する場合には，相殺をしようとする者は，どの債務とどの債務が相

殺によって消滅するかを指定することができる。本条第１文の指定なしになされた相殺については，弁済の充当に関

する規定を準用する。 

 

 

第３節 免除 

第４７３条（債務の免除） 

 債権者が債務者に対して債務を免除する意思を表示したときは，これによって債権は消滅する。 

 

 

第４７４条（一部免除） 

 債権者は債務の一部のみを免除することができる。 
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第４７５条（免除が制限される場合） 

 債権が第三者によって差押えられ，またはその他の事由により債権者の処分権限が制限されているときは，債権

者は債務の免除をすることができない。 

 

 

第４節 更改 

第４７６条（更改の定義） 

（１）更改とは，債権者および債務者の間において，もとの債務を消滅させ，それに代えて新たな債務を成立させる契

約をいう。 

（２）第１項の更改契約の効力が生じたときは，もとの債務は消滅する。 

 

 

第４７７条（旧債務の不消滅） 

 更改によって生じた債務が，旧債務の債権者の予期できない事情により，効力を生じなかったとき，または当初から

その履行が不能であったときは，旧債務は消滅しない。 

 

 

第４７８条（担保の移転） 

（１）旧債務の担保のために設定された質権，抵当権その他の担保は，更改契約の当事者の合意により，旧債務の

範囲内において新債務の担保のために移転させることができる。但し，第三者の提供した担保は，その承諾がなけ

れば移転しない。 

（２）準消費貸借においては，第１項第１文の合意があったものと推定する。 

 

 

第５節 混同 

第４７９条（債権および債務の混同） 

（１）債権と債務が同一人に帰属するときは，その債権および債務は混同により消滅することを言う。 

（２）第１項にいう債権が第三者の権利の目的となっているときは，その債権は混同によって消滅しない。 

 

 

第８章 消滅時効 

第４８０条（債権消滅時効の定義） 

 債権消滅時効とは，債権者が一定期間権利を行使しなかったことに基づいて債権を消滅させることをいう。 

 

 

第４８１条（債権消滅時効の起算点） 

 債権消滅時効はその債権を行使することができる時から進行する。 

 

 

第４８２条（債権一般の消滅時効期間） 

 債権の消滅時効期間は，本法又は他の法令に別段の定めがある場合を除き，５年とする。 

 

 

第４８３条（短期消滅時効期間） 

生産者及び商人が非商人に売却した商品の代価及び提供した役務の対価に関する債権については，消滅時効期間

は２年とする。 

 

 

第４８４条（確定債権の消滅時効期間） 

（１）確定判決又は裁判上の和解その他確定判決と同一の効力を有するものによって確定された債権は，５年より短

い時効期間の定めがあるものについても，消滅時効期間は債権が確定した時から５年とする。 

（２）第１項の規定は，確定の当時まだ弁済期が到来していなかった場合には，適用しない。 
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第４８５条（債権消滅時効の遡及効） 

 債権消滅時効の効力はその起算日に遡って生ずる。 

 

 

第４８６条（債権消滅時効の援用） 

（１）裁判所は当事者が債権消滅時効を援用するのでなければ，債権消滅時効によって裁判をすることができない。 

（２）債権消滅時効は，債務者のほか，連帯債務者，保証人，第７６６条（物上保証人および第三取得者の定義）で定

める物上保証人および第三取得者その他債権消滅時効を援用するにつき法律上正当の利益を有する者のみが援

用することができる。 

（３）債務者が債権消滅時効を援用したときは，第三者もその消滅時効の利益を受ける。債務者以外の援用権者が

債権消滅時効を援用したときは，その援用の効果は債権者と債権消滅時効を援用した者との間においてのみ生ず

る。 

 

 

第４８７条（債権消滅時効の利益の放棄） 

 債権消滅時効の利益をあらかじめ放棄することはできない。すでに完成した債権消滅時効の利益は放棄すること

ができる。 

 

 

第４８８条（債権消滅時効の利益の放棄の効果が及ぶ者の範囲） 

 債権消滅時効の利益の放棄は債権者と放棄をした援用権者の間においてのみ効力を有する。 

 

 

第４８９条（債権消滅時効の中断事由） 

 債権消滅時効は次に掲げる事由によって中断する。 

 １ 裁判上の請求，破産手続き参加又はこれらに準する権利行使 

 ２ 執行行為又は保全処分行為 

 ３ 一部弁済，利息の支払，担保の提供又はその他の方法による承認 

 

 

第４９０条（債権消滅時効の中断の効果が及ぶ者の範囲） 

債務者に対して債権消滅時効の中断が生ずれば，他の者もその中断の効果を否認することはできない。債務者以外

の援用権者に対して債権消滅時効の中断が生じたときは，その中断の効果は債権者とその援用権者の間において

のみ生ずる。 

 

 

第４９１条（裁判上の請求） 

 裁判上の請求は，訴えの却下又は取下げの場合には，債権消滅時効の中断の効力を生じさせない。 

 

 

第４９２条（執行処分又は保全処分の取消し） 

 権利者の申立てにより又は法律上の要件の欠如により執行処分又は保全処分が取り消されたときは，執行行為又

は保全処分行為による債権消滅時効の中断は生じなかったものとみなす。 

 

 

第４９３条（債務者以外の者に対して行われた執行行為又は保全処分行為） 

 債務者以外の者に対して行われた執行行為又は保全処分行為は，それが債務者に通知された場合にのみ，債務

者に対して債権消滅時効の中断を生じさせる。 

 

 

第４９４条（中断後の債権消滅時効の進行） 

（１）中断した債権消滅時効はその中断の事由が終了した時から新たに起算する。 

（２）裁判上の請求によって中断した債権消滅時効は裁判の確定した時から新たに起算する。 
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第４９５条（催告及び裁判上の催告による完成停止） 

（１）債権消滅時効の期間満了前６ヶ月内において権利者が催告したときは，催告の時から６ヶ月内は，この者に対し

て債権消滅時効は完成しない。ただし，権利者が再び催告をしても，再度の催告によっては，債権消滅時効の完成を

遅らせることはできない。 

（２）訴えの却下又は取下げにより裁判上の請求が中断の効力を生じさせなかった場合においても，訴状が相手方に

送達された時点から訴えの却下又は取下げに至るまでは継続して催告していたものとみなす。この場合，訴えの却

下又は取下げの後６ヶ月内は，この者に対して債権消滅時効は完成しない。 

（３）権利者が訴訟において被告としてその権利を主張したときには，その時点から訴訟係属中は継続して催告して

いたものとみなす。この場合，その訴訟の判決確定後６ヶ月内は，この者に対して債権消滅時効は完成しない。 

 

 

第４９６条（未成年者又は一般被後見人に対する権利の債権消滅時効の完成停止） 

 債権消滅時効の期間満了前６ヶ月内において未成年者又は一般被後見人に法定代理人がいないときは，その者

が能力者となり又は法定代理人が就職した時から６ヶ月内は，この者に対して債権消滅時効は完成しない。 

 

 

第４９７条（夫婦間の権利の債権消滅時効の完成停止） 

 夫婦の一方が他方に対して有する権利については，婚姻解消の時より６ヶ月間は債権消滅時効は完成しない。 

 

 

第４９８条（天災事変による債権消滅時効の完成停止） 

 債権消滅時効の期間満了前６ヶ月内において権利者が天災その他の不可抗力により債権消滅時効を中断するこ

とができないときは，その不可抗力の止んだ時より６ヶ月間は債権消滅時効は完成しない。 

 

 

第４９９条（債権消滅時効にかかった権利の満足のための給付） 

 債権消滅時効期間を過ぎた債権の満足のために給付されたものは，債権消滅時効期間を過ぎたことを知らずに給

付したときにおいても，返還を請求することができない。 

 

 

第５００条（債権又は所有権以外の財産権の消滅時効） 

 債権又は所有権以外の財産権の消滅時効期間は，本法又は他の法令に別段の定めがある場合を除き，１０年と

する。債権又は所有権以外の財産権の消滅時効については，債権消滅時効に関する規定を準用する。 

 

 

第９章 債権譲渡および債務引受 

第１節 債権譲渡 

第５０１条（債権の譲渡可能性と譲渡禁止の特約） 

（１）債権は，その性質が譲渡を許さないものでない限り，これを譲渡することができる。この場合に，譲受人は新たな

債権者となる。 

（２）その性質が譲渡を許す債権であっても，当事者の意思表示によってその譲渡を禁止することができる。 

（３）第２項の意思表示は，そのことを知らない第三者に対抗することができない。ただし，第三者に重大な過失のあ

るときは，この限りでない。 

 

 

第５０２条（債権譲渡の成立） 

 債権譲渡は債権を譲渡しようとする債権者と譲受人との間の合意のみによって効力を生ずる。ただし，債権譲渡を

債務者および第三者に対抗するためには，第５０３条（指名債権譲渡の対抗要件）に定める対抗要件を具備しなけれ

ばならない。 

 

 

第５０３条（指名債権譲渡の対抗要件） 

（１）指名債権の譲渡は，譲渡人が債務者にこれを通知し，または債務者が譲渡人または譲受人に対してこれを承諾

するのでなければ，債務者その他の第三者にこれを対抗することができない。 

（２）第１項の通知または承諾は，確定日付ある証書によってしなければ，債務者以外の第三者に対抗することがで
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きない。 

 

 

第５０４条（複数の債権譲渡の優劣） 

（１）１個の債権について，数個の譲渡が行われた場合には，その優劣は，確定日付ある証書による通知が債務者に

到達した時点または債務者が確定日付ある証書による承諾をした時点の前後による。この場合に，債務者は，優先

する譲受人に債務を弁済しなければならない。 

（２）第１項の場合において，通知の到達または承諾の前後を明らかにすることができないときは，同時に到達し，ま

たは承諾したものとみなす。この場合に，各譲受人は譲り受けた債権の全部の弁済を債務者に請求することができ

る。債務者が債権者の１人に債務を弁済したときは，債務は消滅する。 

（３）第２項の場合に，債務者は，債務の目的物を供託して債務を免れることができる。 

 

 

第５０５条（通知および承諾の効果） 

（１）債務者が異議をとどめないで第５０３条（指名債権譲渡の対抗要件）の承諾をしたときは，譲渡人に対抗すること

のできた事由があったとしても，これを譲受人に対抗することはできない。ただし，債務者がその債務を消滅させるた

めに譲渡人に払い渡したものがあるときは，それを取り返し，また譲渡人に対して負担した債務があるときは，これを

成立しなかったものとみなすことを妨げない。 

（２）譲渡人が譲渡の通知をしたにとどまるときは，債務者はその通知を受けるまでに譲渡人に対して生じた事由をも

って譲受人に対抗することができる。 

 

 

第５０６条（証券的債権の譲渡） 

 指図債権その他債権を表章する証券が発行される債権の譲渡については，特別法の定めるところによる。 

 

 

第２節 債務引受 

第５０７条（債務引受の可能性） 

（１）債務者以外の第三者が履行することが可能な債務は，第三者がこれを引き受けることができる。 

（２）当事者は，意思表示によって第三者が債務を引受けることを禁止することができる。 

 

 

第５０８条（債務引受の成立） 

 債務引受は，債務者と引受人との間の合意または債権者と引受人との間の合意によってその効力を生ずる。 

 

 

第５０９条（債権者の権利） 

（１）債権者は，債務引受がなされた場合であっても，債務者に対する権利を失わない。この場合において，債務者お

よび引受人は，債権者に対して，連帯して債務を負担する。 

（２）債務引受の引受人は，債権者の同意を得て債務者を免責することができる。 

 

 

第５１０条（債務引受における抗弁） 

 債務引受がなされた場合には，引受人は債務引受がなされるまでの間に債務者が有していた事由を債権者に対抗

することができる。 

 

 

第５１１条（履行の引受） 

 債務者と引受人の間の合意によって，引受人が債務を引き受けることなく，その履行を引き受けたにとどまるときは，

債権者は，引受人に対して債務の履行を請求することはできない。 

 

 

第３節 契約上の地位の譲渡 

第５１２条（契約上の地位の譲渡） 

（１）他の者と契約を締結している者は，その契約上の地位を第三者に譲渡することができる。ただし，その契約の性
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質上その譲渡が不可能である場合はこの限りでない。また，契約当事者は合意によって契約上の地位の譲渡を禁止

することができる。この場合に，債権譲渡に関する第５０１条（債権の譲渡可能性と譲渡禁止の特約）第３項を準用す

る。 

（２）契約上の地位の譲渡がその契約の相手方に著しい不利益をもたらす場合には，契約上の地位を譲渡しようとす

る者は，その譲渡について契約の相手方の同意を得なければならない。 

 

 

第５１３条（契約上の地位の譲渡の成立） 

 契約上の地位の譲渡はそれを譲渡しようとする契約当事者の一方と譲受人との間の合意のみによって効力を生ず

る。ただし，その譲渡を契約当事者の他方および第三者に対抗するためには，債権譲渡に関する第５０３条（指名債

権譲渡の対抗要件）に定める対抗要件を具備しなければならない。 

 

 

第５１４条（契約上の地位の譲渡の効果） 

 契約上の地位の譲渡がなされた場合には，特段の意思表示がない限り，譲渡人が有していた一切の権利義務が

譲受人に移転する。この場合に，債権譲渡に関する第５０５条（通知および承諾の効果）および債務引受に関する第

５１０条（債務引受における抗弁）を準用する。 

 

 

第５編 各種契約・不法行為等 

第１章 売買 

第１節 総則 

第５１５条（売買の定義） 

 売買とは，売主と呼ばれる当事者の一方の者が所有権その他の財産権を買主と呼ばれる相手方に移転する義務

を負い，買主が売主にその代金を支払う義務を負う契約をいう。 

 

 

第５１６条（売買契約の成立） 

 売買契約は，法律に特別の定めがある場合を除いて，当事者の合意のみによって成立する。ただし，当事者は，公

正証書又は私署証書の作成を契約成立の条件とすることができる。 

 

 

第５１７条（売買一方の予約） 

（１）売却又は買受けの一方の予約をした場合には，相手方が予約者に対して売買を完結する意思を表示した時から，

売買の効力を生ずる。 

（２）第１項の意思表示をするための期間が定められていないときは，予約者は，相当の期間を定めて，その期間内

に売買を完結するか否かの意思表示をするよう相手方に催告することができる。もし，相手方が，その期間内に意思

を表示しない場合には，予約はその効力を失う。 

 

 

第５１８条（手付） 

 買主が売主に手付を与えたときは，買主はその手付を放棄し，売主は手付金額の２倍の額を償還して，売買契約を

解除することができる。ただし，相手方が履行に着手した後は，契約を解除することができない。 

 

 

第５１９条（試味売買） 

（１）購入する前に試味することが慣行となっている物の売買は，買主が試味をして承諾をした時に成立する。 

（２）買主が承諾をするための期間が定められていない場合には，売主は，相当の期間を定めて，その期間内に承諾

するか否かを確答するよう買主に催告をすることができる。買主がその期間内に確答をしないときは，買主は売買契

約の締結を拒絶したものとみなす。 
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第５２０条（試用売買） 

（１）試用売買においては，買主が試用期間内に承諾した時，又は買主が何らの意思も表明しないまま試用期間を経

過した時に，売買契約の効力が生ずる。買主が目的物の引取を拒絶した場合には，売買契約は成立しなかったもの

とみなされる。 

（２）契約において試用期間が定められていない場合には，売主は，相当の期間を定めて，その期間内に承諾するか

否かを確答するよう買主に催告をすることができる。買主がその期間内に確答をしないまま目的物の試用を続けたと

きは，買主は承諾をしたものとみなす。 

 

 

第５２１条（売買代金） 

（１）契約当事者は，契約において，売買の対価に関する金額又は金額の決定方法を定めなければならない。 

（２）売買代金の額は，ある商品の現在又は将来の市価をもって決定することも，両当事者の指定する方法により選

ばれた第三者の評価に委ねることもできる。第三者の評価が錯誤に基づくものである場合，又は明らかに公平に反

する場合には，それによって損失を被る契約当事者が，その評価に対して異議を申し立てることができる。 

（３）契約当事者は，元本額を示すことによって，又は無期若しくは終身の定期金を支払うものとすることをもって，代

金額を定めることができる。ただし，第２項の規定に従って第三者が代金額を評価する場合は，当事者が明示的に権

限を付与した場合を除いて，元本額を示すことによってこれを定めなければならない。 

 

 

第５２２条（売買の費用） 

 証書作成の費用その他売買契約の締結に関する費用は，当事者間に別段の定めがない限り，当事者双方が平分

して負担する。 

 

 

第５２３条（有償契約一般への準用） 

 本第１章（売買）の規定は売買契約以外の有償契約に準用する。 

 

 

第２節 売買契約の当事者と目的物 

第５２４条（売買契約の当事者） 

 法律が禁止する場合を除き，すべての人及び法人は，売却し，又は買い受けることができる。 

 

 

第５２５条（買主となることができない者（１）） 

（１）法律上，裁判上又は契約上の財産管理人は，自分自身でも，第三者を介しても，売却を任された財産の買主と

なることができない。 

（２）第１項の規定は，強制売却の実行又は管理を任された公務員についても準用される。 

（３）第１項又は第２項に違反する売買については，売却前の所有者又はその相続人若しくはその所有者の承継人の

みが，これを取り消すことができる。 

 

 

第５２６条（買主となることができない者（２）） 

（１）判事，検事，裁判所書記その他の裁判所職員は，自分自身でも，第三者を介しても，その職務を行う裁判所にお

いて係争中の物又は権利の買主となることができない。 

（２）第１項の規定は，弁護士及び公証人が自らの受任した事件に係る物又は権利の買主となる場合についても準用

される。 

（３）第１項又は第２項に違反する売買については，売主，権利を争う相手方又はその双方の相続人若しくは承継人

のみが，これを取り消すことができる。 

 

 

第５２７条（売却することができるもの） 

 性質上譲渡することができないもの，又は法律によって譲渡が禁止されているものを除いて，すべての物又は権利

は，将来のものであっても，売買契約の目的とすることができる。 
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第３節 売買契約の効力 

第５２８条（所有権の移転） 

（１）売買契約における目的物の所有権の移転は，第１３３条（合意による物権変動），第１３４条（物権変動の対抗要

件），第１３５条（合意による不動産所有権の移転における効力要件），第１６０条（不動産所有権の取得）及び第１８７

条（動産所有権の取得）の定める一般原則に従う。 

（２）売買契約の目的が所有権以外の財産権である場合には，それらの権利の移転は，それぞれの権利の移転に関

する一般原則に従う。 

 

 

第１款 売主の義務 

第５２９条（売主の説明義務） 

 売主は，買主に対して，自分が負う義務の内容，売買の目的となった物又は権利をめぐる法律関係特に不動産の

売却の場合の権利内容，負担，境界等について，明確に説明する義務を負う。 

 

 

第５３０条（売主の一般的な義務） 

 売主は，契約及びこの法律の定めるところに従って，買主に対し，売却した財産権を移転させる義務，売却物を引

き渡す義務，引渡まで売却物を保管する義務及び権利の証明に必要となる証書を交付する義務を負う。 

 

 

第５３１条（売主の権利移転義務と担保責任） 

（１）売主は，売買の目的となった財産権を買主に移転させる義務を負う。 

（２）他人の権利をもって売買の目的としたときは，売主は，その権利を取得して，これを買主に移転する義務を負う。 

（３）売主が売買の目的となった権利を買主に移転することができないときは，買主は，契約を解除することができる。

この場合，契約の当時その権利が売主に属さないことを知らなかった買主は，損害賠償を請求することもできる。 

 

 

第５３２条（他人の権利の売主の契約解除権） 

（１）契約の当時に売買の目的となった権利が自分に属しないことを知らなかった売主は，その権利を取得してこれを

買主に移転することができないときは，損害を賠償して契約を解除することができる。 

（２）第１項の場合において，買主が契約の当時に売買の目的となった権利が売主に属しないことを知っていたときは，

売主は，損害賠償をすることなしに，契約を解除することができる。 

 

 

第５３３条（権利の一部が他人に属する場合の担保責任） 

（１）売買の目的となった権利の一部が他人に属し，売主がその部分を取得して買主に移転することができないときは，

買主は，その部分の割合に応じて，代金の減額を請求することができる。 

（２）第１項の場合において，買主が契約締結時において，一部が売主に属さないことを知らず，かつ残りの部分だけ

ならば買主がこれを買わなかったであろうと認められるときは，その買主は，契約を解除することができる。 

（３）第１項又は第２項の場合において，契約の当時その部分が売主に属さないことを知らなかった買主は，損害賠償

を請求することもできる。 

（４）第１項，第２項及び第３項に定める権利は，買主が契約の当時に売買の目的となった権利の一部が売主に属し

ないことを知らなかった場合には事実を知った時から，契約の当時に売買の目的となった権利の一部が売主に属し

ないことを知っていた場合には契約の時から，１年以内に，これを行使しなければならない。 

 

第５３４条（用益物権等がある場合の担保責任） 

（１）売買の目的物に第三者のための永借権，用益権，使用権，居住権，地役権，賃借権，留置権又は質権が存在し，

そのために買主が目的物の全部又は一部を使用又は収益することができない場合には，契約締結の時にその権利

の存在を知らなかった買主は，売主に対して損害賠償を請求することができる。 

（２）第１項の場合において，その権利が存在するために契約をなした目的を達することができないときは，契約締結

の時にその権利の存在を知らなかった買主は，契約を解除することもできる。 

（３）売買の目的となった不動産のために存在するとされていた地役権が存在しなかったときも，第１項及び第２項と

同様である。 

（４）第１項，第２項及び第３項の場合において，契約の解除又は損害賠償の請求は，買主が事実を知った時から１年

以内に，しなければならない。 
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第５３５条（担保物権がある場合の担保責任） 

（１）売買の目的となった不動産の上に先取特権，債権者が使用収益をしない旨の定めがある質権又は抵当権があ

った場合においては，その権利が行使されることによって買主がその所有権を失ったときに，その買主は，契約を解

除することができる。 

（２）買主は，所有権を保存するために出捐をした場合には，売主に対して，その出捐の償還を請求することができ

る。 

（３）第１項及び第２項のいずれの場合においても，買主が損害を受けたときは，その損害の賠償を請求することがで

きる。 

（４）本条第１項に掲げる担保物権のある不動産を，それらの権利によって担保される債権の額を控除した価格をもっ

て買い受けた買主は，本条第１項ないし第３項の定める権利を有しない。 

 

第５３６条（強制売却における担保責任） 

（１）強制売却の買受人は，第５３１条（売主の権利移転義務と担保責任）ないし第５３５条（担保物権がある場合の担

保責任）の規定に従って，債務者に対して契約の解除をなし，又は代金の減額を請求することができる。 

（２）第１項の場合において，債務者が無資力であるときは，買受人は，代金の配当を受けた債権者に対して，その代

金の全部又は一部の返還を請求することができる。 

（３）第１項又は第２項の場合において，債務者が担保責任の原因となる事由の存在を知りながら強制売却実施機関

に申し出ず，又は債権者がそれを知りながら強制売却を請求したときは，買受人は，それらの者に対して損害賠償の

請求をすることができる。 

 

第５３７条（債権の売主の担保責任） 

（１）債権の売主は，その債権が存在することについて，責任を負う。 

（２）債権の売主が債務者の資力を担保したときは，契約の当時の債務者の資力を担保したものと推定する。 

（３）弁済期が到来していない債権の売主が債務者の将来の資力を担保したときは，弁済の期日における債務者の

資力を担保したものと推定する。 

 

第５３８条（担保責任の免除又は制限の合意） 

 第５３１条（売主の権利移転義務と担保責任）ないし第５３７条（債権の売主の担保責任）の規定によって売主が負う

担保責任を免除又は制限する旨の合意をしたときでも，売主は，知りながら告げなかった事実及び自らが第三者の

ために設定又は譲渡した権利については，責任を免れることができない。 

 

第５３９条（瑕疵なき物の引渡義務） 

（１）売主は，買主に対して，瑕疵のない物を引き渡す義務を負う。 

（２）当事者が別段の定めをしている場合を除き，買主に引き渡された物が以下のいずれかに該当する場合には，そ

の物には瑕疵があるものとする。 

 １ 契約で定められた数量，品質および性質に適合しないとき。 

 ２ 売主が買主に見本として示した物と数量，品質又は性質が異なるとき。 

 ３ 契約締結時に売主に対して明示的又は黙示的に知らされていた用法に適合しないとき。 

 ４ 同種の物の通常の用法に適合しないとき。 

 ５ 同種の物にとって通常の方法により，又はその物を保護するのに適した方法によって梱包されていないとき。 

 

 

第５４０条（瑕疵担保責任） 

（１）危険が買主に移転した時に売買の目的物に瑕疵が存在した場合には，その瑕疵が危険移転後に明らかになっ

た場合であっても，売主は，契約及びこの法律の定めるところに従って，代わりの物の引渡，瑕疵の補修，契約の解

除又は代金の減額の責任を負う。 

（２）売主は，第１項に定めた時よりも後に発生した瑕疵であっても，それが売主の義務違反に起因するものである場

合には，第１項と同様の瑕疵担保責任を負う。 

（３）売主が，引渡後の一定の期間につき通常の目的若しくは特定の目的に適合すること又は特別の品質若しくは性

質を保持することを保証していた場合に，その保証に違反があったときも，同様に瑕疵担保責任を負う。 

（４）買主が，売買契約を締結する時に，目的物に瑕疵があることを知っていた場合および知らないことに重大な過失

があった場合には，売主は，その瑕疵については，瑕疵担保責任を負わない。 

 

 

第５４１条（売主の治癒権） 

（１）売主が，引渡をなすべき期日前に瑕疵ある物を引き渡した場合には，買主に不当な不利益を与えない限り，その
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期日までに瑕疵を治癒することができる。ただし，買主は，損害賠償請求権の行使を妨げられない。 

（２）売主は，引渡期日後であっても，買主に不当な不利益を与えない限り，自己の費用により，すべての瑕疵を治癒

することができる。ただし，買主は，解除権及び損害賠償請求権の行使を妨げられない。 

 

第５４２条（買主の追完請求権） 

（１）買主は，売主に対して，その義務の履行を請求することができる。ただし，買主が，この請求と両立し得ない救済

を求めている場合は，この限りでない。 

（２）目的物に瑕疵がある場合は，買主は，売主に対して，瑕疵のない代替物の引渡を請求することができる。ただし，

売主が同種の物を調達することが，すべての状況に照らして不合理な負担を生ずる場合には，この限りでない。 

（３）目的物に瑕疵がある場合は，買主は，売主に対して，目的物の修繕を請求することができる。ただし，売主が目

的物を修繕することが，すべての状況に照らして不合理な負担を生ずる場合には，この限りでない。 

（４）買主は，売主による義務の履行のために，合理的な長さの付加期間を定めることができる。この期間内に履行し

ない旨の通知を売主から受領した場合を除き，買主は，この期間中，契約違反についての救済を求めることができな

い。ただし，買主は，本来の期日に履行が遅滞したことによる損害賠償請求権を失うことはない。 

 

 

第５４３条（買主の契約解除権） 

 引き渡された物に瑕疵があるために売買契約を締結した目的を達することができない場合には，買主は，その契約

を解除することができる。 

 

 

第５４４条（買主の代金減額請求権） 

 引き渡された物に瑕疵がある場合には，代金が既に支払われているか否かにかかわらず，買主は，引渡時におい

て瑕疵なき物の価値に対して引き渡された物の価値が有した割合に応じて，代金の減額を請求することができる。た

だし，第５４２条（買主の追完請求権）に従って売主が瑕疵を治癒した場合又は売主による瑕疵の治癒の申入れを買

主が正当な理由なく拒絶した場合には，買主は，代金の減額を請求することができない。 

 

 

第５４５条（買主の損害賠償請求権） 

 買主は，第５４２条（買主の追完請求権）ないし第５４４条（買主の代金減額請求権）に定める権利を行使せずに，又

は，これらの権利を行使するとともに，第４編第４章第３節（損害賠償）の規定に従って損害賠償の請求をすることを

妨げられない。 

 

第５４６条（土地の面積の過不足に関する特則） 

（１）特定の土地について，その全面積を指示し，かつ，単位面積あたりの代価を定めて売買が行われたにもかかわ

らず，現実の面積が指示された面積に不足している場合は，当事者間に別段の合意がない限り，買主は，売主に対

して，第５４２条（買主の追完請求権）ないし第５４５条（買主の損害賠償請求権）の規定に従って，不足分の給付，不

足面積に応じた代金の減額又は契約の解除および損害賠償を請求することができる。 

（２）特定の土地について，その全面積を指示し，かつ，単位面積あたりの代価を定めて売買が行われたにもかかわ

らず，現実の面積が指示された面積を超過している場合は，当事者間に別段の合意がない限り，面積超過を知らず，

かつ，知らなかったことについて過失のない売主は，買主に対して，その超過面積に応じて代金の増額を請求するこ

とができる。 

（３）特定の土地について，その全面積を指示し，かつ，その全部についての価格のみを定めて売買が行われた場合

においては，面積に不足があったとしても，買主は，売主に対して，不足分の給付，不足面積に応じた代金の減額，

契約の解除又は損害賠償の請求をすることができない。ただし，売主が面積不足を知っていた場合，売主が面積を

保証した場合又は不足面積が２０分の１を超える場合には，この限りでない。 

（４）特定の土地について，その全面積を指示し，かつ，その全部についての価格のみを定めて売買が行われた場合

においては，現実の面積が指示された面積を超過しているとしても，売主は，代金増額の請求をすることができない。

ただし，その超過が２０分の１を超えており，売主がそのことを知らず，かつ知らなかったことについて過失がない場

合には，この限りでない。 

（５）売主が第２項又は第４項に基づいて代金の増額を請求する場合においては，買主は，契約を解除することがで

きる。 

 

第５４７条（権利行使期間） 

（１）第５４２条（買主の追完請求権）ないし第５４４条（買主の代金減額請求権）及び第５４６条（土地の面積の過不足

に関する特則）に定める権利は，１年の期間内に行使しなければならない。ただし，第５４６条（土地の面積の過不足

に関する特則）第１項及び第３項ただし書きの損害賠償請求権については，第４８２条（債権一般の消滅時効期間）の
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定めるところによる。 

 （２）第１項第１文の期間は，買主については瑕疵及び損害の事実を知り，又は知るべきであった時から，売主につ

いては契約の時から起算する。 

 

第５４８条（瑕疵担保責任の免除又は制限の特約） 

 第５４０条（瑕疵担保責任）以下の規定によって売主が負う瑕疵担保責任を免除又は制限する旨の合意があるとき

でも，売主は，知りながら告げなかった瑕疵については，責任の免除又は制限を主張することができない。 

 

第５４９条（目的物引渡の義務） 

（１）売主は，目的物を，契約で定められた時期に，契約で定められた場所において，買主に引き渡す義務を負う。 

（２）代金の支払いの期限のみが定められているときは，目的物の引渡についても，同一の期限が定められたものと

推定する。 

（３）引渡の期日も代金支払いの期日も定められていないときは，買主が引渡を求めた時に，売主は目的物を買主に

引き渡す義務を負う。 

（４）引渡の場所が定められていないときは，売主は，特定物の売買においては契約締結の当時その物が存在した場

所において，その他の場合には買主の住所地において，目的物を引き渡さなければならない。 

（５）引渡の費用は，特段の合意がない限り，売主が負担する。ただし，買主の住所の変更その他の行為によって引

渡の費用が増加した場合には，その増加額は買主が負担する。 

 

第５５０条（引渡の方法） 

 物の引渡は， 第２２９条（占有の移転）の定めるところに従って，目的物の現実の引渡，簡易の引渡，指図による占

有移転又は占有改定の方法によって行う。不動産の引渡は，建物の鍵の交付又は権原証書によって行うことができ

る。 

 

第５５１条（同時履行の抗弁権及び不安の抗弁権） 

（１）売主は，買主が代金支払債務につき弁済の提供をするまでは，目的となった権利の移転及び目的物の引渡を拒

むことができる。ただし，買主の債務が弁済期にないとき又は権利移転義務若しくは引渡債務を先に履行する合意が

あるときは，この限りでない。 

（２）売主は，代金の支払いのために期限を許与した場合であっても，買主が売買契約後に破産し，若しくは無資力と

なり，又は売買契約前の無資力を隠していたときは，権利移転及び引渡を拒絶することができる。ただし，買主が担

保を提供し又は不安を解消する措置を講じた場合にはこの限りでない。 

 

第５５２条（目的物保管の義務） 

（１）特定物の売主は，その物を買主に引き渡すまで，善良な管理者としての注意をもって，その物を保管しなければ

ならない。不特定物が特定した後も同様である。 

（２）売主は，第１項の注意義務を怠ったために目的物が滅失又は毀損したときは，契約及びこの法律の第４編第４

章第３節（損害賠償）の定めるところに従って，買主に対して責任を負う。 

 

第５５３条（果実の取得権） 

 売買の目的物が，買主に引き渡される前に，天然果実を生じたときは，当事者間に別段の合意がない限り，その果

実は売主のものとする。賃料その他の法定果実を生じたときも同様である。 

 

 

第２款 買主の義務 

第５５４条（買主の一般的な義務） 

 買主は，売主に対して，約定した代金を支払い，買い受けた物を引き取る義務を負う。 

 

第５５５条（代金支払いの義務） 

（１）買主は，契約で定められた時期に，契約で定められた場所で，契約で定められた代金を支払う義務を負う。 

（２）動産売買において目的動産の引渡のみにつき期限が定められているとき，又は不動産売買において目的不動

産の登記をするのに必要な行為のみにつき期限が定められているときは，代金の支払いについても，同一の期限が

定められたものと推定する。 

（３）目的動産の引渡又は目的不動産の登記をするのに必要な行為の期日も代金支払いの期日も定められていない

場合には，売主が支払いを求めた時に，買主は代金を売主に支払う義務を負う。 

（４）契約において代金支払いの場所が定められていない場合において，目的動産の引渡又は目的不動産の登記を

するのに必要な行為と同時に代金を支払うべきときは，その引渡又は登記するのに必要な行為をなすべき場所にお
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いて代金を支払うことを要する。 

 

 

第５５６条（代金の利息・遅延損害金） 

 買主は，目的物の引渡があるまでは，代金の利息または遅延損害金を支払う必要がない。 

 

 

第５５７条（売買の目的物について第三者が権利を主張する場合の代金支払拒絶権） 

（１）売買の目的物について権利を主張する者があり，買主が買い受けた権利の全部又は一部を失うおそれがあると

きは，買主は，その危険の程度に応じて，代金の全部又は一部の支払を拒むことができる。ただし，売主が相当の担

保を提供したときは，この限りでない。 

（２）第１項の場合，売主は，買主に対して，代金を供託するように請求することができる。 

 

第５５８条（同時履行の抗弁権及び不安の抗弁権） 

（１）買主は，売主がその債務につき弁済の提供をするまでは，代金の支払いを拒むことができる。ただし，売主の債

務が弁済期にないとき又は代金支払債務を先に履行する合意があるときは，この限りでない。 

（２）買主は，売主の債務の履行のために期限を許与した場合であっても，売主が債務の履行をしないおそれが顕著

であるときは，代金の支払いを拒絶することができる。ただし，売主が担保を提供し又は不安を解消する措置を講じ

た場合にはこの限りでない。 

 

第５５９条（引取義務の遅滞） 

（１）買主が引取義務を遅滞した場合には，売主は，第４編第４章第３節（損害賠償）及び第４節（契約の解除）の定め

るところに従って，損害賠償を請求し又は契約を解除することができる。 

（２）第１項の場合において，売主の過失によらずに目的物が滅失又は毀損したときには，買主がその危険を負担す

る。 

（３）売主が弁済を提供したにもかかわらず，買主が目的物の引取を拒む場合には，第４５７条（供託）及び第４５８条

（自助売却権）の規定に従って，売主は，目的物を供託し，又は売却することができる。 

 

第４節 買戻権の行使による売買契約の解消 

第５６０条（買戻の特約） 

売主は，売買契約証書中に明記された買戻の特約に基づいて，買主が支払った代金および第５６３条（買戻権の実

行）に定める費用を返還して，その売買契約を解除することができる。 

 

 

第５６１条（買戻の期間） 

（１）買戻の期間は，不動産については５年，動産については２年を超えることができない。これより長い期間を定めた

ときは，当然に，不動産については５年，動産については２年に短縮される。 

（２）買戻につき期間を定めたときは，これを長くすることはできない。 

（３）買戻につき期間を定めなかったときは，売主は，第１項に定めた期間内に買戻の権利を行使しなければならな

い。 

 

第５６２条（買戻特約の対抗等） 

（１）買主は，所有者としての権利を行使することができる。ただし，その行使が買戻特約の趣旨に反する場合には，

買主は，売主に対して債務不履行責任を負う。 

（２）買戻特約は，売買契約と同時に登記されたときに限り，第三者に対してもその効力を生ずる。 

 

 

第５６３条（買戻権の実行） 

（１）売主は，買戻をするためには，期間内に代金および契約の費用を提供しなければならない。 

（２）買主又は買主からの転得者が目的物につき費用を出したときは，売主は，必要費については全額を，有益費に

ついては，その価格の増価が現存する限りにおいて，売主の選択に従い，買主若しくは買主からの転得者が支出し

た費用又は増価額を，償還しなければならない。 

 

 

第５６４条（共有物の買戻特約付売買） 

（１）共有者が一個の契約によって共有物の全部を買戻特約付で売却した場合において，共有者の１人が，その持分
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のみの買戻又は共有物全部の買戻を請求したときは，買主はこれに応ずる必要がない。 

（２）共有者の全員が，各別の契約をもって，各自の持分につき買戻特約付で一人の買主に売却をしたときは，各共

有者は，各別に自己の持分を買い戻すことができる。 

 

第５６５条（買戻権不行使の効果） 

 第５６１条（買戻の期間）に従って定められた期間内に売主が買戻権を行使しなかった場合には，買戻権は消滅し，

買主の所有権は確定的なものになる。 

 

 

第２章 交換 

第５６６条（意義） 

交換は，当事者が互いに金銭以外の財産権を移転することを約束することでその効力を生じる。 

 

 

第５６７条（売買の規定の準用） 

交換については売買に関する規定を準用する。 

 

 

第３章 贈与 

第５６８条（定義） 

贈与は当事者の一方が財産を無償で相手方に与える意思を表示し，相手方が受諾することでその効力を生じる契約

である。 

 

 

第５６９条（所有権の移転） 

贈与契約における目的物の所有権の移転は，第１３３条（合意による物権変動），第１３４条（物権変動の対抗要件），

第１３５条（合意による不動産所有権の移転における効力要件），第１６０条（不動産所有権の取得）及び第１８７条

（動産所有権の取得）の定める一般原則に従う。 

 

 

第５７０条（書面によらない贈与） 

贈与の約束をしたにもかかわらず，贈与に関する書面が作成されなかったときは，契約の当事者は，贈与の意思表

示を撤回して，契約を解消することができる。但し，既に履行が終わった部分については，贈与の意思表示を撤回す

ることができない。 

 

 

第５７１条（背信行為等による贈与の取消） 

（１）受贈者が贈与者に対して重大な背信行為をおこなったときは，贈与者は，贈与を取り消すことができる。 

（２）第１項に定める贈与の取消は，既に履行が終わった部分については重大な背信行為があった時から５年間に限

り，これをなすことができる。 

 

 

第５７２条（贈与者の窮乏による贈与の取消） 

（１）贈与者が贈与の意思表示をした後に著しい窮乏状態に陥り，自己および扶養義務を負う者の生計を維持しえな

くなったときは，贈与者は，贈与を取り消すことができる。 

（２）第１項に定める贈与の取消は，既に履行が終わった部分については履行時から５年間に限り，これをなすことが

できる。 

 

 

第５７３条（贈与の取消の効果） 

第５７１条（背信行為等による贈与の取消）および第５７２条（贈与者の窮乏による贈与の取消）の規定により贈与が

取り消された場合には，不当利得の返還に関する規定に従い，贈与者は，贈与した財産の返還を請求することがで

きる。 
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第５７４条（担保責任の軽減） 

贈与者は，贈与の目的である物又は権利の瑕疵又は欠缺について担保責任を負わない。但し，贈与者がその瑕疵

又は欠缺を知りながら受贈者に告げなかったときはこの限りではない。 

 

 

第５７５条（定期贈与） 

定期の給付を目的とする贈与は，贈与者又は受贈者の死亡によってその効力を失う。 

 

 

第５７６条（負担付贈与） 

（１）贈与の対象である財産を受領するために，受贈者が一定の給付をおこなう義務を負う贈与を負担付贈与という。 

（２）負担付贈与では，贈与者はその負担の限度で売主と同様の担保責任を負う。 

（３）負担付贈与で当事者の一方が給付をなした場合には，その者は相手方に対して給付を請求することができる。 

（４）負担付贈与では，特約のない限り，契約の当事者は，相手方が給付しない限り，自己の給付をしないことができ

る。 

（５）負担付贈与の贈与者は，相手方が負担を実行しない場合には，解除の規定により負担付贈与契約を解除するこ

とができる。 

 

 

第５７７条（死因贈与） 

（１）贈与者の死亡によって効力を生ずる贈与を死因贈与という。 

（２）死因贈与の効果については，遺贈の規定を準用する。 

 

 

第４章 消費貸借 

第１節 消費貸借の意義と成立 

第５７８条（消費貸借の定義） 

消費貸借とは，貸主と呼ばれる当事者の一方が金銭，食料品，籾その他の代替物を，一定の期間，借主と呼ばれる

他の一方の自由な利用に委ねる義務を負い，借主が，その期間が経過した後に，貸主から受領した物と種類，品質

および数量が同等の物を貸主に返還する義務を負う契約をいう。 

 

 

第５７９条（消費貸借契約の成立） 

消費貸借契約は，貸主と借主の合意のみによって成立する。 

 

 

第５８０条（書面によらない無利息消費貸借契約の撤回） 

書面によらない無利息消費貸借契約については，契約の各当事者は，いつでもこれを撤回することができる。ただし，

貸主が目的物を引き渡した部分については，この限りでない。 

 

 

第５８１条（借主の信用悪化による解除） 

（１）契約が成立してから目的物を引き渡すまでの間に借主の経済状態が著しく悪化して返還義務の履行が危うくな

ったときは，貸主は，消費貸借契約を解除することができる。 

（２）第１項の規定に従って契約を解除した貸主が，予め利息，手数料その他の対価を受領していた場合には，その

貸主は，これを借主に返還しなければならない。 

 

 

第５８２条（準消費貸借） 

（１）消費貸借以外の原因に基づいて金銭その他の代替物を給付する義務を負う者が，その物を消費貸借の目的と

することを債権者と合意したときは，これによって消費貸借が成立する。 

（２）第１項の場合には，旧債務の担保は新債務に移るものと推定する。 
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第２節 利息付き消費貸借 

第５８３条（利息債権） 

（１）利息とは，借主に貸し渡された物の利用の対価として，利用の期間に応じて貸主に対して給付されるべき，その

物の数額に一定の割合を掛けて求められる数額の金銭その他の物をいう。 

（２）第１項において，借主に貸し渡された物を元本といい，元本の数額に掛け合わされる一定の割合を利率という。 

（３）消費貸借契約の当事者は，合意によって，利息の弁済を目的とする債権を成立させることができる。ただし，利

息債権を成立させる合意は，借主の署名のある書面によってなされるのでなければ，効力を生じない。 

（４）利息債権を成立させる合意が借主の署名のある書面によらないでなされた場合において，借主が第３項但書の

適用があることを知りながら，その利息を任意に弁済したときには，その弁済がなされた限度で効力を有するものと

する。 

 

 

第５８４条（法定利率と約定利率） 

（１）利率は，法律の規定または当事者の合意によって定められる。 

（２）当事者間の合意または法律の規定によって利息を支払うべきものとされる場合において，当事者がその利率を

定めていないときは，この法律又は特別法に定める法定利率に従う。 

（３）当事者の合意によって定められる利率で法定利率を超えるものは，第５８３条（利息債権）第３項の定める形式に

従った書面によって定められるのでなければ，効力を生じない。 

 

 

第５８５条（利息の制限） 

（１）制限利率とは，当事者の合意によって適法に定めることのできる利率の上限をいい，法令がこれを定める。 

（２）当事者の合意によって定められる利率は，第５８４条（法定利率と約定利率）第２項に定める法定利率を上回るこ

とができるが，制限利率を超えることができない。 

（３）当事者が制限利率を超える利率を定めたときは，制限利率を超える部分の約定は無効であり，借主は，制限利

率によって計算された利息についてのみ弁済する義務を負う。 

（４）制限利率を超える利息が既に弁済されている場合には，制限を超える部分は元本に充当されたものとみなす。

制限超過部分を元本に充当してもなお貸主の下に剰余が残る場合には，これを，剰余を生じさせた弁済がなされた

日から返還の日までの法定利率によって計算された損害金を付して，借主へ返還しなければならない。 

（５）本条の適用については，将来において支払われるべき利息を天引きして元本を交付した場合など，契約上の元

本額と貸主が実際に借主に引き渡した物の数額とが異なる場合には，貸主が実際に借主に引き渡した物の数額をも

って元本額とする。 

（６）本条の適用については，消費貸借契約に関連して貸主が受領した元本以外の金銭その他の物は，礼金，手数

料，調査料その他いかなる名義をもってする場合であっても，すべて利息とみなす。ただし，契約の締結の費用およ

び弁済の費用は，この限りでない。 

 

 

第５８６条（利息の支払時期および法定重利） 

（１）利息は，別段の定めがない限り，目的物の引渡しから１年を経過するごとに支払うものとする。ただし，目的物の

引渡しから１年を経過する前に目的物を返還しなければならないときは，その返還の時に利息を支払わなければなら

ない。 

（２）利息が１年分以上延滞した場合において，貸主より催告したにもかかわらず，借主がその利息を弁済しないとき

は，貸主は，これを元本に組み入れることができる。 

 

 

第３節 貸主の貸与義務 

第５８７条（目的物貸与義務） 

（１）貸主は，契約に適合した物を借主に利用させる義務を負う。 

（２）借主は，目的物の引渡を受けた時から，その物の所有者として，これを自由に使用し，収益し，処分することがで

き，貸主の責めに帰すべき事由によらない目的物の滅失または毀損の危険を負担する。 

 

 

第５８８条（他人の物を引き渡した貸主の担保責任） 

（１）利息付き消費貸借契約において，自己の所有に属さない物を引き渡した貸主は，その物の所有権を取得して借

主に移転させ，または，自己の所有する他の物と取り替える義務を負う。ただし，借主は，その物を消費した後は，代
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わりの物の引渡しを求めることができない。 

（２）貸主が第１項の義務を履行することができなかったときは，借主は契約を解除することができる。 

（３）第１項または第２項の場合，貸主が無権利であることを知らずに引渡しを受けた借主は，貸主に対して損害賠償

の請求をすることができる。 

（４）無利息消費貸借契約においては，貸主が目的物の処分権を有しないことを知りながら借主にこれを告げずに他

人の物を引き渡した場合に限って，第１項，第２項および第３項の規定を準用する。 

（５）他人の物の借主は，引き渡された物またはその価額を所有者に返還したときは，第１項または第４項の規定に従

って代わりの物の引渡を受けた場合を除いて，貸主に対する返還義務を免れる。 

 

 

第５８９条（他人の物を引き渡した貸主の解除権） 

他人の物であることを知らずに目的物を引き渡した貸主は，借主にその物または代わりの物の所有権を取得させる

ことができないときは，契約を解除することができる。ただし，第５８８条（他人の物を引き渡した貸主の担保責任）の

規定により，善意の借主が損害賠償請求権を有するときは，その損害を賠償をした場合に限り，契約を解除すること

ができる。 

 

 

第５９０条（瑕疵ある物の貸主の担保責任） 

（１）利息付き消費貸借契約において，貸主が引き渡した物に隠れた瑕疵があるときは，瑕疵のあることを知らずに引

渡しを受けた借主は，これを瑕疵のない物と取り替えること，および損害を賠償することを請求することができる。 

（２）無利息消費貸借契約においては，瑕疵のある物の引渡しを受けた借主は，瑕疵ある物の価額を返還することが

できる。ただし，貸主が，その瑕疵があることを知りながら借主に告げなかったときは，第１項の規定を準用する。 

 

 

第４節 借主の返還義務 

第５９１条（借主の元本返還義務と利息支払義務） 

（１）借主は，返還をなすべき日に，引渡しを受けた物と同等の種類，品質および数量の物を貸主に返還する義務を

負う。 

（２）利息付き消費貸借の借主は，第５８４条（法定利率と約定利率）ないし第５８６条（利息の支払時期および法定重

利）の規定に従って，利息を支払わなければならない。 

 

 

第５９２条（価額による返還） 

（１）借主が第５９１条（借主の元本返還義務と利息支払義務）の規定に従った返還をすることができなくなったときは，

返還をなすべき日の返還をなすべき場所における目的物の価額に相当する金額を支払う義務を負う。 

（２）第１項の場合において，返還をなすべき日または場所が定められていないときは，契約を締結した日および場所

の価額に相当する額を支払うものとする。 

 

 

第５９３条（貨幣価値等の変動） 

弁済期前に貨幣価値または物の価格の変動があった場合にも，借主は，特段の合意がある場合を除いて，引渡しを

受けた数額と同一の数額のものを返還しなければならない。 

 

 

第５９４条（返還の時期） 

（１）当事者が返還の期日を定めているときは，貸主は，約定の期日が到来するまで，目的物の返還を請求すること

ができない。ただし，第３３１条（期限の利益の喪失）に定める事由が生じたときは，この限りでない。 

（２）当事者が返還の期日を定めていないときは，貸主は，相当の期間を定めて返還の催告をすることができる。 

（３）無利息消費貸借契約の借主は，いつでも返還をすることができる。 

（４）利息付き消費貸借契約の借主は，約定の返還期日よりも前に返還をすることができる。ただし，これによって貸

主に損害を与えた場合には，第３３０条（期限の利益）第２項に従って，損害を賠償しなければならない。 

 

 

第５９５条（返還の場所） 

返還の場所について当事者間に合意がないときは，借主は，目的物を貸主の住所に持参して返還しなければな

らない。 
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第５章 賃貸借 

第１節 総則 

第５９６条（賃貸借の定義） 

（１）賃貸借とは，当事者の一方が有償で相手方にある物の使用及び収益をさせる契約をいう。 

（２）賃貸借の目的となる物には，動産と不動産がある。 

 

 

第５９７条（賃貸借の成立） 

 賃貸借は当事者の一方が相手方にある物の使用及び収益をさせることを約束し，相手方がこれに対して賃料を支

払うことを約束することによって，その効力が生じる。 

 

 

第５９８条（不動産賃借権の対抗要件） 

（１）不動産の賃貸借は，賃借人が賃借物の占有を取得し，使用・収益を継続することによって，それ以降にその不動

産について物権を取得した者に対して対抗することができる。 

（２）賃借物を現に占有する賃借人は，賃借権の侵害に対して，所有権者が有するのと同様の，返還請求権，妨害排

除請求権，および妨害予防請求権を行使することができる。 

 

 

第５９９条（賃貸借の存続期間） 

（１）賃貸借は，その期間を定め，または定めることなしに，締結することができる。 

（２）書面によらない不動産賃貸借は，期間の定めのない賃貸借とみなされる。 

（３）１５年以上の期間の定めのある不動産賃貸借は， 第２４４条（永借権の定義）以下の規定に従う。 

 

 

第２節 賃貸借の効力 

第６００条（賃借人の用法に従った使用収益の権利および義務） 

（１）賃借人は，契約または賃借物の性質により定まった用法にしたがって，賃借物を使用及び収益する権利を有し，

義務を負う。 

（２）賃借人が第１項の義務に違反したときは，賃貸人は契約を解除することができる。 

（３）賃貸人は，賃借人が賃借物を用法にしたがって使用および収益することを妨げてはならない。 

 

 

第６０１条（賃借人の善管注意義務） 

（１）賃借人は賃借物を善良な管理者の注意をもって保管する義務を負う。 

（２）賃借人が第１項の義務に違反したときは，賃貸人は契約を解除することができる。 

 

 

第６０２条（賃貸人の修繕義務） 

 賃貸人は賃借物の使用及び収益に必要な修繕を行う義務を負う。 

 

 

第６０３条（賃貸人の保存行為） 

（１）賃貸人が賃貸物の保存に必要な行為を行おうとするときは，賃借人は拒むことができない。 

（２）賃貸人が賃借人の意思に反して保存行為を行おうとする場合において，そのために賃借人が賃貸借をした目的

を達成することができなくなるときは，賃借人は，賃料の減額を請求し，または契約を解除することができる。 

 

 

第６０４条（賃借人の費用償還請求権） 

（１）賃借人が賃借物について賃貸人が負担すべき必要費を出したときは，賃貸人に対して直ちにその償還を請求す

ることができる。 

（２）賃借人が賃借物について改良のための費用その他の有益費を出したときは，賃借人は，賃貸借終了の時にお

いて，その価格の増加が現存する場合に限り，賃貸人の選択にしたがって，費やした金額または増加額の償還を賃

貸人に対して請求することができる。ただし，裁判所は，賃貸人の請求によって，その償還について相当の期限を許
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与することができる。 

 

 

第６０５条（賃借物の瑕疵に対する賃貸人の責任） 

（１）賃借人が，賃借物の引渡を受ける際に，賃借物が契約書記載の状態に適合しているか否かの点検をしなかった

ときは，点検すれば容易にわかったであろう契約書記載の状態との違いについて，賃貸人の責任を追及することは

できない。 

（２）賃借物に隠れた瑕疵がある場合において，そのことを賃借人が知らなかったときは，賃借人は，瑕疵の修繕また

は瑕疵のない物との取り替えを請求すること，および損害賠償の請求をすることができる。 

（３）賃貸人は，賃借人に不当な不利益を与えない限り，自己の費用により，瑕疵の修繕をすることができる。ただし，

賃借人は損害賠償請求権の行使を妨げられない。 

（４）賃借人は，第１項に定める請求に代えて，引渡時に遡って，瑕疵に相応する賃料の減額を請求することができ

る。 

（５）隠れた瑕疵のために契約を締結した目的を達成できないときは，賃借人は賃貸借契約を解除することができる。 

（６）修繕，取り替え，賃料減額および解除請求は，賃借人がその事実を知り，または知るべきであった時から１年以

内に行使しなければならない。 

 

 

第６０６条（減収の場合の賃料減額請求権および解除権） 

（１）収益を目的とする土地の賃借人が，不可抗力により，賃料より少ない収益しか得られなかったときは，その収益

の額に至るまで賃料の減額を請求することができる。 

（２）第１項の場合において，賃借人が不可抗力により，引き続き２年以上賃料より少ない収益しか得られなかったと

きは，賃貸借契約を解除することができる。 

 

 

第６０７条（賃借物の一部滅失による賃料減額請求権および解除権） 

（１）賃借物の一部が賃借人の過失によらずに滅失したときは，賃借人は，その滅失した部分の割合に応じて賃料の

減額を請求することができる。 

（２）第１項の場合において，残存する部分のみでは賃借人が賃貸借契約を締結した目的を達成することができない

ときは，賃借人は賃貸借契約を解除することができる。 

 

 

第６０８条（賃借権の譲渡および賃借物の転貸） 

（１）永借権の場合を除いて，賃借人は賃貸人の承諾がなければ，賃借権を譲渡し，または賃借物を転貸することが

できない。 

（２）賃借人が第１項の規定に反して第三者に賃借物の使用・収益をさせたときは，賃貸人は契約を解除することがで

きる。 

 

 

第６０９条（転貸借） 

（１）賃借人が適法に賃借物を転貸したときは，転借人は賃貸人に対して直接に義務を負う。転貸賃料の支払義務に

ついては，転貸人への前払をもって賃貸人に対抗できない。 

（２）第１項の規定は，賃貸人が賃借人に対して権利を行使することを妨げない。 

 

 

第６１０条（賃料の支払義務と時期） 

（１）賃借人は，賃貸人に対して，定められた時期に賃料を支払う義務を負う。 

（２）賃料の支払時期について契約に特段の定めのない場合には，動産及び建物については毎月末に，土地につい

ては毎年末に支払わなければならない。ただし，収穫季節のあるものについては，その季節後遅滞なく支払わなけれ

ばならない。 

 

 

第６１１条（賃借人の通知義務） 

 賃借物の修繕が必要なとき，または賃借物について権利を主張する第三者がいるときは，賃借人は遅滞なくその

旨を賃貸人に通知しなければならない。ただし，賃貸人が既にこのことを知っているときは，この限りでない。 
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第３節 賃貸借の終了 

第６１２条（期間の満了） 

 期間の定めのある賃貸借は，期間の満了によって終了する。 

 

 

第６１３条（不動産賃貸借の更新拒絶） 

 不動産賃貸借においては，一方の当事者が相手方に対して，家屋については期間満了の３月前までに，また，土

地については期間満了の１年前までに，更新拒絶の意思を表示しないときは，更新に同意したものとみなす。ただし，

この場合は，更新された賃貸借は，期間の定めのない賃貸借となる。 

 

 

第６１４条（黙示の更新） 

 動産賃貸借においては，賃貸借の期間満了の後も賃借人が賃借物の使用または収益を継続する場合において，

賃貸人がそれを知っているのに異議を述べないときは，期間の定めのない賃貸借として，期間を除いて従前の賃貸

借と同一の条件をもって契約の更新がなされたものと推定する。 

 

 

第６１５条（期間の定めのない賃貸借についての解約の申入れ） 

（１）契約において賃貸借の期間を定めていないときは，各当事者は，いつでも解約を申入れることができる。解約申

入れに賃貸借契約の終了時期が示されていない場合および解約申入れ時から示されている終了時期までの期間が

次の期間を下まわる場合には，賃貸借契約は，次の期間の経過によって終了する。 

  １ 動産については１日 

  ２ 建物については３か月 

  ３ 土地については１年 

（２）収穫季節のある土地の賃貸借については，その季節の後次の耕作に着手する前に解約の申入れをしなけらば

ならない。 

 

 

第６１６条（解約権の留保） 

 当事者が賃貸借の期間を定めている場合であっても，その一方または双方に期間内に解約を行う権限が留保され

ているときは，第６１５条（期間の定めのない賃貸借についての解約の申入れ）の規定を準用する。 

 

 

第６１７条（解除の非遡及効） 

 賃貸借を解除した場合においては，その解除は将来に向かってのみ効力を生じる。 

 

 

第６１８条（賃借物の返還義務） 

（１）賃貸借が終了したときは，賃借人は賃借物を原状に復して，賃貸人に直ちに返還する義務を負う。 

（２）賃借人は，通常の使用によって生じる損耗を除き，自己の責めに帰すべき事由によって生じた毀損を回復し，ま

たはその損害を賠償する義務を負う。 

 

 

第６１９条（賃借人の収去権） 

 賃貸借が終了したときは，賃借人は，賃借物に付属させた物を収去することができる。 

 

 

第６２０条（賃借人死亡の場合における相続人の解除権） 

 賃借人の相続人は，賃貸借契約の承継を希望しないときは，その契約を解除することができる。 

 

 

第６２１条（損害賠償および費用償還請求権の行使期間） 

 賃借人による契約の本旨に反する使用または収益を原因として生じた損害賠償および賃借人が出した費用の償還

は，賃貸人が賃借物の返還を受けた時から１年以内に請求しなければならない。 
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第４節 分益賃貸借 

第６２２条（分益賃貸借の意義） 

 土地の所有者が土地または家畜を貸与して収益させ，その果実を賃貸人と賃借人との間で分配する契約を分益賃

貸借という。 

 

 

第６２３条（果実の分配方法） 

 収益の分配方法について定めがないときは，相等しきものとみなされる。 

 

 

第６２４条（賃借人の果実処分権） 

 分益賃借人は，賃貸人への果実の分与が完了した後でなければ，自己に分配されるべき果実を処分することがで

きない。 

 

 

第６章 使用貸借 

第６２５条（使用貸借の定義） 

 使用貸借とは，当事者の一方が無償にて相手方にある物の使用及び収益をさせる契約をいう。 

 

 

第６２６条（使用貸借の成立要件） 

 使用貸借契約は，当事者の一方が無償にて使用及び収益をした後に返還することを約束して相手方からある物を

受け取ることによって，その効力が生じる。 

 

 

第６２７条（使用収益にあたっての借主の義務） 

（１）借主は，借用物を善良な管理者の注意をもって保管しなければならない。 

（２）借主は契約またはその目的物の性質によって定まった用方に従ってその物を使用及び収益しなければならな

い。 

（３）借主は貸主の承諾がなければ，借用物の使用または収益を第三者にさせることはできない。 

（４）借主が第１項，第２項又は第３項の規定に違反する場合，貸主は契約を解除することができる。 

 

 

第６２８条（費用の負担） 

（１）借主は借用物の通常の必要費を負担しなければならない。 

（２）借主が借用物について，大修繕等の通常の必要費以外の必要費を出し，または，改良のための費用その他の

有益費を出したときは，借主は，使用貸借の終了の時において，その価格の増加が現存する場合に限り，貸主の選

択にしたがって，実際に費やした金額または増加額の償還を貸主に対して請求することができる。ただし，裁判所は，

貸主の請求によって，その償還について相当の期限を許与することができる。 

 

 

第６２９条（貸主の担保責任） 

 貸主は，使用貸借の目的物の瑕疵または権利の欠缺について担保責任を負わない。ただし，貸主がその瑕疵また

は欠缺を知っていて，借主に告げなかったときは，この限りではない。 

 

 

第６３０条（期間満了または使用収益の終了による使用貸借の終了） 

（１）期間の定めのある使用貸借は，期間の満了によって終了する。 

（２）当事者が期間を定めていない場合において，使用貸借の目的が定められているときは，その目的にしたがい，

借主が借用物の使用及び収益を終えた時に，使用貸借は終了する。ただし，借主が使用及び収益を怠っていたため

に，使用及び収益を終えていない場合において，使用及び収益を行うに十分な期間が経過したときもまた終了する。 

 

 

第６３１条（貸主からの解約の申入れ） 

（１）期間の定めも，目的の定めもないときは，貸主はいつでも使用貸借の解約を申入れることができる。 
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（２）期間満了前または使用及び収益の終了前であっても，貸主に借用物について緊急かつ予見不可能な必要が生

じたときは，貸主は使用貸借の解約を申入れることができる。 

 

 

第６３２条（借主からの解約の申入れ） 

 借主は，期間の定めの有無を問わず，いつでも解約を申入れることができる。ただし，貸主に期限の利益がある場

合は，借主は，解約申入れによる損害を賠償する義務を負う。 

 

 

第６３３条（借主の死亡による使用貸借の終了） 

 使用貸借は，借主の死亡によって終了する。 

 

 

第６３４条（借用物の返還義務） 

（１）使用貸借が終了したときは，借主は借用物を原状に復して，貸主に直ちに返還する義務を負う。 

（２）借主は，通常の使用によって生じる損耗を除き，自己の責めに帰すべき事由によって生じた毀損を回復し，また

はその損害を賠償する義務を負う。 

 

 

第６３５条（借主の収去権） 

 使用貸借の終了したときは，借主は，借用物に付属させた物を収去することができる。 

 

 

第６３６条（損害賠償および費用償還請求権の行使期間） 

 借主による契約の本旨に反する使用または収益を原因として生じた損害賠償および借主が出した費用の償還は，

貸主が借用物の返還を受けた時から１年以内に請求しなければならない。 

 

 

第７章 委任 

第６３７条（委任の定義） 

 委任とは，委任者と呼ばれる当事者の一方が受任者と呼ばれる相手方に対して，委任者のために事務処理を行う

権限を授与する契約をいう。 

 

第６３８条（無償委任の原則） 

（１）委任は有償または無償とすることができる。有償である意思が表示されない限り，無償委任と推定する。 

（２）有償委任の場合における報酬については，第６４４条（受任者の報酬請求権）を適用する。 

 

 

第６３９条（契約の要式性） 

 委任契約は，当事者の合意のみによって成立する。 

 

 

第６４０条（受任者の注意義務） 

（１）受任者は，委任の本旨に従って善良な管理者の注意をもって委任事務を処理する義務を負う。ただし，当事者の

合意によって受任者の注意義務を軽減することを妨げない。 

（２）受任者が第１項の注意義務に違反し，委任者に損害を与えた場合には，委任者は受任者にその損害賠償を請

求することができる。この場合において，委任が無償であるときは，裁判所は損害賠償額を減額することができる。 

 

 

第６４１条（受任者の報告義務） 

 受任者は委任者の請求があるときは，いつでも委任事務処理の状況を報告し，また，委任が終了した後は，遅滞な

くその顛末を報告しなければならない。 

 

 

第６４２条（受任者の引渡義務） 

（１）受任者は，委任事務を処理するに当たって受取った金銭その他の物を委任者に引き渡さなければならない。ま
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た，受任者は，収取した果実も委任者に引き渡さなければならない。 

（２）受任者が委任者のために自己の名をもって取得した権利はこれを委任者に移転しなければならない。 

 

 

第６４３条（金銭を消費した受任者の損害賠償義務） 

 受任者が委任者に引き渡さなければならない金額またはその利益のために用いなければならない金額を自己のた

めに消費したときは，その消費した日以後の利息を支払わなければならない。なお，損害があったときはその賠償責

任を負う。 

 

 

第６４４条（受任者の報酬請求権） 

（１）受任者は，特約がある場合でなければ委任者に対して報酬を請求することができない。 

（２）受任者が報酬を受け取るべき場合においては，委任された義務を履行した後でなければ，これを請求することが

できない。ただし，期間をもって報酬を定めたときは，その期間の経過した後に請求することができる。 

（３）委任が受任者の責に帰すことのできない事由によってその履行の中途において終了したときは，受任者はその

すでになした履行の割合に応じて報酬を請求することができる。 

 

 

第６４５条（委任者の費用前払義務） 

 委任事務を処理するについて費用を必要とするときは，委任者は，受任者の請求によってその前払いをしなければ

ならない。 

 

 

第６４６条（受任者の費用等償還請求権等） 

（１）受任者が委任事務を処理するのに必要であると認められる費用を支出したときは，委任者に対してその費用お

よび支出の日以後におけるその利息の償還を請求することができる。 

（２）受任者が委任事務を処理するのに必要であると認められる債務を負担したときは，委任者をして自己に代わって

その弁済をさせ，またその債務が未だ弁済期にないときは，相当の担保を供させることができる。 

（３）受任者が委任事務を処理するため自己に過失なくして損害を受けたときは，委任者に対してその賠償を請求す

ることができる。ただし，損害が第三者の故意または過失により生じたときは，受任者は，その第三者から賠償が得ら

れない限度において，委任者に対して賠償を請求できるにとどまる。 

 

 

第６４７条（委任の解除） 

（１）委任は，各当事者において，いつでもこれを解除することができる。 

（２）当事者の一方が相手方のために不利な時期において委任を解除したときは，その損害を賠償しなければならな

い。ただし，やむを得ない事由があるときは，この限りでない。 

 

 

第６４８条（解除の効力の不遡及） 

 委任を解除した場合においては，その解除は将来に向かってのみその効力を生ずる。ただし，当事者の一方に過

失があったときは，これに対する損害賠償の請求を妨げない。 

 

 

第６４９条（委任の終了事由） 

（１）委任は，第６４７条（委任の解除）による解除のほか，以下の事由によって終了する。 

 １ 委任者または受任者が死亡したとき 

 ２ 委任者または受任者が破産の宣告を受けたとき 

 ３ 委任者が一般後見開始または保佐開始の宣告を受けたとき 

 ４ 受任者が一般後見開始または保佐開始の宣告を受けたとき 

 ５ 法人である委任者または受任者が解散したとき 

 ６ 法人である委任者または受任者が他の法人と合併したとき 

 ７ その他当事者が合意により定めた事由が生じたとき 

（２）当事者は，第１項第１号から第６号までに掲げる事由が生じたときであっても委任が終了しない旨を合意すること

ができる。ただし，受任者の死亡もしくは一般後見開始または法人である受任者の解散もしくは合併については，こ

の限りでない。 
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第６５０条（委任終了後における受任者の応急義務） 

 委任が終了した場合において急迫の事情があるときは，受任者，その相続人または法定代理人は，委任者，その

相続人または法定代理人が委任事務を処理することができるようになるまでの間必要な処分をしなければならない。 

 

 

第６５１条（委任終了の対抗要件） 

 委任終了の事由は，それが委任者について生じたものであると受任者について生じたものであるとを問わず，これ

を相手方に通知しまたは相手方がこれを知ったときでなければ，これをもってその相手方に対抗することができない。 

 

 

第８章 請負 

第６５２条（請負の定義） 

 請負とは，当事者の一方の者が合意された仕事を完成する義務を負い，相手方がその仕事の結果に対して報酬を

与える義務を負う契約である。 

 

 

第６５３条（報酬の支払時期） 

 報酬は仕事の目的物の引渡しと同時に支払わなければならない。物の引渡しを必要としないときは，請負人は仕事

を完成させた後に，報酬の支払を請求することができる。 

 

 

第６５４条（瑕疵のない仕事の完成義務） 

（１）請負人は注文者に対して，瑕疵のない仕事を完成する義務を負う。 

（２）仕事は，合意された性質を有しないときに，瑕疵があるものとする。性質が合意されていない場合には，仕事が

契約において前提されていた使用に適しないとき，一定の使用が契約において前提とされていない場合には，通常

の使用に適しないときに，その仕事に瑕疵があるものとする。 

（３）請負人が注文とは異なる仕事を製作し，又は製作された仕事が数量不足であるときは，瑕疵があるものとする。 

 

 

第６５５条（仕事の追完請求） 

（１）仕事に瑕疵があるときは，注文者は請負人に対し，相当の期間を定めて仕事の追完を請求することができる。こ

の場合，請負人は，その選択にしたがい，瑕疵を修補するか，または仕事をやり直すことができる。 

（２）請負人は，追完が瑕疵による不利益に比較して過分の費用を必要とするときは，追完を拒絶することができる。 

（３）請負人が仕事をやり直すときは，請負人は，注文者に瑕疵ある仕事の返還を請求することができる。 

 

 

第６５６条（注文者による瑕疵の修補） 

（１）注文者は仕事の追完のために定めた相当の期間が経過した後は，瑕疵を自ら修補し，瑕疵の修補に要する費

用を請負人に請求することができる。 

（２）追完が失敗した場合または請負人による追完によらせることが注文者にとって不当に不利益であると評価される

場合にも，注文者は，瑕疵を自ら修補し，瑕疵の修補に要する費用を請負人に請求することができる。 

（３）第１項または第２項の場合において，注文者は請負人に対し瑕疵の修補に要する費用の前払いを請求すること

ができる。 

（４）第１項，第２項または第３項の規定は，請負人が第６５５条（仕事の追完請求）第２項に基づき追完を拒絶した場

合には，これを適用しない。 

 

 

第６５７条（注文者の解除権） 

（１）注文者は，第４編第４章第４節（契約の解除）の規定にしたがい，仕事の瑕疵を理由として契約を解除することが

できる。請負人による追完が失敗した場合および請負人による追完によらせることが注文者にとって不当に不利益で

あると評価される場合も，同様とする。 

（２）第１項の規定は建物その他土地の工作物には適用しない。ただし，瑕疵が重大であるために，その工作物が注

文者にとって利用価値がない場合には，第１項の規定が適用される。 

 

 

 82



閣僚評議会提出：2003/07/09 

公布：2007/12/08 

第６５８条（注文者の減額請求権） 

（１）注文者は仕事の追完のために定めた相当の期間が経過した後は，仕事の瑕疵を理由として，請負人に対する意

思表示によって報酬の減額を請求することができる。請負人による追完が失敗した場合および請負人による追完に

よらせることが注文者にとって不当に不利益であると評価される場合も，同様とする。 

（２）報酬は，減額請求によって，瑕疵なき仕事の価値に対して瑕疵の付着した仕事の価値が有する割合に応じて，

引き下げられる。 

 

 

第６５９条（注文者の損害賠償請求権） 

（１）注文者は，第６５５条（仕事の追完請求）から第６５８条（注文者の減額請求権）までに定める権利を行使せずに，

又は，これらの権利を行使するとともに，第４編第４章第３節（損害賠償）の規定にしたがって損害賠償の請求をする

ことができる。ただし，追完に代わる損害賠償は，仕事の追完のために定めた相当の期間が経過した後，請負人によ

る追完が失敗した場合または請負人による追完によらせることが注文者にとって不当に不利益であると評価される

場合にのみ，請求することができる。 

（２）追完が瑕疵による不利益に比較して過分の費用を必要とするときは，注文者は，第１項により瑕疵の修補に要す

る費用に相当する額を損害賠償として請求することはできない。 

 

 

第６６０条（瑕疵が注文者の材料又は指図による場合の扱い） 

（１）第６５５条（仕事の追完請求）から第６５９条（注文者の損害賠償請求権）までの規定は，仕事の瑕疵が注文者の

提供した材料の性質又は注文者の与えた指図によって生じたときは，適用しない。注文者の表明した単なる希望は

指図とはみなされない。 

（２）請負人がその材料又は指図の不適当であることを知りながら，そのことを告げなかったときは，第１項の規定は

適用しない。 

 

 

第６６１条（権利行使期間） 

（１）第６５５条（仕事の追完請求）から第６５８条（注文者の減額請求権）までに定める権利は，１年の期間内に行使し

なければならない。 

（２）第１項の期間は，注文者が瑕疵の存在を知り，又は知るべきであった時から起算する。 

 

 

第６６２条（担保責任を負わない旨の特約） 

 第６５５条（仕事の追完請求）から第６５９条（注文者の損害賠償請求権）までに規定する責任を免除又は制限する

旨の特約をしたときでも，請負人は，知りながら告げなかった事実については，責任を免れ又は制限することができ

ない。 

 

 

第６６３条（仕事未完成の間の注文者の解除権） 

 請負人が仕事を完成するまでは，注文者はいつでも損害を賠償して，契約を解除することができる。 

 

 

第９章 雇用 

第６６４条（雇用契約） 

（１）雇用契約は，当事者の一方が相手方に対し労務に服することを約束し，相手方がこれに賃金を与えることを約束

することにより，成立する。 

（２）労務に服することを約束した当事者を労働者といい，その相手方を使用者という。 

 

 

第６６５条（労働条件の明示） 

（１）使用者は，雇用契約の締結に際し，労働者に対して賃金，労働時間その他の労働条件を明示しなければならな

い。 

（２）第１項の規定によって明示された労働条件が事実と相違する場合には，労働者は，即時に雇用契約を解除する

ことができる。 

 

 

 83



閣僚評議会提出：2003/07/09 

公布：2007/12/08 

第６６６条（安全配慮義務） 

 使用者は，労働者が労務を提供すべき場所，施設，器具等の設置管理に当たり，労働者の身体，健康等を危険か

ら保護するよう配慮すべき義務を負う。 

 

 

第６６７条（雇用契約の一身専属性） 

（１）使用者は労働者の承諾がなければ，その権利を第三者に譲渡することができない。 

（２）労働者は，使用者の承諾がなければ，自己に代わって第三者を労務に服させることができない。 

（３）当事者の一方が第１項又は第２項の規定に違反したときは，雇用契約を解除することができる。 

 

 

第６６８条（労働法の適用） 

 雇用契約に関しては，この法律に定めるもののほか，労働法の定めるところによる。 

 

 

第１０章 寄託 

第１節 寄託に関する総則 

第６６９条（寄託の定義） 

（１）寄託とは，一方の当事者である受寄者が，相手方である寄託者から受け取った物を一定期間保管し，その保管

期間の終了後は同一物を寄託者に返還することを約束する契約をいう。 

（２）特約がない限り，寄託者は受寄者に報酬を支払う義務を負わない。ただし，受寄者が自己の営業として寄託契

約を締結した場合または法律に定めがある場合には，報酬について特約をしなかったときでも，受寄者は相当な報

酬を寄託者に請求することができる。 

 

 

第６７０条（寄託契約の要物性） 

（１）寄託契約は，受寄者が合意に基づいて寄託の目的物を受け取ることによって成立する。 

（２）受寄者がすでに寄託の目的物を占有している場合には，寄託契約は寄託関係を成立させる旨の合意によって成

立する。第三者が占有する物については，指図による占有移転があった時に寄託契約が成立する。 

 

 

第６７１条（諾成的寄託契約の効力） 

 当事者が寄託関係を将来成立させる旨の合意をしたにすぎない場合は，各当事者は，寄託の目的物が引き渡され

るまでは，いつでもこの合意を撤回することができる。但し，有償の寄託契約を成立させる約束がなされた場合には，

受寄者となるべき当事者は，その約束に反して寄託物の受領を拒否したことによって相手方に損害を与えたときは，

受領拒否について相当の理由がない限り，相手方にその損害を賠償する義務を負う。 

 

 

第６７２条（所有者でない者がした寄託契約） 

 寄託者が寄託物の所有権を有しないときでも，寄託契約は有効に成立する。この場合に，所有者から受寄者に対し

て返還請求の訴えが提起されても，受寄者は寄託者に寄託物を返還することができる。ただし，所有者の返還の訴

えが認められたときは，この限りではない。 

 

 

第６７３条（受寄者の義務） 

（１）受寄者は，善良な管理者としての注意義務を尽くして寄託物を保管する義務を負う。 

（２）受寄者は，寄託者の承諾がない限り，受寄物を使用することができない。 

 

 

第６７４条（受寄者の責任） 

（１）受寄者は，寄託物を滅失または毀損した場合には，その損害を賠償しなければならない。但し，その滅失または

毀損につき過失がないことを受寄者が証明したときは，この限りでない。 

（２）受寄者の求めに応じて寄託がなされた場合には，受寄者は不可抗力を証明しなければ，寄託物についての滅失

または毀損についての責任を免れない。 

（３）ホテル，宿泊所，飲食店，浴場その他客が集まる施設において，これらの施設の所有者がその客から物の寄託
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を受けたときは，受寄者は不可抗力を証明しなければ，寄託物についての滅失または毀損についての責任を免れな

い。 

 

 

第６７５条（無償受寄者の減責） 

 無償の寄託においては，裁判所は，両当事者の資産状況，その他諸般の事情を考慮して，受寄者の損害賠償責任

を減ずることができる。 

 

 

第６７６条（高価品の不申告の場合の責任軽減） 

 寄託者が金銭，有価証券その他の高価品を寄託した場合において，その種類および価格を受寄者に知らせなかっ

たときは，裁判所は受寄者の損害賠償責任を減ずることができる。 

 

 

第６７７条（自己保管義務） 

（１）受寄者は，寄託者の承諾がない限り，受寄物を第三者に保管させることができない。 

（２）受寄者が第三者に受寄物を保管させることができる場合には，受寄者は，保管を委ねた再受寄者の選任および

監督について責任を負う。 

 

 

第６７８条（再寄託） 

（１）受寄者と再受寄者の関係については，本第１０章（寄託）の規定を適用する。 

（２）再受寄者は，寄託者に対して受寄者と同一の権利義務を負う。 

（３）再受寄者は，寄託物を寄託者に返還した場合には，受寄者に対する返還義務を免れる。 

 

 

第６７９条（受寄者の通知義務） 

 寄託物について権利を主張する第三者が受寄者に対して訴えを提起し，または寄託物を差し押さえたときは，受寄

者は遅滞なくその事実を寄託者に通知する義務を負う。 

 

 

第６８０条（寄託者からの返還請求） 

 当事者が寄託物返還の時期を定めたときであっても，寄託者は何時でもその返還を請求することができる。 

 

 

第６８１条（受寄者からの返還） 

（１）当事者が寄託物を返還する時期を定めなかったときは，受寄者は何時でもその返還をすることができる。 

（２）返還時期の定めがあるときは，受寄者はやむを得ない事由がない限り，期限前に返還することができない。 

 

 

第６８２条（返還義務の内容） 

（１）受寄者は，寄託に際して受領したものと同一の物を返還する義務を負う。 

（２）受寄者が寄託物の滅失または毀損について責任を負わない場合において，受寄者が滅失または毀損した寄託

物の代わりに受け取った保険金その他のものがあるときは，この代位物を寄託者に返還する義務がある。 

 

 

第６８３条（果実等の扱い） 

 受寄者は，寄託物から生じた果実または収入を受け取った場合には，寄託者に引き渡さなければならない。 

 

 

第６８４条（金銭の寄託） 

（１）受寄者が金銭の寄託を受けたときは，契約で定めた方法で保管しなければならない。この場合において，特約が

ない限り，受寄者は利息を支払う義務を負わない。 

（２）金銭を銀行預金として保管することができる場合には，その利息については第６８３条（果実等の扱い）の規定を

適用する。 
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第６８５条（寄託物返還の費用） 

 無償の寄託においては，寄託物の返還に要する費用は寄託者が負担する。但し，受寄者が寄託場所を変更した場

合には，それによって増加した返還費用は受寄者が負担する。 

 

 

第６８６条（寄託者の費用償還義務） 

（１）寄託者は，寄託物の保管に要する費用を支払うことを要する。 

（２）受寄者は，自己に過失なくして寄託物から被った損害の賠償を寄託者に請求することができる。 

 

 

第６８７条（返還の場所） 

 寄託物の返還は，契約でその指定がないときは，寄託物の保管をなすべき場所においてすることを要する。但し，

受寄者が正当の事由によってその物の保管場所を変更したときは，現在の場所で返還することができる。 

 

 

第６８８条（受寄者の留置権） 

 受寄者は，寄託者が第６８６条（寄託者の費用償還義務）第１項および第２項が規定する費用および損害賠償を支

払うまで，寄託物を留置することができる。 

 

 

第２節 混蔵寄託 

第６８９条（混蔵寄託） 

 受寄者が，複数の寄託者から同一種類の物の寄託を受け，契約によりその受寄物を分別することなく混蔵して保管

することができるときは，各寄託者は，混蔵保管された全体物に対して，自己の寄託物の数量的な割合に応じた権利

を有する。 

 

 

第３節 消費寄託 

第６９０条（消費寄託） 

 寄託契約において，受寄者が寄託物を消費することができることを合意した場合には，受寄者は寄託物と同種同量

の物を返還する義務を負う。 

 

 

第６９１条（消費貸借に関する規定の準用） 

 第６９０条（消費寄託）の消費寄託については，消費貸借に関する規定を準用する。但し，この場合に契約に返還時

期を定めなかったときは，寄託者はいつでも返還を請求することができる。 

 

 

第４節 係争物寄託 

第６９２条（係争物寄託の定義） 

 係争物寄託とは，複数の者が物の占有権又は所有権を争っている場合に，争っている複数者が，その係争の目的

物を，その権利者が確定するまで第三者に寄託する契約をいう。 

 

 

第６９３条（係争物寄託の当事者） 

（１）他人が占有する物について，複数の者が自己の権利を主張する場合には，争っている複数者は，その占有者の

承諾を得て，係争物を第三者に保管させる契約を締結することができる。この場合に，係争物寄託契約は，係争物の

占有者がこれを第三者に引き渡した時に効力を生じる。 

（２）第１項の場合において，争っている複数者は，占有者を係争物受寄者とする寄託契約を締結することもできる。 

 

 

第６９４条（有効要件） 

 係争物の寄託は，権利を主張する者の全員が同意しなければ有効でない。 
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第６９５条（有償原則） 

 係争物寄託においては，寄託者は受寄者に報酬を支払う義務を負う。当事者が報酬の額について取り決めなかっ

た場合には，受寄者は相当な額を寄託者に報酬として請求することができる。 

 

 

第６９６条（係争物の返還） 

 係争物の受寄者は，争いの終了後，権利が認められた者に対して係争物を返還する義務を負う。 

 

 

第６９７条（係争物寄託契約の解除） 

 係争物の受寄者は，寄託者の全員が同意する場合でなければ，紛争解決前に係争物を寄託者に返還することが

できない。 

 

 

第６９８条（裁判所の命令による係争物寄託） 

 裁判所において物の占有権又は所有権が争われている場合には，裁判所は，当事者間の合意がないときであって

も，第三者に係争物を保管させることができる。 

 

 

第１１章 組合 

第６９９条（組合の定義） 

 組合契約とは，各当事者がそれぞれ出資をして共同の事業を営むため，法人格を備えない団体を設立する契約の

ことをいう。 

 

 

第７００条（組合の設立） 

（１）組合は，各当事者がそれぞれ出資して共同の事業を営むことを約束することによって設立された団体のことをい

う。 

（２）組合契約の各当事者がなすべき出資は，財産権の他に，労務をもってその目的とすることができる。 

（３）金銭をもって出資の目的とした当事者がその支払いを遅滞した場合には，組合に対して遅延利息の外に遅滞に

よって生じた損害についても支払わなければならない。 

（４）設立の合意をした各当事者のいずれかにおいて，設立の行為が第４編第２章第２節（意思表示の瑕疵および契

約の有効性）の規定により無効であった場合または取り消された場合には，その他の当事者によって組合が設立さ

れたものとする。ただし，その当事者が欠けることによって，組合の目的を達成することが不可能な場合には，組合は

設立されなかったことにする。 

 

 

第７０１条（組合財産の共有） 

（１）各組合員の出資その他の組合財産は，すべての組合員の共有に属す。 

（２）組合員は，組合の清算前に組合財産の分割を求めることはできない。ただし，すべての組合員が合意する場合

には，清算前であっても分割を求めることができる。 

（３）第２項但し書きの規定する分割は，その分割前に組合と取引をした第三者に対抗することができない。 

（４）組合員は，組合財産についてその持分を処分することはできない。 

 

 

第７０２条（業務執行の方法） 

（１）組合契約において業務の執行を委任する組合員または第三者が定められていない場合，各組合員が組合の業

務を執行する権限を有する。ただし，組合の業務執行は組合員の過半数によって決定する。 

（２）組合契約において業務の執行を委任する組合員または第三者が複数あるとされるときは，その過半数によって

組合の業務執行を決定する。 

（３）組合の通常の業務は，第１項および第２項の規定にかかわらず，各組合員または各業務執行者は単独で行うこ

とができる。ただし，それが結了する前に他の組合員または業務執行者が異議を述べたときはその限りでない。 
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第７０３条（委任の規定の準用） 

 組合の業務を執行する組合員には，第６４０条（受任者の注意義務）ないし第６４６条（受任者の費用等償還請求権

等）の規定を準用する。 

 

 

第７０４条（業務執行組合員の辞任・解任） 

（１）業務執行組合員は，正当な理由がなければ辞任することはできない。また，解任することもできない。 

（２）正当な理由によって業務執行組合員を解任するためには，他の組合員の過半数の賛成がなければならない。 

 

 

第７０５条（業務・財産状況検査権） 

 各組合員は，組合の業務を執行する権限を有しないときであっても，その業務および組合財産の状況を検査するこ

とができる。 

 

 

第７０６条（利益配当請求権，損益分配の割合） 

（１）組合員は，定期的に損益計算をなし，利益がある場合には，利益分配を請求することができる。 

（２）組合員が損益分配の割合を定めていないときには，その割合は各組合員の出資の価額に応じて定める。 

（３）利益または損失のいずれかについてのみ分配の割合を定めているときには，その割合は利益および損失に共

通のものと推定する。 

 

 

第７０７条（債権者に対する組合員の損失分担割合） 

（１）組合の事業によって生じた債務は，組合員の連帯債務とする。ただし，その債務は，まず，組合財産から弁済さ

れなければならなず，組合財産によってすべてが弁済できない場合に，各組合員の固有財産から弁済される。 

（２）各組合員の負担部分は，特約のない場合には，出資の割合による。 

 

 

第７０８条（組合債務の相殺禁止） 

 組合の債務者は，その債務と組合員に対する債権とを相殺することはできない。 

 

 

第７０９条（任意脱退） 

（１）組合契約において組合の存続期間を定めていないとき，または，ある組合員の終身間組合が存続すべきことを

定めたときは，各組合員は何時でも脱退をすることができる。ただし，やむを得ない事由がある場合を除き，組合にと

って不利な時期に脱退することはできない。 

（２）組合の存続期間を定めたときであっても，各組合員はやむを得ない事由がある場合には，脱退することができ

る。 

（３）脱退は，他の組合員全員に対する意思表示によってなすことができる。 

 

 

第７１０条（非任意脱退） 

 第７０９条（任意脱退）に掲げた場合の外，組合員は，以下の各号の事由によって脱退する。 

  １ 死亡 

  ２ 破産 

  ３ 一般後見開始の宣告を受けたこと 

  ４ 除名 

 

 

第７１１条（除名） 

 組合員の除名は，正当の事由がある場合に限って，他の組合員全員の一致をもって行うことができる。ただし，除

名した組合員に対する除名の通知をしない限り，当該組合員に対抗することはできない。 

 

 

第７１２条（脱退組合員への持分の払戻） 

（１）脱退した組合員と他の組合員との間の計算は，脱退の当時における組合財産の状況に従って行うことを要す

る。 
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（２）脱退した組合員の持分は，その出資の種類を問わず，金銭によって払い戻すことができる。 

（３）脱退の当時において，未了の事項については，その結了後に計算をすることができる。 

（４）除名した組合員への持分払戻に関しては，除名通知の時点から払戻がなされるまでの期間について，法定利率

による利息を付さなければならない。 

 

 

第７１３条（組合の解散） 

（１）組合は，以下の各号の場合に解散する。 

  １ 組合の目的である事業の終了またはその不能 

  ２ 組合員全員の合意がある場合 

  ３ 組合員が一人となった場合 

  ４ 組合契約において定められる組合の存続期間が満了した場合 

（２）やむを得ない事由がある場合には，各組合員は，組合の解散を請求することができる。 

（３）第２項の請求は，他の組合員全員に対する意思表示によってなさなければならない。 

 

 

第７１４条（解散の非遡及） 

 組合の解散の効力は遡及しない。 

 

 

第７１５条（清算人） 

（１）組合が解散したときは，清算は，すべての組合員の共同によって，または，組合員が選任した清算人によって行

う。 

（２）第１項の清算人の選任は，組合契約において別段の定めがない場合，組合員の過半数によって決する。 

 

 

第７１６条（清算人の業務執行） 

 清算人が複数いる場合には，第７０２条（業務執行の方法）の規定を準用する。 

 

 

第７１７条（清算人の辞任・解任） 

 組合員全員の合意で，組合員の中から清算人を選んだ場合には，第７０４条（業務執行組合員の辞任・解任）の規

定を準用する。 

 

 

第７１８条（清算人の職務権限，残余財産の分配方法） 

（１）清算人の職務および権限については，第７１条（清算人の職務・権限）の規定を準用する。 

（２）残余財産は，各組合員の出資の価額に応じて分配する。 

 

 

第１２章 終身定期金 

第７１９条（終身定期金契約の定義） 

（１）終身定期金契約とは，定期金債務者たる当事者の一方が自己，相手方または第三者の死亡に至るまで，定期

に金銭を定期金債権者たる相手方または第三者に給付する義務を負うことを約束し，相手方がこれに対する対価と

しての元本を給付する義務を負担することを約束する契約をいう。 

（２）終身定期金契約は書面によらなければその効力を有しない。 

（３）定期金債権者は，その定期金債権のために，相手方に給付した元本のうちの動産および不動産のうえに先取特

権を取得する。定期金債権者の取得する先取特権は，目的物の種類に応じて，それぞれ第７９７条（動産売買の先

取特権）または第８０２条（不動産売買の先取特権）の先取特権とみなす。 

 

 

第７２０条（終身定期金の計算） 

 終身定期金は日割りによって計算する。 
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第７２１条（定期金債務の不履行） 

（１）定期金債務者が定期金の給付を怠り又はその他の義務を履行しない場合，相手方は終身定期金契約を解除し，

給付した元本を原状に回復することを請求できる。ただし，この場合，相手方は，解除するまでに受けた定期金の総

額から解除までの元本の利息を控除した額を定期金債務者に返還しなければならない。 

（２）第１項の規定は，損害賠償の請求を妨げない。 

 

 

第７２２条（定期金債務者の責めに帰すべき事由による死亡） 

 定期金契約の終期の基準となる者の死亡が定期金債務者の責めに帰すべき事由によって生じたときは，裁判所は，

定期金債権者又はその相続人の請求によって相当の期間債権が存続することを宣告することができる。 

 

 

第７２３条（遺贈による終身定期金） 

 本第１２章（終身定期金）の規定は終身定期金を負担とする遺贈に準用する。 

 

 

第１３章 和解 

第７２４条（定義） 

 和解とは，当事者が互いに譲歩してその間に存する争いを終了することを約する契約をいう。 

 

 

第７２５条（和解の目的物） 

（１）和解をするためには，和解に含まれる目的物を処分する権限を有しなければならない。 

（２）強行法規又は公序良俗に反して無効な法律関係を有効なものとするための和解は，無効である。 

 

 

第７２６条（違約金条項） 

 和解契約には，それを履行しない者に対する違約金の約定を加えることができる。 

 

 

第７２７条（和解の効果） 

 当事者の一方が和解によって争いの目的である権利を有するものと認められ，又は相手方がこれを有しないものと

認められた場合において，その当事者が従来その権利を有しないことの確証又は相手方がこれを有していたことの

確証が発見されたときは，その権利は，和解によりその当事者に移転し，又は相手方の権利が消滅したものとする。 

 

 

第７２８条（争いの目的である権利等に関する錯誤） 

 当事者の一方が権利の帰属や目的物の価額の算定の基礎となる事実を錯誤して和解した場合であっても，当事者

が当該権利の帰属又は事実の存否，評価等につき互いに譲歩して和解したときは，当該権利の帰属又は事実の存

否，評価等に関する錯誤を理由に和解を取り消すことができない。 

 

 

第１４章 事務管理 

第７２９条（事務管理者の管理義務） 

（１）権限がないにもかかわらず，他人のために事務の管理を開始することを事務管理といい，事務管理を行う者を事

務管理者という。 

（２）事務管理者は，善良な管理者としての注意を尽くして，その事務の性質に従って，本人の利益にもっとも適した方

法によってその管理をしなければならない。 

（３）事務管理者が本人の意思を知ったとき，または，その意思を知ることができたであろうときは，その意思に従って

管理をしなければならない。 

 

 

第７３０条（緊急事務管理） 

 事務管理者が本人の身体，名誉または財産に対する急迫の危害を回避するためにその事務管理を行ったときは，

悪意または重大な過失がないかぎり，それによって生じた損害を賠償する責任を負わない。 
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第７３１条（事務管理者の通知義務） 

 事務管理者は本人に事務管理を開始したことを遅滞なく通知しなければならない。ただし，本人がすでにそのことを

知っている場合には，通知をする必要はない。 

 

 

第７３２条（事務管理者の管理継続義務） 

 事務管理者は，本人，その相続人または法定代理人が管理をすることができるようになるまで，その管理を継続し

なければならない。ただし，管理を継続することが本人の意思に反し，または，本人に不利であることが明らかなとき

は，管理を終了しなければならない。 

 

 

第７３３条（委任規定の準用） 

 事務管理には，第６４１条（受任者の報告義務）ないし第６４３条（金銭を消費した受任者の損害賠償義務）の規定

が準用される。 

 

 

第７３４条（事務管理者の費用償還請求権） 

（１）事務管理者が本人のために必要費または有益費を支出したときは，本人に対してその償還を請求できる。 

（２）事務管理者が本人のために有益な債務を負担したときは，第６４６条（受任者の費用等償還請求権等）第２項の

規定を準用する。 

（３）事務管理者が本人の意思に反して管理を行ったときは，本人が現実に利益を受けた限度で第１項および第２項

の規定を適用する。 

 

 

第７３５条（事務管理者の報酬請求権） 

 事務管理者は，その管理事務が管理者の職業または営業に含まれる場合には，本人が事務管理のなされている

ことを知った後になお継続される事務に関して，当該管理事務に対して通常支払われる報酬を請求することができ

る。 

 

 

第１５章 不当利得 

第７３６条（不当利得の要件・効果） 

（１）法律上の原因がないにもかかわらず，他人の財産又は労務によって利益を受け，それによってその他人に損失

を生じさせた者は，その利益の存在する限度において，利益を返還すべき義務を負う。 

（２）契約に基づいて他人から給付を受けた場合において，その契約が効力をもたないものであったり，効力を失った

とき，第１項と同様に，その給付を受けた者は，その給付によって得た利益を給付した他人に返還すべき義務を負

う。 

 

 

第７３７条（悪意の受益者の返還義務） 

（１）第７３６条（不当利得の要件・効果）において利益を受けた者が，法律上の原因がないこともしくは契約の効力が

効力をもたないことを知った場合，利益を受けた者は知ったときの存する利益およびその利息を返還する義務を負

う。 

（２）契約の効力が失われることについて利益を受けた者に故意または過失がある場合，第１項と同様に，利益を受

けた者は，その利益に利息を付して返還する義務を負う。 

（３）第１項及び第２項において，損失が生じた者が損害を被った場合には，利益を受けた者は，その損害を賠償する

責任を負う。 

 

 

第７３８条（非債弁済） 

 債務がないにもかかわらず，債務の弁済をした者は，弁済としてなした給付の返還を請求することができる。ただし，

弁済の当時，債務がないことを知っていた場合には，弁済をした者は，弁済としてなした給付の返還を請求すること

ができない。 
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第７３９条（期限前の弁済） 

 弁済期がいまだ到来していない債務について，債務者が弁済として給付をした場合，債務者は弁済としてなした給

付の返還を請求することはできない。ただし，債務者が弁済期が未到来であることを知らずに弁済していた場合には，

債権者は期限前に弁済を受けたことによって得た利益を返還する義務を負う。 

 

 

第７４０条（他人の債務の弁済） 

（１）債務者でない者が他人の債務を自己の債務と誤信して弁済として給付をした場合，弁済としての給付をした者は，

その給付の返還を請求することができる。ただし，債権者が弁済として給付をした者の誤信による給付であることを知

らず，有効な弁済がなされたものと信じて，債権の存在を証明する書面を廃棄し，または，担保を放棄した場合には，

弁済として給付をした者は，その給付の返還を請求することはできない。 

（２）第１項の規定は，弁済として給付をした者から債務者に対して求償権を行使することを妨げるものではない。 

 

 

第７４１条（不法原因給付） 

 本第１５章（不当利得）において，損失を生じた者が利益を受けた者に対して利得の返還を請求することが公の秩

序もしくは善良な風俗または公序に関する法律に反する場合には，その返還請求は認められない。 

 

 

第１６章 不法行為 

第７４２条（故意及び過失の定義） 

本第１６章（不法行為）において，故意又は過失による行為とは，次の各号のいずれかに該当する行為をいう。 

  １ 結果の発生を予見しながら，結果発生を認容して侵害行為を行うこと。 

  ２ 行為者と同等の職業又は経験のある者ならば通常結果発生を予見できたにもかかわらず注意を怠ったために

結果発生を予見せず，かつその結果を回避すべき義務を負っているにもかかわらずその義務に違反した行為を行う

こと。 

 

 

第７４３条（一般的不法行為の要件及び立証責任） 

（１）故意又は過失によって他人の権利又は利益を違法に侵害した者は，それによって生じた損害を賠償する責任を

負う。 

（２）第１項は，作為すべき義務があるにもかかわらず行為を行わなかったために損害が生じた場合にも準用する。 

（３）加害者の故意又は過失，加害者の行為と損害発生との間の因果関係及び被害者に生じた損害については，こ

の法律その他の法律に特段の定めがない限り，損害賠償を請求する者が立証しなければならない。 

 

 

第７４４条（非財産的損害の賠償） 

 第７４３条（一般的不法行為の要件及び立証責任）の責任を負う者は，財産以外の損害についても賠償しなければ

ならない。 

 

 

第７４５条（責任無能力） 

（１）満１４歳未満の者は，不法行為責任を負わない。 

（２）精神上の障害又はその他の事由により加害行為時に自己の行為の責任を認識し判断することのできる能力を

欠く状態にあった者は，不法行為責任を負わない。ただし，故意又は過失によってその状態を招いたときは，この限り

でない。 

 

 

第７４６条（監督義務者責任） 

（１）１４歳未満の未成年者又は精神上の障害により自己の行為の責任を認識し判断することのできる能力を欠く状

態にある者を監督すべき法定の義務を負う者は，当該被監督者の加害行為から生じた他人の損害を賠償すべき義

務を負う。 

（２）１４歳以上の未成年者を監督すべき法定の義務を負う者は，未成年者の不法行為によって生じた他人の損害に

つき，未成年者と連帯して責任を負う。 

（３）第２項で損害賠償責任を負う監督義務者は，日常的に監督義務を果たしていたことを立証して自己の損害賠償

責任を免れることができる。 
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第７４７条（使用者責任） 

（１）事業の執行のために被用者を使用する者は，被用者が事業の執行につき故意又は過失によって違法に他人に

加えた損害を賠償すべき責任を負う。 

（２）使用者に代わって被用者を監督すべき立場に有る者は，使用者と同様の責任を負う。ただし，適切に監督してい

た場合はこの限りではない。 

（３）使用者又は代理監督者は，被用者に対して，その過失の程度に応じて，求償をすることができる。 

 

 

第７４８条（法人の不法行為） 

（１）法人は，理事その他の法人の代表者が職務の執行につき故意又は過失によって，違法に他人に加えた損害を

賠償する責任を負う。 

（２）法人は，第１項の損害賠償を行ったときは，加害行為を行った代表者に対して求償することができる。 

 

 

第７４９条（公務員の不法行為） 

（１）国又は公共団体の公権力の行使に当たる公務員が，その職務を行うにつき故意又は過失によって違法に他人

に損害を加えたときは，国又は公共団体がこれを賠償する責任を負う。 

（２）第１項の場合において，公務員の結果を回避すべき義務の違反の程度が重大であるときは，国又は公共団体は，

その公務員に対して求償することができる。 

 

 

第７５０条（動物占有者の責任） 

 動物を占有する者は，その占有する動物によって他人に生じた損害を賠償すべき責任を負う。 

 

 

第７５１条（製造物責任） 

（１）製造された動産に不当に危険な欠陥が存在し，それによって他人に損害が生じたときは，当該動産の製造業者

は，その損害を賠償すべき責任を負う。ただし，当該欠陥が製造当時の科学水準をもってしても認識することが不可

能な場合には，この限りでない。 

（２）欠陥ある部品又は素材を組み込んだ動産の製造業者も，製造業者として損害賠償責任を負う。 

（３）本条において，輸入された動産については，輸入業者を製造業者とみなす。 

（４）本条において，動産に製造業者又は販売者として自己の名称を表示する者は，製造業者とみなす。 

 

 

第７５２条（危険物責任） 

 自動車その他の運送機器，爆発物，放射性物質，有害化学物質，有害微生物，その他高度の危険物を所有し又は

管理する者は，その所有又は管理する危険物によって他人に生じた損害を賠償する責任を負う。ただし，その損害が，

不可抗力によって引き起こされた場合又は危険物の管理に瑕疵がなく，かつ，被害者若しくは第三者の行為によって

引き起こされた場合はこの限りでない。 

 

 

第７５３条（土地に接着した工作物についての責任） 

（１）土地に接着した工作物の設置又は管理に瑕疵があり，それによって他人に損害が生じたときは，土地に接着し

た工作物の管理者及び所有者は，連帯して損害を賠償すべき責任を負う。ただし，管理者は，適正な管理をしていた

ことを証明した場合には，責任を免れる。 

（２）土地に接着した工作物の所有者と管理者の負担割合は，設置又は管理の瑕疵に対するそれぞれの寄与の程度

に応じて定まる。 

 

 

第７５４条（共同不法行為） 

（１）複数の者の行為が共同して損害が発生したときは，各加害者は，連帯して損害を賠償すべき責任を負う。 

（２）第１項の場合，各加害者は，損害に対して自己が寄与した割合を証明したときには，その寄与の割合に応じて賠

償すべき責任を負う。ただし，加害者の間に共謀その他緊密な共同関係が認められる場合には，この限りではない。 

（３）共同不法行為者の一人が自己の出捐をもって全部の損害を賠償したときは，他の共同不法行為者に対してその

寄与の割合に応じて求償することができる。 
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第７５５条（正当防衛及び緊急避難の定義） 

（１）正当防衛行為とは，不正な侵害行為に対して自己又は他人の身体若しくは財産を防衛するためにやむを得ずし

てなされた加害行為であって，侵害行為と加害行為が時間的に近接し，かつ，防衛の手段と侵害行為の程度との間

に均衡が存する場合をいう。 

（２）緊急避難行為とは，現在又は急迫の危難に対して自己又は他人の身体若しくは財産を保護するためにやむを得

ずしてなされた加害行為であって，保護の手段と危難の程度との間に均衡が存する場合をいう。 

 

 

第７５６条（違法性阻却事由） 

（１）被害者の同意又は危険の引受がある場合，加害者は免責される。ただし，その同意又は危険の引受が社会的

に相当なものでないときは，この限りでない。 

（２）正当防衛行為又は緊急避難行為によって生じた損害については，防衛行為又は避難行為を行った者は責任を

負わない。この場合，それら行為の原因となった違法行為を行った者が責任を負う。 

（３）社会的相当性のある行為による損害については，加害者は責任を負わない。 

 

 

第７５７条（金銭賠償の原則とその例外） 

（１）損害賠償は金銭によることを原則とする。 

（２）金銭によっては適切な救済が得られない場合には，被害者は原状回復又は差し止めを求めることができる。 

（３）名誉毀損については，損害賠償のほか，被害者は謝罪広告などの名誉回復措置を求めることができる。 

 

 

第７５８条（損害額の算定） 

（１）不法行為による財産的損害の算定に当たっては，統計その他の資料をできるだけ活用して，不法行為がなかっ

たならばそうなっていたであろうと推測される財産状態と不法行為後の現実の財産状態との差額を評価する。 

（２）不法行為による精神的損害の算定に当たっては，加害者の行為の故意又は過失の程度，被害の種類及び程度，

加害行為後の加害者の行為などの諸事情を勘案して慰謝料額を評価する。 

 

 

第７５９条（物の損壊による損害賠償請求） 

 不法行為によって物が損壊したときは，被害者は，損壊した物の価格又はその修理費などの賠償を請求することが

できる。 

 

 

第７６０条（生命侵害による損害賠償請求） 

（１）不法行為によって被害者が死亡したときは，被害者は，死亡までに自己に生じた財産的損害と精神的損害につ

いて賠償請求権を取得することができる。本項における財産的損害は，加害行為後死亡までに被害者がすでに支出

し又は支払義務を負った医療費その他の出費，加害行為後死亡までに被害者が得られなくなった収入などを含む。 

（２）法律，慣習又は契約により現に扶養義務を負う者が不法行為により死亡したときは，被扶養者は，被害者の死

亡によって自己に生じた財産的損害の賠償を請求することができる。本項における財産的損害は，被害者の死亡に

よって被扶養者が得られなくなった扶養料，被害者に代わって出捐した出費，葬儀費などを含む。 

（３）不法行為によって被害者が死亡したときは，被害者の配偶者及び１親等の親族その他同居の親族は，被害者の

死亡によって自己に生じた精神的損害の賠償を請求することができる。 

 

 

第７６１条（身体侵害による損害賠償請求） 

 不法行為によって身体が侵害されたときは，被害者は，自己に生じる財産的損害と精神的損害の賠償を請求する

ことができる。本条における財産的損害は，すでに支出し又は将来支出が予想される医療費，療養中に得られなくな

った収入，後遺症によって将来得られなくなる収入などを含む。本条における精神的損害は，療養中及び将来の精

神的苦痛などを含む。 

 

 

第７６２条（名誉毀損による精神的損害の賠償請求） 

 不法行為によって名誉が毀損されたときは，被害者は，社会的声価が低下したことに伴う精神的損害の賠償を請

求することができる。 
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第７６３条（損益相殺） 

 被害者が不法行為によって利益をも得たときは，損害賠償額の算定に当たって，その利益の額を控除する。 

 

 

第７６４条（過失相殺） 

 損害の発生又は拡大について，被害者の過失又は被害者の監督義務者の過失が寄与したときは，裁判所は，損

害賠償額の算定において，その寄与の程度を考慮に入れることができる。 

 

 

第７６５条（消滅時効） 

 不法行為による損害賠償請求権は，被害者又はその法定代理人が加害者に対して損害賠償請求ができることを

知った時から３年，不法行為の時から１０年を経過した場合には，時効によって消滅する。 

 

 

第６編 債務担保 

第１章 総則 

第７６６条（物上保証人および第三取得者の定義） 

（１）他人の債務を担保するために，自己の財産の上に担保物権を設定する者を物上保証人という。 

（２）債務者が自己の債務を担保するために設定した担保物権の目的物の譲渡を受けた者を第三取得者という。 

 

 

第７６７条（担保物権の種類） 

（１）担保物権は，民法または特別法の定めるものに限られ，そのほかに創設することができない。 

（２）民法に定める担保物権は，留置権，先取特権，質権，抵当権および譲渡担保権の５種類である。 

 

 

第７６８条（担保物権の目的物） 

担保物権は，譲渡することのできない物または権利を目的とすることはできない。ただし，留置権については，譲渡す

ることのできない物についても成立することを妨げない。 

 

 

第７６９条（担保物権の附従性） 

（１）担保物権は，現に存在する債務を担保するために成立する。また，将来生ずる債務であっても，それが特定され

ている場合には，それを担保される債務として，担保物権を設定することができる。 

（２）被担保債権が要件を欠くために成立しなかった場合には，担保物権も成立しない。 

（３）被担保債権が意思表示の瑕疵その他の事由により無効であった場合または取り消された場合には，担保物権も

効力を生じない 

（４）被担保債権が弁済，消滅時効その他の事由により消滅した場合には，担保物権も消滅する。 

（５）第１項，第２項，第３項および第４項の規定は，継続的契約から生ずる複数の債権を担保するために設定される

根抵当権について適用しない。 

 

 

第７７０条（担保物権の随伴性） 

（１）担保物権の設定された債権が移転する場合には，別段の意思表示のない限り，担保物権も債権の譲受人に移

転する。ただし，担保権者が担保権の目的物を占有することを必要とする場合には，債権の譲受人が目的物の占有

を取得することを要する。 

（２）第１項の規定は，根抵当権によって担保される債権については，これを適用しない。 

 

 

第７７１条（担保物権の不可分性） 

 担保権者が債権の全部の弁済を受けるまでは，目的となっている物または権利の全部について，担保物権の効力

が及ぶ。 
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第７７２条（担保物権の追及力） 

 先取特権に関する第８０７条（第三取得者への追及力）および譲渡担保に関する第８９４条（設定者による目的物の

処分）の場合を除き，担保物権の目的物が第三者に譲渡されたときは，担保権者は，その第三者に対して担保物権

の効力を対抗することができる。ただし，担保権者が対抗要件を具備していることを要する。 

 

 

第７７３条（担保物権の実行） 

 担保権者は，債権の弁済を受けないときは，法律の定める手続きに従って，担保物権を実行することができる。 

 

 

第２章 留置権 

第７７４条（留置権の意義） 

（１）他人の物の占有者がその物に関して生じた債権を有するときは，その債権の弁済を受けるまでその物を留置す

ることができる。ただし，債権が未だ弁済期にないときは，留置権は生じない。 

（２）第１項の規定は，占有が不法行為によって始まった場合には，これを適用しない。 

 

 

第７７５条（果実からの優先弁済受領権） 

（１）留置権者は，留置物より生ずる果実を収受し，他の債権者に優先してこれを債権の弁済に充当することができ

る。 

（２）第１項の果実は，まずこれを債権の利息に充当し，なお余剰があるときは，これを元本に充当しなければならな

い。 

 

 

第７７６条（留置権者の留置物保管義務） 

（１）留置権者は，善良な管理者の注意をもって，留置物を占有しなければならない。 

（２）留置権者は，債務者の承諾のない限り，留置物を使用もしくは賃貸し，またはこれを担保に提供することはできな

い。ただし，留置権者は，留置物の保存に必要な限度において使用することができる。 

（３）留置権者が第１項または第２項の規定に違反したときは，債務者は留置権の消滅を請求できる。 

 

 

第７７７条（留置権者の費用償還請求権） 

（１）留置権者が留置物について必要費を支出したときは，所有者に対してその償還を請求できる。 

（２）留置権者が留置物について有益費を支出したときは，その価格の増加が現存する場合に限って，所有者の選択

に従い，留置権者は，所有者に対してその費やした全額または現存する増価額の償還を請求できる。ただし，裁判所

は，所有者の請求により，これに相当の期限を許与することができる。 

 

 

第７７８条（債権の消滅時効） 

留置権の行使は，債権の消滅時効の進行を妨げない。 

 

 

第７７９条（担保の提供による留置権の消滅） 

債務者は，相当の担保を提供して，留置権の消滅を請求することができる。 

 

 

第７８０条（占有の喪失による留置権の消滅） 

（１）留置権は，留置権者が留置物の占有を喪失した場合に消滅する。ただし，留置権者が第７７６条（留置権者の留

置物保管義務）第２項の規定により，債務者の承諾を得て，留置物を賃貸または質入れした場合は，消滅しない。 

（２）留置権者が留置物の占有を喪失した場合であっても，留置権者が第２３７条（占有物返還請求権）の規定によっ

て留置物の占有を回復したときには，占有が継続していたものとみなす。 
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第３章 先取特権 

第１節 総則 

第７８１条（先取特権の定義） 

（１）先取特権を有する債権者は，その対象となっている財産から，他の債権者に優先して弁済を受けることができ

る。 

（２）債権者が債務者の総財産の上に有する先取特権を一般先取特権という。 

（３）債権者が債務者の特定の財産の上に有する先取特権を特別先取特権という。この場合に，債権者が特定の動

産の上に有する先取特権を動産先取特権といい，債権者が特定の不動産の上に有する先取特権を不動産先取特

権という。 

 

 

第７８２条（物上代位） 

（１）先取特権は，その目的物の売却，賃貸，滅失または毀損によって債務者が受け取るべき金銭その他の物に対し

てもこれを行うことができる。ただし，金銭その他の物が債務者に払渡し又は引渡された後は，これを行うことができ

ない。 

（２）債務者が先取特権の目的物の上に設定した物権の対価についても第１項と同様である。 

 

 

第２節 一般先取特権 

第７８３条（一般先取特権の意義） 

以下に掲げる原因によって生じた債権を有する者は，債務者の総財産の上に先取特権を有する。 

１ 共益の費用 

２ 労働者の債権 

３ 葬式の費用 

４ 日用品の供給 

 

 

第７８４条（共益費用の先取特権） 

（１）共益費用の先取特権は，各債権者の共同利益のためになした財産の保存，清算または配当に関する費用につ

いて存在する。 

（２）第１項の費用のうち一部の債権者にのみ有益であるものについては，先取特権はその費用によって利益を受け

た債権者に対してのみ存在する。 

 

 

第７８５条（労働者の債権の先取特権） 

労働者の債権の先取特権は，労働者が労働契約に基づいて使用者から受け取るべきすべての債権について存在す

る。 

 

 

第７８６条（葬式費用の先取特権） 

（１）葬式費用の先取特権は，死亡した債務者の身分に応じてなした葬式の費用について存在する。 

（２）第１項の先取特権は，債務者がその扶養すべき親族の身分に応じてなした葬式の費用についても存在する。 

 

 

第７８７条（日用品供給の先取特権） 

日用品供給の先取特権は，債務者またはその扶養すべき同居の親族および使用人の生活に必要な最後の６ヶ月間

の飲食品その他の日用品の供給について存在する。 

 

 

第３節 動産の先取特権 

第７８８条（動産先取特権の意義） 

以下に掲げた原因によって生じた債権を有する者は，債務者の特定動産の上に先取特権を有する。 

 １ 不動産の賃貸 
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 ２ 旅客または荷物の運送 

 ３ 動産の保存 

 ４ 動産の売買 

 ５ 種苗または肥料の供給および動物の卵，仔またはその飼料の供給 

 

 

第７８９条（不動産賃貸の先取特権） 

不動産賃貸の先取特権は，その不動産の借賃その他賃貸借関係より生じた賃借人の債務について，賃借人の動産

の上に存在する。 

 

 

第７９０条（通常の場合における不動産賃貸の先取特権の目的物の範囲） 

（１）土地の賃貸人の先取特権は，賃借地またはその利用のためにする建物に備え付けた動産，その土地の利用に

供した動産および賃借人の占有にある土地の果実の上に存在する。 

（２）建物の賃貸人の先取特権は賃借人がその建物に備え付けた動産の上に存在する。 

 

 

第７９１条（賃借権の譲渡・転貸の場合における不動産賃貸の先取特権の目的物の範囲） 

賃借権の譲渡または転貸の場合においては，賃貸人の先取特権は譲受人または転借人の動産に及ぶ。譲渡人また

は転貸人の受け取る金額についても同様である。 

 

 

第７９２条（不動産賃貸の先取特権の及ぶ範囲） 

賃借人の財産の総清算の場合においては，賃貸人の先取特権は前期，当期および次期の借賃その他の債務およ

び前期ならびに当期において生じた損害の賠償についてのみ存在する。 

 

 

第７９３条（敷金のある場合における不動産賃貸の先取特権） 

賃貸人が敷金を受け取っていた場合においては，その敷金をもって弁済を受けない債権の部分についてのみ先取特

権を有する。 

 

 

第７９４条（運送の先取特権） 

運送の先取特権は旅客または荷物の運送賃およびこれに付随する費用について，運送人の占有する荷物の上に存

在する。 

 

 

第７９５条（善意取得） 

善意取得に関する第１９３条（動産所有権の善意取得）の規定は，第７８９条（不動産賃貸の先取特権）ないし第７９４

条（運送の先取特権）の先取特権に準用する。 

 

 

第７９６条（動産保存の先取特権） 

（１）動産保存の先取特権は，動産の保存費についてその動産の上に存在する。 

（２）第１項の先取特権は，動産に関する権利を保存，追認または実行させるために要した費用についても存在する。 

 

 

第７９７条（動産売買の先取特権） 

動産売買の先取特権は，動産の代価およびその利息について，その動産の上に存在する。 

 

 

第７９８条（種苗・肥料供給の先取特権および動物の卵・仔・飼料供給の先取特権） 

（１）種苗・肥料供給の先取特権は，種苗または肥料の代価およびその利息について，その種苗または肥料を用いた

後１年内にこれを用いた土地より生じた果実の上に存在する。 

（２）動物の卵・仔・飼料供給の先取特権は，飼養する動物の卵，仔およびその飼養に供した飼料の代価およびその

利息について，その動物および飼料を用いた後 1 年内にその動物より生じた果実の上に存在する。 

（３）第２項の先取特権は，蚕種または蚕の飼養に供した桑葉の供給について，その蚕種または桑葉より生じた物の
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上にも存在する。 

 

 

第４節 不動産の先取特権 

第７９９条（不動産の先取特権） 

以下に掲げた原因によって生じた債権を有する者は，債務者の特定不動産の上に先取特権を有する。 

 １ 不動産の保存 

 ２ 不動産の工事 

 ３ 不動産の売買 

 

 

第８００条（不動産保存の先取特権） 

（１）不動産保存の先取特権は，不動産の保存費について，その不動産の上に存在する。 

（２）第１項の先取特権は，不動産に関する権利を保存，追認または実行させるために要した費用についても存在す

る。 

 

 

第８０１条（不動産工事の先取特権） 

（１）不動産工事の先取特権は，工匠，技師および請負人が債務者の不動産に関してなした工事の費用について，そ

の不動産の上に存在する。 

（２）第１項の先取特権は，工事によって生じた不動産の価格の増加が現存する場合に限り，その増価額についての

み存在する。 

 

 

第８０２条（不動産売買の先取特権） 

不動産売買の先取特権は，不動産の代価およびその利息について，その不動産の上に存在する。 

 

 

第５節 先取特権の順位 

第８０３条（一般先取特権の順位） 

（１）一般の先取特権が互いに競合する場合においては，その優先権の順位は，第７８３条（一般先取特権の意義）に

掲げた順序に従う。 

（２）一般の先取特権と特別の先取特権とが競合する場合においては，特別の先取特権は一般の先取特権に優先す

る。ただし，共益費用の先取特権は，その利益を受けた総債権者に対して優先の効力を有する。 

 

 

第８０４条（動産の先取特権の順位） 

（１）同一の動産について特別の先取特権が互いに競合する場合においては，その優先権の順位は以下の通りであ

る。 

  第１順位 不動産賃貸および運送の先取特権 

  第２順位 動産保存の先取特権。ただし数人の保存者があるときは，後の保存者は前の保存者に優先する。 

  第３順位 動産売買の先取特権，種苗または肥料供給の先取特権および動物の卵，仔または飼料供給の先取特

権 

（２）第１順位の先取特権者は，債権取得の当時第２または第３の順位の先取特権者あることを知っていたときは，第

２または第３順位のすべての先取特権者に劣後する。また，第１順位の先取特権者は，第１順位者のために物を保

存した者があるときにも，その者に劣後する。 

（３）果実に関しては，第１の順位は種苗または肥料の供給者に，第２の順位は土地の賃貸人に属する。 

 

 

第８０５条（不動産の先取特権の順位） 

（１）同一の不動産について特別の先取特権が互いに競合する場合においては，その優先権の順位は第７９９条（不

動産の先取特権）に掲げた順序に従う。 

（２）同一の不動産について，逐次の売買があったときは，売主相互間の優先権の順位は時の前後による。 

 

 

 99



閣僚評議会提出：2003/07/09 

公布：2007/12/08 

第８０６条（同一順位の先取特権） 

同一の目的物について，同一順位の先取特権者が数人あるときは，各先取特権者はその債権額の割合に応じて弁

済を受ける。 

 

 

第６節 先取特権の効力 

第８０７条（第三取得者への追及力） 

先取特権者は，債務者がその動産を第三取得者に引き渡した後はその動産についてその先取特権を行うことができ

ない。 

 

 

第８０８条（動産質権との関係） 

先取特権と動産質権と競合する場合においては，動産質権者は第８０４条（動産の先取特権の順位）に掲げた第１順

位の先取特権者と同一の権利を有する。 

 

 

第８０９条（一般の先取特権の効力） 

（１）一般の先取特権者は，まず不動産以外の財産について弁済を受け，なお不足のある場合でなければ，不動産に

ついて弁済を受けることができない。 

（２）不動産については，まず特別担保の目的となっていないものについて弁済を受けなければならない。 

（３）一般の先取特権者が第１項および第２項の規定に従って配当加入することを怠ったときは，その配当加入によっ

て受けたであろうものの限度においては，登記をした第三者に対してその先取特権を行うことができない。 

（４）第１項，第２項および第３項の規定は，不動産以外の財産の代価に先立って特別担保の目的である不動産の代

価を配当するときには，適用しない。 

 

 

第８１０条（一般先取特権の第三者に対する効力） 

一般の先取特権者は，不動産について登記をしていなくても，特別担保を有していない債権者に対して，先取特権を

対抗することができる。ただし，登記をした第三者に対しては，先取特権を対抗できない。 

 

 

第８１１条（不動産保存の先取特権の第三者に対する効力） 

（１）不動産保存の先取特権は，保存行為完了の後ただちに登記をしなければ，先取特権を第三者に対抗することが

できない。 

（２）保存によって生じた不動産の増加額は，配当加入の時に裁判所の選任した評価人にその評価をさせなければな

らない 

 

 

第８１２条（不動産工事の先取特権の第三者に対する効力） 

（１）不動産工事の先取特権は，工事完了の後ただちに登記をしなければ，先取特権を第三者に対抗することができ

ない。 

（２）工事によって生じた不動産の増価額は，配当加入の時に裁判所の選任した評価人にその評価をさせなければな

らない。 

 

 

第８１３条（不動産保存および工事の先取特権と抵当権との関係） 

第８１１条（不動産保存の先取特権の第三者に対する効力）および第８１２条（不動産工事の先取特権の第三者に対

する効力）の規定に従って登記した先取特権は，抵当権に優先してこれを行うことができる。 

 

 

第８１４条（不動産売買の先取特権の第三者に対する効力） 

不動産売買の先取特権は，売買契約と同時に未だ代価または利息の弁済がない旨を登記しなければ，先取特権を

第三者に対抗することができない。 
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第８１５条（抵当権の規定の準用） 

先取特権の効力については，本第３章（先取特権）に定めたもののほか，抵当権に関する第８４６条（抵当権の効力

の及ぶ範囲）ないし第８４８条（果実に対する抵当権の効力），第８５１条（抵当権の順位），第８５２条（被担保債権の

範囲），第８５３条（抵当権不動産の強制売却），第８５９条（転抵当）ないし第８６３条（抵当権の処分の順位）の規定を

準用する。 

 

 

第４章 質権 

第１節 総則 

第８１６条（質権の意義） 

質権者は，その債権の担保として債務者または第三者から受け取った物を占有し，かつその物について他の債権者

に優先して，自己の債権の弁済を受ける権利を有する。 

 

 

第８１７条（物上代位） 

（１）質権は，その目的物の売却，滅失または毀損によって設定者が受け取るべき金銭その他の物に対してもこれを

行うことができる。ただし，金銭その他の物が設定者に払渡し又は引渡された後は，これを行うことができない。 

（２）質権設定者が質権の目的物の上に設定した物権の対価についても第１項と同様である。 

 

 

第８１８条（質権の成立と要物性） 

（１）質権は，質権を設定した債務者または第三者が質権者にその目的物を引き渡すことによって成立する。 

（２）第１項の引渡しには，第２２９条（占有の移転）第３項に定める簡易の引渡しを含む。 

 

 

第８１９条（質権設定者による直接占有の禁止） 

質権者は，質権設定者に質物の直接占有をさせることはできない。 

 

 

第８２０条（被担保債権の範囲） 

質権は，元本，利息，違約金，質権実行の費用，質物保存の費用および債務の不履行または質物の隠れた瑕疵に

よって生じた損害の賠償を担保する。ただし設定行為に別段の定めがあるときはこの限りでない。 

 

 

第８２１条（留置的効力） 

質権者は，第８２０条（被担保債権の範囲）に掲げた債権の弁済を受けるまでは，質物を留置することができる。ただ

し，この権利は，これをもって自己に対して優先権を有する債権者に対抗することができない。 

 

 

第８２２条（果実からの優先弁済受領権） 

（１）質権者は，質物より生ずる果実を収受し，他の債権者に優先してこれを債権の弁済に充当することができる。 

（２）第１項の果実は，まずこれを債権の利息に充当し，なお余剰があるときは，これを元本に充当しなければならな

い。 

 

 

第８２３条（質権者の質物保管義務） 

（１）質権者は，善良な管理者の注意をもって，質物を占有しなければならない。 

（２）質権者が第１項の規定に違反したときは，債務者は質権の消滅を請求できる。 

 

 

第８２４条（質権者の費用償還請求権） 

（１）質権者が質物について必要費を支出したときは，所有者に対してその償還を請求できる。 

（２）質権者が質物について有益費を支出したときは，その価格の増加が現存する場合に限って，質権者は，その選

択により，所有者に対してその費やした全額または増価額の償還を請求できる。ただし，裁判所は，所有者の請求に

より，これに相当の期限を許与することができる。 
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第８２５条（債権の消滅時効） 

質権の行使は，債権の消滅時効の進行を妨げない。 

 

 

第８２６条（転質） 

（１）質権者は，設定者の承諾を得て，自己の債務を担保するために，質物を転質することができる。 

（２）質権者は，その権利の存続期間内において，自己の責任を持って質物を転質とすることができる。この場合にお

いては，転質をしなければ生じなかったであろう不可抗力による損失についても，その責任を負う。 

（３）質物の強制売却代価を配当するときは，転質権者は，質権者に配当されるべき額を限度として，債権の全額の

弁済を得ることができる。ただし，その債権がいまだ弁済期にない間は，弁済を受けられる額の供託を請求できるに

とどまる。 

 

 

第８２７条（流質契約の禁止） 

この法律または他の法律に別段の規定がない限り，質権設定者は，設定行為または債務の弁済期前の契約をもっ

て，質権者に質物の所有権を取得させること，または法律に定められた方法によらないで質物を処分させることを合

意することはできない。 

 

 

第８２８条（物上保証人の求償権） 

他人の債務を担保するために質権を設定した者がその債務を弁済し，または質権の実行によって質物の所有権を失

ったときは，保証の規定に従って，債務者に対して求償権を有する。 

 

 

第２節 動産質 

第８２９条（質権の対抗要件） 

動産質権者は，継続して質物を占有しなければ，その質権をもって第三者に対抗することができない。 

 

 

第８３０条（占有を奪われた場合） 

動産質権者が質物の占有を奪われたときは，占有物返還の訴えによってのみその質物を回復することができる。 

 

 

第８３１条（質権者による質物の使用・収益） 

（１）質権者は，債務者の承諾のない限り，質物を使用もしくは賃貸することはできない。ただし，質権者は，質物の保

存に必要な限度で使用することができる。 

（２）質権者が第１項の規定に違反したときは，債務者は質権の消滅を請求できる。 

 

 

第８３２条（簡易な質権実行） 

（１）動産質権者がその債権の弁済を受けなかったときは，正当の理由がある場合に限って評価人の評価に従い，質

物をもって直ちに弁済に充てることを裁判所に請求することができる。この場合においては，質権者は予め債務者に

その請求を通知しなければならない。 

（２）第１項の場合において，評価人の評価額が弁済すべき債務の額を超えるときは，動産質権者は，その差額を質

物の所有者に返還しなければならない。 

 

 

第８３３条（動産質権の順位） 

数個の債権を担保するために同一の動産について質権を設定したときは，その順位は設定の前後による。 
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第３節 不動産質 

第８３４条（質権者の使用収益権） 

（１）不動産質権者は，質権の目的である不動産の用方に従ってその使用収益をすることができる。 

（２）期限の定めのない債権を担保するために質権が設定された土地について，質権者が耕作の用に供している場

合において，債権が弁済によって消滅したときであっても，質権者がそれより前に播種または植栽した作物の収穫の

時期が 1 年内に到来するときは，質権者は，その収穫の時期まで，その土地を使用することができる。 

（３）期限の定めのある債権を担保するために設定された土地について，質権者が耕作の用に供している場合におい

て，債権が期限前の弁済によって消滅したときであっても，質権者がそれより前に播種または植栽した作物の収穫の

時期が1年内に到来するときは，質権者は，その収穫の時期まで，その土地を使用することができる。ただし，その収

穫時期が，期限前弁済後 1 年内に到来する場合であっても，その収穫時期が定められた債務の弁済期よりも後に到

来するときは，質権者は，弁済を受領した後，直ちに土地を返還しなければならない。 

 

 

第８３５条（管理費用等の負担） 

不動産質権者は，管理の費用を支払い，その他不動産の負担を負う。 

 

 

第８３６条（債権の利息） 

不動産質権者は，その債権の利息を請求することができない。 

 

 

第８３７条（特約の効力） 

第８３４条（質権者の使用収益権），第８３５条（管理費用等の負担）および第８３６条（債権の利息）の規定は，質権の

設定行為に別段の定めがあるときは，これを適用しない。 

 

 

第８３８条（存続期間） 

（１）不動産質の存続期間は，５年を超えることができない。もし，これより長い期間をもって不動産質権を設定したと

きは，その期間は５年に短縮する。 

（２）不動産質の設定契約はこれを更新することができる。ただし，その期間は更新の時より５年を超えることができな

い。 

 

 

第８３９条（抵当権の規定の準用） 

不動産質には，本第３節（不動産質）の規定のほか，第５章（抵当権）の規定を準用する。 

 

 

第４節 権利質 

第８４０条（権利質の目的） 

（１）質権は財産権をもってその目的とすることができる。 

（２）第１項の質権には，本第４節（権利質）の規定のほか， 第２節（動産質）および第３節（不動産質）の規定を準用

する。 

 

 

第８４１条（指名債権質の対抗要件） 

（１）指名債権をもって質権の目的としたときは，第三債務者に質権の設定を通知し，または第三債務者がこれを承諾

するのでなければ，第三債務者その他の第三者に対抗することができない。 

（２）第１項の通知または承諾は，確定日付のある証書によらなければ，第三債務者以外の第三者に対抗できない。 

 

 

第８４２条（債権の取立による質権の実行） 

（１）質権者は，質権の目的である債権を取り立てることができる。 

（２）債権の目的が金銭であるときは，質権者は，自己の債権額に対する部分に限って，これを取り立てることができ

る。 

（３）第２項の場合において，債権の弁済期が質権者の債権の弁済期前に到来したときは，質権者は第三債務者に
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その弁済金額を供託させることができる。この場合においては，質権はその供託金の上に存在する。 

（４）債権の目的物が金銭でないときは，質権者は弁済として受け取る物の上に質権を有する。 

 

 

第５章 抵当権 

第１節 抵当権の意義 

第８４３条（抵当権の意義） 

（１）抵当権者は，債務者または第三者が占有を移転せずに，債務の担保に提供した不動産について，他の債権者

に優先して，自己の債権の弁済を受ける権利を有する。 

（２）永借権および用益権もまたこれを抵当権の目的とすることができる。この場合に，本第５章（抵当権）の規定を準

用する。 

（３）特別法が不動産以外の財産を抵当権の目的とすることを認めている場合には，その法律が適用される。 

 

 

第２節 抵当権の成立 

第８４４条（抵当権の成立） 

抵当権は，債権者と不動産を担保に提供する債務者または第三者との間の合意によって成立する。 

 

 

第８４５条（抵当権の対抗） 

抵当権者は，抵当権設定契約が公正証書によってなされ，土地登記簿に登記されなければ，抵当権を設定者以外

の第三者に対抗できない。 

 

 

第３節 抵当権の効力 

第８４６条（抵当権の効力の及ぶ範囲） 

（１）抵当権は，抵当地の上に存する建物を含めて，抵当権の設定時において，抵当権の目的である土地に付加して

これと一体を構成している物に及ぶ。抵当権の設定後に付加された物についても及ぶ。 

（２）抵当権設定契約の当事者は，抵当権設定契約において，第１項と異なる別段の定めをすることができない。 

 

 

第８４７条（第三者所有建物に対する土地抵当権の効力） 

第三者が永借権，用益権または賃借権に基づいて，抵当地の上に建物を所有する場合には，抵当権はその建物に

及ばない。 

 

 

第８４８条（果実に対する抵当権の効力） 

第８４６条（抵当権の効力の及ぶ範囲）の規定は，果実には適用しない。ただし，抵当不動産の差押えがあった後は

この限りでない。 

 

 

第８４９条（物上代位） 

（１）抵当権は，その目的物の売却，滅失または毀損によって，設定者が受け取るべき金銭その他の物に対してもこ

れを行うことができる。ただし，金銭その他の物が設定者に払渡し又は引渡された後は，これを行うことができない。 

（２）抵当権は，抵当不動産の差押えがあった後に生ずる果実に対してもこれを行うことができる。 

 

 

第８５０条（物上保証人の求償権） 

他人の債務を担保するために抵当権を設定した者がその債務を弁済し，または抵当権の実行によって抵当不動産

の所有権を失ったときは，保証に関する規定に従い，債務者に対して求償権を有する。 
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第８５１条（抵当権の順位） 

数個の債権を担保するために，同一の不動産につき，抵当権を設定したときは，その抵当権の順位は登記の前後に

よる。 

 

 

第８５２条（被担保債権の範囲） 

（１）抵当権者が利息その他の定期金を請求する権利を有するときは，その満期となった最後の２年分についてのみ，

抵当権を行うことができる。ただし，それ以前の定期金についても，満期後に特別の登記をしたときは，その登記の時

から，抵当権を行うことができる。 

（２）第１項の規定は，抵当権者が債務の不履行によって生じた損害の賠償を請求する権利を有する場合において，

その最後の２年分についても，これを適用する。ただし，利息その他の定期金と通算して２年分を超えることができな

い。 

 

 

第４節 抵当権の実行 

第８５３条（抵当権不動産の強制売却） 

抵当権者は，債務が履行されないときに，裁判所に抵当不動産の強制売却を申し立てることができる。 

 

 

第８５４条（第三者所有の建物の競売） 

（１）抵当権設定後に設定者または第三者が抵当地上に建築した建物について，設定者がその建物を所有していると

きは，抵当権者は，土地とともにその建物を強制売却することができる。ただし，土地と建物とを合わせた価額が，建

物の存在しない土地の価額よりも低いときは，抵当権者は，強制売却に先立って，設定者に対して，建物を除去すべ

き旨を請求することができる。 

（２）第三者が永借権，用益権または賃借権に基づいて抵当地上に建物を所有する場合において，永借権，用益権ま

たは賃借権を抵当権者に対抗できないときは，抵当権者は，土地とともにその建物を強制売却することができる。 

 

 

第８５５条（第三取得者による買受申出） 

抵当不動産の第三取得者は強制売却による買受人になることができる。 

 

 

第８５６条（第三取得者の費用償還請求権） 

第三取得者が抵当不動産につき必要費または有益費を出したときは，不動産の強制売却代価から抵当権者に優先

して償還を受けることができる。 

 

 

第８５７条（共同抵当の場合における同時配当および異時配当） 

（１）債権者が同一の債権の担保として数個の不動産の上に抵当権を有する場合において，同時にその強制売却代

価を配当するときは，その各不動産の価額に準じて債権の負担を分担する。 

（２）ある不動産の強制売却代価のみを配当するときは，抵当権者は，その強制売却代価につき債権の全部の弁済

を受けることができる。この場合においては，次の順位にある抵当権者は，第１項の規定に従い，上の抵当権者が他

の不動産につき弁済を受けるべき金額に達するまでこれに代位して抵当権を行うことができる。 

 

 

第８５８条（共同抵当－代位の登記） 

第８５７条（共同抵当の場合における同時配当および異時配当）第２項の規定に従い，代位によって抵当権を行う者

は，その抵当権の登記に代位を付記しなければならない。 

 

 

第５節 抵当権の処分 

第８５９条（転抵当） 

（１）抵当権者は，抵当権を自己または第三者の債務の担保とすることができる。これを転抵当という。 

（２）抵当不動産の強制売却代価を配当するときは，転抵当権者は，抵当権者に配当されるべき額を限度として，債

権の全額の弁済を得ることができる。ただし，その債権が未だ弁済期にない間は，弁済を受けられる額の供託を請求
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できるにとどまる。 

 

 

第８６０条（抵当権の譲渡または放棄） 

（１）抵当権者は，同一の債務者に対する他の債権者の利益のために，その抵当権を譲渡または放棄することができ

る。 

（２）抵当権の譲渡を受けた者は，自己の債権の担保として，譲り受けた抵当権を行うことができる。この場合に，第８

５９条（転抵当）第２項の規定を準用する。 

（３）抵当権を放棄した者は，その放棄を受けた者に対して，抵当権の効力を主張することができない。 

 

 

第８６１条（抵当権の順位の譲渡または放棄および変更） 

（１）抵当権者は，債務者に対する他の抵当債権者の利益のために，その抵当権の順位を譲渡または放棄すること

ができる。また，抵当権者は，他の抵当権者との合意によって抵当権の順位を変更することができる。ただし，その変

更について利害関係を有する者があるときは，その承諾を得なければならない。 

（２）抵当権の順位の譲渡を受けた抵当権者は，順位を譲渡した抵当権者に優先して，各抵当権者に配当されるべき

額の合計額を限度として，抵当不動産の競売代価につき債権の全額の弁済を得ることができる。 

（３）抵当権の順位の放棄を受けた抵当権者は，順位を放棄した抵当権者との間において，各抵当権者に配当される

べき額の合計額の範囲内で，平等に弁済を受けることができる。 

（４）抵当権の順位の変更に合意した抵当権者は，その合意に従って抵当権を行うことができる。 

 

 

第８６２条（抵当権の処分の効力） 

（１）第８５９条（転抵当），第８６０条（抵当権の譲渡または放棄）および第８６１条（抵当権の順位の譲渡または放棄お

よび変更）に定める抵当権の処分は，公正証書によって行い，その付記登記をしなければ効力を生じない。 

（２）抵当権の処分は，主たる債務者に通知し，またはその債務者が承諾しなければ，これをもってその債務者，保証

人，抵当権設定者およびその承継人に対抗できない。 

（３）主たる債務者が第２項の通知を受けまたは承諾をしたときは，抵当権の処分の利益を受ける者の承諾がないの

になされた弁済は，これをもってその受益者に対抗することができない。 

 

 

第８６３条（抵当権の処分の順位） 

第８５９条（転抵当），第８６０条（抵当権の譲渡または放棄）および第８６１条（抵当権の順位の譲渡または放棄および

変更）の場合において，抵当権者が数人のためにその抵当権の処分をしたときは，その処分の利益を受けた者の権

利の順位は抵当権の登記に付記した前後による。 

 

 

第６節 抵当権の消滅 

第１款 請求による消滅 

第８６４条（代価弁済） 

抵当不動産について所有権，永借権または用益権を買い受けた第三者が抵当権者の請求に応じて，その代価を抵

当権者に弁済したときは，抵当権はその第三者のために消滅する。 

 

 

第２款 時効による消滅 

第８６５条（抵当権の消滅時効） 

抵当権は，債務者および抵当権設定者に対しては，その担保する債権と同時でなければ時効によって消滅しない。 

 

 

第８６６条（抵当不動産の時効取得による抵当権の消滅） 

債務者または抵当権設定者でない者が抵当不動産につき取得時効に必要なる条件を具備した占有をしたときは，抵

当権は消滅する。ただし，抵当不動産の第三取得者が取得した時に，抵当権の設定されていることを知っていたとき

は，この限りでない。 
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第７節 根抵当権 

第８６７条（根抵当権の定義） 

（１）抵当権は，債権者と債務者との間において，一定の種類の継続的な取引から生ずる不特定の債権を極度額の

限度において担保するためにも設定することができる。この抵当権を根抵当権という。 

（２）根抵当権によって担保される不特定の債権の範囲は，根抵当権設定契約において定められなければならない。 

 

 

第８６８条（被担保債権の範囲） 

 根抵当権者は，確定した元本ならびに利息その他の定期金および債務の不履行によって生じた損害の賠償の全

部について，極度額を限度としてその抵当権を行うことができる。 

 

 

第８６９条（被担保債権の範囲の変更） 

（１）根抵当権設定契約の当事者は，合意によって，元本が確定するまでの間において，根抵当権によって担保され

る債権の範囲を変更することができる。 

（２）第１項の変更をするには，後順位の抵当権者その他の第三者の承諾を得ることを要しない。 

（３）第１項の変更は，元本の確定前に登記をしなければならない。 

 

 

第８７０条（極度額の変更） 

（１）根抵当権設定契約の当事者は，合意によって，根抵当権の極度額を変更することができる。 

（２）第１項の変更をするには，利害関係を有する者の承諾を得なければならない。 

（３）第１項の変更は，登記しなければ，第２項の規定により承諾した者以外の第三者に対抗できない。 

 

 

第８７１条（元本の確定期日） 

（１）根抵当権によって担保される元本については，確定すべき期日を定めることができる。また，定められた期日を

変更することもできる。 

（２）第８６９条（被担保債権の範囲の変更）第２項の規定は，第１項の場合にこれを準用する。 

（３）第１項の期日は，これを定めた日または変更した日から５年内でなければならない。 

（４）第１項の期日の変更は，その期日より前に登記をしなければならない。 

 

 

第８７２条（被担保債権の譲渡または債務引受） 

（１）元本の確定前に，根抵当権者から債権を取得した者は，その債権について根抵当権を行うことができない。元本

の確定前に債務者のためにまたは債務者に代わって弁済をした者も，弁済代位によって根抵当権を行うことはでき

ない。 

（２）元本の確定前に債務の引受があったときは，根抵当権者は引受人の債務について根抵当権を行うことができな

い。 

 

 

第８７３条（根抵当権者または債務者の相続） 

（１）元本の確定前に根抵当権者について相続が開始したときは，根抵当権は，相続開始時に存在する債権を担保

する。また，相続人と根抵当権設定者との間の合意によって定められた相続人が相続開始後に取得する債権を担保

する。 

（２）元本の確定前に債務者について相続が開始したときは，根抵当権は，相続開始時に存在する債務を担保する。

また，根抵当権者と根抵当権設定者との間の合意によって定められた相続人が相続開始後に負担する債務を担保

する。 

（３）第８６９条（被担保債権の範囲の変更）第２項の規定は，第１項および第２項の合意をする場合にこれを準用す

る。 

（４）第１項および第２項の合意について，相続の開始後６ヶ月内に登記しないときは，担保すべき元本は相続開始時

において確定したものとみなす。 
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第８７４条（根抵当権者または債務者の合併） 

（１）元本の確定前に法人である根抵当権者について合併があったときは，根抵当権は，合併の時に存在する債権の

ほか，合併後に存続する法人または合併により設立される法人が合併後に取得する債権を担保する。 

（２）元本の確定前に法人である債務者について合併があったときは，根抵当権は，合併時に存在する債務のほか，

合併後に存続する法人または合併により設立された法人が合併後に負担する債務を担保する。 

（３）第１項および第２項の場合において，根抵当権設定者は，担保すべき元本の確定を請求することができる。ただ

し，第２項の場合において，その債務者が根抵当権設定者であるときはこの限りでない。 

（４）第３項の請求があったときは，担保すべき元本は合併の時において確定したものとみなす。 

（５）第３項の請求は，根抵当権設定者が合併のあったことを知った日から２週間を経過したときは，これをすることが

できない。また，合併の日から１ヶ月を経過したときも同様である。 

 

 

第８７５条（確定前の根抵当権者または債務者の分割） 

（１）元本の確定前に法人である根抵当権者について分割があったときは，根抵当権は，分割の時に存在する債権の

ほか，分割をした法人および分割により設立された法人または営業を継承した法人が分割後に取得する債権を担保

する。 

（２）元本の確定前に法人である債務者について分割があったときは，根抵当権は，分割の時に存在する債務のほか，

分割をした法人および分割により設立された法人または営業を継承した法人が分割後に負担する債務を担保する。 

（３）第８７４条（根抵当権者または債務者の合併）第３項，第４項および第５項の規定は，本条第１項および第２項の

場合にこれを準用する。 

 

 

第８７６条（根抵当権の処分） 

（１）元本の確定前において，根抵当権者は，第８６０条（抵当権の譲渡または放棄）第１項または第８６１条（抵当権

の順位の譲渡または放棄および変更）第１項に定める処分をすることができない。ただし，第８５９条（転抵当）第１項

の処分をすることを妨げない。 

（２）第８６２条（抵当権の処分の効力）第３項の規定は，本条第１項但書の場合において元本の確定前にした弁済に

ついては，これを適用しない。 

 

 

第８７７条（根抵当権の譲渡） 

（１）元本の確定前においては，根抵当権者は根抵当権設定者の承諾を得て，その根抵当権を譲渡することができ

る。 

（２）根抵当権者は，その根抵当権を２個の根抵当権に分割してその１つを第１項の規定により，譲渡することができ

る。この場合において，その根抵当権が第三者の権利の目的となっているときは，第三者の権利は譲渡した根抵当

権について消滅する。 

（３）第２項の譲渡をするには，根抵当権者は，同項に定める第三者の承諾を得なければならない。 

 

 

第８７８条（根抵当権の一部譲渡） 

 元本の確定前においては，根抵当権者は根抵当権設定者の承諾を得て，その根抵当権の一部を譲渡し，これを譲

受人と共有することができる。 

 

 

第８７９条（根抵当権の共有） 

（１）根抵当権の共有者は，各債権の割合に応じて弁済を受ける。ただし，元本の確定前にこれと異なる割合を定め，

またはある者が他の者に優先して弁済を受けられることを定めたときは，その定めに従う。 

（２）根抵当権の共有者は，他の共有者の同意を得て，第８７７条（根抵当権の譲渡）第１項の規定により，その権利を

譲渡することができる。 

 

 

第８８０条（抵当権の順位の譲渡・放棄を受けた根抵当権者による根抵当権の譲渡の効果） 

 抵当権の順位の譲渡または放棄を受けた根抵当権者がその根抵当権の譲渡または一部譲渡をしたときは，譲受

人はその順位の譲渡または放棄の利益を受ける。 
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第８８１条（共同根抵当） 

 第８５７条（共同抵当の場合における同時配当および異時配当）および第８５８条（共同抵当－代位の登記）の規定

は，根抵当権については，その設定と同時に同一の債権の担保として数個の不動産の上に根抵当権が設定された

旨を登記した場合に限り，これを適用する。 

 

 

第８８２条（共同根抵当の変更，譲渡および確定） 

（１）第８８１条（共同根抵当）の登記がある根抵当権によって担保される債権の範囲，債務者もしくは極度額の変更ま

たはその譲渡もしくは一部譲渡は，すべての不動産についてその登記をしなければその効力を生じない。 

（２）第８８１条（共同根抵当）の登記がある根抵当権によって担保される元本は，１個の不動産についてのみ確定す

べき事由が生じた場合においても，確定する。 

 

 

第８８３条（累積根抵当） 

 数個の不動産の上に根抵当権を有する者は，第８８１条（共同根抵当）の場合を除くほか，各不動産の代価につき

各極度額に至るまで優先権を行うことができる。 

 

 

第８８４条（元本の確定請求） 

（１）根抵当権設定者は，根抵当権設定の時から３年を経過したときは，担保される元本の確定を請求することができ

る。ただし，元本を確定すべき期日の定めがあるときはこの限りでない。 

（２）根抵当権設定者は，担保される債権の範囲の変更，取引の終了その他の事由により担保される元本が生じない

こととなったときは，担保される元本の確定を請求することができる。 

（３）根抵当権者は，担保される元本の確定を請求することができる。ただし，元本を確定すべき期日の定めがあると

きはこの限りでない。 

（４）第１項，第２項または第３項の請求があったときは，担保される元本はその請求の時から２週間を経過することに

よって確定する。 

 

 

第８８５条（元本の確定事由） 

（１）第８８４条（元本の確定請求）の規定による元本の確定請求があった場合のほか，根抵当権によって担保される

元本は，次の場合に確定する。 

  １ 根抵当権者が抵当不動産につき強制売却を申し立てたとき。ただし，強制売却手続が開始したときに限る。 

  ２ 根抵当権者が抵当不動産に対し滞納処分による差押えをしたとき。 

  ３ 根抵当権者が抵当不動産に対する強制売却手続の開始または滞納処分による差押えがあったことを知った

時から２週間を経過したとき。 

  ４ 債務者または根抵当権設定者が破産宣告を受けたとき。 

（２）第１項第３号の強制売却手続もしくは差押えまたは同項第４号の破産宣告の効力が消滅したときは，担保される

元本は確定しなかったものとみなす。ただし，元本が確定したものとしてその根抵当権またはこれを目的とする権利

を取得した者があるときは，この限りでない。 

 

 

第８８６条（極度額の減額請求） 

（１）元本の確定後においては，根抵当権設定者はその根抵当権の極度額を現に存在する債務の額とそれ以後の２

年間に生ずべき利息その他の定期金および債務の不履行による損害賠償の額を加えた額に減ずることを請求する

ことができる。 

（２）第８８１条（共同根抵当）の登記がある根抵当権の極度額の減額については，第１項の請求は１個の不動産につ

いてこれをすることをもって足りる。 

 

 

第８８７条（根抵当権の消滅請求） 

（１）元本の確定後において現に存在する債務の額が根抵当権の極度額を超えるときは，他人の債務を担保するた

めその根抵当権を設定した者または抵当不動産について所有権，永借権もしくは第三者に対抗することのできる賃

借権を取得した第三者は，その極度額に相当する金額を払い渡し，またはこれを供託して，その根抵当権の消滅を

請求することができる。この場合において，その払渡しまたは供託は弁済の効力を有する。 

（２）第８８１条（共同根抵当）の登記がある根抵当権は，１個の不動産について第１項の請求があったときは，消滅す

る。 
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（３）主たる債務者，保証人およびその承継人は，第１項の消滅請求をすることができない。 

（４）第１項に定める所有権またはその他の権利を停止条件付きで取得した第三者は，条件の成否が未定である間

は，第１項の消滅請求をすることができない。 

 

 

第６章 譲渡担保権 

第１節 譲渡担保権の定義 

第８８８条（譲渡担保権の定義） 

（１）譲渡担保とは，債務を担保するために，債務者または第三者がその有する特定の動産を債権者に譲渡すること

をいう。この場合において，債務が弁済されたときは，目的物の所有権は設定者に移転する。 

（２）動産の種類，所在場所その他の基準により範囲の特定された複数の動産は，それに含まれる個々の動産が変

動するものであっても，１個の集合動産として，譲渡担保権の目的とすることができる。 

 

 

第２節 譲渡担保権の成立 

第８８９条（譲渡担保権の成立） 

 譲渡担保権は，債権者と動産を譲渡担保に提供する債務者または第三者との間の合意によって成立する。 

 

 

第８９０条（譲渡担保権の対抗力） 

 譲渡担保権者は，第２２９条（占有の移転）の規定に従い，目的物の占有移転を受けなければ，譲渡担保権を設定

者以外の第三者に対抗できない。 

 

 

第３節 譲渡担保権の効力 

第８９１条（譲渡担保権の効力の及ぶ範囲） 

（１）譲渡担保権は，譲渡担保権の設定時において，目的物に付加してこれと一体を構成しているものに及ぶ。譲渡

担保権の設定後に，付加された物にも及ぶ。 

（２）譲渡担保権設定契約に別段の定めをすることができる。 

 

 

第８９２条（果実に対する譲渡担保権の効力） 

（１）設定者またはその指図を受けた第三者が目的物の直接占有をする場合には，第８９１条（譲渡担保権の効力の

及ぶ範囲）の規定は，果実に適用しない。ただし，第８９８条（換価処分または確定的譲渡）第２項に基づき，譲渡担

保権者が目的物の引渡しを請求した後はこの限りでない。 

（２）譲渡担保権者またはその指図を受けた第三者が目的物の直接占有をする場合には，目的物から生ずる果実に

ついて，質権に関する第８２２条（果実からの優先弁済受領権）の規定を準用する。 

 

 

第８９３条（物上代位） 

（１）譲渡担保権は，その目的物の売却，滅失または毀損によって，設定者が受け取るべき金銭その他の物に対して

もこれを行うことができる。ただし，金銭その他の物が設定者に払渡し又は引渡された後はこれを行なうことができな

い。 

（２）譲渡担保権の目的物が第８８８条（譲渡担保権の定義）第２項に定める動産であって，設定者がそれを他に売却

することが予定されているときは，第１項の規定にかかわらず，譲渡担保権は，その売却代金に対して，これを行うこ

とができない。 

 

 

第８９４条（設定者による目的物の処分） 

（１）譲渡担保権が設定された後も目的物の直接占有を継続する設定者が目的物を第三者に譲渡し，または第三者

のためにこれに担保物権を設定した場合において，この第三者が第１９３条（動産所有権の善意取得）に定める要件

をみたしているときは，この第三者は，譲渡担保権者に対してその権利を対抗することができる。 

（２）第８８８条（譲渡担保権の定義）第２項に定める動産であって，設定者がそれを他に売却することが予定されてい
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るものについて，譲渡担保権が設定された後も目的物の直接占有を継続する設定者が目的物を第三者に売却した

場合には，この第三者が第１９３条（動産所有権の善意取得）に定める要件をみたしていると否とにかかわらず，譲渡

担保権者は，この第三者に対して譲渡担保権を対抗することができない。 

（３）譲渡担保権が設定された後も設定者の指図を受けた他人が目的物の直接占有を継続している場合において，

設定者が目的物を第三者に譲渡し，または第三者のためにこれに担保物権を設定したときは，第１項または第２項を

準用する。 

 

 

第８９５条（被担保債権の範囲） 

譲渡担保権は，元本，利息，違約金，譲渡担保権実行の費用，目的物保存の費用および債務の不履行または目的

物の隠れた瑕疵によって生じた損害の賠償を担保する。ただし設定行為に別段の定めがあるときはこの限りでない。 

 

 

第８９６条（譲渡担保権者が目的物を占有する場合の特則） 

譲渡担保権者またはその指図を受けた第三者が目的物を直接占有する場合には，第８２１条（留置的効力），第８２

３条（質権者の質物保管義務）および第８２４条（質権者の費用償還請求権）の規定を準用する。 

 

 

第８９７条（譲渡担保権者による目的物の処分） 

（１）目的物の直接占有をする譲渡担保権者が目的物を第三者に譲渡し，または第三者のためにこれに担保物権を

設定した場合において，この第三者が第１９３条（動産所有権の善意取得）に定める要件をみたしているときは，この

第三者は，設定者に対して，その権利を対抗することができる。 

（２）譲渡担保権者の指図を受けた他人が目的物の直接占有をする場合において，譲渡担保権者が目的物を第三者

に譲渡し，または第三者のためにこれに担保物権を設定したときは，第１項の規定を準用する。 

 

 

第４節 譲渡担保権の実行 

第８９８条（換価処分または確定的譲渡） 

（１）譲渡担保権者は，債務の履行がされないときに，設定者に通知することにより，目的物を自ら換価処分し，また

は目的物の所有権を確定的に取得することができる。 

（２）第１項の場合において，譲渡担保権の設定者またはその指図を受けた第三者が目的物の直接占有をしていると

きは，それらの者に対して，目的物の引渡しを請求することができる。 

（３）第１項の場合において，目的物の価格が弁済すべき債務の額を超えるときは，譲渡担保権者は，その差額を清

算金として設定者に支払わなければならない。 

 

 

第８９９条（設定者の受戻権） 

 設定者は，債務の弁済期を経過した後であっても，第８９８条（換価処分または確定的譲渡）第３項に定める清算金

の提供があるまでは，債務の全額を提供することにより，その旨を譲渡担保権者に表示し，譲渡担保の目的物を取り

戻すことができる。ただし，譲渡担保権の目的物の価格が弁済すべき債務の額を超えない場合において，譲渡担保

権者がその旨を設定者に通知した後は，この限りでない。 

 

 

第７章 保証 

第１節 保証の成立 

第９００条（保証契約の成立） 

（１）保証は，保証人となる者が債権者に対して，主たる債務者による債務の履行がない場合には，主たる債務者とと

もにその全部または一部を履行することを約束し，債権者がこれを承諾することによって成立する。 

（２）保証契約において，主債務から独立した保証債務を負担する旨の損害担保特約を結ぶことができる。ただし，そ

の損害担保特約による債務を負担する者が損害担保または保証することをその事業の内容としている場合に限る。 

（３）債権者は，保証人となる者が保証することをその事業の内容としていない場合には，保証人となることについて

の重要な情報を提供し，保証人となる者に熟慮する機会を与えなければならない。 

（４）第３項に違反した場合，保証人は当該保証契約を取り消すことができる。 
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第９０１条（保証契約の要式） 

（１）書面によらない保証は，いつでも撤回することができる。ただし，保証人が保証債務の履行に任意に着手した場

合は，この限りではない。 

（２）金銭債務の保証において，保証債務の額が保証人の手書きによって記載されていない場合も，第１項と同様と

する。 

（３）保証に係る書面においては，保証債務の内容が特定されていなければならない。 

 

 

第９０２条（根保証） 

（１）一定の継続的な法律関係から生じる将来の不特定の債務について保証する旨の根保証契約とは，第９０１条

（保証契約の要式）第２項および第３項に関わらず，主たる債務の発生の基礎となる継続的法律関係が特定されてい

る限りにおいて有効である。 

（２）根保証契約において，保証期間が定められていない場合には，契約締結から相当の期間を経過した後，根保証

人は根保証契約を将来に向かって解除することができる。 

（３）根保証契約においては，主たる債務者の営業状態または資産状況が根保証契約締結時と比べて著しく悪化した

場合には，根保証人は直ちに根保証契約を将来に向かって解除することができる。 

（４）根保証契約において，根保証人が死亡した場合には，その死亡時において発生している主たる債務についての

み，根保証債務が相続される。 

 

 

第２節 保証の効力 

第９０３条（保証の範囲） 

（１）保証債務は，主たる債務に関する利息，違約金，損害賠償その他その債務に従たるものを包含する。 

（２）保証においては，保証債務の不履行についての違約金または損害賠償額を定めることができる。 

 

 

第９０４条（保証の性質） 

（１）主たる債務が存在しない場合，保証は成立しない。ただし，将来生じうる債務または条件付き債務については，

保証することができる。 

（２）保証人の負担が，債務の目的または態様について主たる債務よりも重い場合には，主たる債務の限度まで，保

証人の債務を縮減する。 

（３）主たる債務が消滅する場合には，保証債務も消滅する。 

（４）主たる債務者に対する請求その他の事由による時効の中断は，保証人に対しても効力を生じる。 

（５）主たる債務者に対する債権が譲渡された場合には，特約がない限り，保証人に対する債権も譲渡されたものと

する。 

 

 

第９０５条（保証人の権利） 

（１）保証人は，主たる債務の時効による消滅を援用することができる。 

（２）主たる債務者が時効利益を放棄した場合，その効力は保証人には及ばない。 

（３）保証人は，主たる債務者の有する抗弁権を援用することができる。 

（４）保証人は，主たる債務者が取消権または解除権を有する場合には，保証債務の履行を拒絶できる。 

（５）保証人は，主たる債務者が債権者に対する反対債権で相殺できる地位にある場合，その相殺によって主債務が

消滅する限度で，保証債務の履行を拒絶できる。 

 

 

第９０６条（取り消しうる債務についての保証） 

 損害担保または保証することを事業の内容とする保証人が取消原因が存在することを知りながら，取消しうべき債

務について保証した場合，保証人は，主たる債務と同一の目的を有する独立の債務を負担したものと推定する。 

 

 

第９０７条（保証人の資格） 

（１）債務者が保証人を立てるべき義務を負担する場合においては，その保証人は，能力者であり，かつ，弁済資力

を備えたものでなければならない。 

（２）保証人が第１項の資格を欠くに至った場合，債権者は債務者に対して保証人を第１項の資格を備えたものに代
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えることを請求できる。 

（３）債務者が第１項の資格を備えた保証人を立てることができない場合，債権者は，他の担保の提供を請求すること

ができる。 

（４）本条は，債権者が保証人を指名した場合には適用されない。 

 

 

第９０８条（連帯保証の意義および連帯保証の原則） 

（１）主たる債務者と連帯して保証すべき債務を負担する者は，先に主たる債務者に請求すべきことを債権者に求め

ること，または，主たる債務者に十分な弁済の資力があり，かつ執行が容易であることを証明して，自己に対する執

行を免れることはできない。 

（２）保証人は，特段の合意がない限り，主たる債務者と連帯して保証すべき債務を負う。 

 

 

第９０９条（保証人に生じた事由の効力） 

 保証人について生じた事由は，主たる債務者には効力が及ばない。ただし，主たる債務者から委託を受けた保証

人に対する請求その他の時効中断事由についてはこの限りでない。 

 

 

第９１０条（共同保証） 

（１）数人の者が保証人となる契約においては，それぞれの保証人は，主たる債務の全額について義務を負う。 

（２）分別の特約がない共同保証人間の負担割合は，平等なものと推定する。 

 

 

第３節 求償 

第９１１条（受託保証人の求償権） 

（１）主たる債務者の委託を受けて保証した場合，主たる債務者に代わって弁済その他自己の出捐によって債務を消

滅させた保証人は，主たる債務者に対して求償権を取得する。 

（２）第１項の保証人は，その出捐額および出捐したときからの利息ならびに損害額を求償できる。 

（３）主たる債務者の委託を受けた保証人は，以下の各号に定める場合においては，予め求償できる。 

 １ 過失なくして債権者に弁済すべきであるとの判決の言い渡しを受け，それが確定した場合， 

 ２ 主たる債務者が破産し，かつ，債権者が配当加入しない場合， 

 ３ 主たる債務が弁済期にある場合， 

 ４ 債務の弁済期が不確定でかつその最長期が確定できないときで，保証契約の締結の後５年が経過した場合 

（４）第１項の保証人から求償を受けた主たる債務者は，債権者が全部の弁済を受けていない場合には，その保証人

に対して担保の提供を請求するか，または，自己に免責を得させるべきことを請求できる。 

（５）第４項の場合，主たる債務者は，供託をし，保証人に対して担保を提供し，または，保証人に免責を得させること

によって求償を免れることができる。 

 

 

第９１２条（委託のない保証人の求償権） 

 主たる債務者からの委託がない保証の場合において，保証人が債務を弁済し，その他自己の出捐によって主たる

債務者にその債務を免れさせたとき，主たる債務者は，その利益を受けた限度で求償に応じなければならない。ただ

し，その保証が主たる債務者の意思に反してなされた場合，主たる債務者は，利益が現存する限度で求償に応じれ

ば足る。 

 

 

第９１３条（求償要件） 

（１）保証人が，債権者から請求を受けたことを主たる債務者に通知しないまま，弁済その他自己の出捐によって免

責を得た場合において，主たる債務者が債権者に対抗できる事由を有しているときは，主たる債務者は，その事由を

もって保証人の求償に対抗することができる。ただし，その事由が相殺である場合には，保証人は，債権者に対して

相殺によって消滅すべきであった債務の履行を請求できる。 

（２）保証人が自己の出捐によって免責を得たことを主たる債務者に通知することを怠ったため，主たる債務者が善意

で債権者に弁済をし，または，その他有償で免責を得たとき場合には，主たる債務者は自己の弁済その他の免責行

為を有効なものとみなすことができる。 
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第９１４条（複数債務者の一人についての保証人の求償権） 

連帯債務者または不可分債務者の一人について保証した者は，その他の債務者に対してその負担部分についてだ

け求償できる。 

 

 

第９１５条（共同保証人の求償権） 

（１）共同保証人の一人が弁済その他自己の出捐により免責を得，かつ他の保証人も免責を受けた場合，その保証

人は他の保証人に対してそれぞれの負担部分に応じた求償をすることができる。 

（２）第１項の場合，出捐額，利息および損害額について求償できる。 

（３）分別の特約を結んでいた共同保証の場合，共同保証人の一人が自己の負担部分を超えて自己の出捐により免

責を得，かつ他の保証人も免責を得たときには，第９１２条（委託のない保証人の求償権），第９１３条（求償要件）お

よび第９１４条（複数債務者の一人についての保証人の求償権）の規定を準用する。 

 

 

第４節 代位 

第９１６条（弁済による代位） 

（１）主たる債務について弁済その他自己の出捐によって免責を得た保証人は，債権者の有していた保証の対象であ

る債権を取得するとともに，それを担保していた権利を債権者に代わって行使することができる。 

（２）第１項の場合で，一部の免責を得た保証人は，免責を得た価額の割合に応じて，債権者とともにその権利を行使

する。この場合，解除権は，債権者のみが行使することができる。ただし，その場合には，免責を得た価額およびそ

の利息を代位者に対して償還しなければならない。 

 

 

第９１７条（債権証書等交付義務） 

（１）保証人による弁済その他の出捐によって債権全額の満足を受けた債権者は，債権証書およびその占有にある

担保物を弁済その他の出捐をした保証人に交付しなければならない。 

（２）保証人による弁済その他の出捐によって債権の一部について満足を得た債権者は，その代位を債権証書に記

載し，かつ，その占有にある担保物の保存を保証人に監督させなければならない。 

 

 

第９１８条（担保保存義務） 

 保証人による弁済その他の出捐によって債権の満足を得た債権者は，弁済その他の出捐をした保証人のために

担保を保存する義務を負う。 

 

 

第９１９条（代位の順位） 

（１）保証人は，弁済その他の出捐の後，登記をしなければ，担保不動産の第三取得者に対して債権者に代位するこ

とができない。 

（２）保証人は，物上保証人とはその頭数に応じて債権者に代位する。 

 

 

第９２０条（弁済者代位規定の準用） 

 保証人の弁済その他の出捐による代位については，本第４節（代位）の定めの他，第４編第７章第１節第４款（弁済

による代位）の規定を準用する。 

 

 

第８章 連帯債務 

第１節 連帯債務の成立 

第９２１条（連帯債務の意義） 

（１）複数の者が連帯債務を負担するときは，債権者はその債務者のうちのいずれかに対して，または，同時もしくは

順次にすべての債務者に対して全部または一部の履行を請求することができる。 

（２）連帯債務者の全員またはそのいずれかが破産宣告を受けた場合は，債権者はその債権の全額について，それ

ぞれの破産手続の配当に加入することができる。 
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第９２２条（連帯債務の成立） 

（１）連帯債務は，法律の定めがある場合のほか，債権者と相互に共同連帯の意思が認められる複数の債務者それ

ぞれとの明示または黙示の合意によって成立する。 

（２）第１項の合意は，債権者と各債務者とにおいて同時または順次になすことができる。 

（３）債権者は，各債務者に対して，連帯の免除をなすことができる。 

（４）連帯の免除を受けた債務者は，それ以後は，免除以前の負担部分に相当する額についてだけ，債務を負担す

る。 

（５）各連帯債務者の負担割合は，平等なものと推定する。 

 

 

第９２３条（債務者についての無効・取消） 

 連帯債務者の一人について行為の無効または取消の原因が存したとしても，そのことは他の債務者の債務の効力

に影響を及ぼさない。 

 

 

第２節 連帯債務者の一人について生じた事項の効力 

第９２４条（請求およびその他の時効中断事由の絶対的効力） 

 連帯債務者の一人に対してなされた履行の請求およびその他の時効中断行為は，他の債務者に対しても効力を有

する。 

 

 

第９２５条（弁済等の絶対的効力） 

 連帯債務者の一人が，弁済，代物弁済または供託をした場合，それによって生じた債務消滅の効果は他の債権者

についても生じる。 

 

 

第９２６条（相殺の絶対的効力） 

（１）連帯債務者の一人が債権者に対して債権を有する場合において，その債務者が相殺を援用したときは，債権は

すべての債務者の利益のために消滅する。 

（２）第１項の債権を有する債務者が相殺の援用をしない間は，他の債務者は，その債務者の負担部分について，弁

済を拒絶することができる。 

 

 

第９２７条（更改の絶対的効力） 

 連帯債務者の一人と債権者との間で更改がなされた場合は，債権はすべての債務者のために消滅する。 

 

 

第９２８条（混同の絶対的効力） 

 連帯債務者の一人と債権者との間に混同が生じた場合は，その債務者は弁済をしたものとみなす。 

 

 

第９２９条（免除の絶対的効力） 

（１）連帯債務者の一人に対してなされた債務の全部の免除は，その債務者の負担部分についてのみ他の債務者の

利益のために効力を生じる。 

（２）連帯債務者の一人に対して債務の一部が免除された場合，他の債務者に対するその効力は，全額免除があっ

た場合に比例した割合で生じる。 

 

 

第９３０条（時効の絶対的効力） 

（１）連帯債務者の一人が，自らのために完成した時効を援用した場合は，その債務者の負担部分について，他の債

務者も債務を免れる。 

（２）第１項において，時効は完成しているが，援用がなされない間は，他の債務者は，援用できる債務者の負担部分

についてその時効を援用することができる。 
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第９３１条（相対的効力の原則） 

第９２４条（請求およびその他の時効中断事由の絶対的効力）ないし第９３０条（時効の絶対的効力）に掲げた事項を

除き，連帯債務者の一人について生じた事項は他の債務者に対して効力を生じない。 

 

 

第３節 求償 

第９３２条（弁済した債務者の求償権） 

（１）連帯債務者の１人が弁済その他自己の出捐により免責を得，かつ他の連帯債務者も免責を受けた場合は，その

債務者は，他の債務者に対してそれぞれの負担部分について求償権を取得する。連帯債務者の一人の弁済その他

自己の出捐が債務の一部にとどまり，その限度で自己及び他の連帯債務者の免責を得た場合，債務全額との比例

割合によって求償をすることができる。 

（２）第１項の求償は，弁済その他自己の出捐による免責があった日以後の法定利息および避けることができなかっ

た費用その他の損害を含めてなすことができる。 

 

 

第９３３条（求償の要件としての通知） 

（１）連帯債務者のうちの一人が債権者から請求を受けたことを他の債務者に通知しないまま，弁済その他自己の出

捐で免責を得，他の債務者も免責を受けた場合において，他の債務者が債権者に対抗することができる事由を有し

ていたときは，その負担部分について，その対抗できた事由をもって弁済その他の出捐をして免責を得た債務者から

の求償に対抗することができる。ただし，対抗できた事由が相殺である場合，対抗された債務者は債権者に対して相

殺によって消滅するはずであった債務の履行を請求することができる。 

（２）連帯債務者の一人が弁済その他自己の出捐で免責を得，かつ他の債務者の免責を受けたことを他の債務者に

通知することを怠ったことによって，他の債務者がそのことを知らずに債権者に弁済その他自己の出捐により免責を

得たときは，その債務者は自己の弁済その他免責の行為を有効なものとみなすことができる。 

（３）連帯債務者のうちの複数の者によって弁済その他自己の出捐による免責行為がなされた場合において，第１項

および第２項の通知がともになされなかったときは，初めになされた弁済その他自己の出捐による免責行為を有効な

ものとみなす。 

 

 

第９３４条（無資力償還者のいる場合の求償） 

連帯債務者中に償還をなす資力をもたない者があるときは，その償還ができない部分について，求償をなす者およ

び他の資力のある者の間でそれぞれの負担部分に応じて分担する。ただし，求償者に過失がある場合には，他の債

務者に対して分担を求めることはできない。 

 

 

第９３５条（連帯の免除と償還無資力者の負担部分） 

連帯債務者のうちの一人が連帯の免除を得た場合において，他の債務者中に償還に応じる資力がない者がいたと

きは，債権者はその無資力者が償還に応じることができない部分について連帯の免除を得た者が負担すべき部分を

負担しなければならない。 

 

 

第４節 弁済による代位 

第９３６条（代位） 

（１）連帯債務者のうちの一人が他の債務者に対する求償権を取得する場合，求償者は，その求償の範囲において，

債権者が他の債務者に対して有していた債権を取得し，それを担保する担保権について債権者に代位する。 

（２）求償者の代位に関しては，本条の他に，第４編第７章第１節第４款（弁済による代位）の規定を準用する。 

 

 

第５節 複数債務のその他の態様 

第９３７条（不可分債務および不真正連帯債務ならびに分割債務） 

（１）複数の債務者が同一内容の債務を一人の債権者に対して負う場合で，債務者間に共同連帯の意思が認められ

ないときには，第９２１条（連帯債務の意義）を準用する。ただし，給付が可分であって，分割することが債権者を害さ

ない場合には，各債務者は，その負担部分の応じて，分割された債務を負う。各債務者の負担部分が不分明な場合，

平等と推定する。 
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（２）第１項本文の場合，債務者の一人について生じた事由は，第９２５条（弁済等の絶対的効力）および第９２６条（相

殺の絶対的効力）第１項の定める場合を除いて，他の債務者に影響を及ぼさない。 

（３）第１項本文の債務者の一人が弁済その他自己の出捐によって免責を得，かつ他の債務者も免責を受けた場合

に，出捐した債務者と他の債務者との間の公平を保つ必要があるときには，その公平さを実現できる限度で，出捐し

た債務者は他の債務者に対して求償権を取得する。 

 

 

第７編 親族 

第１章 総則 

第９３８条（親族の範囲） 

 左に掲げる者は，これを親族とする。 

１ ６親等内の血族 

２ 配偶者 

３ ３親等内の姻族 

 

 

第９３９条（親等の計算） 

（１）親等は，親族間の世数を数えて，これを定める。 

（２）傍系親族の親等を定めるには，その一人又はその配偶者から同一の始祖にさかのぼり，その一人またはその配

偶者の始祖から他の一人に下るまでの世数による。 

 

 

第９４０条（縁組による親族関係の発生） 

 養子と養親及びその血族との間においては，養子縁組の日から，血族間におけると同一の親族関係を生ずる。 

 

 

第９４１条（姻族関係の消滅） 

（１）姻族関係は，離婚によって終了する。 

（２）夫婦の一方が死亡した場合において，生存配偶者が再婚し又は姻族関係を終了させる意思表示をしたときも，

第１項と同様である。 

 

 

第９４２条（離縁による親族関係の消滅） 

 養子，その配偶者，直系卑属及びその直系卑属の配偶者と養親及びその血族との親族関係は，離縁によって終了

する。 

 

 

第９４３条（家族間の尊重・暴力防止義務） 

（１）家族構成員は，互の権利及び自由を尊重し，お互いに扶け合わなければならない。 

（２）家族構成員は，家庭内での暴力を防止し，人権侵害が生じることがないようにしなければならない。 

 

 

第２章 婚約 

第９４４条（婚約の成立） 

 婚約は，男女間において将来婚姻を締結することを相互に約束し，婚約の儀式を行うことによって成立する。 

 

 

第９４５条（結納の返還） 

 婚約が解消された場合には，婚姻の成立を期待して結納を授与した当事者は，相手方に対して当事者間で授受さ

れた結納の返還を求めることができる。 
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第９４６条（不当破棄に対する責任） 

 婚約をした当事者間において，当事者の一方が正当な理由なく婚約を破棄した場合には，他方はこれによって生じ

た損害の賠償を請求することができる。 

 

 

第９４７条（出訴期間） 

 第９４５条（結納の返還）又は第９４６条（不当破棄に対する責任）に関する訴訟は，婚約解消のときから１年以内に

提起しなければならない。 

 

 

第３章 婚姻 

第１節 婚姻の成立 

第１款 婚姻の要件 

第９４８条（婚姻適齢） 

 男女は，成年に達しなければ，婚姻をすることができない。但し，一方の当事者が成年に達しており，他方が１６歳

以上の未成年者である場合は，その未成年者の親権者または未成年後見人の同意を得て婚姻することができる。 

 

 

第９４９条（重婚の禁止） 

 配偶者のある者は，重ねて婚姻をすることができない。 

 

 

第９５０条（再婚禁止期間） 

（１）女は，前婚の解消又は取消の日から１２０日を経過した後でなければ，再婚をすることができない。 

（２）女が前婚の解消若しくは取消の前から懐胎していてすでに出産をした場合，又は医師による非懐胎証明がある

場合には，第１項の規定を適用しない。 

 

 

第９５１条（血族間の婚姻禁止） 

（１）直系血族又は三親等内の傍系血族の間では，婚姻をすることができない。 

（２）第１０１４条（実方との親族関係の終了），第１０１６条（完全養子縁組の離縁）又は第１０３２条（単純養子縁組の

離縁の効果）の規定によって親族関係が終了した後も，第１項と同様とする。 

 

 

第９５２条（姻族間の婚姻禁止） 

（１）直系姻族間では，婚姻することができない。第９４１条（姻族関係の消滅）又は第１０１６条（完全養子縁組の離

縁）若しくは第１０３２条（単純養子縁組の離縁の効果）の規定によって姻族関係が終了した後も同様である。 

（２）三親等内の傍系姻族間では，婚姻することができない。第９４１条（姻族関係の消滅）によって姻族関係が終了し

た後も同様である。ただし，夫婦の一方が死亡したときには，生存する配偶者は三親等内の傍系姻族関係にあった

者との間では婚姻することができる。 

 

 

第９５３条（未成年者の婚姻） 

（１）婚姻しようとする当事者の一方が未成年者の場合，その親権者又は未成年後見人の同意を得なければならな

い。 

（２）親権者の一方が同意しないときは，他の一方の同意で足りる。 

（３）親権者又は未成年後見人が不当に同意を拒絶する場合は，婚姻をしようとする未成年者は裁判所に対して同意

に代わる裁判を求めることができる。 

 

 

第９５４条（一般被後見人の婚姻） 

 一般被後見人は，婚姻をするのに必要な最低限度の意思能力を有する場合には婚姻をすることができる。その場

合には一般後見人の同意を要しない。 
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第９５５条（婚姻の届出・登録） 

（１）婚姻は，婚姻の届出，公告及び戸籍吏の面前での婚姻契約の締結並びに婚姻登録によって効力を生ずる。 

（２）第１項の婚姻の届出，公告，婚姻契約の締結及び婚姻登録は，身分登録令所定の手続にしたがってこれを行わ

なければならない。 

 

 

第９５６条（婚姻届出の受理） 

 婚姻の届出は，その婚姻が第９４８条（婚姻適齢）乃至第９５４条（一般被後見人の婚姻）の規定その他の法令に違

反しないことを認めた後でなければ，これを受理することができない。 

 

 

第９５７条（在外カンボディア人間の婚姻の方式） 

（１）外国に在るカンボディア人間で婚姻をしようとするときは，その国に駐在するカンボディアの大使，公使又は領事

の面前で婚姻届出，公告，婚姻契約の締結をしその旨の登録をすることができる。 

（２）第１項の公告は，その国のカンボディア在外公館における掲示で，これを行う。 

 

 

第２款 婚姻の無効及び取消 

第９５８条（婚姻の無効） 

 婚姻は，左の場合に限り，無効とする。 

 １ 人違，強制その他の事由によって当事者間に婚姻をする意思がないとき。 

 ２ 当事者が婚姻の屆出，公告，婚姻契約の締結または登録をしないとき。但し，軽微な手続上の瑕疵があるにす

ぎないときは，婚姻は，これがためにその効力を妨げられることがない。 

 

 

第９５９条（婚姻の取消） 

 婚姻の取消は，第９６０条（不適法婚等の取消）乃至第９６３条（詐欺・強迫による婚姻の取消）の規定に従って行わ

なければならない。 

 

 

第９６０条（不適法婚等の取消） 

（１）第９４８条（婚姻適齢）乃至第９５２条（姻族間の婚姻禁止）の規定に違反した婚姻は，各当事者，その親族又は

検察官から，その取消を裁判所に請求することができる。但し，検察官は，当事者の一方が死亡した後は，これを請

求することができない。 

（２）第９４９条（重婚の禁止）又は第９５０条（再婚禁止期間）の規定に違反した婚姻については，当事者の配偶者又

は前配偶者も，その取消を請求することができる。 

 

 

第９６１条（不適齢婚姻者の取消権の消滅） 

（１）第９４８条（婚姻適齢）の規定に違反した婚姻は，不適齢者が適齢に達したときは，その取消を請求することがで

きない。 

（２）不適齢者は，適齢に達した後，なお三箇月間は，その婚姻の取消を請求することができる。但し，適齢に達した

後に追認をしたときは，この限りでない。 

 

 

第９６２条（再婚禁止期間内の婚姻の取消） 

 第９５０条（再婚禁止期間）の規定に違反した婚姻は，前婚の解消若しくは取消の日から１２０日を経過し，又は女が

再婚後に懐胎したときは，その取消を請求することができない。 

 

 

第９６３条（詐欺・強迫による婚姻の取消） 

（１）詐欺又は強迫によって婚姻をした者は，その婚姻の取消を裁判所に請求することができる。 

（２）第１項の取消権は，当事者が，詐欺を発見し，若しくは強迫を免かれた後三箇月を経過し，又は追認をしたとき

は，消滅する。 
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第９６４条（婚姻取消の効果） 

（１）婚姻の取消は，その効力を既往に及ぼさない。 

（２）婚姻の当時その取消の原因があることを知らなかった当事者が，婚姻によって財産を得たときは，現に利益を受

ける限度において，その返還をしなければならない。 

（３）婚姻の当時その取消の原因があることを知っていた当事者は，婚姻によって得た利益の全部を返還しなければ

ならない。なお，相手方が善意であったときは，これに対して損害を賠償する責に任ずる。 

（４）取消うべき婚姻によって，当事者間に生まれた子については第９８８条（父子関係の推定）の規定が準用される。 

（５）取消うべき婚姻が解消された場合には，第９８０条（財産分割）の規定が準用される。 

 

 

第２節 婚姻の効力 

第９６５条（夫婦の氏） 

 夫婦は，婚姻の際に定めるところに従い，夫若しくは妻の氏を称し，又は各自の婚姻前の氏を称することができる。 

 

 

第９６６条（同居協力扶助義務） 

 夫婦は共同生活を営み，互に協力し扶助しなければならない。 

 

 

第９６７条（職業選択の自由・社会活動参加権） 

 夫婦は，自由に職業を選択し，それぞれ独自に政治文化社会活動に参加することができる。 

 

 

第９６８条（婚姻による成年擬制） 

 未成年者が婚姻をしたときは，本法の適用にあたってはこれにより，その未成年者が成年に達したものとみなす。 

 

 

第３節 夫婦財産制 

第１款 契約財産制 

第９６９条（夫婦財産契約と法定財産制） 

（１）夫婦は，婚姻の前後にその財産関係について契約を締結することができる。ただし，この契約は，扶養請求権お

よび遺留分に関する規定に反することができない。 

（２）夫婦が，その財産について別段の契約をしなかったときは，その財産関係は，第２款（法定財産制）に定めるとこ

ろによる。 

 

 

第９７０条（夫婦財産契約の要式性・対抗要件） 

（１）夫婦財産契約は，書面により締結しなければならない。 

（２）夫婦が法定財産制と異なる契約をしたときは，登記をしなければ，これを第三者に対抗することはできない。 

 

 

第２款 法定財産制 

第９７１条（婚姻費用の分担） 

 夫婦は，その資産，収入その他一切の事情を考慮して，婚姻から生ずる費用を分担する。 

 

 

第９７２条（特有財産） 

 以下の財産は，配偶者の一方に単独で帰属する特有財産とする。 

 １ 配偶者が婚姻前から有する財産 

 ２ 婚姻期間中，配偶者が贈与，相続，遺贈により取得した財産 

 ３ 第１号又は第２号の財産の処分の対価として得た財産 
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第９７３条（共有財産） 

 共有財産は，第９７２条（特有財産）第２号及び第３号を除く財産で，婚姻期間中に夫婦双方又は一方が取得したあ

らゆる財産をいう。 

 

 

第９７４条（財産の管理及び利用） 

（１）夫婦は，共有財産を使用し，利益を取得し，管理する平等な権利を有する。各配偶者は各自の財産を使用し，利

益を取得し，管理する権利を有する。 

（２）夫婦は，その生活上の必要にもとづき共有財産を必要な範囲で利用する権利を有する。 

（３）夫婦は，共同で共有財産を管理しなければならない。夫婦の一方は，他方に対して共有財産を確保し維持し保

存するため必要な措置をとるよう請求することができる。 

（４）夫婦間で共有財産の管理または利用に関して協議が調わないとき，又は協議ができないときは，当事者の一方

は，裁判所に対して，共有財産の管理・利用に関する裁判を求めることができる。 

 

 

第９７５条（債務に対する連帯責任） 

 以下の債務について，夫婦は連帯してその責に任ずる。 

 １ 夫婦の共同生活を維持するための費用及び子の教育や医療など監護のための費用 

 ２ 夫婦双方が婚姻中に書面により債権者と合意した債務そのほかの義務，夫婦の一方が婚姻中他方の書面によ

る同意を得て負担した債務そのほかの義務 

 ３ 共有財産の管理及び維持のための費用 

 

 

第９７６条（夫婦共有財産の処分） 

（１）夫婦の共有財産は，双方の同意がなければ売却し，その他の処分をすることができない。 

（２）第１項の規定にかかわらず，夫婦の一方は，婚姻共同生活を営み，生計を維持するうえでやむをえない事情が

あるときは，裁判所の許可を得て共有財産を売却し，その他の処分をすることができる。 

（３）夫婦の一方が他方の同意を得ることなくかつ裁判所の許可を得ずに共有財産を処分した場合には，同意を与え

なかった配偶者は，その共有財産が家族の居住用の不動産であるときは処分を知った時から２年間，その他の財産

であるときは処分を知った時から１年間，その処分の取消しを裁判所に請求することができる。 

 

 

第９７７条（特有財産への居住） 

（１）夫婦の一方は，家族の居住の用に供されている他方配偶者の特有財産たる不動産に居住することができる。 

（２）夫婦の一方は，第１項の不動産に居住している場合には，他方配偶者がその不動産を処分しても，その不動産

に対する居住を継続することができる。 

 

 

第４節 離婚 

第１款 離婚原因 

第９７８条（離婚原因） 

（１）夫婦の一方は，左の場合に限り，離婚の訴を提起することができる。 

 １ 配偶者に不貞な行為があったとき。 

 ２ 配偶者から正当な理由なく遺棄されたとき。 

 ３ 配偶者の生死が一年以上明らかでないとき。 

 ４ 配偶者が一年以上継続して婚姻の本旨に反する別居をしているとき。 

 ５ その他，婚姻関係が破綻して回復の見込みがないとき。 

（２）裁判所は，第１項の場合であっても，離婚が配偶者又は子に著しい生活の困窮又は耐え難い苦痛をもたらすと

きは，一切の事情を考慮して，離婚の請求を棄却することができる。 

（３）裁判所は，第１項第４号又は第５号の事由がある場合において，離婚の請求をしている者が配偶者に対する協

力及び扶助を著しく怠っていることによりその請求が信義に反すると認められるときも離婚請求を裁量により棄却す

ることができる。 
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第９７９条（合意離婚） 

 婚姻の当事者は，双方が離婚に合意した場合は，裁判所に離婚の申立てをすることができる。但し，裁判所は，当

事者双方が真に離婚による婚姻関係の解消を望んでいるかどうかを認めた後に，離婚をさせることができる。 

 

 

第９８０条（財産分割） 

（１）夫婦が離婚をする場合には，当事者双方の協議にしたがって公正に財産の分割が行わなければならない。 

（２）夫婦間で協議ができない場合には，以下の各号にしたがい財産の分割を行う。 

 １ 各配偶者は第９７２条（特有財産）に定める特有財産を取得する。 

 ２ 各配偶者は特有財産に加えて，共有財産の２分の１を受け取る権利を有する。但，特別の事情がありかつ夫婦

の一方の請求により，裁判所は，財産取得，維持，増加に対する各当事者の寄与の度合い，婚姻期間，婚姻中の生

活水準，各当事者の年齢，心身の状況，職業，収入及び稼働能力，子の利益等一切の事情を考慮して共有財産の

分割を行うこともできる。 

（３）家事労働は，家庭外労働と同等に価値あるものとみなされなければならない。 

 

 

第９８１条（離婚と氏） 

 婚姻によって氏を改めた妻又は夫は，離婚によって婚姻前の氏に復することができるし，離婚の際に称していた氏

を称することもできる。 

 

 

第２款 離婚の手続 

第９８２条（離婚の訴え） 

（１）離婚の訴えは，民事訴訟法１０条にしたがってその管轄権を有する裁判所に対して提起することができる。 

（２）当事者は，民事訴訟法１０条第１項及び第３項に定める住所地又は居所地のコミューン又はサンカット・カウンシ

ルに対して，離婚の申立てをすることができる。この場合，コミューン又はサンカット・カウンシルは，その申立てを受

理した日から１５日の間，和合調整を行なうことができる。和合調整が不調となったときには，コミューン又はサンカッ

ト・カウンシルは，訴えの提起があったものとして，訴状をただちに裁判所に回付しなければならない。 

 

 

第９８３条（保全処分） 

 離婚の訴えを受理した裁判所は，必要な場合に，当事者の申立て又は職権により別居，子の監護，財産の維持管

理，配偶者の扶養，婚姻費用の分担，子の養育費などに関する保全処分を命ずる決定をすることができる。 

 

 

第９８４条（裁判所による和解の試み） 

（１）裁判所は，当事者の一方が離婚を強く求めている場合でも，和解を勧告し試みることができる。 

（２）和解により合意に達しなかったときには，裁判所は離婚の訴えを審理し判決を言い渡さなければならない。 

 

 

第４章 親子 

第１節 実親子関係 

第１款 総則 

第９８５条（出生届出の義務） 

（１）子の父又は母は，子の出生の日から起算して３０日以内に，父母の住所地のコミューン･サンカット役場に子の出

生を届け出なければならない。父母が届出をすることができないときは，子の父又は母と同居している成年の親族が，

すみやかに子の出生を届け出なければならない。 

（２）父母が第１項の義務を正当な理由なく怠った場合は，１万リエル以下の過料に処する。 

 

 

第９８６条（年齢の計算方法） 

（１）年齢は，出生の日よりこれを起算する。 

（２）第３３５条（太陽暦による期間計算）の規定は年齢の計算にこれを準用する。 
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第２款 実親子関係の決定 

第９８７条（母子関係） 

子を分娩した女性が，子の母である。 

 

 

第９８８条（父子関係の推定） 

（１）妻が婚姻中に懐胎した子は夫の子と推定する。 

（２）婚姻成立の日から１８０日後または，婚姻の解消もしくは取消の日から３００日以内に生まれた子は，婚姻中に懐

胎したものと推定する。 

（３）第９５０条（再婚禁止期間）の規定に違反して再婚をした女が子を分娩した場合において，第１項および第２項の

規定によってその子の父を定めることができないときは，子は後婚の夫の子と推定する。 

 

 

第９８９条（父子関係の否認） 

第９８８条（父子関係の推定）の場合において，夫または子は，父子関係を否認することができる。 

 

 

第９９０条（夫からの父子関係否認の訴え） 

（１）夫は，子に対する訴えによって第９８９条（父子関係の否認）の否認権を行使する。 

（２）夫は，子の出生を知った時から６ヶ月以内に父子関係否認の訴えを提起しなければならない。 

（３）第２項の期間満了の時に夫が一般被後見人であるときは，第２項の期間は，第２７条（一般後見開始の宣告の取

消）に規定する一般後見開始の宣告の取消があった時から起算する。 

 

 

第９９１条（子からの父子関係否認の訴え） 

（１）子は，父性推定を受ける者に対する訴えによって第９８９条（父子関係の否認）の否認権を行使する。 

（２）未成年の子が否認権を行使する場合において，子に親権を行う母または未成年後見人がないときは，裁判所は

特別代理人を選任しなければならない。 

（３）子が，成年に達した時から６ヶ月を過ぎたときは，否認権を行使できない。 

（４）第３項の期間満了の時に子が一般被後見人であるときは，第３項の期間は，第２７条（一般後見開始の宣告の取

消）に規定する一般後見開始の宣告の取消があった時から起算する。 

 

 

第９９２条（父子関係否認の訴えの遡及効） 

父子関係の否認は，子の出生の時に遡ってその効力を生じる。 

 

 

第３款 認知 

第９９３条（任意認知） 

子の父は，子を認知することができる。ただし，子に法律上の父が既にあるときは，認知をすることができない。 

 

 

第９９４条（認知能力） 

認知をするには，父が未成年者または一般被後見人であるときでも，その法定代理人の同意を要しない。 

 

 

第９９５条（父の認知） 

（１）父は，未成年の子を認知することができる。 

（２）父は，胎内にある子でも，母の承諾を得て，認知することができる。 

 

 

第９９６条（成年の子・死亡子の認知） 

（１）父が，成年の子を認知しようとするときは，その子の承諾がなければ，認知することができない。 

（２）父は，死亡した子でも，その直系卑属があるときに限り，これを認知することができる。この場合において，その
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直系卑属が成年者であるときは，その承諾を得なければならない。 

（３）第９９７条（認知の方式）第２項の規定は，本条第１項および第２項の承諾に準用する。 

 

 

第９９７条（認知の方式） 

（１）認知は，戸籍吏に届け出ることによってこれを行う。認知は，遺言によっても，これを行うことができる。 

（２）第９９５条（父の認知）第２項に規定する母の承諾は，認知届に署名して行うことができる。 

 

 

第９９８条（出生届と認知の効力） 

子の父として子の出生届出をし，出生簿に自らを父として記載させ，自ら署名または拇印を押捺したときは，その者

は，その届出をしたときに，その子を認知したものとみなす。 

 

 

第９９９条（認知の遡及効） 

認知は，出生の時に遡ってその効力を生じる。ただし，認知は，第三者が既に取得した権利を害することができない。 

 

 

第１０００条（認知撤回の禁止） 

認知をした父は，その認知を取り消すことができない。 

 

 

第１００１条（認知の訴え） 

（１）子は，認知の訴えを提起することができる。ただし， 第９９６条（成年の子・死亡子の認知）第１項の認知の承諾

をしなかった子は，認知の訴えを提起することができない。 

（２）子が死亡しているときは，その直系卑属が認知の訴えを提起することができる。 

（３）子またはその直系卑属は，父を知った時から１年以内に認知の訴えを提起しなければならない。 

（４）第３項の期間は，子またはその直系卑属が，父を知った時に未成年者または一般被後見人であった場合は，成

年に達した時または第２７条（一般後見開始の宣告の取消）に規定する一般後見開始の宣告の取消があった時から

起算する。 

（５）子またはその直系卑属が，父の死後に父を知ったときは，父の死亡の日から１年以内であれば認知の訴えを提

起することができる。 

（６）第１項および第２項の訴えは，子またはその直系卑属の法定代理人がそれらの者に代わって提起することがで

きる。 

 

 

第４款 親子関係不存在確認の訴え 

第１００２条（親子関係不存在確認の訴え） 

（１）父性推定を受けないにもかかわらず父として出生簿に記載されている者または分娩の事実がないにもかかわら

ず母として出生簿に記載されている者に対して，子は，父子関係または母子関係が存在しないことの確認の訴えを

提起することができる。 

（２）父性推定を受けないにもかかわらず父として出生簿に記載されている者は，子との父子関係が存在しないことの

確認の訴えを提起することができる。 

（３）分娩の事実がないにもかかわらず母として出生簿に記載されている者は，子との母子関係が存在しないことの

確認の訴えを提起することができる。 

（４）第２項および第３項の訴えは，法律上の父子関係または母子関係が，父または母とされている者の故意又は重

い過失によって生じたとき，または子の出生の日もしくは認知の効力の生じた日から２０年を経過したときは，提起す

ることができない。 

（５）子が未成年者であるときは，この訴えの相手方となっていない一方の親が子を代理する。親がいないとき，親が

代理できないとき，または親子関係不存在確認の訴えが父母の両方に対して提起されたときは，裁判所は特別代理

人を選任しなければならない。 

 

 

第１００３条（親子関係不存在確認の遡及効） 

親子関係不存在確認は，出生の時に遡ってその効力を生じる。ただし，第三者が既に取得した権利を害することがで

きない。 
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第５款 母子関係存在確認の訴え 

第１００４条（子からの母子関係存在確認の訴え） 

（１）子は，分娩した女に対して母子関係が存在することの確認の訴えを提起することができる。 

（２）子が死亡しているときは，その直系卑属が第１項の訴えを提起することができる。 

（３）子またはその直系卑属は，母を知った時から１年以内に第１項の訴えを提起することができる。 

（４）第３項の期間は，子またはその直系卑属が，母を知った時に未成年者または一般被後見人であった場合は，成

年に達した時または第２７条（一般後見開始の宣告の取消）に規定する一般後見開始の宣告の取消があった時から

起算する。 

（５）子またはその直系卑属が，母の死後に母を知ったときは，母の死亡の日から１年以内であれば第１項の訴えを

提起することができる。 

（６）第１項および第２項の訴えは，子またはその直系卑属の法定代理人がそれらの者に代わって提起することがで

きる。 

 

 

第１００５条（母からの母子関係存在確認の訴え） 

（１）母は，その分娩した子に対して母子関係が存在することの確認の訴えを提起することができる。 

（２）母は，子が死亡した場合にも，その直系卑属があるときに限り，第１項の訴えを提起することができる。 

（３）母は，子を知った時から１年以内に第１項の訴えを提起しなければならない。 

（４）母が，子の死後に子を知ったときは，子の死亡の日から１年以内であれば第１項の訴えを提起することができ

る。 

（５）第３項および第４項の期間満了の時に母が一般被後見人であるときは，第３項および第４項の期間は，第２７条

（一般後見開始の宣告の取消）に規定する一般後見開始の宣告の取消があった時から，起算する。 

（６）訴えの相手方となる子またはその直系卑属が成年者であるときは，子またはその直系卑属の同意がなければ，

母は第１項の訴えを提起することができない。 

（７）裁判所は，分娩の事実が証明された場合であっても，母子関係の確認が子またはその直系卑属の利益に反す

る場合には，母の訴えを却下することができる。 

 

 

第１００６条（母子関係存在確認の遡及効） 

母子関係の確認は，出生の時に遡ってその効力を生じる。ただし，第三者が既に取得した権利を害することができな

い。 

 

 

第２節 養子縁組 

第１款 完全養子縁組 

第１００７条（完全養子縁組の成立の方式） 

 裁判所は，第１００８条（夫婦共同縁組）から第１０１２条（完全養子縁組成立の判断基準）までに定める要件がある

ときは，養親となる者の申立てにより，実方の血族との親族関係が終了する完全養子縁組を成立させることができ

る。 

 

 

第１００８条（夫婦共同縁組） 

（１）養親となる者は，配偶者ある者でなければならない。 

（２）夫婦の一方は，他方が養親とならないときは，養親となることができない。ただし，夫婦の一方が他方の実子の

養親となる場合はこの限りではない。 

 

 

第１００９条（養親の年齢） 

 養親は２５歳以上でなければならず，少なくとも養子より２０歳以上年上でなければならない。 
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第１０１０条（養子の年齢） 

 養子は原則として８歳未満でなければならない。 

 

 

第１０１１条（父母の同意） 

完全養子縁組が成立するためには，養子となる子の実父母または未成年後見人の同意がなければならない。ただし，

父母がその意思を表示することができない場合，又は父母による虐待，悪意の遺棄そのほか養子となる者の利益を

著しく害する事由がある場合はこの限りではない。 

 

 

第１０１２条（完全養子縁組成立の判断基準） 

完全養子縁組は，実父母による養子となる子の監護が著しく困難又は不適当であることその他特別の事情がある場

合において，子の利益のためにとくに必要があると認めるときに，これを成立させるものとする。 

 

 

第１０１３条（試験養育期間） 

裁判所は，完全養子縁組を成立させるためには，養親となる者が養子となる子を原則として６ヶ月以上の期間監護し

た状況を考慮しなければならない。 

 

 

第１０１４条（実方との親族関係の終了） 

養子と実方及びその血族との親族関係は，完全養子縁組によって終了する。ただし，第１００８条（夫婦共同縁組）第

２項但書に規定する他の一方及びその血族との親族関係については，この限りではない。 

 

 

第１０１５条（完全養子縁組の効果） 

（１）完全養子縁組の成立により，養子は養親の実子と同一の身分を取得し，養親との関係において，実子と同様の

権利義務を取得する。 

（２）養子は，養親の氏又は養子縁組前の氏を称することができる。 

（３）養子は，養親の親権に服する。但し，夫婦の一方が他の一方の子の養親となる場合には，養子は実親と養親と

の共同親権に服する。 

 

 

第１０１６条（完全養子縁組の離縁） 

（１）裁判所は，以下の各号のいずれもに該当する場合にかぎり，養子の利益のためにとくに必要があると認めるとき

は，養子，実父母または検察官の申立てにより，養子縁組の当事者を離縁させることができる。 

 １ 養親による虐待，悪意の遺棄そのほか養子の利益を著しく害する事由があるとき 

 ２ 実父母が相当の監護をすることができるとき 

（２）離縁は，第１項の規定による場合のほか，これをすることができない。 

 

 

第１０１７条（完全養子縁組の離縁の効果） 

養子と実父母及びその血族との間においては，離縁の日から，完全養子縁組によって終了した親族関係と同一の親

族関係を生ずる。 

 

 

第１０１８条（完全養子縁組の登録と秘密保持） 

完全養子縁組の成立により，養子の新しい出生登録簿が作成される。ただし，出生証明書，その謄本または出生登

録簿の抄本には，完全養子縁組に関する事項を記載してはならない。 

 

 

第１０１９条（完全養子の出自を知る権利） 

 成年に達した完全養子は，完全養子縁組に関する記録を保管する裁判所に対して，必要な範囲で情報の開示を求

めることができる。但し，不当な目的による場合はこの限りではない。完全養子縁組の記録の保管および開示請求の

方法等については，裁判所が定める。 
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第２款 単純養子縁組 

第１０２０条（単純養子縁組の申立） 

（１）２５歳以上の者は，養子となる者とともに，裁判所に対し，単純養子縁組を成立させるべきことを申し立てることが

できる。ただし，養子となるべき者は，養親となる者の尊属又は年長者であってはならない。 

（２）養子となる子が未成年者であるときは，その親権者又は未成年後見人が法定代理人として第１項の申立てをし

なければならない。 

 

 

第１０２１条（養親となる者に配偶者がいる場合） 

 配偶者のある者が未成年者を養子とするには，配偶者ととも第１０２０条（単純養子縁組の申立）に定める申立てを

しなければならない。ただし，配偶者の子を養子とする場合又は配偶者がその意思を表示することができない場合は，

この限りではない。 

 

 

第１０２２条（配偶者の同意） 

 配偶者のある者が単純養子縁組の申立てをするには，その配偶者の同意を得なければならない。ただし，配偶者

とともに第１０２０条（単純養子縁組の申立）に定める申立てをする場合又は配偶者がその意思を表示することができ

ない場合は，この限りではない。 

 

 

第１０２３条（単純養子縁組成立の判断基準） 

（１）裁判所は，当事者が真に親子関係を成立させる意思を有すると確認することができる場合にかぎり，養子縁組を

成立させることができる。 

（２）養子縁組が異性婚，同性婚その他不当な目的のために濫用されていると認められる場合には，裁判所は養子

縁組を成立させてはならない。 

 

 

第１０２４条（養子となる者が未成年者の場合） 

（１）養子となるべき者が未成年者であるときは，裁判所は，未成年者の利益のためにとくに必要であると認めたとき

に限り，養子縁組を成立させることができる。 

（２）養子となる者が未成年者である場合において，その実親が離婚しているときは，裁判所は，第１項の判断をする

ために，親権者でない親の意見を聴かなければならない。 

（３）未成年者が１５歳に達しているときは，養子縁組を成立させるためには，その者の同意を得なければならない。

未成年者が１５歳に達していなくてもその意思を表明することができるときは，裁判所は，第１項の判断をするために，

その者の意見を聴かなければならない。 

 

 

第１０２５条（後見人・被後見人間の縁組） 

 未成年後見人がその未成年被後見人を養子とし，又は一般後見人がその一般被後見人を養子とする縁組の成立

を申し立てる場合においては，裁判所は，身上の監護及び財産の管理が正当に行われている場合に限り，縁組を成

立させることができる。後見人の任務が終了した後，まだ管理の計算が終わらない間も，同様である。 

 

 

第１０２６条（単純養子縁組の実親子関係に対する効力） 

（１）単純養子縁組の成立にかかわらず，養子と実親との親族関係は存続し，養子と実親は互いに相続する権利を有

する。 

（２）養子と実親とは，扶養を請求する権利を有し，義務を負う。 

 

第１０２７条（縁組の養親等との関係での効力） 

（１）第１０１５条（完全養子縁組の効果）第１項の規定は，単純養子縁組にこれを準用する。 

（２）養子は，養親の氏又は縁組前の氏を称することができる。 

（３）養子が未成年者である場合には，養子は，養親の共同親権に服する。ただし，夫婦の一方が他の一方の子の養

親となる場合には，養子は実親と養親との共同親権に服する。 
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第１０２８条（単純養子縁組の合意離縁） 

（１）縁組の当事者は，双方が離縁に合意した場合は，裁判所に離縁の申立てをすることができる。 

（２）養子が未成年者であるときは，第１項の申立ては，養親と養子の離縁後にその法定代理人となるべき者が行う。

ただし，養子が１５歳に達しているときは，養子の同意を得なければならない。未成年者が１５歳に達していなくてもそ

の意思を表明することができるときは，裁判所は，その者の意見を聴かなければならない。 

（３）第２項の場合において，養子の父母が離婚しているときは，その協議でその一方を養子の離縁後にその親権者

となるべき者と定めなければならない。 

（４）第３項の協議が調わないとき，又は協議をすることができないときは，裁判所は，子の利益を考慮して，親権者と

なるべき者を定める。 

 

 

第１０２９条（夫婦共同縁組と未成年養子との離縁） 

 養親が夫婦である場合において，未成年者と離縁するには，夫婦がともに第１０２８条（単純養子縁組の合意離縁）

第１項の申立てをしなければならない。ただし，夫婦の一方がその意思を表示することができないときはこの限りでは

ない。 

 

 

第１０３０条（単純養子縁組の離縁の判断） 

第１０２８条（単純養子縁組の合意離縁）第１項の申立てがあった場合，裁判所は，当事者双方が真に離縁による養

親子関係の解消を望んでいると認めた後に，離縁をさせることができる。 

 

 

第１０３１条（離縁原因） 

（１）縁組の当事者の一方は，次の場合に限り，離縁の訴えを提起することができる。 

 １ 他の一方から悪意で遺棄されたとき 

 ２ 他の一方の生死が１年以上明らかでないとき 

 ３ その他縁組を継続し難い重大な事由があるとき 

（２）養子が成年に達しない間は，養親は，養子を相手に第１項の訴えを提起することはできない。 

（３）養子が未成年者であるときは，第１０２８条（単純養子縁組の合意離縁）第２項から第４項までの規定は，養子が

養親を相手に第１項の訴えを提起する場合に準用する。 

 

 

第１０３２条（単純養子縁組の離縁の効果） 

（１）離縁により，単純養子縁組のすべての効果は，将来に向かって終了する。 

（２）養子は，離縁後縁組前の氏に復することもできるし，養親の氏を称することもできる。 

 

 

第１０３３条（単純養子縁組の登録及び出生登録簿） 

 単純養子縁組が成立したときは，その旨が養子のもともとの出生登録簿の余白に記載される。 

 

 

第５章 親権 

第１節 総則 

第１０３４条（親権の内容） 

親権者は，未成年の子の身上を監護し，子の財産を管理する権利を有し，かつ，義務を負う。 

 

 

第１０３５条（養子に対する親権） 

養子の親権者は，養親とする。 

 

 

第１０３６条（共同行使の原則） 

婚姻中の父母は，共同して親権を行使する。ただし，父母の一方が親権を行使できないときは，他の一方が，親権を

行使する。 
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第２節 離婚および認知の場合の親権者の決定 

第１０３７条（離婚の際の親権者の決定） 

（１）父母が離婚をするときは，父母の協議で，父母の一方を子の親権者と定めなければならない。 

（２）子の出生前に父母が離婚した場合には，母が出生した子の親権者となる。ただし，子の出生後に，父母の協議

で，父を親権者と定めることができる。 

（３）第１項または第２項の協議が調わないとき，または協議をすることができないときは，裁判所が，子の利益を考慮

して，親権者を定める。 

 

 

第１０３８条（認知と親権の関係） 

（１）未婚の母が産んだ子の親権者は母とする。 

（２）父は，自らが認知した子に対する親権を，父母の協議で父を親権者と定めた時に限り行使することができる。 

（３）第２項の協議が調わないとき，または協議をすることができないときは，父または母の請求によって，裁判所が親

権者を定める。 

（４）父が子を認知した後，父母が婚姻したときは，父母は共同して親権を行使する。 

 

 

第１０３９条（親権者の変更） 

第１０３７条（離婚の際の親権者の決定）および第１０３８条（認知と親権の関係）の場合において，子の利益のため必

要があると認めるときは，裁判所は，子の４親等内の親族の請求によって，親権者を変更することができる。 

 

 

第１０４０条（子と同居していない親の権利および義務） 

（１）離婚後，子の親権者でなくなった親は，子と面会し交流する権利を有し，かつ，子の監護に要する費用を分担す

る義務を負う。 

（２）離婚しようとする父母は，面会・交流の方法および子の監護に要する費用の分担について協議し，定めなければ

ならない。 

（３）認知した子と同居していない父は，面会・交流の方法および子の監護に要する費用の分担について，母と協議し，

定めることができる。 

（４）第２項および第３項の協議が調わないとき，または協議をすることができないときは，裁判所は，父または母の請

求によって，面会・交流の方法および子の監護に要する費用の分担を定める。 

（５）子の利益のため必要があると認めるときは，裁判所は，父または母の請求によって，面会・交流の方法および子

の監護に要する費用の分担を変更することができる。 

（６）裁判所は，第４項および第５項の裁判にあたって，面会・交流については子の利益を優先し，子の監護に要する

費用の分担については父母の生活環境および経済事情を考慮して，定める。 

（７）父または母が，協議しまたは裁判所に請求することができないときは，子の４親等内の親族は，第４項および第５

項の請求をすることができる。 

 

 

第１０４１条（子の状況に関する報告請求権） 

（１）子の親権を持たない親は，親権者に対して子の状況に関する報告を求めることができる。 

（２）第１項の報告の内容および頻度については，父母の協議で定める。ただし，協議が調わないとき，または協議が

できないときは，裁判所は，父又は母の請求によって，協議に代わる裁判をすることができる。 

（３）子の４親等内の親族は，親権者に対して子の状況に関する報告を求めることができる。 

 

 

第１０４２条（子に関する重要な事項に関する協議義務） 

子の親権者は，急を要するときを除き，子に関する以下の事項について，親権者でない親と協議をしなければならな

い。 

１ 法定の義務教育を超える子の教育 

２ 県を越える子の居所の変更 

３ 子の職業または営業 

４ 子の生命にかかわる医療行為 

５ 子の重要な財産の処分 

６ その他，子の監護および財産に関する重要な事項 
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第３節 親権者の権利および義務 

第１０４３条（子の教育） 

親権者は，子を教育する権利を有し，義務を負う。 

 

 

第１０４４条（子の居所） 

子は，親権者が指定した場所に，居所を定めなければならない。 

 

 

第１０４５条（子の懲戒） 

親権者は，必要な範囲内で自ら子を懲戒することができる。 

 

 

第１０４６条（職業・営業に対する許可） 

（１）子は，親権者の許可を得なければ，職業を営むことができない。 

（２）親権者は，第２０条（営業を許された未成年者）第２項の場合には，第１項の許可を取り消し，または許可を制限

することができる。 

 

 

第１０４７条（子の引き渡し請求） 

（１）親権者は，子を違法に引き渡さない第三者に対して子の引き渡しを請求することができる。 

（２）親権者は，親権者でない親に対して子の引き渡しを請求することができる。 

 

 

第４節 親権者としての権限の停止および剥奪 

第１０４８条（親権者としての権限の停止または剥奪の宣告） 

親権を行う父または母が，親権者としての権利を濫用し，または義務を懈怠したときは，裁判所は，子の４親等内の

親族，コミュ－ン若しくはサンカットの長，公的児童福祉施設の長または検察官の請求によって，親権者としての権限

の停止または剥奪を宣告することができる。 

 

 

第１０４９条（親権の停止又は剥奪宣告の取消し） 

第１０４８条（親権者としての権限の停止または剥奪の宣告）に定める原因が止んだときは，裁判所は，親権の停止

又は剥奪の宣告を受けた者本人またはその４親等内の親族の請求によって，親権者としての権限の停止または剥

奪の宣告を取り消すことができる。 

 

 

第１０５０条（親権者の辞任および回復） 

（１）親権を行う父または母は，やむを得ない事由があるときは，裁判所の許可を得て，親権者を辞することができる。 

（２）第１項の事由が止んだときは，親権を辞任した父または母は，裁判所の許可を得て，親権を回復することができ

る。 

 

 

第１０５１条（親権者の変更） 

（１）父母の一方のみが親権者である場合において，親権者としての権限の停止・剥奪または辞任によって子に親権

者がいなくなったときは，裁判所は，親権者でない父または母を子の親権者とすることができる。 

（２）子の４親等内の親族は，必要があるときは，第１項の宣告を求めることができる。 

（３）離婚に際して，協議によって子の親権者となった父または母が死亡し，子に親権者がいない状態となったときは，

親権者とならなかった父または母が子の親権者となる。 

 

 

第１０５２条（未成年後見の開始） 

（１）第１０４８条（親権者としての権限の停止または剥奪の宣告）または第１０５０条（親権者の辞任および回復）第１

項によって子の親権者がいなくなり，かつ，第１０５１条（親権者の変更）の規定による親権者の変更も行われないと
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きは，第１０６７条（未成年後見の開始の原因）の規定にもとづき，未成年後見が開始する。 

（２）第１項の場合において，裁判所は，第１０６８条（未成年指定後見人・未成年選定後見人・選任の基準）第３項の

規定に従い，未成年後見人を選任する。 

 

 

第５節 子の財産を管理する権限 

第１０５３条（財産管理と代理） 

親権者は，子の財産を管理し，また，その財産に関する行為についてその子を代表する権利を有し，義務を負う。た

だし，その子の行為を目的とする債務を生ずべき場合には，子の同意を得なければならない。 

 

 

第１０５４条（親権者の一方が共同名義でした行為） 

（１）共同で親権を行使する父母の一方が，他の一方の意思に反しているにもかかわらず，共同の名義で子に代わっ

て行為をしたときは，その効力を妨げられることがない。ただし，相手方が悪意であったときは，この限りでない。 

（２）共同で親権を行使する父母の一方が，他の一方の意思に反しているにもかかわらず，子が行為をすることに同

意したときも第１項と同様である。 

 

 

第１０５５条（財産管理における注意義務） 

親権者は，善良なる管理者の注意をもって，子の財産を管理しなければならない。 

 

 

第１０５６条（財産管理の計算） 

親権者は，子が成年に達したときは，遅滞なく子の財産の管理の計算をしなければならない。ただし，その子の養育

および財産管理の費用は，その子の財産の収益とこれを相殺したものとみなす。 

 

 

第１０５７条（特則） 

第１０５６条（財産管理の計算）ただし書の規定は，無償で子に財産を与える第三者が反対の意思を表示したときは，

その財産については，適用しない。 

 

 

第１０５８条（第三者が子に与えた財産の管理） 

（１）無償で子に財産を与える第三者が，親権を行使する父母の一方または双方にその財産を管理させない意思を表

示したときは，その財産は，その父母の一方または双方の管理に属しないものとする。 

（２）第１項の財産につき親権者が財産管理を行わない場合において，第三者が財産管理を行う者を指定しなかった

ときは，裁判所は，子，子の４親等内の親族または検察官の請求によって，その財産管理を行う者を選任する。 

（３）第三者が財産管理を行う者を指定したときでも，その財産管理を行う者の権限が消滅し，またはこれを改任する

必要がある場合において，第三者が更に財産管理を行う者を指定しないときも，第２項と同様である。 

（４）第３７条（裁判所による財産管理人の選任）から第４０条（財産管理人の権限等）の規定は，第２項および第３項

の場合にこれを準用する。 

 

 

第１０５９条（委任の規定の準用） 

第６５０条（委任終了後における受任者の応急義務）および第６５１条（委任終了の対抗要件）の規定は，親権者が子

の財産を管理する場合および第１０５８条（第三者が子に与えた財産の管理）の場合にこれを準用する。 

 

 

第１０６０条（財産管理に関する親子間の債権消滅時効） 

（１）親権者とその子との間に財産の管理について生じた債権は，財産管理を行う権限が消滅した時から３年間これ

を行わないときは，時効によって消滅する。 

（２）子がまだ成年に達しない間に財産管理を行う権限が消滅した場合において子に法定代理人がないときは，第１

項の期間は，その子が成年に達し，または後任の法定代理人が就職した時から起算する。 
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第６節 財産管理の権限の停止および剥奪 

第１０６１条（財産管理の権限の停止または剥奪の宣告） 

親権者が，不適切な管理によって子の財産を危うくしたときは，裁判所は，子の４親等内の親族，コミュ－ン若しくは

サンカットの長，公的児童福祉施設の長または検察官の請求によって，財産管理の権限の停止または剥奪を宣告す

ることができる。 

 

 

第１０６２条（財産管理に対する宣告の取消し） 

第１０６１条（財産管理の権限の停止または剥奪の宣告）に定める失権の原因が止んだときは，裁判所は，財産管理

の権限の停止又は剥奪を受けた本人またはその４親等内の親族の請求によって，財産管理の権限の停止または剥

奪の宣告を取り消すことができる。 

 

 

第１０６３条（財産管理の辞任および回復） 

（１）親権者は，やむを得ない事由があるときは，裁判所の許可を得て，財産管理の権限を辞することができる。 

（２）第１項の事由が止んだときは，財産管理の権限を辞した親権者は，裁判所の許可を得て，財産管理の権限を回

復することができる。 

 

 

第１０６４条（財産管理を行う者がいなくなった場合） 

第１０６１条（財産管理の権限の停止または剥奪の宣告）または第１０６３条（財産管理の辞任および回復）第１項によ

って，財産管理を行う者がいなくなった場合は，裁判所は，子に特別代理人を選任する裁判を行わなければならな

い。 

 

 

第１０６５条（親権者と子の利益が相反する場合） 

（１）親権者と子の利益が相反する行為については，親権者は，その子のために特別代理人を選任することを裁判所

に請求しなければならない。 

（２）親権者が，数人の子に対して親権を行う場合において，その一人と他の子との利益が相反する行為については，

親権者は，一方の子のために特別代理人を選任することを裁判所に請求しなければならない。 

 

 

第７節 本章の準用 

第１０６６条（親権の代行者） 

未婚の未成年者の子については，その未成年者の親権者が，親権を代行する。この場合において，本第５章（親権）

の規定は親権代行者に準用する。 

 

 

第６章 後見 

第１節 未成年後見 

第１款 未成年後見の開始 

第１０６７条（未成年後見の開始の原因） 

 未成年者に親権を行う者がないときは，未成年後見が開始する。 

 

 

第２款 未成年後見人 

第１０６８条（未成年指定後見人・未成年選定後見人・選任の基準） 

（１）未成年者に対して最後に親権を行う者は，遺言で，未成年後見人を指定することができる。 

（２）第１項の規定によって未成年後見人となるべき者がないときは，裁判所は，未成年者の四親等内の親族，未成

年者の住所地の属するコミューン若しくはサンカットの長，公的児童福祉施設の長または検察官の請求によって，未
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成年後見人を選任する。未成年後見人が欠けたときも，同様である。 

（３）未成年後見人を選任するには，未成年者の心身の状態ならびに生活および財産の状況，未成年後見人となる

者の職業および経歴ならびに未成年者との利害関係の有無，未成年者の意見その他一切の事情を考慮しなければ

ならない。 

 

 

第１０６９条（未成年後見人選任義務） 

 第１０５２条（未成年後見の開始）第２項の規定によって選任された未成年後見人が欠けたときは，裁判所は，新た

な未成年後見人をすみやかに選任しなければならない。 

 

 

第１０７０条（未成年後見人の数・未成年被後見人に対する一般後見人の選任） 

（１）未成年後見人は，１人でなければならない。ただし，精神上の障害により自己の行為の法的な結果を認識し判断

する能力を欠く常況にある未成年被後見人について，第２４条（一般後見開始の宣告）により一般後見を開始すると

きは，未成年後見人の他に，一般後見人を１人選任することができる。 

（２）その他，未成年者に対する一般後見については，第１１２０条（一般後見人が複数の場合）第１項を除くほか，一

般後見に関する規定を準用する。 

 

 

第１０７１条（未成年後見人の辞任） 

 未成年後見人は，正当な事由があるときは，裁判所の許可を得て，辞任することができる。 

 

 

第１０７２条（未成年後見人選任義務） 

 未成年後見人が辞任したときは，裁判所は，新たな未成年後見人をすみやかに選任しなければならない。 

 

 

第１０７３条（未成年後見人の解任） 

 未成年後見人に不正な行為その他未成年後見の任務に適しない事由があるときは，裁判所は，未成年後見監督

人，未成年被後見人の四親等内の親族，未成年被後見人の住所地の属するコミューン・サンカットの長，公的児童福

祉施設の長もしくは検察官の請求によって，または職権で，未成年後見人を解任することができる。 

 

 

第１０７４条（未成年後見人となることができない者） 

 次に掲げる者は，未成年後見人となることができない。 

 １ 未成年者，一般被後見人，被保佐人 

 ２ 裁判所で免ぜられたことのある法定代理人，保佐人およびそれらの監督人 

 ３ 破産者 

 ４ 行方の知れない者 

 

 

第３款 未成年後見監督人 

第１０７５条（未成年指定後見監督人・未成年選定後見監督人） 

（１）未成年後見人を指定することができる親権者は，遺言で，未成年後見監督人を指定することができる。 

（２）第１項の規定によって指定した未成年後見監督人がない場合において必要があると認めるときは，裁判所は，未

成年後見人，未成年被後見人の四親等内の親族，未成年被後見人の住所地の属するコミューン・サンカットの長，公

的児童福祉施設の長もしくは検察官の請求によって，または職権で，未成年後見監督人を選任することができる。未

成年後見監督人の欠けた場合も，同様である。 

 

 

第１０７６条（未成年後見監督人となることができない者） 

 未成年後見人の配偶者および四親等内の親族は，未成年後見監督人となることができない。 

 

 

第１０７７条（未成年後見監督人の職務） 

 未成年後見監督人の職務は，次の通りである。 
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 １ 未成年後見人の職務を監督すること。 

 ２ 未成年後見人が欠けた場合に，遅滞なく新たな未成年後見人の選任を裁判所に請求すること。 

 ３ 急迫の事情がある場合に，未成年被後見人の身上監護および財産管理について必要な処分をすること。 

 ４ 未成年後見人と未成年被後見人との利益が相反する行為について未成年被後見人を代表すること。 

 

 

第１０７８条（準用規定） 

 第１０６８条（未成年指定後見人・未成年選定後見人・選任の基準）第３項，第１０７１条（未成年後見人の辞任），第

１０７３条（未成年後見人の解任），第１０７４条（未成年後見人となることができない者），第１０８７条（支出金額の予

定・未成年後見のための費用）第２項，第１０８８条（未成年後見人の報酬），第１０９３条（未成年後見人の注意義務），

第１１００条（未成年後見終了後における未成年後見人の応急義務）および第１１０１条（未成年後見終了の対抗要

件）の規定は，未成年後見監督人について準用する。 

 

 

第４款 未成年後見人の職務 

第１０７９条（未成年後見人の権利義務） 

（１）未成年後見人は，本第７編第５章第３節（親権者の権利および義務）に規定する事項について，親権者と同一の

権利義務を有する。ただし，親権者が定めた教育の方法および居所を変更し，未成年被後見人を懲戒し，営業を許

可し，営業の許可を取り消し，または営業を制限するには，未成年後見監督人があるときは，未成年後見監督人の

同意を得なければならない。 

（２）未成年後見人は，第１０４２条（子に関する重要な事項に関する協議義務）に規定する事項について，未成年後

見監督人があるときは，未成年後見監督人と協議をしなければならない。ただし，急を要するときはこの限りでない。 

 

 

第１０８０条（財産管理と代理） 

（１）未成年後見人は，未成年被後見人の財産を管理し，また，未成年被後見人の財産に関する行為について未成

年者を代表する。 

（２）第１０５３条（財産管理と代理）ただし書の規定は，第１項の場合に準用する。 

 

 

第１０８１条（財産調査・財産目録作成） 

（１）未成年後見人は，就任後，遅滞なく未成年被後見人の財産の調査に着手し，３ヶ月以内に，その調査を終わり，

かつ，その目録を作成しなければならない。ただし，この期間は，裁判所において，伸長することができる。 

（２）財産の調査およびその目録の作成は，未成年後見監督人があるときは，未成年後見監督人の立会をもってしな

ければ，その効力がない。 

 

 

第１０８２条（財産目録作成前の権限） 

 未成年後見人は，目録の作成が終わるまでは，急迫の必要がある行為のみをする権限を有する。ただし，これを善

意の第三者に対抗することができない。 

 

 

第１０８３条（未成年被後見人に対する未成年後見人の債権債務の申出） 

（１）未成年後見人が，未成年被後見人に対し，債権を有し，または債務を負う場合において，未成年後見監督人が

あるときは，財産の調査に着手する前に，これを未成年後見監督人に申し出なければならない。 

（２）未成年後見人が，未成年被後見人に対し債権を有することを知ってこれを申し出ないときは，その債権を失う。 

 

 

第１０８４条（未成年被後見人が包括財産を取得した場合への準用） 

 第１０８１条（財産調査・財産目録作成），第１０８２条（財産目録作成前の権限）および第１０８３条（未成年被後見人

に対する未成年後見人の債権債務の申出）の規定は，未成年後見人が就職した後，未成年被後見人が包括財産を

取得した場合にこれを準用する。 

 

 

第１０８５条（財産管理の許可） 

 未成年後見人は，未成年被後見人に代わって，その居住の用に供する不動産について，売却，賃貸，賃貸借の解
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除または抵当権の設定その他これらに準ずる処分をするには，裁判所の許可を得なければならない。 

 

 

第１０８６条（未成年後見人と未成年被後見人の利益相反行為） 

 第１０６５条（親権者と子の利益が相反する場合）の規定は，未成年後見人にこれを準用する。ただし，未成年後見

監督人がある場合は，この限りでない。 

 

 

第１０８７条（支出金額の予定・未成年後見のための費用） 

（１）未成年後見人は，その就職の初において，未成年被後見人の身上監護および財産管理のために毎年費すべき

金額を予定しなければならない。 

（２）未成年後見人が未成年後見の職務を行うために必要な費用は，未成年被後見人の財産の中から支弁する。 

 

 

第１０８８条（未成年後見人の報酬） 

 裁判所は，未成年後見人および未成年被後見人の資力その他の事情によって，未成年被後見人の財産の中から，

相当な報酬を未成年後見人に与えることができる。 

 

 

第１０８９条（未成年後見人の職務の監督） 

（１）未成年後見監督人または裁判所は，いつでも，未成年後見人に対して職務の報告もしくは財産目録の提出を求

め，または未成年被後見人の身上もしくは財産の状況を調査することができる。 

（２）裁判所は，未成年後見監督人，未成年被後見人の四親等内の親族，未成年被後見人の住所地の属するコミュ

ーン・サンカットの長，公的児童福祉施設の長もしくは検察官の請求によって，または職権で，未成年被後見人の身

上監護もしくは財産管理その他未成年後見にかかわる必要な処分を未成年後見人に命ずることができる。 

 

 

第１０９０条（法定代理権および同意権の制限） 

 未成年後見人が，未成年被後見人に代わって営業もしくは第３０条（行為の取消権）に掲げる行為をし，または未成

年被後見人がこれをすることに同意するには，未成年後見監督人があるときは，その同意を得なければならない。た

だし，元本の領収については，この限りでない。 

 

 

第１０９１条（第１０９０条違反の効果） 

（１）未成年後見人が，第１０９０条（法定代理権および同意権の制限）の規定に違反してし，または同意を与えた行為

は，未成年被後見人または未成年後見人において，これを取り消すことができる。この場合には，第３２条（催告権）

の規定を準用する。 

（２）第１項の規定は，第３５８条（取り消すことのできる行為）および第３６０条（取消または追認の方法）から第３６３条

（取消権の消滅時効）の規定の適用を妨げない。 

 

 

第１０９２条（未成年被後見人からの財産等の譲受け） 

（１）未成年後見人が未成年被後見人の財産または未成年被後見人に対する第三者の権利を譲り受けたときは，未

成年被後見人は，これを取り消すことができる。この場合には，第３２条（催告権）の規定を準用する。 

（２）第１項の規定は，第３５８条（取り消すことのできる行為）および第３６０条（取消または追認の方法）から第３６３条

（取消権の消滅時効）の規定の適用を妨げない。 

 

 

第１０９３条（未成年後見人の注意義務） 

（１）未成年後見人は，善良な管理者の注意をもって未成年後見の職務を行う義務を負う。 

（２）未成年後見人が，第１項の注意義務に違反し，未成年被後見人に損害を与えた場合には，未成年被後見人は

未成年後見人にその損害賠償を請求することができる。 

 

 

第１０９４条（第三者が未成年被後見人に与えた財産の管理） 

（１）無償で未成年被後見人に財産を与える第三者が，未成年後見人にその財産を管理させない意思を表示したとき

は，その財産は，未成年後見人の管理に属しないものとする。 
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（２）第１項の財産につき未成年後見人が財産管理を行わない場合において，第三者が財産管理を行う者を指定しな

かったときは，裁判所は，未成年後見監督人，未成年被後見人の四親等内の親族，未成年被後見人の住所地の属

するコミューン若しくはサンカットの長，公的児童福祉施設の長又は検察官の請求によって，その財産管理を行う者

を選任する。 

（３）第三者が財産管理を行う者を指定したときでも，その財産管理を行う者の権限が消滅し，またはこれを改任する

必要がある場合において，第三者が更に財産管理を行う者を指定しないときも，第２項と同様である。 

（４）第３７条（裁判所による財産管理人の選任）から第４０条（財産管理人の権限等）の規定は，第２項および第３項

の場合にこれを準用する。 

 

 

第５款 未成年後見からの解放 

第１０９５条（未成年後見解放の要件） 

（１）１６歳に達した未成年被後見人が独立自活している場合，裁判所は未成年被後見人の申し立てにより，それが

その未成年被後見人の利益に適うと判断するときは，未成年後見からの解放を宣告することができる。この場合，裁

判所は未成年後見人の意見を聞かなければならない。未成年後見監督人のあるときは，裁判所は未成年後見監督

人の意見も聞かなければならない。 

（２）婚姻した未成年被後見人は，裁判所の宣告なしに，未成年後見から解放される。 

（３）第２項の場合においては，当事者が後に離婚しても，未成年後見解放の効果は消滅しない。 

 

 

第１０９６条（未成年後見解放の効果） 

 未成年後見から解放された未成年被後見人は，成年に達したものとみなす。 

 

 

第１０９７条（財産管理の計算・未成年後見監督人の立会） 

（１）未成年後見人の任務が終了したときは，未成年後見人またはその相続人は，終了の日から３ヶ月以内に財産管

理の計算をしなければならない。ただし，この期間は，裁判所において，伸長することができる。 

（２）第１項の計算は，未成年後見監督人があるときは，未成年後見監督人の立会をもって行う。 

 

 

第１０９８条（未成年被後見人・未成年後見人間の契約の取消し） 

（１）未成年被後見人が成年に達した後，後見の計算の終了前に，その者と未成年後見人または未成年後見人の相

続人との間にした契約は，その者においてこれを取り消すことができる。その者が未成年後見人または未成年後見

人の相続人に対してした単独行為も，同様である。 

（２）第３５８条（取り消すことのできる行為）および第３６０条（取消または追認の方法）から第３６３条（取消権の消滅

時効）の規定は，第１項の場合に準用する。 

 

 

第１０９９条（未成年後見人および未成年被後見人の利息支払義務） 

（１）未成年後見人が未成年被後見人に返還すべき金額および未成年被後見人が未成年後見人に返還すべき金額

には，未成年後見の計算が終了した時から，利息をつけなければならない。 

（２）未成年後見人が自己のために未成年被後見人の金銭を消費した時は，その消費の時から，これに利息をつけ

なければならない。なお，損害があったときは，その賠償の責に任ずる。 

 

 

第１１００条（未成年後見終了後における未成年後見人の応急義務） 

（１）未成年後見が終了した場合において急迫の事情があるときは，未成年後見人またはその相続人もしくは法定代

理人は，未成年被後見人またはその相続人もしくは法定代理人が事務を処理することができるに至るまで，必要な

処分をしなければならない。 

（２）第１項の規定は，第１０９４条（第三者が未成年被後見人に与えた財産の管理）により指定または選任された財

産管理人について準用する。 

 

 

第１１０１条（未成年後見終了の対抗要件） 

（１）未成年後見終了の事由は，それが未成年被後見人に生じたものであると未成年後見人に生じたものであるとを

問わず，これを相手方に通知したとき，または相手方がこれを知ったときでなければ，これをもってその相手方に対抗
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することができない。 

（２）第１項の規定は，第１０９４条（第三者が未成年被後見人に与えた財産の管理）による財産の管理について準用

する。 

 

 

第１１０２条（未成年後見に関する債権の消滅時効） 

（１）第１０６０条（財産管理に関する親子間の債権消滅時効）の規定は，未成年後見人または未成年後見監督人と未

成年被後見人との間において未成年後見に関して生じた債権にこれを準用する。 

（２）第１項の時効は，第１０９８条（未成年被後見人・未成年後見人間の契約の取消し）の規定によって行為を取り消

した場合には，その取消の時から，これを起算する。 

 

 

第６款 未成年被後見人の子への準用 

第１１０３条（未成年被後見人の親権の代行） 

（１）未成年後見人は，未成年被後見人に代わって未成年被後見人の子について親権を代行する。 

（２）第１０７９条（未成年後見人の権利義務）から第１１０２条（未成年後見に関する債権の消滅時効）の規定は，第１

項の場合にこれを準用する。 

 

 

第２節 一般後見 

第１款 一般後見の開始 

第１１０４条（一般後見の開始） 

 一般後見は，第２４条（一般後見開始の宣告）により開始する。 

 

 

第２款 一般後見人 

第１１０５条（一般後見人の選任） 

（１）裁判所は，一般後見開始の宣告をするときは，職権で，一般後見人を選任する。 

（２）一般後見人が欠けたときは，裁判所は，一般後見監督人，一般被後見人，一般被後見人の配偶者，一般被後見

人の四親等内の親族，一般被後見人の住所地の属するコミューン・サンカットの長，検察官もしくはその他の利害関

係人の請求によって，または職権で，一般後見人を選任する。 

（３）一般後見人が選任されている場合においても，裁判所は，必要があると認めるときは，第２項に掲げる者もしくは

一般後見人の請求によって，または職権で，さらに一般後見人を選任することができる。 

（４）一般後見人を選任するには，一般被後見人の心身の状態ならびに生活および財産の状況，一般後見人となる

者の職業および経歴ならびに一般被後見人との利害関係の有無，一般被後見人の意見その他一切の事情を考慮し

なければならない。一般後見人となる者が法人であるときは，その事業の種類および内容ならびにその法人およびそ

の代表者と一般被後見人との利害関係の有無についても，同様とする。 

（５）裁判所は，未成年者に一般後見人を選任する場合に，親権者または未成年後見人を一般後見人に選任するこ

とができる。裁判所が，未成年者の親権者または未成年後見人でない者を一般後見人に選任する場合は，親権者ま

たは未成年後見人と一般後見人の職務の分掌について定めなければならない。 

 

 

第１１０６条（一般後見人の辞任） 

 一般後見人は，正当な事由があるときは，裁判所の許可を得て，辞任することができる。 

 

 

第１１０７条（一般後見人選任義務） 

 一般後見人が辞任したときは，裁判所は，新たな一般後見人をすみやかに選任しなければならない。 

 

 

第１１０８条（一般後見人の解任） 

 一般後見人に不正な行為その他一般後見の任務に適しない事由があるときは，裁判所は，一般後見監督人，一般

被後見人，一般被後見人の配偶者，一般被後見人の四親等内の親族，一般被後見人の住所地の属するコミューン・
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サンカットの長，検察官もしくはその他の利害関係人の請求によって，または職権で，一般後見人を解任することが

できる。 

 

 

第１１０９条（一般後見人となることができない者） 

 次に掲げる者は，一般後見人となることができない。 

 １ 未成年者，一般被後見人，被保佐人 

 ２ 裁判所で免ぜられたことのある法定代理人，保佐人およびそれらの監督人 

 ３ 破産者 

 ４ 行方の知れない者 

 

 

第３款 一般後見監督人 

第１１１０条（一般後見監督人） 

 裁判所は，必要があると認めるときは，一般後見人，一般被後見人，一般被後見人の配偶者，一般被後見人の四

親等内の親族，一般被後見人の住所地の属するコミューン・サンカットの長，検察官もしくはその他の利害関係人の

請求によって，または職権で，一般後見監督人を選任することができる。一般後見監督人の欠けた場合も，同様であ

る。 

 

 

第１１１１条（一般後見監督人となることができない者） 

 一般後見人の配偶者および四親等内の親族は，一般後見監督人となることができない。 

 

 

第１１１２条（一般後見監督人の職務） 

 一般後見監督人の職務は，次の通りである。 

 １ 一般後見人の職務を監督すること。 

 ２ 一般後見人が欠けた場合に，遅滞なく新たな一般後見人の選任を裁判所に請求すること。 

 ３ 急迫の事情がある場合に，一般被後見人の生活，療養看護および財産管理について必要な処分をすること。 

 ４ 一般後見人またはその代表する者と一般被後見人との利益が相反する行為について一般被後見人を代表する

こと。 

 

 

第１１１３条（準用規定） 

 第１１０５条（一般後見人の選任）第４項，第１１０６条（一般後見人の辞任），第１１０８条（一般後見人の解任），第１

１０９条（一般後見人となることができない者），第１１２０条（一般後見人が複数の場合），第１１２１条（財産管理の許

可），第１１２３条（支出金額の予定・一般後見のための費用）第２項，第１１２４条（一般後見人の報酬），第１１２９条

（一般後見人の注意義務），第１１３３条（一般後見終了後における一般後見人の応急義務）および第１１３４条（一般

後見終了の対抗要件）の規定は，一般後見監督人について準用する。 

 

 

第４款 一般後見人の職務 

第１１１４条（財産管理と代理） 

（１）一般後見人は，一般被後見人の財産を管理し，また，一般被後見人の財産に関する行為について一般被後見

人を代表する。 

（２）第１０５３条（財産管理と代理）ただし書の規定は，第１項の場合に準用する。 

 

 

第１１１５条（財産調査・財産目録作成） 

（１）一般後見人は，就任後，遅滞なく一般被後見人の財産の調査に着手し，３ヶ月以内に，その調査を終わり，かつ，

その目録を作成しなければならない。ただし，この期間は，裁判所において，伸長することができる。 

（２）財産の調査およびその目録の作成は，一般後見監督人があるときは，一般後見監督人の立会をもってこれをし

なければ，その効力がない。 
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第１１１６条（財産目録作成前の権限） 

 一般後見人は，財産目録の作成が終わるまでは，急迫の必要がある行為のみをする権限を有する。ただし，これを

善意の第三者に対抗することができない。 

 

 

第１１１７条（一般被後見人に対する一般後見人の債権債務の申出） 

（１）一般後見人が，一般被後見人に対し，債権を有し，または債務を負う場合において，一般後見監督人があるとき

は，財産の調査に着手する前に，これを一般後見監督人に申し出なければならない。 

（２）一般後見人が，一般被後見人に対し債権を有することを知ってこれを申し出ないときは，その債権を失う。 

 

 

第１１１８条（一般被後見人が包括財産を取得した場合への準用） 

 第１１１５条（財産調査・財産目録作成），第１１１６条（財産目録作成前の権限），第１１１７条（一般被後見人に対す

る一般後見人の債権債務の申出）の規定は，一般後見人が就職した後，一般被後見人が包括財産を取得した場合

にこれを準用する。 

 

 

第１１１９条（一般被後見人の意思尊重など） 

（１）一般後見人は，一般被後見人の生活，療養看護および財産の管理に関する事務を行うにあたっては，一般被後

見人の意思を尊重し，かつ，その心身の状態および生活の状況に配慮しなければならない。 

（２）一般後見人は，一般被後見人および一般後見人の資力ならびに両者の関係に応じて，一般被後見人の療養看

護に努めなければならない。 

 

 

第１１２０条（一般後見人が複数の場合） 

（１）一般後見人が数人あるときは，裁判所は，職権で，数人の一般後見人が，共同してまたは職務を分掌して，その

権限を行使すべきことを定めることができる。 

（２）裁判所は，職権で，第１項の規定による定めを取り消すことができる。 

（３）一般後見人が数人あるときは，第三者の意思表示は，その一人に対してすれば足りる。 

 

 

第１１２１条（財産管理の許可） 

 一般後見人は，一般被後見人に代わって，その居住の用に供する建物またはその敷地について，売却，賃貸，賃

貸借の解除または抵当権の設定その他これらに準ずる処分をするには，裁判所の許可を得なければならない。 

 

 

第１１２２条（一般後見人と一般被後見人の利益相反行為） 

 第１０６５条（親権者と子の利益が相反する場合）の規定は，一般後見人にこれを準用する。ただし，一般後見監督

人がある場合は，この限りでない。 

 

 

第１１２３条（支出金額の予定・一般後見のための費用） 

（１）一般後見人は，その就職の初において，一般被後見人の生活，療養看護および財産管理のために毎年費すべ

き金額を予定しなければならない。 

（２）一般後見人が一般後見の職務を行うために必要な費用は，一般被後見人の財産の中から支弁する。 

 

 

第１１２４条（一般後見人の報酬） 

 裁判所は，一般後見人および一般被後見人の資力その他の事情によって，一般被後見人の財産の中から，相当

な報酬を一般後見人に与えることができる。 

 

 

第１１２５条（一般後見人の職務の監督） 

（１）一般後見監督人または裁判所は，いつでも，一般後見人に対して職務の報告もしくは財産目録の提出を求め，

または一般被後見人の生活，療養看護もしくは財産管理の状況を調査することができる。 

（２）裁判所は，一般後見監督人，一般被後見人，一般被後見人の配偶者，一般被後見人の四親等内の親族，一般

被後見人の住所地の属するコミューン・サンカットの長，検察官もしくはその他の利害関係人の請求によって，または
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職権で，一般被後見人の生活，療養看護もしくは財産管理その他一般後見にかかわる必要な処分を一般後見人に

命ずることができる。 

 

 

第１１２６条（法定代理権および同意権の制限） 

 一般後見人が，一般被後見人に代わって営業もしくは第３０条（行為の取消権）に掲げる行為をし，または一般被後

見人がこれをすることに同意するには，一般後見監督人があるときは，その同意を得なければならない。ただし，元

本の領収については，この限りでない。 

 

 

第１１２７条（第１１２６条違反の効果） 

（１）一般後見人が，第１１２６条（法定代理権および同意権の制限）の規定に違反してし，または同意を与えた行為は，

一般被後見人または一般後見人において，これを取り消すことができる。この場合には，第３２条（催告権）の規定を

準用する。 

（２）第１項の規定は，第３５８条（取り消すことのできる行為）および第３６０条（取消または追認の方法）から第３６３条

（取消権の消滅時効）の規定の適用を妨げない。 

 

 

第１１２８条（一般被後見人からの財産等の譲受け） 

（１）一般後見人が一般被後見人の財産または一般被後見人に対する第三者の権利を譲り受けたときは，一般被後

見人は，これを取り消すことができる。この場合には，第３２条（催告権）の規定を準用する。 

（２）第１項の規定は，第３５８条（取り消すことのできる行為）および第３６０条（取消または追認の方法）から第３６３条

（取消権の消滅時効）の規定の適用を妨げない。 

 

 

第１１２９条（一般後見人の注意義務） 

（１）一般後見人は，善良な管理者の注意をもって一般後見の職務を行う義務を負う。 

（２）一般後見人が，第１項の注意義務に違反し，一般被後見人に損害を与えた場合には，一般被後見人は一般後

見人にその損害賠償を請求することができる。 

 

 

第１１３０条（第三者が一般被後見人に与えた財産の管理） 

（１）無償で一般被後見人に財産を与える第三者が，一般後見人にその財産を管理させない意思を表示したときは，

その財産は，一般後見人の管理に属しないものとする。 

（２）第１項の財産につき一般後見人が財産管理を行わない場合において，第三者が財産管理を行う者を指定しなか

ったときは，裁判所は，一般後見監督人，一般被後見人，一般被後見人の配偶者，一般被後見人の四親等内の親

族，一般被後見人の住所地の属するコミューン若しくはサンカットの長または検察官の請求によって，その財産管理

を行う者を選任する。 

（３）第三者が財産管理を行う者を指定したときでも，その財産管理を行う者の権限が消滅し，またはこれを改任する

必要がある場合において，第三者が更に財産管理を行う者を指定しないときも，第２項と同様である。 

（４）第３７条（裁判所による財産管理人の選任）から第４０条（財産管理人の権限等）の規定は，第２項および第３項

の場合にこれを準用する。 

 

 

第５款 一般後見の終了 

第１１３１条（財産管理の計算・一般後見監督人の立会） 

（１）一般後見人の任務が終了したときは，一般後見人またはその相続人は，終了の日から３ヶ月以内に財産管理の

計算をしなければならない。ただし，この期間は，裁判所において，伸長することができる。 

（２）第１項の計算は，一般後見監督人があるときは，一般後見監督人の立会をもってこれをする。 

 

 

第１１３２条（一般後見人および一般被後見人の利息支払義務） 

（１）一般後見人が一般被後見人に返還すべき金額および一般被後見人が一般後見人に返還すべき金額には，一

般後見の計算が終了した時から，利息をつけなければならない。 

（２）一般後見人が自己のために一般被後見人の金銭を消費した時は，その消費の時から，これに利息をつけなけれ

ばならない。なお，損害があったときは，その賠償の責に任ずる。 
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第１１３３条（一般後見終了後における一般後見人の応急義務） 

（１）一般後見が終了した場合において急迫の事情があるときは，一般後見人またはその相続人もしくは法定代理人

は，一般被後見人またはその相続人もしくは法定代理人が事務を処理することができるに至るまで，必要な処分をし

なければならない。 

（２）第１項の規定は，第１１３０条（第三者が一般被後見人に与えた財産の管理）により指定または選任された財産

管理人について準用する。 

 

 

第１１３４条（一般後見終了の対抗要件） 

（１）一般後見終了の事由は，それが一般被後見人に生じたものであると一般後見人に生じたものであるとを問わず，

これを相手方に通知したとき，または相手方がこれを知ったときでなければ，これをもってその相手方に対抗すること

ができない。 

（２）第１項の規定は，第１１３０条（第三者が一般被後見人に与えた財産の管理）による財産の管理について準用す

る。 

 

 

第１１３５条（一般後見に関する債権の消滅時効） 

 第１０６０条（財産管理に関する親子間の債権消滅時効）の規定は，一般後見人または一般後見監督人と一般被後

見人との間において一般後見に関して生じた債権にこれを準用する。 

 

 

第７章 保佐 

第１１３６条（保佐の開始） 

 保佐は，第２８条（保佐開始の宣告）により開始する。 

 

 

第１１３７条（保佐人の選任） 

（１）裁判所は，保佐開始の宣告をするときは，職権で，保佐人を選任する。 

（２）第１１０５条（一般後見人の選任）第２項から第４項までおよび第１１０６条（一般後見人の辞任）から第１１０９条

（一般後見人となることができない者）までの規定は，保佐人について準用する。 

（３）保佐人またはその代表する者と被保佐人との利益が相反する行為については，保佐人は，臨時保佐人の選任

を裁判所に請求しなければならない。ただし，保佐監督人がある場合は，この限りでない。 

（４）同一の保佐人に保佐されている複数の被保佐人の間で利益が相反する行為についても，第３項と同様とする。 

 

 

第１１３８条（保佐監督人） 

（１）裁判所は，必要があると認めるときは，保佐人，被保佐人，被保佐人の配偶者，被保佐人の四親等内の親族，

被保佐人の住所地の属するコミューン・サンカットの長，検察官もしくはその他の利害関係人の請求によって，または

職権で，保佐監督人を選任することができる。保佐監督人が欠けた場合も，同様である。 

（２）第１１０５条（一般後見人の選任）第４項，第１１０６条（一般後見人の辞任），第１１０８条（一般後見人の解任），

第１１０９条（一般後見人となることができない者），第１１１１条（一般後見監督人となることができない者），第１１２０

条（一般後見人が複数の場合），第１１２３条（支出金額の予定・一般後見のための費用）第２項および第１１２４条（一

般後見人の報酬）の規定は，保佐監督人について準用する。 

（３）保佐監督人は，保佐人またはその代表する者と被保佐人との利益が相反する行為について，被保佐人がこれを

することに同意する。 

（４）同一の保佐人に保佐されている複数の被保佐人の間で利益が相反する行為についても，第３項と同様とする。 

 

 

第１１３９条（保佐人の職務） 

（１）保佐人は，第３０条（行為の取消権）に掲げた行為を被保佐人が行うのに同意し，または被保佐人が保佐人の同

意なくしたそれらの行為を取り消す権限を有する。 

（２）保佐人は，第１項の職務を行うにあたっては，被保佐人の意思を尊重し，かつ，被保佐人の心身の状態および生

活の状況に配慮しなければならない。 

（３）第１１２０条（一般後見人が複数の場合），第１１２３条（支出金額の予定・一般後見のための費用）第２項，第１１
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２４条（一般後見人の報酬）および第１１２５条（一般後見人の職務の監督）の規定は保佐人の職務について準用す

る。 

（４）第１０６０条（財産管理に関する親子間の債権消滅時効）の規定は保佐人または保佐監督人と被保佐人との間に

おいて保佐に関して生じた債権についてこれを準用する。 

 

 

第８章 扶養 

第１１４０条（扶養義務者の範囲および順序） 

（１）親族は，下記の範囲および順序で，扶養義務者になる。 

第１ 同居の親族 

第２ 直系血族 

第３ 兄弟姉妹 

（２）裁判所は，特別の事情があるときは，第１項に規定する者の外，３親等内の親族に扶養の義務を負わせることが

できる。一方の配偶者の死亡によって婚姻が解消した場合において，生存配偶者と死亡配偶者の親族との間の扶養

についても同様とする。 

（３）第２項の規定による裁判があった後，事情に変更を生じたときは，裁判所は，その裁判を取り消すことができる。 

 

 

第１１４１条（現実に扶養すべき者および現実に扶養を受ける者の確定） 

（１）扶養義務者が数人ある場合には，義務者は，その協議で一人又は複数の現実に扶養をすべき者を定めなけれ

ばならない。 

（２）第１項の協議が調わないとき，または協議をすることができないときは，裁判所は，扶養義務者の資力，年齢，心

身の状況および当事者の人間関係その他一切の事情を考慮して，現実に扶養をすべき者を定める。 

（３）第１項および第２項の規定は，扶養を受ける権利のある者が数人ある場合において，扶養義務者の資力がその

全員を扶養するに足りないとき，現実に扶養を受けるべき者を定める場合にも適用する。 

 

 

第１１４２条（扶養の程度または方法） 

扶養の程度または方法について，当事者間に協議が調わないとき，または協議をすることができないときは，扶養権

利者の生活上の必要性，扶養義務者の資力その他一切の事情を考慮して，裁判所が，これを定める。 

 

 

第１１４３条（扶養関係の変更または取消し） 

（１）現実に扶養をすべき者もしくは現実に扶養を受けるべき者または扶養の程度もしくは方法について協議または裁

判があった後，事情に変更を生じたときは，当事者はその協議によって扶養関係の変更をすることができる。 

（２）第１項の協議が調わないとき，または協議をすることができないときは，当事者は，裁判所に前の協議または裁

判の取消しまたは変更を求めることができる。 

（３）第１１４１条（現実に扶養すべき者および現実に扶養を受ける者の確定）第２項および第３項の規定は，本条第２

項により裁判所が取消しまたは変更を命じる場合に準用する。 

 

 

第１１４４条（扶養請求権の処分禁止） 

扶養を受ける権利は，扶養を必要とする者の一身に専属する権利であり，第三者に対する譲渡，贈与又は担保権の

設定その他一切の取引の対象とすることができない。 

 

 

第８編 相続 

第１章 総則 

第１節 相続の開始 

第１１４５条（相続開始の原因） 

（１）相続は，被相続人の死亡によって開始する。 
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（２）相続は，法律の規定又は被相続人の意思に基づきなされる。法律の規定による相続を法定相続といい，被相続

人の意思による相続を遺言相続という。 

 

 

第１１４６条（相続開始の場所） 

 相続は，被相続人の死亡の時の住所において開始する。 

 

 

第２節 相続の効果 

第１１４７条（相続財産の承継） 

（１）相続人は，相続開始の時から，被相続人の財産に属した一切の権利義務を承継する。ただし，被相続人の一身

に専属したものは，この限りでない。 

（２）祭具及び墳墓又は動産である伝来の家宝の所有権については，被相続人の指定に従って祖先の祭祀を主宰す

べき者等のこれらを承継すべき者があるときは，その者が，これを承継する。被相続人の指定がないときは，慣習に

従って祖先の祭祀を主宰すべき者等のこれらを承継すべき者がこれを承継する。そのような慣習が明らかでないとき

は，これらを承継すべき者は，裁判所がこれを定める。 

 

 

第１１４８条（相続人が複数ある場合の財産権の承継） 

（１）相続人が数人あるときは，各共同相続人は，その相続分に応じて被相続人の権利義務を承継する。ただし，権

利義務の性質上，分割することができないものは，不可分のまま相続する。 

（２）相続財産は，共同相続人の共有に属する。 

 

 

第３節 相続適格 

第１１４９条（相続等の適格者） 

（１）相続は，相続開始の時に生存しており，かつ，第１１５０条（相続等の欠格者）ないし第１１５２条（遺言による相続

人の廃除）の規定に該当しない者のみがすることができる。 

（２）第１項の規定にかかわらず，胎児については，第９条（胎児）第２項及び第３項の規定を適用する。 

 

 

第１１５０条（相続等の欠格者） 

 次に掲げる者は，相続人となり，又は遺言により財産を取得することができない。 

 １ 直接にせよ，間接にせよ，故意に被相続人又は相続について先順位若しくは同順位にある者を死亡するに至ら

せ，又は至らせようとしたために，刑に処せられた者 

 ２ 被相続人の殺害されたことを知って，これを告発せず，又は告訴しなかった者。ただし，その者に是非の分別が

ないとき，又は殺害者がその者の配偶者若しくは直系血族であったときは，この限りでない。 

 ３ 詐欺又は強迫によって，被相続人が相続に関する遺言をし，これを取り消し，又はこれを変更することを妨げた

者 

 ４ 詐欺又は強迫によって，被相続人に相続に関する遺言をさせ，これを取り消させ，又はこれを変更させた者 

 ５ 相続に関する被相続人の遺言書を偽造し，変造し，破棄し，又は隠匿した者 

 

 

第１１５１条（相続人の廃除） 

（１）遺留分を有する推定相続人が次に掲げる行為をしたときは，被相続人は，その推定相続人につき相続から廃除

し，相続させないことを裁判所に申し立てることができる。被相続人は，廃除の意思表示を遺言によってもすることも

できる。 

 １ 被相続人に対して虐待をしたとき。 

 ２ 被相続人に重大な侮辱を加えたとき。 

 ３ 被相続人が病気の時に，可能でありながら，その世話をしなかったとき。 

 ４ 終身刑の有罪判決を受けたとき。 

 ５ その他の著しい非行があったとき。 

（２）廃除を求められた推定相続人は，第１項の裁判において，廃除の事由の存否を争うことができる。 
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第１１５２条（遺言による相続人の廃除） 

 被相続人が第１１５１条（相続人の廃除）に掲げる遺言をしたときは，遺言執行者は，その遺言が効力を生じた後，

遅滞なく裁判所に廃除を申し立てなければならない。この場合は，廃除は，被相続人の死亡のときに遡ってその効力

を生ずる。 

 

 

第１１５３条（相続欠格者等による相続財産の占有） 

 第１１５０条（相続等の欠格者）の規定により相続欠格者となり，若しくは遺言により財産を取得することができない

者又は第１１５１条（相続人の廃除）及び第１１５２条（遺言による相続人の廃除）の規定により相続を廃除された者が

相続財産を占有しているときは，相続開始の時から，悪意の占有者とみなす。 

 

 

第１１５４条（廃除の取消し） 

（１）被相続人は，何時でも，推定相続人の廃除の取消しを裁判所に申し立てることができる。 

（２）第１１５２条（遺言による相続人の廃除）の規定は，廃除の取消しに準用する。 

 

 

第１１５５条（相続人等が外国人である場合） 

（１）相続人又は遺言により財産を取得すべき者がカンボディアの国籍を有しないときは，土地を相続又は遺贈により

取得することができない。 

（２）共同相続人の１人又は数人がカンボディアの国籍を有しないときは，第１項の規定に留意して遺産を分割しなけ

ればならない。 

（３）先順位の相続人の全員がカンボディアの国籍を有しないときは，相続財産のうち土地はこれを法人とし，その管

理及び処分は，当該先順位の相続人の全員が行う。 

（４）先順位の相続人の全員が単純又は限定の承認をしてから３月以内に第３項の相続財産の処分権者として土地

を売却したときは，売却代金は相続財産となり，同項の相続財産法人は消滅する。 

（５）先順位の相続人の全員が第４項の規定に従い単純又は限定の承認をしてから３月以内に土地を売却しないとき

は，土地の所有権は，次順位のカンボジア国籍を有する相続人が相続する。この場合においては，第３項の相続財

産法人は存在しなかったものとみなす。 

 

 

第２章 法定相続 

第１節 相続人 

第１１５６条（第１順位の相続人） 

（１）被相続人の子は，第１順位の相続人となる。 

（２）被相続人の子は，実子であるか又は養子であるかどうかを問わず，同等の相続分を有する。 

 

 

第１１５７条（代襲相続） 

（１）被相続人の子が，相続の開始以前に死亡したとき，又は第１１５０条（相続等の欠格者）の規定に該当し，若しく

は廃除によって，その相続権を失ったときは，その者の子がこれを代襲して相続人となる。ただし，被相続人の直系

卑属でない者は，この限りでない。 

（２）第１項の規定は，代襲者について同項に定める事由がある場合につき，逐次適用する。 

 

 

第１１５８条（代襲相続の場合の相続分） 

 第１１５７条（代襲相続）の規定によって相続人となる直系卑属の相続分は，その直系尊属が受けるべきであったも

のと同一とする。直系卑属が数人あるときは，その各自の直系尊属が受けるべきであった部分について，当該直系

卑属間で均分に相続する。 

 

 

第１１５９条（第２順位の相続人） 

（１）被相続人に相続人となるべき直系卑属がいない場合には，被相続人の直系尊属が相続人となる。ただし，親等

の異なる者の間では，その近い者を先にする。 

（２）相続人となる直系尊属が数人あるときは，各自が均分に相続する。 
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第１１６０条（第３順位の相続人） 

（１）被相続人に相続人となるべき直系卑属及び直系尊属のいずれもがいない場合には，被相続人の兄弟姉妹が相

続人となる。 

（２）兄弟姉妹が数人あるときは，各自が均分に相続する。ただし，父母の一方のみを同じくする兄弟姉妹の相続分は，

父母の双方を同じくする兄弟姉妹の相続分の２分の１とする。 

（３）第１１５７条（代襲相続）第１項の規定及び第１１５８条（代襲相続の場合の相続分）の規定は，第１項及び第２項

の規定により相続人となるべき被相続人の兄弟姉妹が，相続の開始前に死亡した場合にこれを準用する。 

 

 

第２節 配偶者の相続 

第１１６１条（配偶者の相続） 

（１）被相続人の配偶者は，常に相続人となる。 

（２）被相続人の配偶者が相続人となる場合において，第１節（相続人）の規定により配偶者以外の者も相続人となる

べきときは，配偶者は，その者と同順位とする。 

 

 

第１１６２条（配偶者がいる場合の相続分） 

 被相続人の配偶者と配偶者以外の者が相続人となる場合における相続人の相続分は，次のとおりとする。 

 １ 配偶者及び直系卑属が相続人である場合は，配偶者と被相続人の各子とは均分に相続する。 

 ２ 配偶者及び被相続人の父母が相続人である場合は，配偶者の相続分は３分の１，父母の相続分は３分の２とす

る。ただし，被相続人の父母が１人しか生存していないときは，当該父又は母と配偶者とは，均分に相続する。 

 ３ 配偶者及び被相続人の父母以外の直系尊属又は兄弟姉妹若しくはその代襲者が相続人である場合は，配偶

者の相続分は２分の１，被相続人の父母以外の直系尊属又は兄弟姉妹若しくはその代襲者の相続分は２分の１とす

る。 

 

 

第３節 相続分の調整 

第１１６３条（特別受益者の相続分） 

（１）共同相続人中に，被相続人の生前に同人から婚姻その他の出来事を契機として，若しくは生計の資本として贈

与を受け，又は被相続人から遺贈を受けた者があるときは，被相続人が相続開始の時に有した相続財産の価額に

その贈与の価額を加えたものを相続財産とみなし，第１節（相続人）及び第２節（配偶者の相続）の規定によって算定

した相続分の中からその贈与又は遺贈の価額を控除し，その残額をもってその者の相続分とする。 

（２）贈与又は遺贈の価額が，相続分の価額に等しく，又はこれを超えるときは，当該共同相続人は，その相続分を受

けることができない。 

 

 

第１１６４条（贈与の価額） 

 第１１６３条（特別受益者の相続分）の贈与の価額は，相続開始前に受贈者が贈与を受けた財産を処分し，又はそ

の財産が滅失したときは，その処分又は滅失の時における価額により算定する。受贈者がその財産を一部変更を加

えた結果，価額に変動が生じたときは，相続開始の時になお原状にあるものとして価額を算定する。贈与を受けた相

続人が受け取った利息及び実現した利益は，価額に算定しない。 

 

 

第１１６５条（特別受益の価額が相続分の価額を超える場合） 

（１）共同相続人の受けた贈与又は遺贈の価額が，相続分の価額を超える場合であっても，当該共同相続人は，遺

留分の減殺によるときを除き，他の共同相続人のために，贈与にかかる財産を持ち戻すことを要しない。 

（２）第１項の場合においては，他の共同相続人の相続分は，第１１６３条（特別受益者の相続分）第１項の規定によっ

て定められた各共同相続人の相続分の割合により，被相続人が相続開始の時に有していた相続財産の価額を配分

した額とする。 

 

 

第１１６６条（寄与分） 

（１）共同相続人中に，被相続人の事業に関する労務の提供又は財産上の給付，被相続人の療養看護その他の方
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法により被相続人の財産の維持又は増加につき特別の寄与をした者があるときは，被相続人が相続開始の時に有

した相続財産の価額から共同相続人の協議で定めたその者の寄与分を控除したものを相続財産とみなし，第１節（

相続人）及び第２節（配偶者の相続）の規定によって算定した相続分に寄与分を加えた額をもってその者の相続分と

する。 

（２）第１項の協議が調わないとき，又は協議をすることができないときは，裁判所は，同項に規定する寄与をした者

の申立てにより，寄与の時期，方法及び程度，相続財産の額その他一切の事情を考慮して，寄与分を定める。 

（３）寄与分は，被相続人が相続開始の時に有した相続財産の価額から遺贈の価額及び被相続人が共同相続人の

相続分又は遺産分割の方法として指定した財産の価額を控除した額を超えることができない。 

（４）第２項の申立ては，第１２７０条（裁判所による分割）第１項の規定による申立て又は第１２７４条（遺産分割後に

認知された者の請求）の規定による訴えの提起があった場合にすることができる。 

 

 

第１１６７条（第三者に対する関係） 

 本第３節（相続分の調整）の規定に基づく相続分の調整は，その調整に基づく遺産分割の結果について対抗要件

を具備しなければ，第三者に主張することができない。 

 

 

第３章 遺言相続 

第１節 遺言能力 

第１１６８条（遺言することができる者） 

（１）成年に達した者及び未成年後見又は親権から解放された未成年者は，遺言をすることができる。 

（２）第２６条（行為の取消権）及び第３０条（行為の取消権）の規定は，遺言には，これを適用しない。 

 

 

第１１６９条（遺言時の能力） 

（１）遺言者は，遺言をする時にその能力を有しなければならない。 

（２）遺言者の能力の缺欠を主張する者は，そのことを立証しなければならない。ただし，第１１７６条（一般被後見人

の遺言）に規定する場合は，この限りでない。 

 

 

第２節 遺言の方式 

第１１７０条（遺言の要式性） 

（１）遺言は，この法律に定める方式に従わなければ，これをすることができない。 

（２）この法律の定めるいずれの方式にも適合しない遺言は，無効とする。ただし，日付のない遺言は，同一の遺言者

が作成した他の遺言が当該遺言に反するものでない場合に限り，有効とする。日付のない遺言が複数ある場合にお

いて，互いに矛盾するときは，互いに効力を減殺させる。 

 

 

第１１７１条（方式の有効性） 

 遺言は，この法律に定めるいずれかの方式に適合するときは，方式に関し有効とする。 

 

 

第１１７２条（証人又は立会人となることができない者） 

 次に掲げる者は，遺言の証人又は立会人となることができない。 

 １ 未成年者及び一般被後見人 

 ２ 推定相続人及び受遺者並びにその配偶者及び直系血族 

 ３ 公証人が公正証書遺言又は秘密証書遺言の作成に関与する場合においては，公証人の配偶者，直系血族，書

記及び雇人 

 

 

第１１７３条（公正証書による遺言） 

（１）公正証書による遺言は，遺言者が，公証人の面前で，第２項に定める方式により行う。 

（２）公正証書による遺言は，次の方式に従わなければならない。 

 １ ２名以上が証人として立ち会うこと。 
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 ２ 遺言者が公証人に遺言の趣旨を口述すること。 

 ３ 公証人が，遺言者の遺言内容を筆記し，これを遺言者及び証人に読み聞かせること。 

 ４ 遺言者及び証人が，筆記の正確なことを承認した後，証書上にこれらの氏名，年齢及び住所を明らかにした上

で，各自署名すること。ただし，遺言者が文字を記載し，又は署名することができないときは，公証人がその者の氏名，

年齢及び住所を記載した上で，その事由を付記して，上記記載及び署名に代えることができる。 

 ５ 公証人が，日付を記載して，署名すること。 

 

 

第１１７４条（私製証書による遺言） 

（１）私製証書による遺言は，これを行う遺言者がその全文及び日付を自筆し，かつ，これに署名しなければならない。

他人による代筆，タイプ等機械による記載による私製証書の遺言は，無効とする。 

（２）私製証書による遺言中の加除その他の変更は，遺言者が，その場所を指示し，これを変更した旨を付記して，特

にこれに署名しなければ，その効力がない。 

 

 

第１１７５条（秘密証書遺言） 

 秘密証書によって遺言をするには，次の方式に従わなければならない。 

 １ 遺言者が，その証書に署名すること。 

 ２ 遺言者が，その証書を封じ，封じた箇所に署名，イニシャルの記載その他開封の有無を判断し得る措置を施す

こと。 

 ３ 遺言者が，公証人１人及び証人２人以上の前に封書を提出して，自己の遺言書である旨並びに自己以外の者

が筆記したときはその筆者の氏名及び住所を申述すること。 

 ４ 公証人が，その証書を提出した日付及び遺言者の申述を封紙に記載した後，遺言者及び証人とともにこれに署

名すること 

 

 

第１１７６条（一般被後見人の遺言） 

（１）一般被後見人が自己の行為の法的な結果を認識し判断する能力を一次的に回復した時において遺言をするに

は，医師２名以上の立会いがなければならない。 

（２）遺言に立ち会った医師は，遺言者が遺言をする時において精神上の障害により自己の行為の法的な結果を認

識し判断する能力を欠く状態になかった旨を遺言書に付記し，医師であることを冠記した上で，これに署名しなけれ

ばならない。 

 

 

第１１７７条（死亡危急者の遺言） 

（１）疾病その他の事由によって死亡の危急に迫った者が遺言をしようとするときは，証人３人以上の立会をもって，そ

の１人に遺言の趣旨を口授して，これをすることができる。この場合には，その口授を受けた者が，これを筆記して，

他の証人に読み聞かせ，又は閲覧させ，各証人がその筆記の正確なことを承認した後，これに署名しなければなら

ない。 

（２）第１項の規定によってした遺言は，遺言の日から１月以内に，証人の１人又は利害関係人から裁判所に申し立て

て，その確認を得なければ，その効力がない。 

（３）裁判所は，遺言が遺言者の真意に出たものであるとの心証を得なければ，これを確認することができない。 

 

 

第１１７８条（被収容者等の遺言） 

（１）判決又は行政処分により隔離された場所に収容されている者は，警察官又は収容所の職員１人及び証人２人以

上の立会を以て遺言書を作ることができる。 

（２）船舶又は航空機中に在る者は，船長若しくは機長又は事務員１人及び証人２人以上の立会を以て遺言書を作る

ことができる。 

（３）第１項又は第２項の遺言書の作成に当たっては，遺言者は，警察官若しくは収容所の職員又は船長若しくは機

長若しくは事務員に対して口頭で遺言をすることができる。 

（４）第３項の場合においては，第１１７３条（公正証書による遺言）第２項第２号ないし第５号の規定を準用する。この

場合においては，公証人とあるのを警察官若しくは収容所の職員又は船長若しくは機長若しくは事務員と読み替えて

適用する。 

（５）第１項ないし第４項の規定により作成された遺言は，遺言者が収容施設から解放され，又は船舶若しくは航空機

から降りた後，第１１７３条（公正証書による遺言）ないし第１１７５条（秘密証書遺言）に定める方式によって遺言をす

ることができるようになった時から６月間生存するときは，その効力がない。 
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第１１７９条（口がきけない者等の遺言作成） 

（１）口がきけない者が第１１７３条（公正証書による遺言），第１１７５条（秘密証書遺言），または第１１７７条（死亡危

急者の遺言）の方式により遺言する場合には，遺言者は，公証人又は証人の前で，遺言の趣旨若しくは自己の遺言

書である旨を通訳人の通訳により申述し，又は自書することにより，口述に代えることができる。 

（２）公証人その他この法律により定められた者が遺言の趣旨を筆記した後に遺言者及び証人に対してその内容を読

み聞かせるべき場合において，遺言者又は証人が耳が聞こえない者であるときは，筆記した内容を通訳人の通訳に

より遺言者又は証人に伝えることにより，筆記の内容の読み聞かせに代えることができる。 

（３）第１項及び第２項の場合においては，公証人その他この法律により定められた者は，証書にその旨を記載しなけ

ればならない。 

 

 

第１１８０条（署名に代わる記名拇印） 

 公証人及び証人が署名すべき場合においては，記名の上，拇印するだけで足りる。 

 

 

第１１８１条（在外カンボディア人の遺言の特則） 

 カンボディア国の領事の駐在する地にあるカンボディア人が公正証書又は秘密証書によって遺言をしようとするとき

は，公証人の職務は，領事がこれを行う。 

 

 

第３節 遺言事項 

第１１８２条（相続分の指定） 

（１）被相続人は，遺言で，共同相続人の相続分を定め，又は特別受益者の相続分に関する第１１６３条（特別受益者

の相続分）の規定と異なる意思表示をすることができる。ただし，遺留分を侵害する相続分の指定は，遺留分に関す

る規定に服する。 

（２）被相続人が共同相続人中の１人又は数人の相続分のみを定めたときは，他の共同相続人の相続分は，第２章

第３節（相続分の調整）の規定によってこれを定める。 

 

 

第１１８３条（遺言による分割方法の指定等） 

 被相続人は，遺言で，分割の方法を定め，若しくはこれを定めることを第三者に委託し，又は相続開始の時から５

年を超えない期間内の分割を禁止することができる。 

 

 

第１１８４条（財産の譲渡） 

 遺言者は，遺留分に関する規定に従うことを条件として，遺言で，第１１９９条（遺贈の意義）に定める方法によりそ

の財産の全部又は一部を贈与することができる。 

 

 

第１１８５条（相続人に対する財産の譲渡） 

（１）被相続人が１人又は数人の共同相続人に対して１又は数個の特定の財産を譲渡する旨の遺言をしたときは，そ

れが負担付遺贈等遺贈の趣旨であることが明らかな場合を除き，遺産分割の方法を指定したものと推定し，その指

定にかかる財産の価額がその相続人の相続分を超過するときは，相続分の指定もしたものと推定する。 

（２）被相続人が相続財産のうち一部の財産のみについて遺言をした場合において，その財産の価額が，これを受け

ることとなった相続人に関する相続分よりも少額であるときは，遺言に別段の意思表示がない限り，その相続人に帰

属すべき遺産の分割方法の指定をしたに止まるものと推定する。 

 

 

第１１８６条（遺言執行者の指定） 

 遺言者は，遺言で，１人又は数人の遺言執行者を指定し，又はその指定を第三者に委託することができる。 

 

 

第１１８７条（その他の事項） 

 遺言者は，この法律で定められたその他の事項を遺言することができるほか，家族の調和を図るための意見その
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他の事項を遺言することができる。この場合には，相続人等はその遺言を尊重しなければならない。 

 

 

第４節 遺言の取消し 

第１１８８条（遺言の取消しの時期及び方式） 

 遺言者は，いつでも，本第４節（遺言の取消し）に定めるところに従って，遺言の全部又は一部を取り消すことができ

る。 

 

 

第１１８９条（遺言の方式による取消し） 

（１）遺言の全部又は一部は，遺言の方式に従って，これを取り消すことができる。 

（２）前の遺言と後の遺言と抵触するときは，その抵触する部分については，後の遺言で前の遺言を取り消したものと

みなす。 

 

 

第１１９０条（生前処分による遺言の取消し） 

遺言者が，生前に遺言の目的物に関し，譲渡その他の行為をしたときは，その抵触する部分については，遺言を取り

消したものとみなす。 

 

 

第１１９１条（遺言書等の破棄による取消し） 

 遺言者が故意に遺言の原本を破棄したときは，その破棄した部分については，遺言を取り消したものとみなす。遺

言者が故意に遺言の目的物を破棄したときも，同様とする。 

 

 

第１１９２条（遺言取消権の放棄） 

 遺言者は，その遺言の取消権を放棄することができない。 

 

 

第１１９３条（負担付遺贈に関する取消し） 

 受遺者が遺贈と引き替えに遺言者から課せられた義務を履行しないときは，遺言執行者又はそれがないときは相

続人は，相当の期間を定めてその履行を催告し，もし，その期間内に義務の履行がないときは，当該遺贈の取消しを

裁判所に請求することができる。 

 

 

第５節 遺言の効力 

第１１９４条（遺言の効力発生時期） 

（１）遺言は，遺言者の死亡の時からその効力を生ずる。 

（２）遺言に停止条件を付した場合において，その条件が遺言者の死亡後に成就したときは，遺言は，条件が成就し

た時からその効力を生ずる。 

 

 

第１１９５条（相続分の指定等の効力） 

（１）被相続人が１人又は数人の共同相続人に対して１又は数個の特定の財産を譲渡する方法により相続分又は遺

産分割の方法を指定したときは，当該特定の財産は，遺言の効力発生とともに当然に，その帰属すべきものとされた

相続人に帰属する。 

（２）遺言に停止条件を付した場合において，その条件が遺言者の死亡後に成就したときは，第１項の財産は，被相

続人の死亡の時に遡って，その帰属すべきものとされた相続人に帰属したものとみなす。 

 

 

第１１９６条（推定相続人の死亡等） 

（１）被相続人が，遺言で，相続人の相続分又は遺産分割の方法を指定した場合において，推定相続人が相続の開

始以前に死亡したとき，又は第１１５０条（相続等の欠格者）の規定に該当し，若しくは廃除によって，その相続権を失

ったときは，その指定は，当該推定相続人の代襲者に対して行ったものとみなす。 

（２）第１項の場合において，当該推定相続人に代襲者がないときは，当該推定相続人に対する指定は，効力を生じ
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ない。相続人が相続を放棄した場合も，同様である。 

（３）第１項又は第２項の規定にかかわらず，被相続人がその遺言に別段の意思表示をしたときは，その意思に従う。 

 

 

第１１９７条（一般後見人等への遺言の制限） 

（１）一般被後見人が，一般後見の計算の終了前に，一般後見人又はその配偶者若しくは直系卑属の利益となるべ

き遺言をしたときは，その遺言は，無効とする。 

（２）第１項の規定は，直系血族，配偶者又は兄弟姉妹が一般後見人である場合には，これを適用しない。 

 

 

第１１９８条（遺贈が無効等の場合の財産の帰属） 

 遺贈が，受遺者の欠格，死亡その他の事由によってその効力を生じないとき，又は放棄によってその効力を生じな

いときは，受遺者が受けるべきであったものは，相続人に帰属する。ただし，遺言者がその遺言に別段の意思を表示

したときは，その意思に従う。 

 

 

第６節 遺贈 

第１１９９条（遺贈の意義） 

 包括遺贈とは，遺言者が遺言により，その財産の全部又は割合をもって指定する一部を，一人又は数人に対して

贈与することをいい，特定遺贈とは，遺言者が遺言により，特定の財産を一人又は数人に対して贈与することをいう。 

 

 

第１２００条（受遺者の死亡） 

（１）遺贈は，遺言者の死亡以前に受遺者が死亡したときは，その効力を生じない。遺贈が停止条件付きである場合

において，受遺者がその条件の成就前に死亡したときも同様である。 

（２）第１項の規定にかかわらず，遺言者がその遺言に別段の意思表示をしたときは，その意思に従う。 

（３）推定相続人が受遺者である場合においては，第１項の規定は，第１１９６条（推定相続人の死亡等）第１項の規

定の適用を害するものではない。 

 

 

第１２０１条（遺贈の放棄） 

（１）受遺者は，遺言者の死亡後，何時でも，遺贈の放棄をすることができる。ただし，包括遺贈の放棄については，

相続放棄の規定に従う。 

（２）遺贈の放棄は，遺言者の死亡の時に遡ってその効力を生ずる。 

 

 

第１２０２条（利害関係人の催告） 

 遺贈義務者その他の利害関係人は，相当の期間を定めて遺贈の承認又は放棄をすべき旨を受遺者に催告するこ

とができる。もし，受遺者がその期間内に遺贈義務者に対してその意思を表示しないときは，遺贈を承認したものと

みなす。 

 

 

第１２０３条（受遺者の相続人による放棄・承認） 

 受遺者が遺贈の承認又は放棄をしないで死亡したときは，その相続人は，自己の相続権の範囲内で，承認又は放

棄をすることができる。ただし，遺言者がその遺言に別段の意思表示をしたときは，その意思に従う。 

 

 

第１２０４条（承認又は放棄の取消し） 

（１）遺贈の承認及び放棄は，これを取り消すことができない。 

（２）第１２５２条（承認又は放棄の取消し）第２項の規定は，遺贈の承認及び取消しに準用する。 

 

 

第１２０５条（受遺者が相続人である場合の承認又は放棄） 

（１）受遺者が相続人である場合において，相続を放棄したときは，遺贈も放棄したものとみなす。当該受遺者は，相

続を放棄しながら，遺贈を承認することができない。 

（２）第１項の受遺者は，相続を承認した場合においても，特定遺贈を放棄することができる。 
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第１２０６条（受遺者の果実取得権） 

 受遺者は，遺贈の履行を請求することができる時から果実を取得する。ただし，遺言者がその遺言に別段の意思表

示をしたときは，その意思に従う。 

 

 

第１２０７条（相続財産に属しない権利の遺贈） 

 遺贈は，その目的たる権利が遺言者の死亡の時において相続財産に属しなかったときは，その効力を生じない。 

 

 

第１２０８条（第三者の権利がある物や権利の遺贈） 

 遺贈の目的たる物又は権利が遺言者の死亡の時において第三者の権利の目的であるときは，受遺者は，遺贈義

務者に対してその権利を消滅させるべき旨を請求することができない。 

 

 

第１２０９条（物上代位性） 

（１）遺言者が，遺贈の目的物の滅失若しくは変造又はその占有の喪失によって第三者に対して償金を請求する権利

を有するときは，その権利を遺贈の目的としたものと推定する。 

（２）遺贈の目的物が，他の物と付合し，混和し，又は融合した場合において，遺言者が，第１８６条（動産と不動産の

付合）又は第１９８条（動産の付合，混和，融合）の規定によって合成物の単独所有者又は共有者となったときは，そ

の全部の所有権又は共有権を遺贈の目的としたものと推定する。 

 

 

第１２１０条（債権の遺贈の物上代位性） 

（１）債権を遺贈の目的とした場合において，遺言者が弁済を受け，かつ，その受け取った物が，なお，相続財産中に

在るときは，その物を遺贈の目的としたものと推定する。 

（２）金銭を目的とする債権については，相続財産中に存在する金銭及び弁済後に入金した預金の限度で，その金銭

又は預金を遺贈の目的としたものと推定する。 

 

 

第１２１１条（負担付遺贈における受遺者の責任） 

（１）負担付遺贈を受けた者は，遺贈の目的の価額を超えない限度においてのみ，負担した義務を履行する責に任ず

る。 

（２）負担付遺贈の目的の価額が相続の限定承認又は遺留分減殺請求によって減少したときは，受遺者は，その減

少の割合に応じてその負担した義務を免れる。ただし，遺言者がその遺言に別段の意思表示をしたときは，その意思

に従う。 

 

 

第１２１２条（包括受遺者の権利義務） 

（１）包括受遺者は，相続人と同一の権利義務を有する。 

（２）相続財産のすべてが相続人以外の者に包括遺贈されたときは，相続人は，遺留分に関する権利を除き，相続し

なかったものとみなす。 

 

 

第７節 遺言の執行 

第１２１３条（遺言の検認及び開封） 

（１）遺言書の保管者は，相続の開始を知った後遅滞なく，これを裁判所に提出して，その検認を申し立てなければな

らない。遺言書の保管者がない場合において，相続人その他の利害関係人が遺言書を発見した後も，同様である。 

（２）第１項の規定は，公正証書による遺言には，これを適用しない。 

（３）封印のある遺言書は，裁判所において相続人若しくは利害関係人又はその代理人の立会いを以てしなければこ

れを開封することができない。 

（４）第３項の規定に違反して裁判所外で遺言を開封した者は，１００万リエル以下の過料に処される。 

（５）遺言は，第３項の規定に違反して裁判所外で開封されたとしても，そのことを理由としてその効力を失わない。 
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第１２１４条（遺言執行者の指定） 

（１）遺言者が，遺言で，遺言執行者の指定を第三者に委託したときは，委託を受けた者は，遅滞なく，その指定をし

て，これを相続人に通知しなければならない。 

（２）第１項の委託を受けた者がその委託を辞そうとするときは，遅滞なく相続人にその旨を通知しなければならない。 

 

 

第１２１５条（遺言執行者の就職） 

 遺言執行者が就職を承諾したときは，直ちにその任務を行わなければならない。 

 

 

第１２１６条（遺言執行者就職の催告） 

（１）相続人その他の利害関係人は，遺言執行者と指定された者に対し，相当の期間を定め，その期間内に遺言執行

者として就職を承諾するかどうかを確答すべき旨を催告することができる。もし，その者が，その期間内に相続人に対

して確答をしないときは，就職を辞したものとみなす。 

（２）第１項第１文の規定は，遺言執行者の指定を委託された第三者がすみやかに遺言執行者を指定しない場合に

準用する。この場合において，当該第三者が，その期間内に遺言執行者の指定をしないときは，その委託を辞したも

のとみなす。 

 

 

第１２１７条（遺言執行者となることができない者） 

 一般被後見人，被保佐人，未成年者及び破産者は，遺言執行者となることができない。 

 

 

第１２１８条（遺言執行者の選任） 

 遺言執行者がないとき，又はなくなったときは，裁判所は，相続人又は利害関係人の請求によって，これを選任する

ことができる。 

 

 

第１２１９条（財産目録の作成） 

（１）遺言執行者は，遅滞なく，相続財産の目録を作成して，これを相続人に交付しなければならない。 

（２）相続人は，遺言執行者が相続財産目録を作成するに当たり，立ち会うことができる。 

 

 

第１２２０条（遺言執行者の職務権限） 

 遺言執行者は，相続財産の管理その他遺言の執行に必要な一切の行為をする権利義務を有する。 

 

 

第１２２１条（相続人の処分権喪失） 

（１）遺言執行者がある場合には，相続人は，相続財産の処分その他遺言の執行を妨げるべき行為をすることができ

ない。 

（２）第１項の規定に反してした処分は，効力を生じない。 

 

 

第１２２２条（特定財産に関する遺言の執行） 

 第１２１９条（財産目録の作成）ないし第１２２１条（相続人の処分権喪失）の規定は，遺言が特定財産に関する場合

には，その財産についてのみこれを適用する。 

 

 

第１２２３条（遺言執行者の地位） 

（１）遺言執行者は，その執行すべき相続財産に関し，遺言執行者の名において行為をする。 

（２）遺言執行者がその職務として行った行為は，直接相続人に対してその効力を生ずる。 

 

 

第１２２４条（遺言執行者の復任権） 

（１）遺言執行者は，やむを得ない事由がなければ，第三者にその任務を行わせることができない。ただし，遺言者が

その遺言に反対の意思を表示したときは，この限りでない。 

（２）遺言執行者が第１項の規定により第三者にその任務を行わせる場合には，その選任及び監督について，受遺者
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及び相続人に対して責任を負う。遺言執行者が同項の規定に反して第三者にその任務を行わせた場合には，受遺

者及び相続人に対して，これによって生じた損害を賠償しなければならない。 

 

 

第１２２５条（共同遺言執行者） 

（１）数人の遺言執行者がある場合には，その任務の執行は，過半数でこれを決する。ただし，遺言者がその遺言に

別段の意思を表示したときは，その意思に従う。 

（２）各遺言執行者は，第１項の規定にかかわらず，保存行為をすることができる。 

 

 

第１２２６条（遺言執行者の報酬） 

（１）遺言執行者は，遺言で定められた報酬を受けることができる。 

（２）遺言で報酬が定められていない場合には，裁判所は，遺言執行者の申立てにより，相続財産の状況，遺言者と

遺言執行者との関係その他の事情を考慮し，報酬を支払うことを相当と認めるときは，その報酬の額を定める。 

 

 

第１２２７条（遺言執行者の辞任・解任） 

（１）遺言執行者は，正当な事由があるときは，裁判所の許可を得て，その任務を辞することができる。 

（２）遺言執行者がその任務を怠ったときその他正当な事由があるときは，利害関係人は，その解任を裁判所に申し

立てることができる。 

 

 

第１２２８条（遺言執行の費用） 

 遺言の執行に関する費用は，相続財産の負担とする。ただし，これによって遺留分を減ずることができない。 

 

 

第１２２９条（委任に関する規定の準用） 

 遺言執行者の職務については，遺言執行者の職務の性質に反しない限り，委任に関する規定を準用する。 

 

 

第４章 遺留分 

第１節 総則 

第１２３０条（遺留分権利者） 

（１）被相続人の直系卑属又は父母若しくは祖父母及び配偶者は，遺留分として，次の財産を取得することができる。 

 １ 父母又は祖父母のみが相続人であるときは，被相続人の財産の３分の１ 

 ２ その他の場合には，被相続人の財産の２分の１ 

（２）相続人が複数の場合は，各遺留分権利者は，相続分の割合にしたがって，遺留分を受けることができる。 

（３）第１１５７条（代襲相続）及び第１１５８条（代襲相続の場合の相続分）の規定は，遺留分にこれを準用する。 

 

 

第１２３１条（遺留分算定の基礎となる財産） 

（１）遺留分は，被相続人が相続開始の時において有した財産の価額に第１１６３条（特別受益者の相続分）に定める

特別受益の価額及び第１２３２条（遺留分算定の基礎となる贈与）に定める贈与財産の価額を加え，その中から債務

の全額を控除して，これを算定する。 

（２）条件付き権利又は存続期間の不確定な権利は，裁判所が選定した評価人の評価に従って，その価額を定める。 

（３）第１項の債務の中には，被相続人の身分に応じた葬儀費用が含まれる。 

 

 

第１２３２条（遺留分算定の基礎となる贈与） 

（１）次に掲げる贈与は，遺留分算定の基礎となる。ただし，第１１６３条（特別受益者の相続分）に定める特別受益を

除く。 

 １ 相続開始前の１年間になされたもの 

 ２ １号以外の贈与で，当事者双方が遺留分権利者に損害を加えることを知って，なされたもの 

（２）本第４章（遺留分）において，無償の債務免除は，贈与とみなす。 
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第１２３３条（遺留分減殺の対象となる財産） 

 遺贈，遺言による相続分の指定，特別受益及び第１２３２条（遺留分算定の基礎となる贈与）に掲げる贈与は，遺留

分減殺の対象となる。ただし，相続人に対する遺贈，相続分の指定及び特別受益が遺留分減殺の対象となる場合に

おいては，当該相続人についての遺留分額を超える部分に限る。 

 

 

第１２３４条（遺留分減殺の請求額） 

遺留分権利者が遺留分減殺により請求することができる額は，遺留分額から，遺留分権利者が相続によって得た財

産の全額及び特別受益の価額を控除し，その者の負担する相続債務額を加算した額とする。 

 

 

第２節 遺留分減殺の方法 

第１２３５条（遺留分減殺請求） 

 遺留分権利者及びその承継人は，遺留分を保持するに必要な限度で，遺留分減殺の対象となる財産又は利益を

得た者に対して，遺贈等の減殺を請求することができる。 

 

 

第１２３６条（減殺の順序） 

 贈与及び特別受益は，遺贈及び遺言による相続分の指定を減殺した後でなければ，これを減殺することができな

い。 

 

 

第１２３７条（遺贈等の減殺） 

（１）先ず，相続人に対する遺贈と相続分の指定を同時に減殺し，なお不足があるときは，相続人以外の者に対して

なされた遺贈を減殺する。 

（２）遺贈は，その目的の価額の割合に応じてこれを減殺する。１個又は数個の特定財産を譲渡する方法でなされた

相続分の指定も，同様である。ただし，相続人に対する遺贈及び相続分の指定が遺留分減殺の対象となる場合にお

いては，当該相続人についての遺留分額を超える部分をもって，目的の価額とする。 

（３）相続財産に対する割合をもってなされた相続分の指定は，その割合を変更することにより，これを減殺する。 

（４）第１項，第２項及び第３項の規定にかかわらず，遺言者がその遺言に別段の意思を表示したときは，その意思に

従う。 

 

 

第１２３８条（贈与の減殺の順序等） 

（１）贈与又は特別受益の減殺は，後の贈与又は特別受益から始め，順次前の贈与又は特別受益に及ぶ。 

（２）贈与又は特別受益が相続開始の時から２０年以上前にされていたときは，受贈者又は特別受益を受けた相続人

は，遺留分減殺請求を拒むことができる。 

 

 

第１２３９条（果実の返還） 

 共同相続人，受遺者又は受贈者は，その返還すべき財産又は償還金のほか，減殺の請求のあった日以降の果実

を返還しなければならない。 

 

 

第１２４０条（無資力による損失の負担） 

 減殺を受けるべき共同相続人，受遺者又は受贈者の無資力によって生じた損失は，遺留分権利者の負担に帰す

る。 

 

 

第１２４１条（負担付贈与の減殺） 

 負担付贈与は，その目的の価額の中から負担の価額を控除したものについて，その減殺を請求することができる。 

 

 

第１２４２条（贈与とみなされる契約等の減殺） 

（１）不相当な対価をもってした契約は，当事者双方が遺留分権利者に損害を加えることを知ってしたものに限り，こ
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れを贈与とみなす。この場合において，遺留分権利者がその減殺を請求するときは，その対価を償還しなければなら

ない。 

（２）不相当な対価による債務免除については，第１項の規定を準用する。 

 

 

第１２４３条（贈与の目的を処分した場合の減殺） 

（１）減殺を受けるべき共同相続人，受遺者又は受贈者が贈与の目的を他人に譲り渡したときは，遺留分権利者にそ

の処分時における価額を限度に金銭で弁償しなければならない。ただし，譲受人が譲渡の当時遺留分権利者に損害

を加えることを知っていたときは，遺留分権利者は，これに対しても減殺を請求することができる。 

（２）第１項の規定は，共同相続人，受遺者又は受贈者が贈与の目的の上に権利を設定した場合にこれを準用する。 

 

 

第１２４４条（価額による弁償） 

（１）共同相続人，受遺者及び受贈者は，減殺を受けるべき限度において，指定相続分または遺贈若しくは贈与の目

的の価額を遺留分権利者に弁償して，返還の義務を免れることができる。 

（２）第１項の規定は，第１２４３条（贈与の目的を処分した場合の減殺）第１項ただし書の場合にこれを準用する。 

 

 

第３節 減殺請求権の消滅 

第１２４５条（減殺請求権の消滅時効） 

 減殺請求権は，遺留分権利者が，相続の開始及び減殺すべき相続分の指定，遺贈，贈与又は特別受益があった

ことを知ったときから１年を経過した場合には，時効によりて消滅する。相続開始の時から５年を経過した場合にも，

時効により消滅する。 

 

 

第１２４６条（遺留分の放棄） 

 遺留分は，その全部又は一部を放棄することができる。ただし，相続の開始前における遺留分の放棄は，裁判所の

許可を受けたときに限り，その効力を生ずる。 

 

 

第１２４７条（共同相続人の場合） 

 共同相続人の１人についての時効による減殺請求権の消滅又は共同相続人の１人のした遺留分の放棄は，他の

共同相続人の遺留分に影響を及ぼさない。 

 

 

第５章 相続の承認及び放棄 

第１節 総則 

第１２４８条（承認又は放棄の期間） 

（１）相続人は，自己のために相続の開始があったことを知った時から３か月以内に，単純若しくは限定の承認又は放

棄をしなければならない。ただし，この期間は，相続人の申立てによって，裁判所において，これを伸長することがで

きる。 

（２）相続人は，承認又は放棄をする前に，相続財産の調査をすることができる。 

 

 

第１２４９条（相続人死亡の場合の期間の特例） 

 相続人が承認又は放棄をしないで死亡したときは，第１２４８条（承認又は放棄の期間）第１項の期間は，その者の

相続人が自己のために相続の開始があったことを知ったときから，これを起算する。 

 

 

第１２５０条（未成年者等の期間の特例） 

 相続人が未成年者又は一般被後見人であるときは，第１２４８条（承認又は放棄の期間）第１項の期間は，その法

定代理人が未成年者又は一般被後見人のために相続の開始があったことを知ったときから，これを起算する。 
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第１２５１条（債務の存在が分からなかった場合の期間の特例） 

（１）被相続人が相続財産では弁済することができない多額の債務を負っていた場合において，相続人が，被相続人

の生活の状況，被相続人の財産の状況その他諸般の事情によっては，その債務の存在を知り得なかったときは，第

１２４８条（承認又は放棄の期間）の期間は，相続人がその債務の存在を知ったときから，これを起算する。 

（２）第１項に規定する場合において，相続人が同項の債務の存在を知る前に他の相続債務の弁済に充てるため相

続財産を処分したときは，第１２５５条（法定単純承認）第１号の規定は，適用しない。 

 

 

第１２５２条（承認又は放棄の取消し） 

（１）相続の承認及び放棄は，第１２４８条（承認又は放棄の期間）第１項の期間内でも取り消すことができない。 

（２）第１項の規定は，意思表示の瑕疵を理由として承認又は放棄の取消しをすることを妨げない。ただし，その取消

権は，追認をすることができる時から６か月以内にこれを行わないときは，消滅する。相続開始の時から５年以内にこ

れを行わないときも，同様である。 

（３）第２項の規定により限定承認又は放棄を取り消そうとする者は，その旨を裁判所に申し立てなければならない。 

 

 

第１２５３条（承認前の相続人に対する訴訟の禁止） 

 相続の承認前においては，相続財産に対する請求権を訴訟において相続人に対して主張することができない。 

 

 

第２節 承認 

第１２５４条（単純承認） 

 相続人が単純承認をしたときは，無限に被相続人の権利義務を承継する。 

 

 

第１２５５条（法定単純承認） 

 次に掲げる場合には，相続人は，単純承認をしたものとみなす。 

 １ 相続人が相続財産の全部又は一部を処分したとき。ただし，保存行為及び単なる管理行為をすることは，この

限りでない。 

 ２ 相続人が第１２４８条（承認又は放棄の期間）第１項の期間内に限定承認又は放棄をしなかったとき。 

 ３ 相続人が相続を放棄したにもかかわらず，相続財産の全部若しくは一部を隠匿し，又は私にこれを消費したとき。

ただし，先順位の相続人が放棄したことによって相続人となった者が承認をした後は，この限りでない。 

 

 

第１２５６条（限定承認） 

（１）相続人は，相続によって得た財産の限度においてのみ被相続人の債務及び遺贈を弁済すべきことを留保して，

承認をすることができる。 

（２）相続人が数人あるときは，限定承認は，共同相続人の全員が共同してのみこれをすることができる。 

 

 

第１２５７条（限定承認の方法） 

 相続人が限定承認をしようとするときは，第１２４８条（承認又は放棄の期間）第１項の期間内に，財産目録を作成し

てこれを裁判所に提出し，限定承認をする旨を申し立てなければならない。 

 

 

第１２５８条（限定承認の効果） 

（１）相続人が限定承認をした場合は，相続債権者は，相続人の固有財産に対しては，責任を追及することができな

い。 

（２）第１項の場合は，相続人がその被相続人に対して有した権利義務は，混同により消滅しなかったものとみなす。 

 

 

第１２５９条（限定承認後の法定承認事由発生の場合） 

（１）単独で相続した者が限定承認した場合において，その相続人が悪意で相続財産の全部若しくは一部を財産目録

中に記載しなかったとき又はその相続人について第１２５５条（法定単純承認）第１号若しくは第３号に掲げる事由が

あるときは，その相続人は，単純承認したものとみなし，限定承認の申述は，当初から効力がなかったものとする。 

（２）限定承認をした共同相続人の１人又は数人について，第１項に掲げる事由があるときは，相続債権者は，相続
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財産をもって弁済を受けることができなかった債権額について，当該共同相続人の１人又は数人に対して，それぞれ

の相続分に応じて権利を行うことができる。 

 

 

第３節 放棄 

第１２６０条（相続の放棄） 

 相続の放棄をしようとするものは，その旨を裁判所に申し立てなければならない。 

 

 

第１２６１条（放棄の効力） 

 相続の放棄をした者は，その相続に関しては，初めから相続人とならなかったものとみなす。 

 

 

第６章 相続財産の管理及び分割 

第１節 相続財産の管理 

第１２６２条（相続財産の保管） 

（１）被相続人の死亡の時に相続財産を占有している相続人は，遺産分割されるまで，その財産の保管及び管理をす

る。ただし，第１２６３条（遺言執行者による保管）の規定に従う。 

（２）相続人は，相続の承認又は放棄をする前であっても，その固有財産におけると同一の注意をもって，相続財産を

管理しなければならない。相続を放棄した後も，その放棄によって相続人となった者が相続財産の管理を始めること

ができるまで，同様である。 

 

 

第１２６３条（遺言執行者による保管） 

 遺言執行者が就職したときは，当該遺言執行者が相続財産を管理する。ただし，遺言が特定財産に関する場合に

は，その財産についてのみ管理する。 

 

 

第１２６４条（臨時的管理人） 

（１）相続財産全体を管理する遺言執行者がいないときは，相続人，受遺者又は被相続人の債権者は，裁判所に対し，

遺産分割されるまでの間の臨時的管理人の選任を申し立てることができる。 

（２）第１項の規定により選任された臨時的管理人は，第１２５３条（承認前の相続人に対する訴訟の禁止）の規定に

かかわらず，相続人が相続を承認するまでの間は，被相続人の氏名を特定してその相続人の訴訟担当者の名にお

いて，遺産に関する請求権についての訴訟上の担当者となる。 

（３）第４０条（財産管理人の権限等）第１項及び第３項の規定は，臨時的管理人に準用する。 

 

 

第１２６５条（相続財産に関する費用） 

 相続財産に関する費用は，その財産の中から，これを支弁する。ただし，相続人の過失によるものは，当該相続人

の負担とする。 

 

 

第２節 遺産分割 

第１２６６条（遺産分割の協議） 

（１）共同相続人は，相続開始後１か月を経過すれば何時でも，遺産分割のための協議を開始することができる。ただ

し，遺産分割の結果による相続財産の名義の変更については，第１２７７条（名義の変更の禁止）の規定に従うものと

し，また，被相続人が遺言で遺産の分割を禁止した場合は，禁止の期間，遺産分割をすることができない。 

（２）遺産分割により物に対する権利を移転するには，分割は，書面等それぞれの権利の移転に必要な要式によるこ

とを要する。 

 

 

第１２６７条（分割の基準） 

（１）遺言で分割の方法が指定されていない場合には，遺産の分割は，遺産に属する物又は権利の種類及び性質，
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各共同相続人の年齢，職業，心身の状態及び生活の状況その他一切の事情を考慮してこれをする。 

（２）分割によって著しくその価値を損する場合において，相当と認められるときは，共同相続人は，協議より，他の共

同相続人に対して調整金を支払うことを条件として，当該財産を１人の共同相続人に帰属させることができる。 

 

 

第１２６８条（配偶者の優先権） 

 配偶者が相続人となる場合において，婚姻中に被相続人との共有により取得した財産があるときは，配偶者は，遺

産分割において，その相続分に達するまで，その財産に関する被相続人の共有持分につき他の共同相続人に優先

して取得することができる。 

 

 

第１２６９条（相続債務等の弁済） 

 被相続人に債務があるときは，共同相続人は，当該債務を弁済すべきこと及び当該債務の負担割合は債権者の

承諾のない限り変更できないことも考慮して，遺産分割をしなければならない。 

 

 

第１２７０条（裁判所による分割） 

（１）遺産の分割について，共同相続人間に協議が整わないとき，又は協議をすることができないときは，各共同相続

人は，その分割を裁判所に申し立てることができる。 

（２）裁判所は，分割を実施するに当たり，第１２６７条（分割の基準）ないし第１２６９条（相続債務等の弁済）の規定の

ほか，地方の慣習や共同相続人の過半数の意見も参酌するものとする。 

 

 

第１２７１条（売却による換価） 

 共同相続人の間で分割又は帰属について合意に達することのできない財産については，裁判所は，売却の上，そ

の価額を分割することができる。 

 

 

第１２７２条（分割前の財産の処分等に基づき取得したもの） 

 相続財産に属する権利に基づいて，相続財産の目的の滅失，毀損若しくは侵奪に対する代償として，又は遺産を

目的とする契約によって取得したものは，相続財産に属する。 

 

 

第１２７３条（分割の効果） 

（１）遺産の分割は，相続開始の時にさかのぼってその効力を生ずる。ただし，既に登記手続を行い，又は対抗要件

を具備した第三者の権利を害することができない。 

（２）共同相続人は，いずれも，その者に帰属した財産に関する権利証書を受領する。 

 

 

第１２７４条（遺産分割後に認知された者の請求） 

 被相続人の死亡後に認知された結果相続人となった者が遺産の分割を請求しようとする場合において，他の共同

相続人が既に分割その他の処分をしたときは，価額のみによる支払の請求権を有する。 

 

 

第１２７５条（債権の分割の対抗要件等） 

（１）遺産分割において被相続人が有していた債権を法定相続分以外の割合で分割したときは，共同相続人全員が

債務者にその旨を通知し，又は，遺産分割が公正証書によりなされたときは当該証書を示し若しくはその写しを交付

しなければ，債務者に対抗することができない。 

（２）被相続人の債務者は，第１項の通知を受ける前に共同相続人に対して法定相続分の割合に従ってした弁済は，

遺産分割により債権を取得した共同相続人に対して対抗することができる。 

 

 

第１２７６条（共同相続人の担保責任） 

 各共同相続人は，他の共同相続人に対して，売主と同じく，その相続分に応じて担保の責めに任ずる。 
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第３節 債権者間の調整 

第１２７７条（名義の変更の禁止） 

 相続人及び遺産管理人は，第１２４８条（承認又は放棄の期間）第１項に規定する期間が経過するまでは，相続財

産の名義を相続人又は受遺者に変更することができない。ただし，被相続人の債務を弁済する必要上，名義を変更

する場合は，この限りでない。 

 

 

第１２７８条（被相続人の債権者） 

 被相続人の債権者は，第１２４８条（承認又は放棄の期間）第１項に規定する期間が経過するまでは，相続人の固

有財産についてその権利を行うことができない。 

 

 

第１２７９条（相続人の債権者） 

 相続人の債権者は，第１２４８条（承認又は放棄の期間）第１項に規定する期間が経過するまでは，相続財産につ

いてその権利を行うことができない。 

 

 

第４節 限定承認があった場合の清算等 

第１２８０条（限定承認後の相続財産の管理） 

 限定承認者は，善良な管理者の注意をもって，相続財産の管理を継続しなければならない。 

 

 

第１２８１条（公告及び催告） 

（１）限定承認者は，限定承認をした後５日以内に，一切の相続債権者及び受遺者に対し，限定承認をしたこと及び

一定の期間内にその請求の申し出をすべき旨を公告しなければならない。ただし，その期間は，２か月を下ることが

できない。 

（２）第１項の公告には，債権者が期間内に申し出をしないときは，その債権は，清算から除斥されることを付記しなけ

ればならない。ただし，限定承認者は，知れたる債権者を除斥することができない。 

（３）限定承認者は，知れたる債権者には各別に申し出を催告しなければならない。 

 

 

第１２８２条（催告期間中の弁済拒絶権） 

 限定承認者は，第１２８１条（公告及び催告）第１項の公告期間満了前には，相続債権者及び受遺者に対して弁済

を拒むことができる。 

 

 

第１２８３条（配当弁済） 

 第１２８１条（公告及び催告）第１項の公告期間が満了した後は，限定承認者は，相続財産をもって，その期間内に

申し出た債権者その他知れた債権者に，各々その債権額の割合に応じて弁済をしなければならない。ただし，優先

権を有する債権者の権利を害することができない。 

 

 

第１２８４条（期限前の債務等の弁済） 

（１）限定承認者は，弁済期に至らない債権でも，第１２８３条（配当弁済）の規定によってこれを弁済しなければならな

い。 

（２）条件付きの債権又は存続期間の不確定な債権は，裁判所が選任した評価人の評価に従って，これを弁済しなけ

ればならない。 

 

 

第１２８５条（受遺者への弁済） 

 限定承認者は，第１２８３条（配当弁済）及び第１２８４条（期限前の債務等の弁済）の規定によって各債権者に弁済

した後でなければ，受遺者に弁済をすることができない。 
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第１２８６条（相続財産の換価） 

（１）第１２８３条（配当弁済）ないし第１２８５条（受遺者への弁済）の規定に従って弁済をするにつき相続財産を売却

する必要があるときは，限定承認者は，これを強制売却に付するか，又は裁判所が選任した評価人の評価以上の価

額により，これを売却しなければならない。 

（２）限定承認者，相続債権者又は受遺者は，自ら，第１項の強制売却又は売買の買受人となることができる。 

 

 

第１２８７条（不当弁済の責任） 

（１）限定承認者が，第１２８１条（公告及び催告）に定める公告若しくは催告をすることを怠り，又は同条第１項の公告

期間内にある債権者又は受遺者に弁済したことによって他の債権者又は受遺者に弁済をすることができなくなったと

きは，これによって生じた損害を賠償しなければならない。 

（２）第１項の規定は，弁済の不当性を知りながらその弁済を受けた債権者又は受遺者に対する他の債権者又は受

遺者の損害賠償請求を妨げない。 

 

 

第１２８８条（申し出がない場合） 

 第１２８１条（公告及び催告）第１項の公告期間内に申し出がなかった債権者及び受遺者で限定承認者に知れなか

ったものは，残余財産についてのみその権利を行うことができる。ただし，相続財産中の特定の物又は権利の上に担

保権を有する者は，この限りでない。 

 

 

第１２８９条（相続人が複数ある場合） 

（１）相続人が数人ある場合において限定承認がされたときは，裁判所は，相続人の中から，相続財産の管理人を選

任しなければならない。 

（２）管理人は，自ら及び他の共同相続人のためこれに代わって，相続財産の管理及び債務の弁済に必要な一切の

行為をする。 

（３）第１２８１条（公告及び催告）ないし第１２８８条（申し出がない場合）の規定は，管理人にこれを準用する。ただし，

第１２８１条（公告及び催告）第１項に定める公告をすべき期間は，管理人の選任のあった後１０日以内とする。 

 

 

第７章 相続人の不存在 

第１２９０条（相続財産法人） 

 相続人のあることが明らかでないときは，相続財産は，これを法人とする。 

 

 

第１２９１条（管理人の選任） 

（１）第１２９０条（相続財産法人）の場合には，裁判所は，利害関係人，被相続人の最後の住所地のコミュ－ン若しく

はサンカットの長，又は検察官の申立てによって，相続財産の管理人を選任しなければならない。 

（２）裁判所は，管理人を選任したときは，遅滞なくその旨を公告しなければならない。 

 

 

第１２９２条（管理人の権利義務） 

（１）管理人は，遅滞なく，相続財産に関する財産目録を作成しなければならない。 

（２）管理人は，相続財産の保管及び管理をする。このために必要とするときは，裁判所の許可を得て，相続財産を換

価し，又は処分することができる。 

（３）管理人は，相続債権者又は受遺者の請求があるときは，これに相続財産の状況を報告しなければならない。 

（４）管理人は，第１２９６条（債権者等に対する公告及び催告）第２項において準用する第１２８２条（催告期間中の弁

済拒絶権）ないし第１２８８条（申し出がない場合）の規定に定められた事項を行う。 

（５）管理人は，裁判所の命令を受けて，事実を調査し，その結果を裁判所に報告しなければならない。 

 

 

第１２９３条（管理人の報酬） 

 裁判所は，相続財産の状況その他の事情を考慮して，管理人に対し，相続財産の中から相当の報酬を支払うこと

ができる。 
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第１２９４条（相続人が判明した場合） 

 相続人のあることが明らかになったときは，相続財産法人は初めから存在しなかったものとみなす。ただし，管理人

がその権限内でした行為の効力を妨げない。 

 

 

第１２９５条（管理人の権限の消滅時期） 

（１）管理人の権限は，相続人が相続の承認をした時に消滅する。 

（２）相続人が相続の承認をした場合には，管理人は，遅滞なく相続人に対して管理の計算をしなければならない。 

 

 

第１２９６条（債権者等に対する公告及び催告） 

（１）第１２９１条（管理人の選任）第２項に定める公告があった後２か月以内に相続人のあることが明らかにならなか

ったときは，管理人は，遅滞なく，一切の相続債権者及び受遺者に対し，一定の期間内にその請求の申し出をすべき

旨を公告しなければならない。ただし，その期間は，２か月を下ることができない。 

（２）第１２８１条（公告及び催告）第２項及び第１２８２条（催告期間中の弁済拒絶権）ないし第１２８８条（申し出がない

場合）の規定は，第１項の場合にこれを準用する。ただし，管理人は，準用された第１２８６条（相続財産の換価）第１

項の強制売却又は売買の買受人となることができない。 

 

 

第１２９７条（相続人捜索の公告） 

（１）第１２９６条（債権者等に対する公告及び催告）第１項の期間の満了後，なお，相続人のあることが明らかでない

ときは，裁判所は，管理人又は検察官の申立てによって，相続人があるならば一定の期間内にその旨を申し出るべ

き旨を公告しなければならない。ただし，その期間は，６か月を下ることができない。 

（２）管理人又は検察官は，相続財産に剰余が生ずる見込みのないときは，第１項の請求をすることを要しない。 

 

 

第１２９８条（公告による除斥） 

 第１２９７条（相続人捜索の公告）の期間内に相続人である旨の申し出がないときは，相続人並びに管理人に知れ

なかった相続債権者及び受遺者は，その権利を行うことができない。 

 

 

第１２９９条（特別縁故者への相続財産の分与） 

（１）第１２９８条（公告による除斥）の場合において相当と認めるときは，裁判所は，被相続人と生計を同じくしていた

者，被相続人の療養看護に努めた者その他被相続人と特別の縁故があった者の申立てによって，これらの者に，清

算後残存すべき相続財産のうち一部を与えることができる。ただし，与えるべき財産の総額は，残存すべき相続財産

の半分を超えることができない。 

（２）第１項の申立ては，第１２９７条（相続人捜索の公告）の期間満了後３か月以内に，特別縁故の事由を明らかにし

て，これをしなければならない。 

（３）裁判所は，第１項の財産の分与に当たっては，事実を調査することができる。その際，コミュ－ン又はサンカット

の長の意見を聞くことができる。 

 

 

第１３００条（相続財産の国家帰属） 

 第１２９９条（特別縁故者への相続財産の分与）の規定によって処分されなかった相続財産は，国家に帰属する。こ

の場合には，管理人は，遅滞なく管理の計算をして，裁判所に提出しなければならない。 

 

 

第８章 相続回復請求 

第１３０１条（相続回復請求の目的） 

 相続人は，その相続権を排除された相続に関し，全部又は一部の相続財産の回復を受けるため，相続回復を請求

することができる。 

 

 

第１３０２条（相続回復請求の内容） 

（１）相続人は，実際には帰属しない相続権により相続財産を取得した者を相手に，取得されたものの返還を請求す

ることができる。 
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（２）相続回復請求の相手方が相続財産を目的とする契約により取得したものも，相続回復請求の対象となる。 

 

 

第１３０３条（返還義務の内容） 

（１）相続回復請求の相手方は，請求をした相続人に対し，相続財産を返還しなければならない。相手方が善意であ

るときは，果実及び受領した利息を保持し，当該財産に対する有益費用の償還を請求する権利を有し，かつ，その弁

済した相続債務について求償する権利を有する。 

（２）相手方が悪意であるときは，果実及び受領した利息を返還する債務を有し，かつ，その弁済した相続債務につい

て求償する権利を有しないのみならず，当該財産に対する有益費用の償還を請求する権利も有しない。 

 

 

第１３０４条（相続回復請求権の消滅時効） 

 相続回復請求権の消滅時効期間は，相続財産が遺言又は遺産分割に基づき相続回復請求の相手方に移転した

場合には，その時から５年間とし，単独相続の場合は，被相続人の死亡の日から５年間とする。 

 

 

第９編 最終条項 

第１３０５条（適用期日等） 

（１）この法律は，別に法律で定める日から適用する。 

（２）この法律の適用に関する経過措置その他この法律の適用に関し必要な事項は，別に法律で定める。 
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